






SDGsとの関連

Ⅰ.団体概要
(1)設立目的・理念 183/200字

(2)団体の主な活動 197/200字

_17.パートナーシップ
で目標を達成しよう

17.17 マルチステークホルダー・パートナーシップ   さまざまなパートナーシップ
の経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップ
を奨励・推進する。

ターゲット 関連性の説明
この事業は、支援対象団体が取り組む地域の伝統産業の振興や社会的孤立問題の解決を通じて、滋賀県における持続可能
な経済成長と良質な雇用の創出を目指す。特に、地域資源を活用した「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー」の
育成は、地域内での生産的かつ良好な雇用機会の創出に直結する。

滋賀県の各地域に根ざした小規模組織の支援を通じて、地域内の連携を深め、住みやすい環境と公共空間の創出を促進す
る。これは、住民参加による都市計画と持続可能な都市の実現を目指すゴール11に貢献する。

ナイマゼ、三方よし基金、PSIの協働は、異なるセクターの専門性と資源を地域活性化に向けて結集させるパートナーシッ
プの模範例である。このような協力体制は、地域課題解決のための新たな価値創造と持続可能な発展を実現する上で重要
な役割を果たす。また、一定の支援が進んだ後は、行政、民間企業、支援対象団体、大学など多様なセクターが参加する
地域の円卓会議等を通じて全体像の整理と共有を行い、一方向ではない生きた政策提言につなげ、他セクター同士の連携
を推進する。

ゴール
_8.働きがいも経済成長
も

8.3   生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーションを支援する開発
重視型の政策を促進するとともに、金融サービスへのアクセス改善などを通じて中
小零細企業の設立や成長を奨励する。

_11.住み続けられるま
ちづくりを

11.3   2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、全ての国々の参加
型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。

私たちのコンソーシアムは、滋賀県における「三方よし」の精神に基づく地域活性化を目的として設立された。社会全体の持続可能な発展と、地域コミュニティの強化を通じて、全ての人が支え合い、共に成長できる社会を実現す
ることを理念とする。この理念のもと、地域資源を活用し、多様なステークホルダーと協力しながら、地域社会全体が共生し、相互に支援し合う持続可能な社会の構築を目指す。

私たちは、地域活性化における豊富な経験と専門性を持つ。ナイマゼは多様なセクターとの連携を通じて地域課題解決に向けたプロジェクト支援を、三方よし基金は伴走支援と助成活動を、PSIは事業型ファンドによる資金提供を
行ってきた。これまでの実績に基づき、滋賀県内の新しいまちづくり組織の育成を目的に、社会的インパクト評価、事業実施、組織運営、広報・ファンドレイジングの4つの柱を中心に活動支援を展開する。



Ⅱ.事業概要

事業概要

755/800字

契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です。

実施時期 (開始) 滋賀県内

○「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー」の育成と運営体制の強化
本活動支援プログラムは、滋賀県内の地域特性に根差した「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー（CEC）」を支援することを目的としている。これらの組織は、地域内での新たな働き場の創出や社
会的孤立の解消など、多岐にわたる地域課題の解決に取り組んでいる。活動支援プログラムでは、対象団体が抱える組織運営や事業実施上の課題を克服し、持続可能な組織へと成長するための支援を提供す
る。

○活動支援の対象団体
CECは、地域に密着した取り組みを行い、小規模ながら地域社会に深い影響を及ぼしている。これらの団体は、人口1万人以下の学区単位で活動し、地域の課題解決に取り組んでいる。具体的な活動内容と
しては、社会的孤立の解消、地域資源の保全、農山村や旧市街地の再生などがある。しかし、事業計画の不足や資金調達の難しさ、人材の専門知識やスキル不足が課題となっている。

○活動支援の内容と方法
支援の核となるのは、社会的インパクト評価、事業実施、組織運営、広報・ファンドレイジングの4つの柱である。これらの支援を通じて、対象団体が自立し、地域に貢献できる能力を育成する。特に、事
業設計力の強化に重点を置き、地域の課題に対する革新的な解決策を提案できる組織への成長を目指す。

○目指す成果と社会的インパクト
支援を受けた団体は、3年後には休眠預金や社会的投資を活用可能な実行団体へと成長し、地域課題の解決に向けた実現性の高い政策提言ができる組織になることを目指す。これにより、地域社会において
新たな価値を生み出し、持続可能な発展を促進することを期待している。また、地域内外の多様なステークホルダーとの連携を強化し、持続可能な事業を展開することが可能となる。

2025/4/1 (終了) 2028/3/31 対象地域



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)支援対象団体が抱える事業実施上、組織運営上の課題とその背景 979/1000字

(2)課題に対する行政や中間支援団体等による既存の取組み状況 383/400字

(3)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 400/400字

○滋賀県の「三方よし」の地域特性とコミュニティ・エンパワメント・カンパニー（CEC）の挑戦
滋賀県では、近江商人の「三方よし」の文化に根ざした地元企業や事業者が社会課題に取り組むことが一般的である。この精神に従い、民間団体の地域活動も活発化している。特に、1980年代から広がってきた市町村単位で設立さ
れる官民共同出資のまちづくり会社は地域活性化の代表例であるが、最近ではこれらの伝統的なモデルが地域課題に対応しきれていない。これに対して、滋賀県におけるCECは、地域密着型で公益事業に取り組む新しい動きとして
注目されている。

○コミュニティ・エンパワメント・カンパニーの定義と事業実施上の課題
CECとは、旧市町村単位（人口1万人以下の学区単位）で地域密着型の活動を展開し、地域内の様々な団体と連携し、衰退する地域産業や商業地に対し多様な働く場の創出や社会的孤立の解消を支援する中間支援型の民間公益活動
を展開する小規模組織である。これらの会社/組織は、地域に根ざした公益事業を推進するために設立されたものの、具体的な事業計画の不足や資金集めが課題となっている。

○人材の限界と専門知識の不足
CECでは、人材の専門知識やスキル不足、そして業務負担の重さが顕著な問題である。これらの会社/組織が抱える多様な地域課題に対して、適切な解決策を提案し、実行するには、専門的な知識が不可欠である。しかし、現状では
必要な人材が不足しているため、業務に忙殺されがちであり、組織としての成長が阻害されている。

○地域課題解決のステレオタイプ化
地域課題に対する活動のステレオタイプ化は、CECの課題解決能力を低下させる一因である。先進事例を単純に模倣することで、地域特有の課題に対するカスタマイズされた解決策の提案が難しくなっている。このステレオタイプ
化は、事業の設計力不足を露呈させ、地域課題の本質的な解決に至らない結果を招いている。

○事業設計力の強化の必要性
CECが抱える課題の根本的な解決には、事業設計力の強化が必要である。地域の現状課題を正確に把握し、解決に向けた仮説を立て、活動を組み立てる力は、短期的な成果に留まらず、持続可能な地域社会の構築へと繋がる道筋を
作るために不可欠である。そのためには、外部からのカスタマイズされた支援の導入が急務である。

○既存支援の不足と新たな取り組みの必要性
行政や民間からの既存の支援策は、コミュニティ・エンパワメント・カンパニーにとってある程度の助けとなっているが、根本的な課題解決には至っていない。特に、地域特性を考慮したカスタマイズ支援や、長期的視野に立った
継続的なサポートが不足している。このような状況は、コミュニティ・エンパワメント・カンパニーが直面する複雑な地域課題に効果的に対応するための能力の向上を妨げている。

○申請の緊急性とその重要性
これらの支援のギャップを埋めるために、本申請はコミュニティ・エンパワメント・カンパニーにとって極めて重要である。本申請を通じて得られる支援により、これらの会社はより自立的かつ持続可能な組織運営を目指すことが
できる。これは、地域社会に対するより大きな影響を生み出し、長期的な地域課題の解決に貢献するための重要なステップである

○資金活用の必要性とその意義
休眠預金等交付金を活用し、社会的インパクト評価、事業実施、組織運営、広報・ファンドレイジングの4つの支援をすることで、組織運営の自立性と持続可能性を高めることができる。これらはコミュニティ・エンパワメント・
カンパニーにとって必要不可欠である。また、既存の行政による助成金支援では取り組まない、地域特有の課題に対するカスタマイズされた解決策の提案や実行が可能になる。

○長期的な地域課題解決への貢献
本資金を活用することで、コミュニティ・エンパワメント・カンパニーは、短期的な成果にとどまらず、長期的な視野で地域課題の解決を目指すことが可能となる。さらに、地域内外の多様なアクターとの協働を促進し、地域の特
性や団体のニーズに応じた支援を実施することが可能となる。結果として、これらの団体が地域社会に新たな価値をもたらし、滋賀県の持続可能な発展に寄与することが期待できる。



Ⅳ.活動支援プログラムの内容

(3)-1 支援対象団体の活動地域・分野・内容 371/400字

(3)-2 支援対象団体の組織形態・規模・組織の成長ステージ 386/400字

(4)活動支援プログラムによって支援を受けた団体が社会にもたらす変化/インパクト（中長期アウトカム） 197/200字

(5)-1 活動支援プログラムの目的（短期アウトカム発現によって事業期間中に達成される事業の中心的な事業目的） 94/100字
活動支援プログラムの目的 100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

○コミュニティ・エンパワメント・カンパニーの躍進
本事業による支援を受けたCECは、3年後には休眠預金や社会的投資を活用できる実行団体へと成長し、地域課題の解決に向けた実現性の高い政策提言ができる団体になることを目指す。これにより、地域社会において新たな価値
を生み出し、持続可能な発展を促進する。行政との健全な関係性構築と、地域ステークホルダーとの連携強化を通じて、地域の制度変革へと貢献する。

目標の達成度は、支援団体の状況に応じて
活動展開能力、地域との連携深度、及び具
体的な社会的インパクトの指標を設けて評
価する。

目標値は、事業終了時に支援団体が自
立し、地域社会と密接に連携しなが
ら、明確な社会的インパクトを生み出
している状態を目指す。

初期値は、支援団体が面している組織
運営や事業展開の困難さ、地域との連
携の希薄さ、及び社会的インパクトの
見えにくさとする。

(2)支援対象団体数 5(1)支援対象団体の区分 ②民間公益活動を実施する担い手育

○活動地域：滋賀県内の地域密着型の取り組み
滋賀県におけるコミュニティ・エンパワメント・カンパニーの活動は、平成の大合併以前の旧市町村単位、具体的には人口1万人以下の学区単位でのコミュニティを主な活動範囲とする。これらの地域で、地域固有の課題に対応
し、地域住民や地元企業と連携しながら、持続可能な地域社会の構築に貢献する活動を展開している。

○活動分野と内容：地域課題解決を目的とした活動実施
支援対象となるコミュニティ・エンパワメント・カンパニーは、地域の課題解決を目的とした多様な活動を実施している。これには、社会的孤立の解消、新たな地域の働き場づくり、伝統産業の振興や地域資源の保全、そして衰退
する農山村や旧市街地の再生などが含まれる。これらの活動を通じて、地域社会に新たな価値をもたらし、地域全体の活力を高めることを目指している。

○組織形態：多様性を持つコミュニティ・エンパワメント・カンパニー
支援対象となるコミュニティ・エンパワメント・カンパニーは、民間公益活動団体を想定している。これらの組織は、法人格の有無にかかわらず、地域社会に対する深い理解と貢献に基づいて選定される。特に、活動歴や地域への
コミットメントの程度が重要視され、地域密着型の活動を展開している組織が優先的に支援対象となる。

○事業規模：小規模ながらも地域への深いコミットメント
コミュニティ・エンパワメント・カンパニーの事業規模は、年間予算や人員体制が限られている場合が多い。小規模ながらも地域社会への深い理解とコミットメントを持ち、地域の特性を活かした活動を展開している点が特徴であ
る。規模に関しては、年間予算や人員体制が限られることが多いものの、その限られたリソースの中で効果的に地域課題に対応しようとする姿勢を重視する。

○地域総働と自立支援を目指す
この活動支援プログラムの主目的は、支援対象団体が自立して地域
に貢献できるように、地域課題の共有化から資金調達・広報活動に
至るまで、多角的な支援を提供すること。



(5)-2 短期アウトカム（事業期間中に達成される目標）
短期アウトカム 100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

１）資金調達額と資金調達源の多様性
（定量的指標）
２）行政との連携案件数（定量的指
標）
３）広報活動の影響力と関係者の認知
度改善（定性的指標）

〇

１）新たに開始されたプロジェクト数
（定量的指標）
２）対象者の変化に対する直接的な
フィードバック（定性的指標）

〇 １）新たなプロジェクト0件
２）対象者の変化なし

１）新たなプロジェクト5件以上
２）対象者からのポジティブなフィー
ドバック

１）資金調達額0円
２）行政との連携案件0件
３）広報活動のリーチ数0

4. 【組織運営】支援体制と人材形成の進展

地域内で支援活動に参加する個人や団体が協力し合う体制が確
立し、支援を担う人材が地域から育成されている状態にある。

１）対象者を中心に置いた応援の総働
体制がわかる具体例（体制図）

〇 １）具体例：0件 １）具体例：5件

5. 【広報・ファンドレイジング】資金調達・行政連携・広報活
動の進行

複数の資金調達手段が確立し、行政との連携やターゲットに合
わせた効果的な広報活動が展開されている。

１）資金調達額1,000万円以上
２）行政との連携案件2件以上
３）広報活動のリーチ数10,000人以上

１）関係者間での共有の場：1件以
上、関係者の出席率80%以上
２）共有内容を元にした対応策の検討
会議：1件以上、関係者の出席率80%
以上

１）インパクト評価結果の共有回数
（定量的指標）
２）活動を通じて生じたインパクトに
ついて、該当関係者とのディスカッ
ション実施件数

ー １）インパクト評価結果の共有0回
満足度0%

１）インパクト評価結果の共有10回以
上
満足度75%以上

２）活動を通じて生じたインパクトに
ついて、該当関係者とのディスカッ
ション実施件数：1件以上、関係者の
出席率80%以上

2. 【社会的インパクト評価】地域インパクトの共有化

活動を通じて生じた社会的な影響が明確にされ、支援対象団体
と地域コミュニティ間でその成果が共有され、理解が深まって
いる。

3. 【事業実施】活動開始と対象者への影響

支援対象団体が計画した活動が実行フェーズに入り、対象とな
る地域住民やコミュニティに肯定的な変化が見られ始めてい
る。

モニタリ
ング指標

1. 【共通】地域課題とステークホルダーの共有

地域の潜在的課題と解決を目指すステークホルダーが相互に認
識を共有し、共同で対応策を模索し始める環境が形成されてい
る。

１）関係者間での地域課題とステーク
ホルダーの共有の場の設置数（定量的
指標）
２）共有内容を元にした対応策の検討
会議件数

〇 １）関係者間での地域課題とステーク
ホルダーの共有の場：０件
２）共有内容を元にした対応策の検討
会議：0件



100字 指標 100字 中間評価時の値/状態 100字 事後評価時の値/状態 100字

〇

(5)-3 アウトプット
（活動の実施により生み出された結果）

モニタリ
ング指標

分析報告書の完成数 分析報告書5件作成

整理された資金調達法の数 整理された資金調達法4つ〇

構築された体制1つ

5-1. 【広報・ファンドレイジング】事業・助成・出資・寄付の方法と短
中長期計画の策定
事業運営やプロジェクトの資金調達に役立つ複数の方法を整理し、計画
を立てる。

5-2. 【広報・ファンドレイジング】短期の資金調達の体制づくり
短期間での資金調達を実現するための体制を構築し、実施方法を具体
化。

構築された短期資金調達体制の数 〇

実施されたセッション20回/件3-2. 【事業実施】活動への伴走支援の実施
対象団体のプロジェクト実行を支援するため、専門家が実地での伴走を
提供。

4-1. 【組織運営】推進体制の策定
効果的な活動運営を実現するための組織内外の体制を確立し、運営方法
を明確にする。

策定された推進体制の枠組み数 〇

4-2. 【組織運営】地域の支援対象団体とのネットワーク化
地域内の様々な支援対象団体との連携を強化し、共同での課題解決を目
指す。

形成されたネットワークの数 〇

4-3. 【組織運営】人材育成プログラムの実施
地域活性化に必要な人材を育成するためのプログラムを実施し、スキル
向上を促す。

実施された人材育成プログラムの数 〇 実施されたプログラム3つ

確定した見える化手法数 〇 手法3種類確定

1-1. 【共通】住民、ステークホルダーを含む地域及び、支援対象団体の
現状分析
地域及び支援対象団体の現況を詳細に分析し、住民とステークホルダー
のニーズと課題を明確化。

2-1. 【社会的インパクト評価】関係者によるロジックモデルの策定
地域課題解決に向けた戦略や目標を定義するロジックモデルを関係者が
共同で作成。

策定されたロジックモデル数 〇 ロジックモデル5件策定

2-2. 【社会的インパクト評価】活動による社会的インパクトの見える化
の手法の確定
活動の効果を測定し、社会的影響を明確にするための具体的な手法を決
定。

〇

策定された枠組み1つ

形成されたネットワーク3つ

3-1. 【事業実施】関係者による活動計画（４W２H）の策定
実施予定の活動内容を詳細に計画し、何を、どこで、誰が、いつ、どの
ように、いくらでやるのかを定める。

策定された活動計画の数 〇 策定された活動計画5つ

実施された伴走支援のセッション数
（直接対話や協働を行うワークショップ、ミー
ティング、相談会、研修など）



(5)-4 活動（誰がどのような形態で何をするか） 200字 時期・期間
185/200字

200/200字

180/200字

196/200字

158/200字

186/200字

200/200字

195/200字

4-2-7. 【組織運営】地域の活動団体とのネットワーク化の検討
事業の推進には地域内の様々な活動団体とのネットワーク形成が不可欠である。これにより、事業実施や広報・ファンドレイジングなど他の活動を後押しす
る。本活動では具体的な連携対象団体の選定からネットワーク構築までを支援し、各団体が持つ強みを活かした相互支援の枠組みを構築する。団体間での協
働を促し、地域全体の課題解決能力を高めることを目指す。

中期フェーズ：
2026年4月〜
事業内容によって実施 3ヶ月程度

4-3-8. 【組織運営】人材育成（学び合いのコミュニティづくり）
事業推進の中核人材を育成するため、必要なスキルを明確にし、対応する育成プログラムを計画・実施する。このプロセスでは、専門家による勉強会だけで
なく、異なる地域やテーマの関係者との意見交換を通じて学び合う機会も提供する。特に、滋賀県内の類似環境下で活動する団体間の連携を促し、共通の課
題を有する異なる分野の団体との交流も図る。

終盤フェーズ：
2027年4月〜2028年3月
事業内容によって実施 半年〜1年程度

2-1-2. 【社会的インパクト評価】事業計画（ロジックモデル等の作成支援）
事業計画は、課題を設定し、現状とのギャップを埋める仮説を立て、戦略と計画を立てる力を育むことが重要であり、その活動がインパクト評価であると認
識できるよう伴走することが重要である。研修やワークショップによる情報の整理支援を通じて、支援対象団身が目標の設定、及びその達成に必要な活動と
予想される成果を整理できるよう支援する。

初期フェーズ：
2025年4月〜2026年3月
1年程度

2-2-3. 【社会的インパクト評価】活動結果の記録方法の検討
支援する事業のロジックモデル作成を通じて、社会的インパクト評価の検討を行う。まちづくり組織の事業の評価として、どのような評価軸を設けるとよい
のかについては、どの組織においても模索中の課題である。活動団体の事業をよく理解した上で、活動結果の記録方法の検討を行い、社会的インパクト評価
の実施へ繋げる。

初期フェーズ：
2025年4月〜2026年3月
1年程度

3-1-4. 【事業実施】活動計画の組み立て
支援対象団体ごとにカスタマイズされた事業戦略を立案し、活動計画を策定するプロセスである。これには、組織のビジョン設定、目標の明確化、必要リ
ソースの評価、対策の策定、財務計画の作成、及び具体的な３年間の活動計画の作成が含まれる。この段階では、支援対象団体が自走するための基盤を整備
し、目指す社会的インパクトの実現に向けた具体的な行動計画を構築する。

中期フェーズ：
2026年4月〜
事業内容によって実施 3ヶ月程度

中期フェーズ：
2026年4月〜
事業内容によって実施 3ヶ月程度

3-2-5. 【事業実施】事業の伴走

支援対象団体が活動する地域に赴き、事業の伴走支援を実施する。必要に応じて、ワークショップの開催、ファシリテーション支援、地域の支援対象団体
や関連組織との連携の検討・支援などを行う。また、ロジックモデルに沿って事業が推進されているかの確認および軌道修正の支援を行いながら伴走す
る。

4-1-6. 【組織運営】推進体制の検討
滋賀県内のまちづくり組織が直面する課題には、重要な地域人物が組む役員体制と、経験の浅い現場スタッフの間に生じる運営上のギャップがある。この問
題を解決するため、分野に精通した専門の第三者を介入させ、組織内の各メンバーの役割と責任範囲を明確化していく。これにより経営層と実務者間の協力
体制を築き、事業運営の効率化と活動の成功を目指す。

中期フェーズ：
2026年4月〜
事業内容によって実施 3ヶ月程度

1-1-1. 【共通】地域及び支援対象団体の現状診断
地域および事業の現状、財務状況、リソース、資金調達計画などのデータ収集、ヒアリングを実施。情報を分析し、地域や団体の現状の言語化、問題の原因
や改善点を特定する。最初のステップとなる「現状診断」は、すべての支援対象団体において実施し、分析した状況に合わせて以下の支援メニューをカスタ
マイズし組み合わせながら支援を行う。

初期フェーズ：
2025年4月〜2026年3月
1年程度

5-4. 【広報・ファンドレイジング】広報戦略の策定
活動の成果や目的を広く伝えるための戦略を策定し、効果的な情報発信
を行う。

策定された広報戦略の数 〇 策定された広報戦略1つ

策定された政策提案2つ5-3. 【広報・ファンドレイジング】政策提案の策定
地域の課題解決や活動の推進に資する政策を提案し、行政との連携を深
める。

策定された政策提案の数 〇



140/200字

166/200字

190/200字

167/200字

(5)-5 インプット

人材

資機材、その他

5-3-12. 【広報・ファンドレイジング】広報戦略の検討
事業の推進に注力する一方で、事業のスケールに必要な周知や共感、仲間集めに必要な広報戦略に着手できていない現状がある。事業が目指す広報活動の目
的に合わせて、広報戦略の検討を行う。広報の目標設定から支援し、その後ターゲットやメッセージ、配信手段の検討、実施計画の作成支援を行う。

終盤フェーズ：
2027年4月〜2028年3月
事業内容によって実施 半年〜1年程度

合計 5人（事業責任者1人、担当1人）外部：合計3人（地域活性化専門家2人、評価アドバイザー1人）
・県内大学

5-1-9. 【広報・ファンドレイジング】持続的活動を行うための資金調達手法の検討
寄付、会費、助成金、出資、融資などの多様な資金調達手法を検討し、選定する。具体的には、地域社会からの支持を集めるための効果的な広報戦略と並行
して、適切な資金源を特定し、活動の持続性と拡大を目指す。

終盤フェーズ：
2027年4月〜2028年3月
事業内容によって実施 半年〜1年程度

5-2-10.【広報・ファンドレイジング】 短期の資金調達のための伴走支援
短期的に利用できる資金調達方法を洗い出し、資金調達を行うためのプレゼンや申請書類作成などを支援する。この過程で、実際に各団体が試行的な資金調
達を試みるステップも含まれる。これは短期的な資金ニーズに迅速に対応し、実行可能な資金調達戦略を確立することを目指す。

終盤フェーズ：
2027年4月〜2028年3月
事業内容によって実施 半年〜1年程度

5-3-11. 【広報・ファンドレイジング】政策提案の検討
事業成果を踏まえた政策提案は、一方的な提案書の提示ではなく、行政を含めた関係者全員が課題と現状を理解し、協力体制を構築することが重要だ。その
ため、私たちは第三者として、行政、民間企業、支援対象団体、大学など多様なセクターが参加する地域の円卓会議等を通じて全体像の整理と共有を行い、
一方向ではない生きた政策提言につなげる。

終盤フェーズ：
2027年4月〜2028年3月
事業内容によって実施 半年〜1年程度



(6)-1 支援対象団体が抱える課題の把握・検証方法（組織診断方法等） 760/1000字
支援対象団体の課題やニーズを正確に把握することは、活動支援プログラムを効果的に実施する上で不可欠である。特に、支援対象団体自身が課題を認識していない場合や、優先順位が異なる場合も考慮し、選定・採択後の組織診
断を通じて共通認識を形成することが重要である。本プログラムでは、以下の手法とプロセスを通じて課題の把握・検証を行う。

○事前情報収集
選定段階で得られる申請書やヒアリング結果を基に、団体の活動状況、組織体制、財務基盤、外部環境などを整理し、初期的な仮説を設定する。この仮説に基づき、採択後の診断項目を設計する。

○組織診断の実施
採択後、支援対象団体と協力して以下の手法を用いた診断を行う。
・定量的診断
財務状況、活動実績、スタッフ数などを収集し、組織の客観的な状況を評価する。
・定性的診断
SWOT分析やインタビューを通じて、組織運営上の強みや課題、外部環境からの影響を把握する。
・ツールの活用
ロジックモデル等を用いて、組織のビジョン・ミッションと現状の活動との整合性を評価する。

○共通認識の形成
診断結果を基に、以下の手順で課題の共通認識を図る。
・診断結果の共有
診断結果を報告書として提示し、団体と一緒に課題の優先順位を整理する。
・対話の重視
団体の関係者と対話を重ねることで、支援が必要な項目や自発的な改善への意欲を引き出す。
・目標設定
共通認識に基づき、具体的な目標を設定し、団体の成長ビジョンを明確化する。

○継続的な課題検証
組織の成長や外部環境の変化に対応するため、診断結果を定期的に見直す。進捗状況に基づき、新たな課題が浮上した場合は、柔軟に対応する。

以上のプロセスにより、支援対象団体の潜在的な課題やニーズを可視化し、解決に向けた実効性の高い支援計画の基盤を整える。



(6)-2 支援対象団体が抱える課題に対する支援内容の組み立て方法（支援対象団体との関係構築や支援内容合意のプロセス等） 819/1000字
支援内容の適切な設計と団体との合意形成は、活動支援プログラムの成功に直結する。本プログラムでは、以下のプロセスを通じて、支援対象団体の課題に応じた効果的な支援内容を組み立てる。

○関係構築の基盤作り
選定後の初期段階で、団体との信頼関係を築くことを最優先にする。初回面談やフィールドワークを通じて団体の価値観や目標を共有し、対等なパートナーシップを構築する。

○支援内容の策定
課題に基づく支援内容を以下のステップで設計する。
・課題整理
診断結果を踏まえ、解決すべき課題を段階的に整理する。優先度の高い課題を中心に短期的な成果と長期的なビジョンを組み合わせた計画を構築する。
・支援プランの設計
各団体の特性や成長ステージに応じ、以下の支援内容を組み合わる。

- 組織基盤強化: 内部規程の整備、財務体制の改善、意思決定プロセスの効率化。
- 事業拡大支援: 新規事業の企画、収益モデルの構築。
- ネットワーク形成支援: 他団体や地域企業との連携強化。
- 成果の可視化: 社会的インパクト評価の導入や指標の設定。

・支援計画書の作成
支援内容、スケジュール、目標指標を明記した計画書を作成し、団体と共有する。

○合意形成のプロセス
支援内容について団体と丁寧に対話を重ね、以下のポイントを重視して合意を得る。
・双方向のコミュニケーション
支援計画の背景や目的を説明するとともに、団体側の意見や提案を反映させる。
・柔軟な対応
必要に応じて計画を修正し、実現可能で団体に適した内容に調整する。

○継続的なモニタリングとフォローアップ
支援開始後も定期的に進捗確認を行い、計画の実施状況や目標達成度を評価する。評価結果を基に支援内容を適宜見直し、団体の成長に合わせた柔軟な支援を提供する。

以上のプロセスを通じて、支援対象団体が自立的かつ持続可能な活動基盤を構築し、社会課題解決に向けて効果的に取り組むことを目指す。



Ⅴ.支援対象団体の募集/選定
(1) 募集方法や案件発掘の工夫 197/200字

(2) 休眠預金等活用事業に係る既存関係先との透明性確保 184/200字

Ⅵ.主な実績と実施体制
(1) 専門性・強み 395/400字

○単なる公募ではなく、申請段階から伴走し積極的な案件発掘へ
私たちは、これまでの活動から滋賀県内の多様な支援対象団体と関わり、コミュニティ・エンパワメント・カンパニーとなりうる団体を既に複数見つけ出している。支援対象団体の募集では、ウェブサイトやSNS、メディアを通じ
て公募情報を広く発信するだけでなく、申請段階から必要に応じてサポートを提供することで、新しい候補団体の発掘にも力を入れていく。

○公正なプロジェクト評価と透明性の確保
既存関係先との透明性確保について、以下に取り組む。
(1)対象団体の役員構成等を申請受付時に確認し、既存の実行団体との関係性を明確化
(2)対象団体の取組内容を受付時・採択後に都度確認し、既存の実行団体の取組と重複しないよう伴走支援
(3)コンソーシアム構成団体の役員と対象団体との関係性について、選考会前に確認し選考委員に報告

○ナイマゼ
地域活性化に関するコンサルティングと伴走支援、助成事業の企画立案支援、ビジョンや計画の策定などを行う。特に、多世代や多様なセクターとの連携を通じたワークショップの企画およびファシリテーションを得意とする。

○三方よし基金
多様な役員構成を活かし異なる分野の専門知識を集約。経験豊富なPOの伴走支援。制度融資やSIB事業などを通じて金融機関等との連携が出来ており、事業継続にあたっての適切なアドバイスが可能。福祉、環境、農業、生態系、
まちづくり等様々な事業の支援（約90事業）実績

○PSI
近畿財務局登録の第二種金融商品取引業者であり、事業型ファンドの募集が可能。適格機関投資家特例業務も実績あり。ローカルベンチャーとソーシャルビジネスに特化。社会的投資を重視する金融会社として全国的に希少。役
員・株主は非営利活動やソーシャルビジネスの経験を持つ学識豊かな専門家。



(2) 支援実績と成果 792/800字

(3) 支援ノウハウ 381/400字

(4) 実施体制 398/400字

(5)コンソーシアム利用有無

○地域活性化の多角的アプローチ
これまでに、ナイマゼ、三方よし基金、PSIの三者は、各社の強みを活かして地域活性化に関する幅広い支援を展開してきている。ナイマゼは地域課題解決に向けたプロジェクト支援、東近江三方よし基金は伴走支援と助成活動、そ
してPSIは事業型ファンドによる資金提供という各団体の強みを生かし、地域課題解決に向けた支援や地域内外の多様なステークホルダーとの連携を促進してきている。

○地域課題解決と共生の実践
ナイマゼは地域課題解決に向けた新規事業の設計支援や、中高生や大学生の地域探究活動や専門性を活かした地域活動支援、NPOや市民団体、中小企業への伴走支援、さらには自治会や地域自治組織の事業評価や地域ビジョンの支
援、多世代交流型市民ワークショップや地域計画策定のファシリテーションなど行っている。

○革新的事業支援と地域コミュニティの強化
三方よし基金とPSIが行ってきた資金分配団体としての支援実績は、私たちの重要な実績の一つである。休眠預金事業を含む複数の資金分配事業、様々なセクターとの連携による地域課題解決の取り組み、さらには制度融資やSIB事
業の実施を通じた新たな金融連携モデルの確立など、地域活動における新しい価値創造の道を切り拓いている。これらの活動は、地域コミュニティの強化と持続可能な発展に不可欠な要素である。

○地域ニーズに応える事業改善と住民を中心とした資金調達支援
PSIによる資金調達支援の特徴は、単にお金を集めるだけにとどまらず、資金調達を通じて地域住民や地元企業、地域金融機関を事業や組織に巻き込んでいくことに主眼を置いている点にある。これまでも住民出資型のクラウド
ファンディング等の手法を使い、様々な地域での資金調達を実現している実績をもっており、支援対象団体に対する資金調達において必要なノウハウが提供できると考えている。

○地域活性化のための包括的支援ノウハウ
ナイマゼ、三方よし基金、PSIは、地域活性化と社会課題解決のための包括的な支援ノウハウを持つ。ナイマゼは、地域団体のビジョンやミッションの明確化、組織強化、広報戦略策定まで多面的なコンサルティングを提供。さら
に、助成金申請の手引きや多世代・多セクター連携の促進に長けている。

○地域のニーズに応える支援プログラムの開発
三方よし基金とPSIは、それぞれ地域特性を踏まえた助成・SIBプログラムの創出、資金調達の専門知識を提供する。基金は、多様な役員構成による知識の結集や、地域課題に即した事業提案に強みを持つ。PSIは、社会的投資を軸
としたローカルファイナンスの専門性で、地域社会の自立支援を可能にする。これらの組織は、地域の現状を把握し、それに応じた支援プログラムを開発し、実施するための重要なノウハウを有している。

○多面的アプローチによる支援体制
私たちの実施体制は、ナイマゼ、三方よし基金、PSIの強みを結集したものである。ナイマゼはプロジェクトの企画立案と伴走支援を中心に担当し、地域活動のコンサルティングにおける広範な経験を活かす。三方よし基金は、東
近江市域での資金分配団体としての実績を活かした、バックオフィスの支援も行う。PSIは資金調達の支援を主導し、地域社会への投資とその運用に関する専門的知識を提供する。この三者が協力することで、地域活性化に向けた
実効性の高い支援体制を構築する。

○協力と専門性の融合
本事業では、ナイマゼのワークショップ企画・運営能力、三方よし基金の多様な専門家との連携、PSIの金融面での専門性を結集し、地域課題に対する革新的な解決策を提供する。このような多角的なアプローチにより、地域の潜
在能力を最大限に引き出し、持続可能な発展を実現するための実施体制を確立している。

あり



(6)従事者の当該分野における専門性・実績等（3名）
実績・資格等

200/200字

199/200字

182/200字

氏名 役割・役職

○役割：社会的インパクト評価、ファンドレイジング
○役職：公益財団法人東近江三方よし基金常務理事・事務
局長
・公立大学法人宮城大学 非常勤講師

2016年度より、東近江市版SIB事業を担当し、成果連動型補助金の中間支援業務に従事している。子どもの
居場所づくり、環境保全活動、若者の就労支援等様々なテーマのインパクト評価に携わる。東近江三方よし
基金では、寄付を財源にした助成事業の運営に携わり、事業指定寄付等の立ち上げ、運営にも携わる。金融
機関、金融会社と連携した制度融資や社会的投資の仕組みづくりにも携わる。

NPO法人ナイマゼ 田口 真太郎 ○役割：事業実施、組織運営、広報
○役職：
・NPO法人ナイマゼ 代表理事
・NPO法人まちづくりスポット大津 理事
・成安造形大学 未来社会デザイン共創機構 研究員（講
師）
・滋賀県立大学 地域共生センター 非常勤講師
・立命館大学 食マネジメント学部 非常勤講師
・滋賀県立守山北高等学校 コーディネーター
・滋賀県および県内市町村の複数の委員、アドバイザーを
担当

滋賀県近江八幡市の官民共同出資のまちづくり会社に設立時より事業マネージャー（実務責任者）として、
7年間で約90のプロジェクトの組成や運営を経験。まちづくり会社休眠後は、成安造形大学の地域連携コー
ディネーターを務めながら、県全域で行政や企業、自治会や若者の地域活動や地域運営に関するアドバイ
ザーやコーディネーターも務める。まちづくりに関する官民連携のワークショップに年間30件以上の企画・
運営に関わる。

NPO法人ナイマゼ 浜田 真弓 ○役割：事業実施、組織運営、広報
○役職：
・NPO法人ナイマゼ 理事
・NPO法人ミラツク 執行役員・研究員
・公益財団法人東近江三方よし基金 業務執行理事

2018年より企業の新規領域事業開発のためのコンセプト設計、現場起点の調査、分析を行っており、特に
調査分析では、フィールドワーク、ヒアリング調査、質的調査分析等に注力し、対応した案件は50件以上。
NPO法人ミラツクの執行役員として組織運営にも携わる。滋賀県に移住後、地域活動支援に貢献したく、
NPO法人ナイマゼを設立。活動団体の事業報告書や活動パンフレットの作成、インタビュー記事の制作など
も行う。

公益財団法人東近江三方よし基金 山口 美知子



198/200字

198/200字

(7)ガバナンス・コンプライアンス体制 149/400字

公益財団法人東近江三方よし基金 西村 俊昭 ○役割：事業実施、組織運営、社会的インパクト評価、広
報
○役職：
・公益財団法人東近江三方よし基金 業務執行理事
・株式会社農楽 代表取締役 コンサルタント
・一般社団法人TeamNorihiro 事務局長 地域との連携に
よる中間就労の場づくり
・株式会社BASYO 代表取締役 砂栽培・産学連携によ
りノウフク
・特定非営利活動法人バイオマス利活用推進会議 理事長
・特定非営利活動法人甲賀のんべえ倶楽部 理事  一から
の酒づくり
・大原自治振興会 運営委員 住民として地域自治組織企
画運営

1989年より大手コンサルタント会社で、農業農村振興、都市計画、地域活性化、環境保全などの計画づく
りに携わる。2008年滋賀へ移住し地域密着型のコンサルタント株式会社農楽を起業。持続可能な農村づく
りをめざし食、エネルギー・環境、ケアの自給圏や地域づくりを支援・実践する。休眠預金活用事業の
2020、2021、2022年度の資金分配団体のプログラムオフィサー、2019年度の実行団体の経験も有する。

幹事団体であるNPO法人ナイマゼでは、理事会、業務執行理事会、監事で推進体制を整え、各事業プロセスや、決算・財務報告プロセスにチェックとコントロールの機会を設け、適正な事業運営を図っている。東近江三方よし基
金、プラスソーシャルインベストメント株式会社も同様なガバナンス・コンプライアンス体制である。

プラスソーシャルインベストメント株式会社 野池 雅人/正木
美帆

○役割：社会的インパクト評価、ファンドレイジング
○役職：
・プラスソーシャルインベストメント株式会社 代表取締
役
・株式会社 PLUS SOCIAL 取締役兼 CFO
・有限責任事業組合まちとしごと総合研究所 共同代表
・京都大学公共政策大学院 非常勤講師
・関西学院大学 経営戦略研究科 非常勤講師 等

行政機関、NPO法人の中間支援組織等、15年にわたって官民双方の立場からまちづくり業務に従事。2016
年には非営利組織やソーシャルビジネスの脆弱な財務基盤を市民の力で支えるために、社会的投資専業の地
域金融会社を設立。1000名を超える市民・地元企業・大学等から約30億円の資金を調達し、7地域65社に資
金提供を行なっている。京都大学公共政策大学院、関西学院大学経営戦略研究科の非常勤講師も務める。
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1. 事前評価の概要 

 

1.1 課題の分析 

 本事業の事前評価の「課題の分析」に関する評価表は、下表のとおりである。 

 

表 1-1 課題の分析に関する評価表 

  

データ

収集方法

評価項目 評価小項目

評価基準 測定方法

判断方法

（指標など）

判断基準値

（目標値/状態など）

必要な

データ
情報源

支援対象グループ

の対象としている

地域課題の設定は

適切か？

どのような社会課題を

を解決しようとしてい

いるのか？

〃 対象とする社会課題の

問題構造を十分に把握

できているか？

要因に関する先行研究

のレビュー、課題要因

の把握

（状態）因果関係が示

され要因が整理されて

いる。

定性

データ

・既存文献

・支援対象団体の

関係者等

・活動支援団体の

関係者等

・文献調査

・ヒアリン

グ調査

・関係者

ディスカッ

ション調査

支援対象グループ

は適切か？

支援対象グループの選

定は適切か？

支援対象グループがど

のような社会課題の解

決を目指しているかの

把握

（状態）支援対象グ

ループの活動が、休眠

事業の対象とする優先

的な解決すべき社会の

課題となっているか

が、整理されている。

定性

データ

・支援対象団体の

関係者等

・活動支援団体の

関係者等

・ヒアリン

グ調査

・関係者

ディスカッ

ション調査

支援対象グループの活

動により解決しようと

している社会課題と対

象エリアを把握

（状態）支援対象グ

ループの活動により解

決しようとしている社

会課題と対象エリア

が、整理されている。

定性

データ

・支援対象団体の

関係者等

・活動支援団体の

関係者等

・ヒアリン

グ調査

・関係者

ディスカッ

ション調査

〃 支援対象グループのど

のような課題等を持っ

ているか？

支援対象グループの課

題などの把握

（状態）支援対象グ

ループの課題が、活動

支援で解決できるか

が、整理されている。

定性

データ

・支援対象団体の

関係者等

・活動支援団体の

関係者等

・ヒアリン

グ調査

・関係者

ディスカッ

ション調査
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1.2 事業設計の分析 

 本事業の事前評価の「事業設計の分析」に関する評価表は、下表のとおりである。 

 

表 1-2 事業設計の分析に関する評価表 

 

 

  

データ

収集方法

評価項目 評価小項目

評価基準 測定方法

判断方法

（指標など）

判断基準値

（目標値/状態など）

必要な

データ
情報源

事業設計の妥当性 長期アウトカムや事業

終了時のアウトカムを

達成するための事業設

計ができているか？

ロジックモデルの妥当

性、的確性の把握

（状態）ロジックモデ

ルが的確で、望ましい

アウトカムをもたらす

と判断できる

定性

データ

・支援対象団体の

関係者等

・活動支援団体の

関係者等

・ヒアリン

グ調査

・関係者

ディスカッ

ション調査

活動支援団体の関

係者等

関係者ディ

スカッショ

ン調査

〃 目標・アウトカムや事

業設計の内容達成状

況・進捗状況を測定で

きるように具体的な指

標を設定しているか？

事業目標の明示の把握 （目標値）アウトプッ

ト、アウトカムなどの

事業目標が明示されて

いる

定性

データ

定量

データ

・支援対象団体の

関係者等

・活動支援団体の

関係者等

・ヒアリン

グ調査

・関係者

ディスカッ

ション調査

〃 活動支援は、専門性・

実績、支援実績と成果

より支援できるものに

なっているか？

専門性・実績、支援実

績と成果の把握

（状態）活動支援は、

専門性・実績、支援実

績と成果より支援でき

るものが整理されてい

る

定性

データ

活動支援団体の関

係者等

関係者ディ

スカッショ

ン調査

事業計画の妥当性 達成したい目標に対し

て妥当な活動支援内容

が設定されているか？

ロジックモデルの妥当

性、的確性の把握

（状態）活動支援団体

が十分納得できる活動

内容となっている

定性

データ
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（活動団体の想定） 

5団体予定 

� 滋賀県内の地域特性に根差した「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー」 

� 地域の様々な団体とつながり、多様な働きや場づくりを応援する中間支援型の民間公益活動

団体。 

� 支援対象とする活動団体の特徴は以下のとおりである。 

Ø 地域に密着した取り組みを行い、地域社会に深い影響を与えている。 

Ø 旧市町村単位（人口 1万人以下の学区単位）で地域密着型の活動を展開。 

Ø 地域資源の活用や社会的孤立の解消、伝統産業の振興、農山村や旧市街地の再生など、

分野横断的な課題に取り組んでいる。 

Ø 地域密着型で公益事業に取り組む新しい動きとして注目を浴びている。 

Ø 多様な課題解決活動を行っており、地域の活力向上や新たな価値の創出を目指して、持

続可能な地域社会の構築に貢献する活動を展開している。 

Ø 地域内の団体と協力し、多様な働きや場を生み出す中間支援型の活動を推進している。 

Ø 長期的な視野で地域の成長と生態系の持続可能性を目指す取り組みを行っている。 

Ø 公共制度に該当しない福祉サービスの提供や地域資源の活用など、純粋なビジネスでは

ない事業を展開している。 

（総括） 

支援対象となる団体は、滋賀県に根差した「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー」で

ある。これらの組織は地域の様々な団体との連携し、地域に根差した多様な働きや場づくりを支

援する中間支援型の民間公益活動団体である。対象は、休眠預金等交付金の対象とする「優先的

に解決すべき社会の諸課題」の「地域の働き場づくりや地域活性化などの課題に向けた取り組

み」、「孤立や孤立の解消に向けた取り組み」を行う民間公益活動団体である。法人格が無い団体

もあるが、活動歴や地域への貢献度は大きく、地域に密着した活動を行っている 

 

③ 判定  

 評価結果より、休眠預金等交付金の対象とする「優先的に解決すべき社会の諸課題」に該当し

ており、支援対象グループ（「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー」）の選定は適切と判

断する。 
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（総括） 

コミュニティ・エンパワメント・カンパニーが抱える課題の根本的な解決には、事業設計力の

強化が必要である。地域の現状課題を正確に把握し、解決に向けた仮説を立て、活動を組み立て

る力は、短期的な成果に留まらず、持続可能な地域社会の構築へと繋がる道筋を作るために不可

欠である。そのためには、外部からのカスタマイズされた支援の導入が急務である。  

休眠預金等交付金を活用し、社会的インパクト評価、事業実施、組織運営、広報・ファンドレ

イジングの 4つの支援をすることで、組織運営の自立性と持続可能性を高めることができる。こ

れらはコミュニティ・エンパワメント・カンパニーにとって必要不可欠である。また、既存の行

政による助成金支援では取り組まない、地域特有の課題に対するカスタマイズされた解決策の提

案や実行が可能になる。 

 

③ 判定  

 評価結果より、 

1)実行団体の関係者へのヒアリング調査より想定する支援対象団体の課題等を整理でき、 

2)活動支援団体の関係者のディスカッション調査より、その課題が本事業の活動支援で解決で

きるかを整理できている。 
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まちづくり会社の限界 

 

＜滋賀県における社会課題＞ 

 

〇持続可能な地域社会への道筋 

「三方よし」の精神に基づく滋賀県の特性と課題に対応するため、「コミュニティ・エンパワ

メント・カンパニー」の自立支援が急務である。このためには、支援対象団体とその活動する地

域の現状を正確に把握し、地域内外の団体との連携を強化し、新たな支援形態を模索することが

重要である。この取り組みを通じて、地域社会に新たな価値をもたらし、持続可能な発展を促進

することが期待される。滋賀県における「コミュニティ・エンパワメント・カンパニー」の支援

と育成は、地域全体の活力を高めるための重要な鍵である。 

 

③ 判定  

 実行団体の関係者へのインタビュー調査の結果から、地域で社会的孤立者が発生する問題構造

が整理できている。 

 

 

2.2 事業設計の分析結果 

2.2.1 事業設計の妥当性 

 長期アウトカムや事業終了時のアウトカムを達成するための事業設計ができてい

るか？ 

① 評価方法 

支援対象団体の関係者へのヒアリング調査、活動支援団体の関係者のディスカッション調査よ

り、長期アウトカムや事業終了時のアウトカムを達成するための事業設計を整理する。 

② 評価結果 

 本事業の事業概要図（ロジックモデル）は次頁の図のとおりである。 
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図 2-1  事業概要図 

アウトカム
（事業期間中に
達成される目標）

アウトプット
（活動支援プログラム
の実施による結果）

活動
（活動支援プログラム）

地域の背景／
活動団体の課題

長期アウトカム
（活動団体が

社会にもたらす変化）

・滋賀県に根差す
「三方よし」の文化
により、企業活動、
地域活動も活発で
ある。

・県内各地で旧市
町村単位で地域密
着型の取り組みを
模索する民間公益
団体が出現、活動
を展開。

しかし、「人材の限
界と専門知識の不
足」と「事業設計力
の強化」が課題。

! 地域の背景

・地域課題解決の
ステレオタイプ化：
先進事例を単純に
模倣することで、地
域特有の課題に対
するカスタマイズさ
れた解決策の提案
が難しくなり、地域
課題の本質的な解
決に至らない。

! 対象とする地域課題

! 活動団体の課題

! 活動団体の想定

・支援対象となる
活動団体は地域の
様々な団体とつな
がり、多様な働き
や場づくりを応援
する中間支援型の
民間公益活動団
体。：（「コミュニテ
ィ・エンパワメント・
カンパニー」とい
う）

社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
評
価

・活動結果の記
録の方法の検
討

事
業
実
施

・活動計画の組
み立て

・現場に通い地
域密着型の事
業の伴走

組
織
運
営

・推進体制の検
討

・地域の実行団
体とのネットワ
ーク化の検討

・人材育成（学
び合いのコミュ
ニティづくり）

広
報
・
フ
ç
ン
ド
レ
イ
ジ
ン
グ

・持続的活動を行
うための資金調
達手法の検討

・短期の資金調
達のための伴
走支援

・政策提案の検
討

・活動による社会的イン
パクトの見える化の手
法の確定

・関係者による活動計
画（４W２Hの活動デザ
イン）の策定

・活動への伴走支援の
実施

・推進体制の策定（事業
発展に必要な機能の充
実・追加）

・地域の支援対象団体
とのネットワーク化（地
域内外の人的資源の編集）

・人材育成プログラム
の実施

・事業・助成・出資・寄付
の方法と短中長期計画
の策定

・短期の資金調達の体
制づくり（社会的投資
の受け皿の構築）

・政策提案の策定（健全
な行政とのコミュニケ
ーション体制の構築）

・地域インパクトの
共有化。

・活動開始と対象
者への肯定的な変
化の発現。

・支援を担う人材
が地域から育成。

・個人や団体が協
力し合う体制の確
立。

・広報戦略の検
討

・広報戦略の策定

・短期な資金調達
の開始。

・政策提案にもと
づく行政連携の開
始。

・ターゲットに合わせ
た効果的な広報活動
の展開。

・休眠預金や社会
的投資を活用でき
る実行団体へと成
長している。

コミュニティ・エンパワ
メント・カンパニー(地
域総働推進団体)の躍
進

（事業完了後から
3年後）
! 活動団体
・休眠預金や社会的投
資を活用できるように
成長した「コミュニティ・
エンパワメント・カンパ
ニー」は、地域課題の解
決に向けた実現性の高
い政策提言を行ってい
る。
"
! 地域
地域社会は、新たな価
値を生み出し、持続可
能な発展をしている。

（長期的）
! 地域
・長期的には、これらの
活動が地域の生態系を
豊かにし、滋賀県の未
来を支える強固な基盤
となっている。

・本事業の活動支援団体や
活動団体などにより滋賀
県域を対象とした休眠預
金の資金分配団体となる
コミュニティー財団が設立
されている。

5団体想定
直接事業費2 5 0 ～3 0 0 万円/団体・年
管理的経費2 5 0 万円/年

・地域及び支援対象となる活動
団体の現状診断

・住民、ステークホルダ
ーを含む地域及び、活
動団体の現状分析

コ
ン
ソ
z
シ
ア
ム
を
組
む
支
援
団
体
の
強
み
と
地
域
・
活
動
団
体
の
現
状
分
析
に
よ
り
{
よ
り
具
体
的
な
伴
走
支
援
や
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
さ
れ
た
活
動
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

活動・アウトプットは、活動団体ごとに重きが異なる

・地域課題とステー
クホルダーの共有。
【共有】

・事業計画（ロ
ジックモデル等
の作成支援）

・関係者によるロジック
モデルの策定（事業展
開の仮説設定）

! 活動団体の具体例
地域の課題解決を目的とした
多様な活動を実施する団体。
・社会的孤立の解消、新たな地
域の働き場づくり
伝統産業の振興や地域資源の
保全
・衰退する農山村や旧市街地の
再生 など

! 活動支援の必要性

・既存の行政によ
る助成金支援では
取り組まない、地
域特有の課題に対
するカスタマイズさ
れた解決策の提案
や実行が必要。
"
・長期的な地域課
題解決への貢献。
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表 2-6 アウトプットの指標・目標 
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③ 判定 

活動支援団体の関係者のディスカッション調査により、データ収集が可能なアウトプット、ア

ウトカムの指標・目標が設定できている。 

 

2.2.2 事業計画の妥当性 

 達成したい目標に対して妥当な活動支援内容が設定されているか？ 

 

① 評価方法 

活動支援団体の関係者のディスカッション調査により、達成したい目標に対して妥当な活動支

援内容を事業概要図（ロジックモデル）で整理する。 

 

② 評価結果 

 本事業の事業概要図（ロジックモデル）は図 2-1 のとおりである。 

 

〇ナイマゼ、三方よし基金、PSIの 3 団体がそれぞれの強みを生かした活動支援 

この活動支援は、滋賀県に特化し、地域特有の課題に対応するため、ナイマゼ、三方よし基

金、PSIの 3団体がそれぞれの強みを生かした支援を実施する。地域に根ざした中間支援を通じ

て、「小さなまちづくり組織」が地域社会において持続可能な変化をもたらすことがこの事業の

目的である。 

 

○コンソーシアムによるオーダーメイドの活動支援  

本事業は、ナイマゼ、三方よし基金、PSI がコンソーシアムを組み、支援対象団体の現状診断から

始めるオーダーメイドの活動支援プログラムを提供する。診断に基づき、社会的インパクト評価、事

業実施、組織運営、広報・ファンドレイジングを核に、各団体のニーズに応じた支援を行う。このプ

ロセスでは、事業計画の明確化、活動のインパクトの可視化、地域密着型の伴走支援、組織体制の強

化、資金調達戦略の立案と広報戦略の策定を通じ、支援対象団体の自立と持続可能な活動基盤の構築

を目指す。 
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表 2-7 活動内容  
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公益財団法

人東近江三

方よし基

金、 

・多様な役員構成による知の

構造化 

 行政、企業、NPO、金融等様々

な分野の関係者で役員を構成

しており、様々な知恵が持ち

寄れる組織である。 

・経験豊富な PO 

 行政経験者、コンサルタン

ト、社会福祉協議会経験者が

連携して伴走支援を行ってお

り、多様なニーズに対応が可

能である。 

・多様な機関との連携 

 制度融資や SIB 事業などを

通じて、金融機関や金融会社

との具体的な連携が出来てお

り、事業継続にあたっての適

切なアドバイスが可能であ

る。 

・多様な研究者との連携 

 福祉、環境、森林、河川、農

業、生態系、まちづくり等様々

な分野の研究者とインパクト

評価等で連携実績があり、あ

らゆる分野で専門家との連携

が可能である。 

・多様な支援実績 

 福祉、環境、森林、河川、農

業、生態系、まちづくり等様々

な事業の支援（約９０事業）実

績があり、あらゆる分野での

案件組成支援が可能である。 

・休眠預金事業の資金分配団

体 

 地域課題に即した事業提案

（以下実績） 

 基金単独での資金分配２事

業 

 市域のコミュニティ財団コ

ンソーシアム２事業 

 県内 NPO 法人コンソーシア

ム１事業 

・助成活動を通じた伴走支援 

 月１回以上の面談と寄り添

い支援 

 ロジックモデル等を活用し

た成果目標管理 

 各分野の専門家と連携した

インパクト評価 

 各テーマに即した専門家派

遣 

 行政や関係団体への情報提

供や連携促進 

 発掘→企画→伴走→内省の

循環促進 

・制度融資の運営を通じた金

融機関との連携 

 信用金庫と連携した融資制

度の運営 

 環境・経済・社会に関する公

益性評価 

・東近江市版 SIBを通じた社

会的投資の実装 

 金融会社、公、研究者らによ

る SIBの仕組みづくり 

 インパクト評価と地域の投

資意識の醸成 

 スタートアップ事業者の創

出 

・地域課題把握プログラム 

 分野を超えたキーマンヒア

リング手法 

 地域の強み弱み分析 

 地域の資金循環把握 

・地域の実情に即した助成・

SIBプログラムの創出 

 案件発掘手法 

 キーマンミーティング 

 分野横断型テーマ選定 

 助成・SIBプログラムの運営

手法 

・プログラムオフィサーの育

成 

 フィロソフィーの学習 

 インパクト評価（自己評価） 

 支援先との向き合い方実践

講座 

・専門家と創るインパクト評

価研究 

 基金がつながる各分野の専

門家と現場に即したインパク

ト評価指標や評価手法を開発  

プラスソー

シャルイン

ベストメン

ト株式会社 

・第二種金融商品取引業者と

して近畿財務局登録をしてお

り、事業型ファンドで出資者

を募集することができる登録

業者であること 

・主に機関投資家等の大口投

資家向けのファンド事業を実

施できる適格機関投資家特例

業務の実績を有していること 

・上記のライセンスや実績を

有したローカルベンチャー、

ソーシャルビジネスに特化

し、かつ社会的投資をメイン

にしている金融会社は全国的

には希少であること 

・役員・株主は非営利租組織

での活動やソーシャルビジネ

ス等の経験を有した学識、金

融、行政、会社経営者であり、

日本各地にネットワークをも

っていること 

・これまでに 1000 名を超える

個人投資家、企業、金融・大学

等から約 30 億円規模の資金

調達を実施 

・近畿・四国エリアを中心に、

7地域 65社への資金提供を実

施している 

・22の自治体・金融機関・大

学等との協定締結をしている 

・学校法人立命館とともに 20

億円規模のインパクトファン

ドの組成・運営を行なってい

る。学校法人がインパクト投

資に特化したファンドに関わ

っていることは全国的にも珍

しい事例である 

・ソーシャルビジネスの基本

的な考え方 

・社会的投資を軸にしたロー

カルファイナンスの方法と実

務 

・クラウドファンディングを

含めた多様な資金調達の方法

と実務 

・事業計画の作成の仕方 

・社会的企業、非営利組織の

マネジメント（営利企業との

違い） 

・社会的企業、非営利組織の

ためのリスクマネジメント 

・インパクトの可視化、評価

のための基本実務 
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③ 判定 

活動支援団体の関係者のディスカッション調査により、専門性・実績、支援実績と成果よりど

のような支援ができるかを整理できている。 

 



資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

2025/04/01 2028/03/31
事業名
団体名

評価関連経費 1,000,000
合計 54,224,000

事業期間

活動支援団体
滋賀県三方よし地域支援プロジェクト
滋賀県三方よし地域支援コンソーシアム

助成金

53,224,000事業費

直接事業費 47,570,000
管理的経費 5,654,000

～

必須入力セル



資金計画書資料 ①助成概要

1. 事業費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 ー 合計

18,012,000 17,506,000 17,706,000 0 53,224,000
15,850,000 15,860,000 15,860,000 0 47,570,000
2,162,000 1,646,000 1,846,000 0 5,654,000 10.62%

2. 評価関連経費 [円]

2025年度 2026年度 2027年度 ー 合計 事業費 (A)に対する割合
助成上限に抵触した場

合、ERROR表示
300,000 300,000 400,000 0 1,000,000 1.88%

3. 合計 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 ー 合計

18,312,000 17,806,000 18,106,000 0 54,224,000

評価関連経費（B）

助成金計(A+B)

事業費 (A)
事業費(A)に対する割合

助成上限に抵触した場
合、ERROR表示直接事業費

管理的経費

必須入力セル 任意入力セル



資金計画書資料 ②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 100.00%

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

予定額[円] 調達方法 調達確度

自己資金・民間資金合計 (D) 助成金による補助率(A/(A+D))

0

説明（調達元、使途、調達時期等）

必須入力セル 任意入力セル



コンソーシアムの実施体制表 

１．コンソーシアムを組成する目的 

地域社会の持続可能な発展を実現するため、特定非営利活動法人ナイマゼを幹事団

体とするコンソーシアムを組成し、滋賀県内の「コミュニティ・エンパワメント・カ

ンパニー（CEC）」の支援と育成に取り組む。この組成は、ナイマゼの地域課題解決に

向けたプロジェクト支援、東近江三方よし基金の伴走支援と助成活動、プラスソーシ

ャルインベストメント株式会社の事業型ファンドによる資金提供の実績と専門性を

結集することで、地域の複合的な課題へ効果的な支援を実現することを目指す。 

これまでの実績に基づき、滋賀県内の「CEC」の育成を目的に、社会的インパクト評

価、事業実施、組織運営、広報・ファンドレイジングの 4つの柱を中心に活動支援を

展開する。 

 

２．コンソーシアムの体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

団体情報入力シート

法人格 団体種別 NPO法人 資金分配団体/活動支援団体

団体名 特定非営利活動法人ナイマゼ
郵便番号 520-0813
都道府県 滋賀県
市区町村 大津市

丸の内町9-21-304
090-3575-6992
https://note.com/naimaze2023
https://www.kyodoshiga.jp/index.php?/member/detail/22
41

2023/03/20

番地等
電話番号

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト

その他のWEBサイト
(SNS等)

設立年月日
法人格取得年月日

フリガナ
氏名

2023/03/20

タグチシンタロウ
田口真太郎
代表理事

7
6
0
1
1

代表者(1)
フリガナ
氏名
役職

代表者(2)
役職

役員数［人］
理事・取締役数［人］
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

職員・従業員数［人］
常勤職員・従業員数［人］

有給［人］
無給［人］

非常勤職員・従業員数［人］
有給［人］
無給［人］

事務局体制の備考

2
0
0
0
2
2
0

必須入力セル 任意入力セル





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

事業 種別・状況
番号

対象 申請

年度

左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択
された場合
申請中・申請予定又は採択され
た資金分配団体又は活動支援団
体名

申請中・申請予定又は採択され
た事業名



(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 京都府
市区町村 京都市上京区河原町通丸太町上る出水町
番地等 284番地

団体情報入力シート

団体名 プラスソーシャルインベストメント株式会社
郵便番号 602-0862

団体種別法人格 株式会社（有限会社を含む） 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 2016/04/14
法人格取得年月日 同上

電話番号 075-257-7814

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://www.psinvestment.co.jp

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) 氏名 野池 雅人
役職 代表取締役

フリガナ ノイケ マサト

氏名
役職

役員数［人］ 5

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 3
評議員［人］ 0
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

非常勤職員・従業員数［人］ 2
有給［人］ 2
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 8
常勤職員・従業員数［人］ 6

有給［人］ 6
無給［人］ 0

事務局体制の備考 アルバイトスタッフ2名





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

1

2

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

2021年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

2021年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2020年度 コロナ等対応支援 資金分配団体に採択
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特定⾮営利活動法⼈ ナイマゼ 定款 

 
 

第 1 章 総則 
 
（名称） 
第1条 この法⼈は、特定⾮営利活動法⼈ナイマゼという。 
 
（事務所） 
第2条 この法⼈は、主たる事務所を滋賀県⼤津市に置く。 
 
（⽬的） 
第3条 この法⼈は、地域への想いを持って活動する組織や個⼈に対して、協働のまちづくり活

動に関する⽀援事業を⾏い、その活動によって創造的で⼼躍る社会、地域の持続可能な未来
の実現に寄与することを⽬的とする。 

 
（特定⾮営利活動の種類） 
第4条 この法⼈は、その⽬的を達成するため、次に掲げる種類の特定⾮営利活動を⾏う。 

(1) まちづくりの推進を図る活動 
(2) 学術、⽂化、芸術またはスポーツの振興を図る活動 
(3) 社会教育の推進を図る活動 
(4) 経済活動の活性化を図る活動 
(5) 前各号に掲げる活動を⾏う団体の運営または活動に関する連絡、助⾔または援助の

活動 
 
（事業） 
第5条 この法⼈は、第３条に規定する⽬的を達成するため、特定⾮営利活動に係る事業として、

次の事業を⾏う。 
(1) まちづくりに関する調査研究事業 
(2) ⼈材育成・教育研修事業 
(3) 地域活性化に関するコンサルティング事業 
(4) その他⽬的を達成するために必要な事業 

 
 

第 2 章 会員 
 
（種別） 
第6条 この法⼈の会員は、次のとおりとし、正会員をもって特定⾮営利活動促進法（以下「法」
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という。）上の社員とする。 
(1) 正会員 この法⼈の⽬的に賛同し、法⼈の活動を推進する個⼈および団体 
(2) 賛助会員 この法⼈の⽬的に賛同し、法⼈の活動を⽀援する個⼈および団体 

 
（⼊会） 
第7条 会員の⼊会については、特に条件を定めない。 

２ 会員として⼊会しようとするものは、代表理事が別に定める⼊会申込書により、代表理
事に申し込むものとする。 

３ 代表理事は、前項の申し込みがあったときは、正当な理由がない限り、⼊会を認めなけ
ればならない。 

４ 代表理事は、第 2 項のものの⼊会を認めないときは、速やかに、理由を付した書⾯また
は電磁的⽅法をもって本⼈にその旨を通知しなければならない。 

 
（会費） 
第8条 会員は、理事会において別に定める会費を納⼊しなければならない。 
 
（会員の資格の喪失） 
第9条 会員が次の各号の⼀に該当するに⾄ったときは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。 
(2) 本⼈が死亡し、もしくは失そう宣告を受け、または会員である団体が消滅したとき。 
(3) 継続して 1年以上会費を滞納したとき。 
(4) 除名されたとき。 

 
（退会） 
第10条 会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会することがで

きる。 
 
（除名） 
第11条 会員が次の各号の⼀に該当する場合は、総会の議決により、これを除名することができ

る。この場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 
(1) この定款に違反したとき。 
(2) この法⼈の名誉をき損し、または⽬的に反する⾏為をしたとき。 

 
（拠出⾦品の不返還） 
第12条 すでに納⼊した会費その他の拠出⾦品は、返還しない。 
 
 

第 3 章 役員 
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（種別および定数） 
第13条 この法⼈に次の役員を置く。 

(1) 理事 3 ⼈以上 12 ⼈以内 
(2) 監事 1 ⼈以上 2 ⼈以内 

２ 理事のうち、1 ⼈を代表理事とする。 
 
（選任等） 
第14条 理事は理事会において選任し、監事は総会において選任する。 

２ 代表理事は、理事の互選とする。 
３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者もしくは三親等以内の親族が 1

⼈を超えて含まれ、または当該役員並びにその配偶者および三親等以内の親族が役員の
総数の 3分の 1 を超えて含まれることになってはならない。 

４ 監事は、理事またはこの法⼈の職員を兼ねることができない。 
 
（職務） 
第15条 代表理事は、この法⼈を代表し、その業務を総理する。 

２ 代表理事以外の理事は、法⼈の業務について、この法⼈を代表しない。 
３ 理事は、理事会を構成し、この定款の定めおよび総会または理事会の議決に基づき、こ

の法⼈の業務を執⾏する。 
４ 監事は、次に掲げる職務を⾏う。 

(1) 理事の業務執⾏の状況を監査すること。 
(2) この法⼈の財産の状況を監査すること。 
(3) 前 2 号の規定による監査の結果、この法⼈の業務または財産に関し不正の⾏為また

は法令もしくは定款に違反する重⼤な事実があることを発⾒した場合には、これを
総会または所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。 
(5) 理事の業務執⾏の状況またはこの法⼈の財産の状況について、理事に意⾒を述べ、

もしくは理事会の招集を請求すること。 
 
（任期等） 
第16条 役員の任期は、2年とする。ただし再任を妨げない。 

２ 補⽋のため、または増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者または現任者
の任期の残存期間とする。 

３ 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を⾏わ
なければならない。 

 
（⽋員補充） 
第17条 理事または監事のうち、その定数の 3分の 1 を超える者が⽋けたときは、遅滞なくこれ

を補充しなければならない。 
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（解任） 
第18条 役員が次の各号の⼀に該当する場合には、理事は理事会の議決により、監事は総会の議

決により、これを解任することができる。 
(1) ⼼⾝の故障のため、職務の遂⾏に堪えないと認められるとき。 
(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない⾏為があったとき。 

２ 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、その役員に対し、議決の前に弁明の
機会を与えなければならない。 

 
（報酬等） 
第19条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執⾏するために要した費⽤を弁償することができる。 
３ 前 2 項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表理事が別に定める。 

 
 

第 4 章 会議 
 
（種別） 
第20条 この法⼈の会議は、総会および理事会の 2 種とする。 

２ 総会は、通常総会および臨時総会とする。 
 
（総会の構成） 
第21条 総会は、正会員をもって構成する。 
 
（総会の権能） 
第22条 総会は、以下の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 
(2) 解散および合併 
(3) 会員の除名 
(4) 事業報告および活動決算 
(5) 監事の選任および解任、職務および報酬 
(6) 解散における残余財産の帰属 
(7) その他運営に関する重要事項 

 
（総会の開催） 
第23条 通常総会は、毎事業年度 1回開催する。 

２ 臨時総会は、次に掲げる事由により開催する。 
(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 
(2) 正会員総数の 5分の 1 以上から会議の⽬的を記載した書⾯により招集の請求があっ
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たとき。 
(3) 監事が第 15 条第 4 項第 4 号に基づき招集するとき。 

 
（総会の招集） 
第24条 総会は、前条第 2 項第 3 号の場合を除いて、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、前条第 2 項第 1 号および第 2 号の規定による請求があったときは、その⽇
から 30 ⽇以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の⽇時、場所、⽬的および審議事項を記載した書⾯また
は電磁的⽅法により、開催の⽇の少なくとも 5⽇前までに通知しなければならない。 

 
（総会の議⻑） 
第25条 総会の議⻑は、その総会に出席した正会員の中から選出する。 
 
（総会の定⾜数） 
第26条 総会は、正会員総数の 2分の 1 以上の出席がなければ開会することができない。 
 
（総会の議決） 
第27条 総会における議決事項は、第 24 条第 3 項の規定によってあらかじめ通知した事項とす

る。 
２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席者した正会員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議⻑の決するところによる。   
３ 理事または社員が総会の⽬的である事項について提案した場合において、社員の全員が

書⾯または電磁的記録により同意の意思表⽰をしたときは、当該提案を可決する旨の社
員総会の決議があったものとみなす。 

     
（総会の表決権等） 
第28条 各正会員の表決権は平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項につ
いて、書⾯もしくは電磁的⽅法をもって表決し、または他の正会員を代理⼈として表決
を委任することができ、この場合において、第 26 条、第 27 条第２項、第 29 条第１項
第２号および第 49 条の規定の適⽤については出席したものとみなす。 

３ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わること
ができない。 

 
（総会の議事録） 
第29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) ⽇時および場所 
(2) 正会員総数および出席者数（書⾯もしくは電磁的⽅法による表決者、または表決委

任者がある場合にあっては、その数を付記すること。） 
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(3) 審議事項 
(4) 議事の経過の概要および議決の結果 
(5) 議事録署名⼈の選任に関する事項 

２ 議事録には、議⻑およびその総会において選任された議事録署名⼈ 2 ⼈が署名または記
名、押印しなければならない。 

３ 前 2 項の規定に関わらず、正会員全員が書⾯または電⼦的記録により同意の意思表⽰を
したことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載し
た議事録を作成しなければならない。 
(1) 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 
(2) 前号の事項の提案をした者の⽒名または名称 
(3) 総会の決議があったものとみなされた⽇ 
(4) 議事録の作成に係る職務を⾏った者の⽒名  

 
 
（理事会の構成） 
第30条 理事会は、理事をもって構成する。 
 
（理事会の権能） 
第31条 理事会は、この定款で定める事項のほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付議すべき事項 
(2) 総会の議決した事項の執⾏に関する事項 
(3) その他総会の議決を要しない業務の執⾏に関する事項 
(4) 事業計画および活動予算ならびにその変更 
(5) 理事の選任または解任、職務および報酬 
(6) 会費の額 
(7) 借⼊⾦（その事業年度内の収益をもって償還する短期借⼊⾦を除く。第 48 条にお

いて同じ。）その他新たな義務の負担および権利の放棄 
  
（理事会の開催） 
第32条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 代表理事が必要と認めたとき。 
(2) 理事総数の 3分の 1 以上から会議の⽬的である事項を記載した書⾯をもって、招集

の請求があったとき。 
(3) 第 15 条第４項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 

 
（理事会の招集） 
第33条  理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、第 32 条第２号および第３号の規定による請求があったときは、その⽇か
ら 30 ⽇以内に理事会を招集しなければならない。 
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３ 理事会を招集するときは、会議の⽇時、場所、⽬的および審議事項を記載した書⾯また
は電磁的⽅法により、開催の⽇の少なくとも 5⽇前までに通知しなければならない。 

 
（理事会の議⻑） 
第34条 理事会の議⻑は、代表理事がこれに当たる。 
 
（理事会の議決） 
第35条 理事会における議決事項は、第 33 条第 3 項の規定によってあらかじめ通知した事項と

する。 
２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議⻑の決すると

ころによる。 
 
（理事会の表決権等） 
第36条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項につ
いて書⾯をもって表決することができ、この場合において第 35 条第２項および第 37 条
第１項第２号の適⽤については、理事会に出席したものとみなす。 

３ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わること
ができない。 

 
（理事会の議事録） 
第37条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) ⽇時および場所 
(2) 理事総数、出席者数および出席者⽒名（書⾯表決者にあっては、その旨を付記する

こと。） 
(3) 審議事項 
(4) 議事の経過の概要および議決の結果 
(5) 議事録署名⼈の選任に関する事項 

２ 議事録には、議⻑およびその会議において選任された議事録署名⼈ 2 ⼈が署名または記
名、押印しなければならない。 

 
 

第 5 章 資産 
 
（資産の構成） 
第38条 この法⼈の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設⽴時の財産⽬録に記載された資産 
(2) 会費 
(3) 寄附⾦品 
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(4) 資産から⽣じる収益 
(5) 事業に伴う収益 
(6) その他の収益 

 
（資産の区分） 
第39条 この法⼈の資産は、特定⾮営利活動に係る事業に関する資産の 1 種とする。 
 
（資産の管理） 
第40条 この法⼈の資産は、代表理事が管理し、その⽅法は、理事会の議決を経て、代表理事が

別に定める。 
 
 

第 6 章 会計 
 
（会計の原則） 
第41条 この法⼈の会計は、法第 27 条各号に掲げる原則に従って⾏う。 
 
（会計の区分） 
第42条 この法⼈の会計は、特定⾮営利活動に係る事業に関する会計の 1 種とする。 
 
（事業計画および予算） 
第43条 この法⼈の事業計画およびこれに伴う活動予算は、毎事業年度ごとに代表理事が作成し、

理事会の議決を経なければならない。 
 
（暫定予算） 
第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成⽴しないときは、代表理事

は、理事会の議決を経て、予算成⽴の⽇まで前事業年度の予算に準じ収益費⽤を講じること
ができる。 
２ 前項の収益費⽤は、新たに成⽴した予算の収益費⽤とみなす。 

 
（予算の追加および更正） 
第45条 予算成⽴後にやむを得ない事由が⽣じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の追加

または更正をすることができる。 
 
（事業報告および決算） 
第46条 この法⼈の事業報告書、財産⽬録、貸借対照表および活動計算書等の決算に関する書類

は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経
なければならない。 
２ 決算上剰余⾦を⽣じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 
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（事業年度） 
第47条 この法⼈の事業年度は、毎年４⽉１⽇に始まり翌年３⽉ 31⽇に終わる。 
 
（臨機の措置） 
第48条 予算をもって定めるもののほか、借⼊⾦の借⼊れその他新たな義務の負担をし、または

権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。 
 
 

第 7 章 定款の変更、解散および合併 
 
（定款の変更） 
第49条 この法⼈が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の 4分の 3 以上の多

数による議決を経、かつ、法第 25 条第 3 項に規定する事項を変更する場合、所轄庁の認証
を得なければならない。 

(1) ⽬的 
(2) 名称 
(3) その⾏う特定⾮営利活動の種類および当該特定⾮営利活動に係る事業の種類 
(4) 主たる事務所およびその他の事務所の所在地（所轄庁変更を伴うものに限る） 
(5) 社員の資格の得喪に関する事項 
(6) 役員に関する事項（役員の定数に関する事項を除く） 
(7) 会議に関する事項 
(8) その他の事業を⾏う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項 
(9) 解散に関する事項（残余財産の帰属すべき事項に限る） 
(10) 定款の変更に関する事項 

２ この法⼈の定款を変更（前項の規定により所轄庁の認証をえなければならない事項を除
く）したときは、所轄庁に届け出なければならない。 

 
（解散） 
第50条 この法⼈は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 
(2) ⽬的とする特定⾮営利活動に係る事業の成功の不能 
(3) 正会員の⽋亡 
(4) 合併 
(5) 破産⼿続き開始の決定 
(6) 所轄庁による設⽴の認証の取消し 

２ 前項第 1 号の事由によりこの法⼈が解散するときは、正会員総数の 4分の 3 以上の承諾
を経なければならない。 

３ 第 1 項第 2 号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。 
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（残余財産の帰属） 
第51条 この法⼈が解散（合併または破産⼿続き開始の決定による解散を除く。）したときに残

存する財産は、法第 11 条第３項に掲げる者のうち、総会において議決した者に譲渡するも
のとする。 

 
（合併） 
第52条 この法⼈が合併しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3 以上の議決を

経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 
 
 

第 8 章 公告の⽅法 
 
（公告の⽅法） 
第53条 この法⼈の公告は、この法⼈の掲⽰場に掲⽰するとともに、官報に掲載して⾏う。 

ただし、法第 28 条の 2 第 1 項に規定する貸借対照表の公告については、滋賀県協働ポータ
ルサイト（NPO 法⼈の貸借対照表の公告）に掲載して⾏う。 

 
 

第 9 章 雑則 
 
（細則） 
第54条 この定款の施⾏について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこれを定める。 
 
 
附則 
1 この定款は、この法⼈の成⽴の⽇から施⾏する。 
2 この法⼈の設⽴当初の役員は、次のとおりとする。 
 代表理事 ⽥⼝真太郎 
 理 事  秋村洋 
 理 事  加藤賢治 
 理 事  ⼩⽟恵 
 理 事  佐藤典司 
 理 事  ⽥⼝真⼸ 
 監 事  杉中貴 
3 この法⼈の設⽴当初の役員の任期は、第 16 条第１項の規定にかかわらず、この法⼈の成⽴の
⽇から令和 6年 6⽉ 30 ⽇までとする。 
4 この法⼈の設⽴当初の事業年度は、第 43 条の規定にかかわらず、この法⼈の設⽴の⽇から令
和 5年 3⽉ 31⽇までとする。 
5 この法⼈の設⽴当初の事業計画および活動予算は、第 44 条の規定にかかわらず、設⽴総会の
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定めるものとする。 
6 この法⼈の設⽴当初の会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 

(1) 正会員 年会費 3,000円 
(2) 賛助会員（個⼈） 年会費⼀⼝ 3,000円（⼀⼝以上） 

賛助会費（団体）  年会費⼀⼝ 30,000円（⼀⼝以上） 
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公益財団法人東近江三方よし基金 定款 

 
第１章 総 則 

 
（名称） 
第１条 この法人は、公益財団法人東近江三方よし基金と称する。 
 
（主たる事務所） 
第２条 この法人は、主たる事務所を滋賀県東近江市に置く。 
 
（目的） 
第３条 この法人は、東近江市の地域的課題を、同市の豊かで特色ある自然資本・人工資本・

人的資本・社会関係資本といった「地域資源」を活かしつつ解決を目指す多様な主体並

びにその取組みに対し、それらを市民自らが支える仕組みを構築することを通じて、

「未来資本」を創出し、東近江市地域の活性化及び循環共生型の社会づくりに資するこ

とを目的とする。 
 
（事業） 
第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１）地域的課題並びに公益活動に係る調査研究、情報収集 

 （２）地域的課題を解決する取組みの事業化に向けた相談及び支援 
 （３）公益活動を行う諸主体に仲介・提供するために、資金等の資源を募り、また確保す

る事業 
 （４）公益活動を行う諸主体を支援したい者に対する相談事業 
 （５）公益活動を行う諸主体に対する助成、融資及び資源の提供事業 
 （６）公益活動を支援するための不動産その他地域資源の活用事業 
（７）前各号に掲げる事業のほか、東近江市を構成する諸主体が公益活動を支え、担う仕

組みの検討及び実施に係る事業 
 （８）その他前条の目的を達成するために必要な事業 
２ 前項の事業は、滋賀県において行うものとする。 

 
（機関の設置） 
第５条 この法人は、評議員、評議員会、理事、理事会及び監事を置く。 
 
（公告） 
第６条 この法人の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により

行う。 
 

第２章 資産及び会計 
 
（財産の拠出） 
第７条 設立者は、現金３百万１千円を、この法人の設立に際して拠出する。 
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（事業年度） 
第８条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
 
（事業計画及び収支予算） 
第９条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達書及び設備投資の見込みを記載した

書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、代表理事が作成し、理事会の承認

を受けなければならない。 
 ２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、

一般の閲覧に供するものとする。 
 ３ 第１項の規定は、事業計画書等の変更について準用する。この場合において、同項中

「毎事業年度の開始の日の前日までに」とあるのは、「速やかに」と読み替えるものと

する。 
 
（事業報告及び決算） 
第１０条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後３ヶ月以内に、代表

理事が次の書類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て定時評議員会に提出

し、第１号から第２号の書類についてはその内容を報告し、第３号から第６号までの書

類については承認を受けなければならない。 
 （１）事業報告 
 （２）事業報告の附属明細書 
 （３）貸借対照表 
 （４）損益計算書（正味財産増減計算書） 
 （５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 
 （６）財産目録 
 ２ 前項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供する

とともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 
 （１）監査報告 
 （２）評議員並びに理事及び監事の名簿 
 （３）評議員並びに理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 
（４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを

記載した書類 
 
（公益目的取得財産残額の算定） 

第１１条 代表理事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第

４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産

残額を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。 
 
（剰余金の不分配） 
第１２条 この法人は、剰余金の分配を行わない。 
 

第３章 評議員 
 
（評議員） 
第１３条 この法人に評議員６名以上１２名以内を置く。 
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（評議員の選任及び解任） 
第１４条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下

「一般法人法」という。）第１７９条から第１９５条の規定に従い、評議員会において行う。 
２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 
（１）各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分

の１を超えないものであること。 
イ  当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 
ロ  当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 
ハ  当該評議員の使用人 
ニ  ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産

によって生計を維持しているもの 
ホ  ハ又はニに掲げる者の配偶者 
ヘ  ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にす

るもの 
（２）他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が

評議員の総数の３分の１を超えないものであること。 
イ 理事 
ロ 使用人 
ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定

めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 
ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除

く。）である者 
① 国の機関 
② 地方公共団体 
③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 
④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定す

る大学共同利用機関法人 
⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 
⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、

総務省設置法第４条第 15 号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特

別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をい

う。） 
 ３ 評議員は、この法人又はその子法人の理事、監事又は使用人を兼ねることができない。 
 
（任期） 
第１５条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとする。 
２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した

評議員の任期の満了する時までとする。 
３ 評議員は、第１３条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有

する。 
 
（評議員の報酬等） 
第１６条 評議員は無報酬とする。 
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 ２ 前項の規定に関わらず、評議員にはその職務を行うために要した費用を弁償するこ

とができる。 
 

第４章 評議員会 
 
（構成） 
第１７条  評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 
 
（権限） 
第１８条 評議員会は、次の事項について決議する。 
 （１）評議員並びに理事及び監事の選任又は解任 
 （２）理事及び監事の報酬等の額 
 （３）評議員に対する報酬等の支給の基準 
 （４）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属明細書の承

認 
 （５）定款の変更 
  （６）残余財産の帰属の決定 
 （７）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 
 
（開催） 
第１９条 定時評議員会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に開催する。 
 ２ 臨時評議員会は、必要があるときは、いつでも開催することができる。 
 
（招集） 
第２０条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき代表理

事が招集する。 
 ２ 代表理事に事故があるときは、あらかじめ理事会の定めた順序により他の理事が招

集する。 
３ 評議員は、理事に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員

会の招集を請求することができる。 
 
（招集の通知） 
第２１条 代表理事は、評議員会の日の７日前までに評議員に対して、会議の日時、場所、

目的である事項を記載した書面をもって通知を発しなければならない。 
 ２ 前項に関わらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることなく、評

議員会を開催することができる。 
 
（議長） 
第２２条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選出する。 
 
（決議） 
第２３条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員 

を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 



5 
 

 （１）監事の解任 
 （２）評議員に対する報酬等の支給の基準 
 （３）定款の変更 
 （４）その他法令で定められた事項 
３ 評議員、理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者ごとに第１項の

決議を行わなければならない。評議員、理事又は監事の候補者の合計数が第１３条又は

第２７条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数

の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。 
 
（決議の省略） 
第２４条 理事が評議員会の目的である事項につき提案した場合において、当該提案につ   

き評議員（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又

は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の評議員会の

決議があったものとみなす。 
 
（議事録） 
第２５条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 
２ 前項の議事録には、議長及びその評議員会において選任された議事録署名人２名が、

記名押印又は電子署名する。ただし、前条の場合及び評議員会の決議の省略があった場

合は、法令で定めるところによる。 
 ３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かなければ

ならない。 
 
（評議員会規則） 
第２６条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、評

議員会において定める評議員会規則による。 
 

第５章 役員等 
 
（役員の設置） 
第２７条 この法人に、次の役員を置く。 
 （１）理事 ６名以上２０名以内 
 （２）監事 ２名以上３名以内 
２ 理事のうち１名を理事長とする。 
３ 前項の理事長をもって一般法人法に規定する代表理事とする。 

 
（役員の選任等） 
第２８条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 
２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
３ 理事会は、その決議によって第２項で選定された業務執行理事より、副理事長、専務

理事及び常務理事を選定することができる。ただし、合計４名以内とする。 
４ 監事は、この法人又はその子法人の理事若しくは使用人を兼ねることができない。 
５ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他特別の関

係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても同様

とする。 
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６ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係に

あるものとして法令で定める者である理事の合計数は、理事総数の３分の１を超えて

はならない。監事についても同様とする。 
 
（理事の職務及び権限） 
第２９条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行

する。 
２ 代表理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務

を執行し、業務執行理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務

を分担執行する。 
３ 代表理事及び業務執行理事は、毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の

職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 
 
（監事の職務及び権限） 
第３０条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

成する。 
２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 
  
（役員の任期） 
第３１条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。 
２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結の時までとする。 
３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 
４ 理事又は監事は、第２７条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任

により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての

権利義務を有する。 
 
（役員の解任） 
第３２条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任

することができる。 
（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

 （２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 
 
（役員の報酬等） 
第３３条 理事及び監事は無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては、評議員会におい

て定める総額の範囲内において、報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等とし

て支給することができる。 
 ２ 前項の規定に関わらず、理事及び監事にはその職務を行うために要した費用を弁償

することができる。 
 
（顧問） 
第３４条 この法人に顧問を置くことができる。 
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 ２ 顧問は、理事会において任期を定めた上で選任する。 
 ３ 顧問は、代表理事の諮問に応え、この法人への助言及び協力を行い、理事会において

意見を述べることができる。 
 ４ 顧問は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要した費用を弁償することが

できる。 
 
（取引の制限） 

第３５条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事実を

開示し、理事会の承認を得なければならない。 

（１）自己又は第三者のためにするこの法人の事業の部類に属する取引 

 （２）自己又は第三者のためにするこの法人との取引 

 （３）この法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間においてこ

の法人とその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しなけ

ればならない。 

 

（責任の免除） 

第３６条 この法人は、理事及び監事の一般法人法第１９８条において準用する第１１１

条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議

により、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度とし

て、免除することができる。 

 
第６章 理事会 

 
（構成） 
第３７条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 
 
（権限） 
第３８条 理事会は、次の職務を行う。 
 （１）この法人の業務執行の決定  
 （２）理事の職務の執行の監督 
 （３）代表理事及び業務執行理事の選定及び解職 
 （４）顧問の選任及び解任 
 （５）評議員会の開催の日時及び場所並びに評議員会の目的である事項の決定 
 （６）規則の制定、変更及び廃止 
 ２ 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を、理事に委任することが

できない。 
 （１）重要な財産の処分及び譲受け 
 （２）多額の借財 
 （３）重要な使用人の選任及び解任 
 （４）従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止 
（５）理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他こ

の法人の業務の適正を確保するために必要なものとして法令で定める体制の整備 
 （６）第３６条の責任の免除 
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（開催） 
第３９条 通常理事会は、毎年定期に、年３回開催する。 
 ２ 臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 
 （１）代表理事が必要と認めたとき 
（２）代表理事以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって代表理事

に招集の請求があったとき。 
（３）前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を

理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事

が招集したとき。 

（４）一般法人法の定めるところにより、監事から代表理事に招集の請求があったとき又

は監事が招集したとき。 

 
（招集） 

第４０条 理事会は、代表理事が招集する。ただし、法令に別段の定めがある場合を除く。 

２ 前項本文の場合において、代表理事に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

３ 代表理事は、前条第２項第２号又は第４号の規定により、理事又は監事から請求があ

ったときは、その請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内

の日を理事会の日とする理事会の招集の通知を発しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、開催日の５日前までに、各理事及び各監事に対して書面を

もって通知を発しなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経

ることなく理事会を開催することができる。 

 

（議長） 

第４１条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。ただし、代表理事に事故があるとき

又は代表理事が欠けたときは、出席理事のうちから議長を互選する。 

 

（決議） 

第４２条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般法人法第１９７条において準用する同法第９６条の

要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。 

 

（報告の省略） 

第４３条 理事又は監事が、理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し

た場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法

第１９７条において準用する同法第９１条第２項の規定による報告については、この限

りではない。 

 

（議事録） 

第４４条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。ただし、代表理事の選

定を行う理事会については、他の出席理事も記名押印する。また、理事会の決議の省略

があった場合及び理事会への報告の省略があった場合は、法令に定めるところによる。 

３ 議事録は、理事会の日から１０年間主たる事務所に備え置かなければならない。 
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（理事会規則） 

第４５条 理事会に関する事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会において

定める理事会規則による。 

 

第７章 定款の変更及び解散 
 
（定款の変更） 
第４６条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 
２ 前項の規定は、この定款の第３条及び第４条についても適用する。 

 
（解散） 
第４７条 この法人は、この法人の目的である事業の成功の不能その他法令で定められた

事由によって解散する。 
 
（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第４８条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅す

る場合（その権利義務を承継する法人が公益社団法人又は公益財団法人であるときを除

く。）には、評議員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該

公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１ヶ月以内に、公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律第５条第 17 号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与

するものとする。 
 
（残余財産の帰属） 
第４９条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第 17 号に掲げる法人又は

国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 
 

第８章 委員会 
 
（委員会） 
第５０条 この法人の事業を推進するために必要あるときは、理事会はその決議により、委

員会を設置することができる。 
 ２ 委員会の目的、任務、構成及び運営並びに委員の選解任に関し必要な事項は、理事会

の決議により別に定める。 
 

第９章 事務局 
 
（事務局） 
第５１条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 
 ２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 
 ３ 事務局長及び重要な職員は、代表理事が理事会の承認を得て任免する。 
 ４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 
 

第１０章 情報公開及び個人情報の保護 
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（情報公開） 
第５２条 この法人は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財

務資料等を積極的に公開するものとする。 
 ２ 情報公開に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 
 
（個人情報の保護） 
第５３条 この法人は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期するものとする。 
 

第１１章 附 則 
 

（設立時評議員） 

第５４条 この法人の設立時評議員は、次に掲げる者とする。 

   設立時評議員 小林肇恵、吉澤保幸、北川正義、山本英司 

池田喜久子、向真史、岩根順子、寺嶋嘉孝 

 

（設立時役員等） 

第５５条 この法人の設立時理事、設立時代表理事及び設立時監事は、次に掲げる者とする。 

   設立時理事 内藤正明、藤井絢子、深尾昌峰、野村正次、金再奎 

今井康生、矢島之貴、山﨑亨、遠藤惠子、川村陽子 

向井隆、西村俊昭、吉田定男、山本直彦、青山孝司 

谷善哉、平木秀樹、北川宏 

   設立時代表理事 内藤正明 

設立時監事 石井俊行、谷田良樹 

 

（最初の事業計画等） 

第５６条 この法人の設立当初年度の事業計画及び収支予算は、第９条第１項の規定に関

わらず、設立者の定めるところによる。 

 

（最初の事業年度） 

第５７条 この法人の最初の事業年度は、この法人成立の日から平成３０年３月３１日ま

でとする。 

 

（設立者の氏名及び住所） 

第５８条 設立者の氏名及び住所は、次のとおりである。 

   住 所  

   氏 名 深尾 昌峰 

 

（法令の準拠） 

第５９条 この定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他法令に従う。 

 

以上、一般財団法人東近江三方よし基金の設立のため、設立者の定款作成代理人 

は、電磁的記録である本定款を作成し、これに電子署名する。 

 

  平成２９年６月２日 
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   設立者  

       深尾 昌峰 

 

   定款作成代理人  

              

 

 

附則 

１ 平成２９年７月３日定款変更 平成３０年７月２日施行 

 

 



 
 

コンプライアンス規程 

  

 (目 的)  

第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）の倫理

規程の理念に則り、当財団が直面する又は将来直面する可能性のあるコンプライアンス

（法令等の遵守をいう。以下同じ。）上の問題を的確に管理・処理し、もってその事業

活動の公正かつ適正な運営に資するための組織及びコンプライアンス施策の実施・運営

の原則を定めることを目的とする。  

  

（基本方針）  

第２条 当財団に所属するすべての理事、監事及び正職員・契約職員・パートタイム職

員・ボランティアスタッフを含むすべての職員(以下、役職員という。)は、前条の倫理

規程の内容を真摯に受け止め、事業活動の業務遂行に際してはコンプライアンスを最優

先する。  

  

（理事長の責務）  

第３条 当財団の理事長は、この規程の目的を達成するため、コンプライアンスを事業

運営の基本方針の１つとし、コンプライアンス体制の整備及び維持並びに向上に努める。 

 

（役職員の責務）  

第４条 当財団の全ての役職員は、この規程の目的を踏まえ、自らの職務を規制してい

る法令等について正しい知識を習得するよう努める。 

２ 当財団の全ての役職員は、法令等に定めのあることについては、法令等に則って行

動し、また、法令等に定めのないことについては、社会的良識に基づき行動し、自らの

職務を誠実かつ公正に遂行しなければならない。  

３ 当財団の全ての役職員は、自らの職務を務めるに当たり、以下に掲げる行為を行っ

てはならない。  

(1) 法令等に違反する行為 

(2) 他の役職員に対する法令等に違反する行為の指示、命令、教唆又は強要  

(3) 他の役職員が法令等に違反する行為を行うことの許可、承認又は黙認  

(4) 他の役職員若しくはその他の者からの依頼、請負又は強要により法令等に違反する

行為を行うことへの承諾  

(5) 反社会的勢力との関係及び取引行為 

(6) 人種差別及びセクシュアルハラスメント・パワーハラスメント行為  

(7) 官民問わず汚職や賄賂などの禁止 



 
 

(8) 社内で知りえる顧客並びに当社の機密情報を第三者に漏洩する行為  

４ 前項各号に掲げる行為を行った役職員については、就業規則等に基づく処分が課さ

れるものとする。 

 

（免責の制限） 

第５条 役職員は次に掲げることを理由に、自らが行った法令違反行為の責任を免れる

ことはできない。 

（1）法令について正しい知識がなかったこと。 

（2）法令に違反しようとする意志がなかったこと。 

（3）当財団の利益を図る目的で行ったこと。 

  

（コンプライアンス担当理事）  

第６条 理事長は、当財団のコンプライアンスに係る責任者として、理事の中からコン

プライアンス担当理事を任命する。 

２ コンプライアンス担当理事は、定期的に理事会に対し、当財団のコンプライアンス

の状況について、報告するものとする。  

３ コンプライアンス担当理事は、コンプライアンス全般にかかわる事項を所管し、コ

ンプライアンスに関する各種施策の立案及び実施の責務を有する。  

４ コンプライアンス担当理事の役割・権限は以下のとおりとする。  

(1) コンプライアンス施策の実施の最終責任者  

(2) コンプライアンス違反事例の対応の統括責任者 (3) コンプライアンス委員会の委

員長   

（コンプライアンス委員会）  

第７条 コンプライアンス委員会は、コンプライアンス担当理事の諮問機関として設置

し、以下の事項について、その諮問に答える。  

(1) コンプライアンス施策の検討と実施  

(2) コンプライアンス施策の実施状況のモニタリング  

(3) コンプライアンス違反事件についての分析・検討  

(4) コンプライアンス違反再発防止策の策定とその公表  

(5) その他、コンプライアンス担当理事が諮問した事項  

２ コンプライアンス委員会は、コンプライアンス担当理事を委員長とし、事務局長及

び総務担当者、外部有識者を委員として構成する。  

  

（コンプライアンス委員会の開催）  

第８条 コンプライアンス委員会は、定例委員会として、委員長の招集により、毎年 1

回開催する。  



 
 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、臨時委員会をいつでも招集することができ

る。  

  

（コンプライアンス統括部）  

第９条 事務局長は、コンプライアンス体制及びその整備に係る企画・推進及び統括を

所管し、コンプライアンス体制の実効性をあげるための方針や施策等を検討・実施する。  

３ 事務局長は、コンプライアンス施策の進捗状況その他コンプライアンスに係る事項

をコンプライアンス担当理事に定期的かつ必要に応じて報告する。  

  

（報告・連絡・相談ルート）  

第 10条 役職員は、コンプライアンス違反行為又はそのおそれがある行為を発見した場

合は、速やかに事務局長に報告する。  

２ 事務局長は、前項の報告又は内部通報等でコンプライアンス違反行為又はそのおそ

れがある行為を知ったときは、直ちにその事実をコンプライアンス担当理事に報告する

とともに、事実関係の調査を行い、対応方針を検討し、コンプライアンス担当理事の承

認を得て対応する。  

３ 役職員は、第１項にかかわらず、緊急の事態等の事由により、事務局長を経由する

ことができないときは、コンプライアンス担当理事に直接、第１項の報告をすることが

できる。  

４ 事務局長にコンプライアンス上の問題があると認められた場合は、第１項及び第２

項にかかわらず、役職員はコンプライアンス担当理事に直接、第１項の報告をすること

ができ、またコンプライアンス担当理事は、事実関係の調査、対応方針の検討及びその

対応を自らの責任において行う。 

  

（コンプライアンスのための教育）  

第 11条 当財団は、役職員に対してコンプライアンスに関する研修を行い、また、役職

員は当財団の倫理規程を含むこれらの事項について、定期的に研修を受けるものとする。  

  

（改 廃）  

第 12条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。  

  

附 則  

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決）  

  

 



 

 

リスク管理規程 

  

第１章 総 則 

  

（目 的） 

第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）における

リスク管理に関して必要な事項を定め、もってリスクの防止及び当財団の損失の最小化

を図ることを目的とする。 

  

（適用範囲） 

第２条 この規程は、当財団に所属するすべての理事、監事、及び正職員・契約職員・パ

ートタイム職員・ボランティアスタッフを含むすべての職員（以下、役職員という。）に

適用されるものとする。 

  

（定 義） 

第３条 この規程において「リスク」とは、当財団に物理的、経済的若しくは信用上の損

失又は不利益を生じさせるすべての可能性を、また「具体的リスク」とは、リスクが具現

化した事象を指し、次の事象等をいう。 

(1) 信用の危機 不全な公益活動や欠陥のある情報の提供等によるイメージの低下 

(2) 財政上の危機 収入の減少、費用の増大や資金の運用の失敗等による財政の悪化 

(3) 人的危機 労使関係の悪化や役員間の内紛や代表者の承継問題等 

(4) 外部からの危機 自然災害や事故、インフルエンザ等の感染症及び反社会的勢力か

らの不法な攻撃等 

(5) その他上記に準ずる緊急事態 

２ 前項の具体的リスクのうち、情報システムに係るものについては、理事会が別途定め

る規程によるものとする。 

  

第２章 役職員の責務 

  

（理事長） 

第４条 理事長は、リスク管理を経営の基本方針の１つとし、リスク管理体制の整備及び

維持向上に努める。 

 

（役職員） 

第５条 役職員は、業務の遂行に当たって、法令、定款及び当財団の定める規程など、リ

スク管理に関するルールを遵守しなければならない。 



 

 

  

（リスクに関する措置） 

第６条 役職員は、業務の遂行に当たって、具体的リスクを積極的に予見し、適切に評価

するとともに、当財団にとって最小のコストで最良の結果が得られるよう、その回避、

軽減及び移転その他必要な措置を事前に講じなければならない。 

２ 役職員は、業務上の意思決定を求めるに当たっては、上位者に対し当該業務において

予見される具体的リスクを進んで明らかにするとともに、これを処理するための措置に

ついて具申しなければならない。 

  

（具体的リスク発生時の対応） 

第７条 役職員は、具体的リスクが発生した場合には、これに伴い生じる当財団の損失又

は不利益を最小化するため、必要と認められる範囲内の初期対応を十分な注意をもって

行う。 

２ 役職員は、具体的リスク発生後、速やかに上位者に必要な報告をするとともに、その

後の処理については、上位者の指示に従い、関係する役職員と協議を行う。 

３ 役職員は、具体的リスクに起因する新たなリスクに備え、前条の措置を講ずる。 

  

（具体的リスクの処理後の報告） 

第８条 役職員は、具体的リスクの処理が完了した場合には、処理の経過及び結果につい

て記録を作成し、理事長に報告しなければならない。  

  

（理事会の役割） 

第９条 理事会は、常に当財団の活動を俯瞰し、リスク管理に関し必要な事項を審議・検

討するとともに、リスク管理に関し必要な事項を理事会に附議する。 

 

（クレームなどへの対応） 

第 10条 役職員は、口頭又は文書により会員・取引先・顧客などからクレーム・異議など

を受けた場合には、それらが重大な具体的リスクにつながるおそれがあることを意識し、

直ちに上位者に報告し、指示を受ける。 

２ 上位者は、クレーム・異議などの重要度を判断し、関係する役職員と協議の上、対応

しなければならない。 

  

（対外文書の作成） 

第 11 条 役職員は、対外文書の作成については常にリスク管理を意識し、上位者の指示

に従うとともに、その内容が第３条第１項第１号の信用の危機を招くものでないことを

確認しなければならない。 

  



 

 

（守秘義務） 

第 12条 役職員は、この規程に基づく当財団のリスク管理に関する計画・システム・措置

などを立案・実施する過程において知り得た当財団及びその他の関係者に関する秘密に

ついては、社内外を問わず漏えいしてはならない。 

  

第３章 緊急事態への対応 

  

（緊急事態への対応） 

第 13 条 第３条第１項第４号の外部からの危機による具体的リスク等が発生し、当財団

をあげた対応が必要である場合（以下、緊急事態という。）は、理事長をリスク管理統括

責任者とする緊急事態対応体制をとるものとする。 

 

（緊急事態の範囲） 

第 14 条 この規程において緊急事態とは、次の各号に掲げる事件によって、当財団及び

その事業所、又は役職員等にもたらされた急迫の事態をいう。 

(1) 自然災害 

① 地震、風水害などの災害 

(2) 事 故 

① 爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故 

② 当財団の公益活動に起因する重大な事故 

③ 役職員にかかる重大な人身事故 

(3) インフルエンザ等の感染症 

(4) 犯 罪 

① 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝等並びに脅迫状の受領などの外部からの不法な攻撃 

② 当財団の法令違反及びその摘発等を前提とした官公庁による立入調査 

③ 役職員による背任、横領、暴力行為、情報漏洩等の不祥事 

(5) その他上記に準ずる経営上の緊急事態 

  

（緊急事態の通報） 

第 15 条 緊急事態の発生を認知した役職員は、速やかに事務局長へ通報しなければなら

ない。 

２ 事務局長は、出張等で事務所を不在にする場合、自らに代わる緊急事態の通報先をあ

らかじめ指定しておかなければならない。 

３ 通報に当たっては、迅速さを優先する。通報には原則電話を使用する。もし電話がつ

ながらない状況であれば、メール等の手段で通報し、その後通報が到達したかどうかを

必ず確認する。 

４ 事務局長（または事務局長不在時に代わって通報先に指定された者）は、通報された



 

 

内容につき、理事長に報告する。 

５ 正確な情報を待つために通報が遅れるようなことがあってはならない。そのような場

合は、情報の正確度を付し、適時中間通報を行うことを要する。 

 

（情報管理） 

第 16条 緊急事態発生の通報を受けた事務局長は、情報管理上の適切な指示を行う。 

 

（通報者の保護等）  

第 17条 通報者は必ず実名でなくてはならない。匿名の通報は受付けない。但し、当財団

は、通報者の同意がある場合を除き、通報者を特定しうる情報（以下、通報者情報とい

う。）を第三者に開示せず、相談・通報に関するすべての情報を厳正に管理し、通報者が

相談・通報したことにより、不利益を被ることが決してないよう、対処しなければなら

ない。 

  

（緊急事態発生時の対応の基本方針） 

第 18 条 緊急事態発生時においては、事務局長の指揮の下、次の各号に定める基本方針

に従い、対応することとする。  

ただし、次条に定める緊急事態対策室が設置される場合は、同室の指示に従い、協力し

て対応することとする。 

(1) 地震、風水害等の自然災害 

① 人命救助を優先とする。 

② (必要に応じ)官公署へ連絡する。 

③ 災害対策の強化を図る。 

 (2) 事 故 

① 爆発、火災、建物倒壊等の重大事故  

  ・人命救助と環境破壊防止を優先とする。 

  ・(必要に応じ)官公署へ連絡する。 

  ・事故の再発防止を図る。 

② 当財団の公益活動に起因する重大事故 

・顧客、関係者の安全を優先とする。 

・(必要に応じ)官公署へ連絡する。 

  ・事故の再発防止を図る。 

③ 役職員等にかかる重大人身事故 

・人命救助を優先とする。 

・(必要に応じ)官公署へ連絡する。 

  ・事故の再発防止を図る。 

 (3) インフルエンザ等の感染症 



 

 

     ・人命救助と伝染防止を優先とする。 

     ・(必要に応じ)官公署へ連絡する。 

     ・予防並びに再発防止を図る。 

 (4) 犯  罪 

① 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝、脅迫などの外部からの不法な攻撃 

     ・人命救助を優先とする。 

     ・不当な要求に屈せず、警察と協力して対処する。 

     ・再発防止を図る。 

② 当財団の法令違反及びその摘発等を前提とした官公庁による立入調査 

     ・真実を明らかにする。 

   ・再発防止を図る。 

③ 役職員による背任、横領、暴力行為、情報漏洩等の犯罪及び不祥事 

・真実を明らかにする。 

・(必要に応じ)官公署へ連絡する。 

     ・再発防止を図る。 

 (5) その他上記に準ずる経営上の緊急事態 

① 緊急事態に応じ上記に準じた対応をする。 

      

（緊急事態対策室） 

第 19 条 当財団の事業運営に重大な影響があると想定される緊急事態が発生した場合又

はその発生が予想される場合、理事長は緊急事態対策室（以下「対策室」という。）を設

置し、緊急事態への対応にあたるものとする。 

  

（対策室の構成） 

第 20条 対策室の人事は、次のとおりとする。 

 （１）室  長 理事長 

 （２）リスク･マネジメントオフィサー 事務局長（または事務局長不在時に代わって通

報先に指定された者） 

（３）室  員  室長が指名する関係役職員 

（４）アドバイザー 緊急事態の対応に関する知見を持つ役職員または外部の専門家 

  

（対策室会議の開催） 

第 21条 対策室会議は、招集後直ちに、出席可能な者の出席により開催する。 

  

（対策室の実施事項） 

第 22条 対策室の実施事項は、次のとおりとする。 

 (1) 情報の収集・確認・分析 



 

 

 (2) 応急処置の決定・指示 

 (3) 原因の究明及び対策基本方針の決定 

 (4) 対外広報、対外連絡の内容、時期、窓口、方法の決定 

 (5) 対社内連絡の内容、時期、方法の決定 

 (6) 対策室からの指示、連絡ができないときの代替措置の決定 

 (7) 対策実施上の分担等の決定、及び対策実行の指示並びに実行の確認 

 (8) その他、必要事項の決定 

２ 直下型地震又はそれに類する事態（以下、直下型地震等という。）が発生した場合又は

発生が予想される場合は、別途定める「直下型地震等対策ガイドライン」に従うものと

する。 

  

（役職員への指示・命令） 

第 23条 対策室は、緊急事態を解決するに当たって、必要と認められるときは、役職員に

対して一定の行動を指示・命令することができる。 

２ 役職員は、対策室から指示・命令が出されたときは、その指示・命令に従って行動し

なければならない。 

 

（調査チームの設置） 

第 24条 対策室は、原因究明と再発防止のため、関係する役職員、外部の専門家からなる

調査チームを設置することができる。 

  

（報道機関への対応） 

第 25 条 緊急事態に関して、報道機関からの取材の申入れがあった場合は、緊急事態の

解決に支障を来たさない範囲において、取材に応じる。 

２ 報道機関への対応は、事務局長の職務とする。 

  

（届 出） 

第 26条 緊急事態のうち、所管官公庁への届出を必要とするものについては、正確、かつ

迅速に所管官公庁に届け出る。 

２ 所管官公庁への届出は、事務局長がこれを行う。 

３ 事務局長は、所管官公庁への届出の内容について、予め理事長の承認を得なければな

らない。 

  

(是正措置) 

第 27 条 対策室は、是正措置及び再発防止等を講じる必要がある場合、関係役職員に対

して、理事長名にて是正措置命令を発出する。 

２ 是正措置命令を受けた役職員は、遅滞なく必要な対策、措置等を講じ、その実施状況



 

 

を記載した報告書を理事長へ提出する。 

 

（理事会への報告） 

第 28条 対策室は、緊急事態解決策を実施したときは、その直後の理事会で、次の事項を

報告しなければならない。  

 (1) 実施内容 

 (2) 実施に至る経緯 

 (3) 実施に要した費用 

 (4) 懲罰の有無及びあった場合はその内容 

 (5) 今後の対策方針 

  

（対策室の解散） 

第 29条 緊急事態が解決し、かつ再発防止策が効力を発揮したとき、対策室を解散する。 

  

第４章 懲戒等 

  

（懲 戒） 

第 30条 次のいずれかに該当する者は、その情状により、懲戒処分に付す。 

 (1) 具体的リスクの発生に意図的に関与した者 

 (2) 具体的リスクが発生するおそれがあることを予知しながら、その予防策を意図的に

講じなかった者 

 (3) 具体的リスクの解決について、当財団の指示・命令に従わなかった者 

 (4) 具体的リスクの予防、発生、解決等についての情報を、当財団の許可なく外部に漏ら

した者 

 (5) その他、具体的リスクの予防、発生、解決等において当財団に不都合な行為を行った

者 

  

 （懲戒の内容） 

第 31条 前条の懲戒処分の内容は、役員（監事を除く。以下本条及び次条において同じ。）

又は職員の情状により次のとおりとする。 

(1) 役員については、戒告に処することがある。ただし、自主申告による報酬減額を妨げ

ない。また、理事会の決議により、その情状に関する情報を役員等候補選出委員会に提

供することができる。 

(2) 職員については、就業規則に従い戒告、減給、諭旨退職、又は懲戒解雇とする。 

  

（懲戒処分の決定） 

第 32 条 前条の懲戒処分は、役員については理事会が決議し、職員については理事長が



 

 

これを行う。 

  

第５章 雑 則 

  

（緊急事態通報先一覧表） 

第 33条 事務局長は、緊急事態の発生に備えて、緊急事態通報先一覧表（以下「一覧表」

という。）を作成し、これを関係者に周知徹底しなければならない。 

２ 一覧表は、少なくとも６カ月に１回点検の上、必要に応じて修正する等、常に最新の

ものとするように努めなければならない。 

 

（一覧表の携帯等） 

第 34 条 役職員は、一覧表又はこれに代わり得るものを常に携帯するとともに、常時そ

の所在又は通報先を明らかにしておかなければならない。 

２ 前項に規定する者を除く関係者も、緊急事態発生時の通報先を常に把握しておかなけ

ればならない。 

  

（改 廃） 

第 35条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

  

附 則 

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 

 



 

 

監事監査規程 
  

第１章 総 則 

  

（目 的）  

第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）にお

ける監事の監査に関する基本的な事項を定めたものであり、監事の監査は、法令及び

定款に定めるもののほかはこの規程による。  

  

（基本理念）  

第２条 監事は、当財団の機関として、理事と相互信頼の下に、公正不偏の立場で監査

を行うことにより、当財団の健全な経営と社会的信頼の向上に努め、その社会的責任

の遂行に寄与するものとする。  

  

（職 能）  

第３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、理事の職務執行に適法性を欠く事実又は

そのおそれのある事実若しくは著しく不当な事実を発見したときは、理事会に対し遅

滞なく報告しなければならない。  

 

（職 責）  

第４条 監事は、監査機能の充実・強化を図るため、積極的に監査に必要な情報の入手

に心掛けなければならない。 

２ 監事は、理事及び職員等との意思疎通を図り、情報の収集に努め、業務の実態を把

握していなければならない。 

３ 監事は、職務上知り得た秘密を正当な理由なく他に漏らしてはならない。 

４ 監事は、職務の遂行上知り得た重要な情報を、他の監事と共有するよう努めなけれ

ばならない。 

 

（業務・財産調査権）  

第５条 監事は、いつでも、理事及び関係部門に対し事業の報告を求め、又は当財団の

業務及び財産の状況を調査することができる。  

  

（理事等の協力）  

第６条 監事が、前条の職務を遂行する場合は、当財団の理事及び職員はこれに協力す

るものとする。  

 

 （各監事の独立性）  

第７条 監事に付与されている権限は、各監事が独立して行使でき、また監事に課され

ている義務は、各監事がそれぞれ負う。 

 

 

第２章 監査の実施 

  



 

 

（監査事項）  

第８条 監事は、監査事項について、調査・閲覧・立会・報告の聴取等により監査を行

うものとする。  

   

（会議への出席）  

第９条 監事は、理事会及び評議員会に出席し、意見を述べなければならない。  

２ 監事は、前項の会議に出席できなかった場合には、その審議事項について報告を受

け、又は議事録、資料等の閲覧を求めるものとする。  

３ 監事は、第１項の会議以外の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。  

  

  

第３章 監事の意見陳述等 

  

（理事会に対する意見陳述義務）  

第 10 条 監事は、理事の職務の執行又はその他の者の業務上の行為が法令・定款に違反

し、若しくは違反するおそれがあるとき、又は著しく不当であると認めたときは、遅

滞なく理事会に報告しければならない。            

２ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理事に対し理

事会の招集を請求し、又は自ら理事会を招集することができる。  

３ 監事は、業務の執行に当たり当財団の業務の適正な運営・合理化等又は当財団の諸

制度について意見を持つに至ったときは、理事に対し、意見を述べることができる。  

  

（差止請求）  

第 11 条 監事は、理事が当財団の目的の範囲外の行為その他法令・定款に違反する行為

をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、これにより当財団に著し

い損害を生ずるおそれがあるときは、その理事に対し、その行為の差止めを請求する

ことができる。  

  

（理事の報告）  

第 12 条 監事は、理事が当財団に著しい損害が発生するおそれのある事実を発見したと

きは、その事実の報告を受けるものとする。  

  

（会計方針等に関する意見）  

第 13 条 監事は、理事が会計方針及び計算書類等の記載方法を変更する場合には、予め

変更の理由について報告するよう求めることができる。  

２ 監事は、会計方針及び計算書類等の記載方法について疑義があるときは、理事に意

見を述べることができる。  

  

（評議員会への報告）  

第 14 条 監事は、評議員会に提出される議案及び書類について違法又は著しく不当な事

項の有無を調査し、必要な場合には評議員会に報告する。  

  

（評議員会における説明義務）  



 

 

第 15 条 監事は、評議員会において評議員が質問した事項については、議長の議事運営

に従い説明する。 

  

（監事の任免・報酬に関する評議員会における意見陳述）  

第 16 条 監事は、その選任・解任及び報酬について、評議員会において意見を述べるこ

とができる。 

  

  

第４章 監査の報告 

  

（計算書類等の監査）  

第 17 条 監事は、理事から事業報告書及び計算書類並びにこれらの附属明細書を受領し、

これらの書類について監査事項を監査する。  

  

（監査報告書）  

第 18 条 監事は、日常の監査を踏まえ、前条の監査を経て、法令の規定に従い、監査報

告書を作成する。監事間に異なる意見がある場合には、それぞれの意見を記載する。  

２ 前項の監査報告書には、作成年月日を付し、記名押印をするものとする。  

３ 監事は前項の監査報告書を、理事に提出する。 

  

  

第５章 雑 則 

  

（監査補助者）  

第 19 条 監事の職務執行の補助機関に関する事項については、監事と理事との協議によ

って定める。  

  

（監査の費用） 

第 20 条 監事は、職務執行のため必要と認める費用をこの法人に対して請求すること

ができる。 

 

（改正措置）  

第 21条 この規程の改正は、監事全員の合意により行い、理事会に報告する。  

  

附 則  この規程は、2019 年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 



 

 

給与規程 
 

(総 則) 
第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）就業
規則第１条の規定にもとづき、職員の給与について定める。 
 
(給与の種類)  
第２条 職員の給与は、月給制とし、それぞれ次に掲げる区分により支給する。 
 (1)基本給 
 (2)手 当 
  該当する職員には、次の手当を支給する。  
   ①職務手当 
   ②扶養手当 
   ③通勤手当 
   ④住宅手当 
   ⑤特別事業手当 
 
(基本給) 
第３条 基本給は、別表に従い、本人の職務内容、技能、勤務成績、年齢等を考慮して
各人別に理事長が決定する。 
 
(初任給)  
第４条 初任給は、これまでの職業経験、年齢、学識等を総合的に勘案し、理事長が決
定する。 
 
(給与改定) 
第５条 給与改定の時期は 4 月 1 日とする。給与改定の実施については、当財団の業
績、社会情勢等を勘案して毎年決定する。 
２ 給与改定は、職員の勤務状況、業績等を勘案して各人ごとに、理事長が決定す
る。 
 
(職務手当) 
第６条 職務手当は、事務局長、事務局次長に対し支給する。 
２ 職務手当は、毎月 1 日現在の職務に応じて支給する。 
３ 職務手当は別に定める。ただし、兼務の場合は、上位の職務の手当による。 



 

 

 
(扶養手当) 
第７条 扶養手当は、毎月 1 日現在に扶養親族のある職員に対して支給する。 
２ 扶養親族とは、次に揚げるもので、他に生計の途がなく、主として職員の扶養を受
けているもので、理事長が認めた者とする。 
 (１)配偶者 
 (２)満 18 歳未満の子および孫 
 (３)父母および祖父母 
 (４)心身に重大な障害のある子および孫 
３ 扶養手当の月額は、１人目については、１人つき 10,000 円、２人目以降について
は１人につき 5,000円とする。 
４ 扶養親族に異動があった場合は、直ちに理事長あてに届け出なければならない。 
 
（通勤手当の月額） 
第８条 通勤手当は、次の各号に掲げる従業員（従業員の住居より勤務地までの距離
が 2 ㎞を超える者に限る。）に当該各号に掲げる額を支給する。 
（１）通勤のため交通機関を利用してその運賃を負担することを常例とする従業員…1
か月定期代相当額（定期券を発行しない交通機関の場合は、回数乗車券等の通勤 21 回
分の額）を支給する。ただし、その額が 150,000円を超えるときは、150,000 円を支
給する。 
（２）自動車等を使用することを常例とする従業員…次の自動車等の使用距離（以下
「使用距離」という）に応じて定める額を支給する。 
① 使用距離が片道 2㎞以上 10㎞未満である従業員…4,200円 
② 使用距離が 10 ㎞以上 15 ㎞未満…7,100 円 
③ 使用距離が 15 ㎞以上 25 ㎞未満…12,900 円 
④ 使用距離が 25 ㎞以上 35 ㎞未満…18,700 円 
⑤ 使用距離が 35 ㎞以上 45 ㎞未満…24,400 円 
⑥ 使用距離が 45 ㎞以上 55 ㎞未満…28,000 円 
⑦ 使用距離が 55 ㎞以上…31,600円 
（３）通勤のため交通機関等を利用してその運賃を負担するほか、併せて自動車等を
使用することを常例とする従業員…前二号に準じて計算した額の合算額を支給する。
ただし、その額が 150,000 円を超えるときは、150,000 円を支給する。 
 
（割増賃金） 
第９条 時間外勤務に対する割増賃金は、次の計算方法により支給する。 



 

 

（１）１日の実労働時間が８時間を超えて勤務した場合 
 基準賃金×１日８時間を超えて勤務した時間数（フレックスタイム制を選択した場
合は清算期間中の総労働時間を超えた時間数）×１．２５ 
（２）深夜（午後１０時から午前５時までの間）に勤務した場合 
 基準賃金×深夜に勤務した時間数×０．２５ 
（３）所定休日に勤務することを命ぜられた従業員がその勤務に服した場合 
 基準賃金×所定休日に勤務した時間数×１．２５ 
（４）法定休日に勤務することを命ぜられた従業員がその勤務に服した場合 
 基準賃金×法定休日に勤務した時間数×１．３５ 
２ 基準賃金は、次の算式により計算して支給する。 
（基本給＋職務手当） ÷ １か月の平均所定労働時間数 
 
（欠勤等の扱い） 
第１０条 欠勤、遅刻、早退及び私用外出については、基本給から当該日数又は時間
分の賃金を、以下の計算方法により算出して控除する。 
 基準賃金÷１か月の平均所定労働時間数 
 
 (給与の支給日)  
第１１条 給与の計算期間は毎月 1 日より当月末日までとし、支給日は翌月の 25日 
(その日が休日に当るときはその前日、以下順次繰り上げ)とする。 
２ 前項の計算期間の中途で採用された職員又は退職した職員については、月額の賃
金は当該計算期間の所定労働日数を基準に日割計算して支払う。 
 
 (給与の支給方法) 
第１２条 給与は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の金
融機関ロ座に振込むこともできる。  
２ 給与は、法令の定めによる控除すべき金額を控除して支給する。 
 
 (賞与) 
第１３条 賞与の支給月は、原則として年２回 6 月、12 月とし、その額は、職員の勤
怠実績、勤務 成果および当財団の財政状況を勘案し、年間で基本給３ヶ月分を上限に
理事長が決定する。 
２ 賞与の支給対象期間は、次のとおりとする。 
  夏季手当 当年 12月 1 日より当年 5 月 31日まで  
  冬季手当 前年 6月 1 日より当年 11 月 30 日まで 



 

 

３ 賞与の支給対象者は、支給対象期間の全て若しくは一部に在籍し、賞与の支給日現
在に在籍する者に支給する。 
４ 前各項にかかわらず、当財団の業績、社会情勢等やむを得ない事由があるときは、
支給時期を延期し、又は支給しないことがある。 
 
(雑 則) 
第１４条 この規程の実施に関し、必要な事項については、理事長が定める。 
 
 
付 則 
この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 
 
 
 
  





 
 

金銭出納規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基（以下、当財団という。）の経理規程

第 23条に基づき、金銭の出納および残高管理に関する事項を定めることを目的とする。 

 

（金銭の範囲） 

第２条 この規程における金銭とは､経理規程第 21条に定められた現金及び預金をいう｡ 

 

（金銭の管理） 

第３条 金銭は､原則として当財団の銀行預金口座へ預け入れる｡ 

２ 会計責任者は､日々の現金支払いに充てるため､手持現金をおくことができる｡ただし、

手持現金の額は､通常の所要額を勘案して､必要最少額にとどめるものとする｡ 

 

（金銭支払業務の遂行） 

第４条 金銭の支払にあたっては、以下に掲げるとおり、それぞれの者がその業務を遂行す

るものとする。 

（１） 活動実施担当者 --- 実施した活動に関する金銭支払の起案 

（２） 活動実施責任者 --- 活動実施担当者が起案した金銭支払の承認 

（３） 会計事務担当者 --- 活動実施責任者が承認した支払に関する金銭出納の起案 

（４） 会計責任者 --- 会計事務担当者が起案した金銭出納の承認 

２ 内部統制の観点から、可能な限り以下の分担をする。 

（１） 活動実施者と会計事務担当者は別者とする。 

（２） 活動責任者と会計責任者は別者とする。 

 

（金銭支払手続） 

第５条 金銭の支払にあたって、活動実施担当者は、事前に支払申請書等により、活動実施

責任者の承認を得る。活動実施責任者は、以下のことを確認した上で、金銭支払の承認を

行う。 

（１） 当財団の費用負担とすることが妥当であること 

（２） 支払金額が、当財団の規程、契約等に照らして妥当であること 

２ 会計事務担当者は、金銭支払にあたり、その他取引を証する書類に基づいて以下のこと

を確認し、会計責任者の承認を得た上で出納手続を行う。 

（１） 活動実施責任者の承認が得られていること 

（２） 支払先、支払金額が正しいこと 

（３） 勘定科目が正しいこと 



 
 

 

（金銭支払方法） 

第６条 銀行振込により支払を行う場合は、原則として銀行のインターネットバンキング

を利用する。その際、以下の設定を行う。 

（１） 振込データ作成者と振込データ承認者は別者とする。 

（２） 振込データ作成者は、作成したデータの承認はできない。振込データ承認者は

データの作成はできない。 

（３） 振込データ承認者は、役職者とする。 

（４） 必要に応じて、承認可能金額の上限を設定する。 

２ 以下の場合は銀行のインターネットバンキングを利用せず、預金払出票により支払を

行うことができる。 

（１） 税金・公共料金の支払（税金・公共料金支払依頼書用紙がある場合は、これを

使用する） 

（２） 手持現金用の現金引き出し 

預金払出票による支払については、事前に必ず会計責任者の承認を得て、承認の得られ

た取引にのみ、銀行印を押印して支払を行う。 

３ 前項以外の目的で銀行口座から預金を引き出す場合は、あらかじめ引き出し限度額の

設定された銀行のキャッシュカードを使用し、事前に必ず会計責任者の承認を得た上で

現金を引き出す。 

４ 定例的に支払われる費用については、支払先の要望があれば、預金自動振替による支払

を行うことができる。 

５ 手持現金により支払を行う場合は、以下の点を遵守する。 

（１） 会計事務担当者は、出金時に会計責任者の承認を得る。 

（２） 会計責任者は、役職者とする。 

（３） 現金受渡し時に、現金受領者の確認印またはサインを受領する。 

６ 小切手及び手形による支払は行わないものとする。 

 

（支払期日） 

第７条 金銭の支払は､別に定める一定日に行うものとする｡ただし､やむを得ない支払い

についてはこの限りでない｡ 

 

（領収証の受領） 

第８条 金銭の支払いについては､最終受取人の署名のある領収証を受け取らなければな

らない｡ただし､所定の領収証を受け取ることができない場合は､別に定める支払証明書

をもってこれに代えることができる｡ 

２ 銀行振込の方法により支払いを行う場合は､前項による領収証を受け取らないことが

できる｡ 



 
 

 

（金銭受領手続） 

第９条 当財団が発行した請求書にもとづき金銭を受領した場合、会計事務担当者は、金銭

支払者、受領金額を請求書と照合し、齟齬がないことを確認する。 

２ 当財団が発行した請求書にもとづかない金銭を受領した場合、会計事務担当者は、活動

実施担当者にその内容を確認し、当財団が受領すべき金銭であるかどうかを判断しなけ

ればならない。 

 

（領収証の発行） 

第 10条 金銭を受領した場合は、所定の様式による領収証を発行し、金銭支払者に交付す

る。ただし、銀行振込による場合は、領収証の発行を省略することができる。 

２ 活動実施責任者および会計責任者が認めた場合は、金銭の受領前にあらかじめ領収証

を発行することができる。この場合、活動実施責任者は活動終了後、領収書の発行内容を

文書で会計責任者に報告するものとする。 

 

（印鑑等の管理） 

第 11条 銀行印の保管、管理については、印章取扱規定に従う。 

２ 手持現金および預金通帳は、常に鍵のかかる場所で保管する。会計事務担当者は、退社

時に必ず施錠する。 

 

（金銭出納の記帳） 

第 12条 会計事務担当者は、金銭出納後、以下の記録をする。 

（１） 毎月５日までに、銀行預金通帳の記帳 

（２） 手持現金出納の都度、手持現金出納帳に支払年月日、支払先および支払金額の

記帳 

 

（現預金残高の管理） 

第 13 条 預金の残高は、毎月末の残高を翌月１０日までに、預金残高明細書、預金通帳、

経理帳簿を突合することにより確認し、会計責任者に報告する。 

２ 手持現金の残高は、毎月末の残高を翌月第１営業日の午前１０時までに、手持現金出納

帳、手持現金現物、経理帳簿を突合することにより確認し、その結果を会計責任者に報告

する。 

 

（金銭の過不足） 

第 14条 金銭に過不足が生じたときは､会計事務担当者は遅滞なく会計責任者に報告し､そ

の処置については､会計責任者の指示を受けなければならない｡ 

 



 
 

（現預金等の紛失） 

第 15条 会計事務担当者は、金銭、通帳、銀行印等の紛失、または盗難事故にあった場合

には速やかに会計責任者に報告し、その指示を仰ぐ。 

２ 会計責任者は、前項の報告を受けた場合には、速やかに預金出納停止手続その他適切な

応急処置を講じ、事故防止に努めなければならない。 

 

（規程の改廃） 

第 16条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行うものとする。 

 

附 則 

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 



 

 

経理規程 

  

第１章 総  則 

  

（目 的） 

第１条 この規程は､公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）における経

理処理に関する基本を定めたものであり､財務及び会計のすべての状況を正確かつ迅

速に把握し､当財団の事業活動の計数的統制とその能率的運営を図ることを目的とす

る｡ 

  

（適用範囲） 

第２条 この規程は､当財団の経理業務のすべてについて適用する｡ 

  

（経理の原則） 

第３条 当財団の経理は､法令､定款及び本規程の定めによるほか､公益法人会計基準（2008

年 4月 11日内閣府公益認定等委員会）および一般に公正妥当と認められる公益法人の

会計の慣行に準拠して処理されなければならない｡ 

  

（会計年度） 

第４条 当財団の会計年度は､定款の定める事業年度に従い、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月末

日までとする｡ 

  

（会計区分） 

第５条 当財団の会計区分は、公益目的事業会計、収益事業等会計及び法人会計に区分する。 

２ 必要に応じて、前項の会計区分内にさらに細分化された会計区分を設けることができ

るものとする。 

  

（経理責任者） 

第６条 当財団の経理責任者は､事務局長とする。 

２ 経理責任者は、必要に応じて経理業務の一部を遂行する業務担当者を任命することが

できる。 

３ 経理責任者は、第１条に定める目的を達成するために必要な事項を決定し、また決定

された事項の遵守を監視する責務を負う。 

４ 前項の責務は、第 52 条に基づき経理業務を第三者に委託した場合であっても、これ

を免れることができない。 

５ 経理責任者は、業務マニュアル等の文書を作成し、業務担当者の業務が円滑に遂行で

きるよう努めなければならない。 



 

 

  

（帳簿書類の保存･処分） 

第７条 経理に関する帳簿､伝票及び書類の保存期間は次のとおりとする｡ 

(1) 財務諸表   永久 

(2) 収支予算書   永久 

(3) 会計帳簿及び会計伝票  7年 

(4) 証憑書類   7年 

(5) その他の書類   5年 

２ 前項の保存期間は､決算に関する定期理事会終結の日から起算するものとする。 

３ 帳簿等を焼却その他の処分に付する場合は､事前に経理責任者の指示又は承認によっ

て行う｡廃棄処分にした文書は、廃棄文書簿に文書名、廃棄年月日を記入する。 

  

  

第２章 勘定科目及び帳簿組織 

  

（勘定科目の設定） 

第８条 当財団の会計においては､財務及び会計のすべての状況を的確に把握するため必要

な勘定科目を設ける｡ 

２ 勘定科目の設定は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して行うもの

とする。 

３ 各勘定科目の名称は､別に定める勘定科目表による｡ 

  

（会計処理の原則） 

第９条 会計処理を行うに当たっては､特に次の原則に留意しなければならない｡ 

(1) 貸借対照表における資産､負債及び正味財産､正味財産増減計算書における一般正

味財産及び指定正味財産についての増減内容は､総額をもって処理し､直接項目間の

相殺を行ってはならない｡ 

(2) 財務諸表は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて作

成しなければならない。 

(3) 会計処理の原則及び手続き並びに財務諸表の表示方法は、毎会計年度これを継続

して適用し、みだりに変更してはならない。 

(4) 重要性の乏しいものについては、会計処理の原則及び手続き並びに財務諸表の表

示方法の適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他の簡便な方法によることがで

きる。 

 

  

（会計帳簿） 

第 10条 会計帳簿は､次のとおりとする｡ 



 

 

(1) 主要簿 

ア 仕訳帳  イ 総勘定元帳 

(2) 補助簿 

ア 現金出納帳  イ 預金出納帳 

ウ 固定資産台帳 工 基本財産台帳 

オ 特定資産台帳 カ 会費台帳 

キ 指定正味財産台帳 

ク その他必要な勘定補助簿 

２ 仕訳帳は､会計伝票をもってこれに代える｡ 

３ 補助簿は､これを必要とする勘定科目について備え､会計伝票並びに総勘定元帳と照

合して齟齬のないように作成しなければならない｡ 

  

（会計伝票） 

第 11条 一切の取引に関する記帳整理は､会計伝票により行うものとする｡ 

２ 会計伝票は､下記の諸票を総称するものである｡ 

(1) 通常の経理仕訳伝票 

(2) コンピュータ会計における､インプットのための所定様式による会計原票 

(3) コンピュータを基幹とする情報システムの情報処理過程でつくられる会計情報に

ついての諸票類のうち､会計原票と認定した諸票 

３ 会計伝票は､次のとおりとし､その様式は別に定める｡ 

(1) 入金伝票 

(2) 出金伝票 

(3) 振替伝票 

４ 会計伝票は､証憑に基づいて作成し､証憑は会計伝票との関連付けが明らかとなるよ

うに保存するものとする｡ 

５ 会計伝票及び証憑には､その取引に関係する責任者の承認印を受けるものとする｡ 

６ 会計伝票には､勘定科目､取引年月日､数量､金額､相手方等取引内容を簡単かつ明瞭に

記載しなければならない｡  

  

（証 憑） 

第 12条 証憑とは､会計伝票の正当性を立証する書類をいい､次のものをいう｡ 

(1) 請求書 

(2) 領収書 

(3) 証明書 

(4) 稟議書及び上申書 

(5) 検収書､納品書及び送り状 

(6) 支払申請 

(7) 各種計算書 



 

 

(8) 契約書､覚書その他の証書 

(9) その他取引を裏付ける参考書類 

  

（記 帳） 

第 13条 総勘定元帳は､すべて会計伝票に基づいて記帳しなければならない｡ 

２ 補助簿は､会計伝票又はその証憑書類に基づいて記帳しなければならない｡ 

３ 毎月末において補助簿の借方､貸方の合計および残高は､総勘定元帳の当該勘定科目

の金額と照合確認しなければならない｡ 

  

（帳簿の更新） 

第 14条 帳簿は､原則として会計年度ごとに更新する｡ 

  

第３章 収支予算 

  

（収支予算の目的） 

第 15 条 収支予算は､各事業年度の事業計画の内容を明確な計数をもって表示し､かつ､収支

予算と実績との比較検討を通じて事業の円滑な運営を図ることを目的とする｡ 

  

（収支予算書の作成） 

第 16 条 収支予算書は､事業計画に基づき毎会計年度開始前に理事長が作成し､理事会の承

認を得て確定する｡ 

２ 収支予算書は､正味財産増減計算書に準ずる様式をもって作成する｡ 

  

（収支予算の執行） 

第 17条 各事業年度における費用の支出は､収支予算書に基づいて行うものとする｡ 

２ 収支予算の執行者は､理事長とする｡ 

  

（支出予算の流用） 

第 18 条 予算の執行にあたり､各科目間において相互に流用しないこととする｡ただし､理事

長が予算の執行上必要があると認めたときは､その限りとしない｡ 

 

（補正予算） 

第 19条 予算の作成後に生じた事由により、予算に変更を加える必要がある場合には、理事

長は補正予算を作成して理事会に提出し、その承認を得なければならない。 

 

（暫定予算） 

第 20 条 やむを得ない理由により会計年度開始までに予算を決定できないときは、予想さ

れる一定期間について、理事会の決議を経て、前年度の計上予算の範囲で暫定予算と



 

 

して執行する。 

２ 予算が成立したときは、暫定予算は失効し、既に執行済みのものについては、これを

確定した年度予算の執行とみなす。 

  

第４章 金  銭 

  

（金銭の範囲） 

第 21条 この規程において金銭とは､現金及び預金をいう｡ 

２ 現金とは､通貨､小切手､郵便為替証書､振替預金証書及び官公署の支払通知書をいう。 

３ 手形及びその他の有価証券は､金銭に準じて取扱うものとする｡ 

  

（会計責任者） 

第 22条 金銭の出納､保管については､その責に任じる会計責任者を置かなければならない｡ 

２ 会計責任者は､経理責任者が任命する｡ 

３ 会計責任者は､金銭の保管及び出納事務を取扱わせるため､会計事務担当者を置くこ

とができる｡ 

  

（金銭出納規程） 

第 23条 金銭の出納および残高管理に関する事項は、別に定める「金銭出納規程」に従うも

のとする。 

 

第５章 財  務 

  

（資金計画） 

第 24 条 年度事業計画及び収支予算書に基づき､経理責任者は速やかに年次及び月次の資金

計画を作成し､理事長の承認を得なければならない｡ 

  

（資金の調達） 

第 25 条 当財団の事業運営に要する資金は､基本財産及び運用財産より生ずる利息､配当金、

その他の運用収入並びに会費､入会金､寄付金､助成金、補助金、事業収入､その他の収

入によって調達するものとする｡ 

  

（資金の借入れ） 

第 26 条 前条に定める収入により､なお資金が不足する場合又は不足する恐れがある場合に

は､金融機関等からの借入金により調達するものとする｡ 

２ 借入金については､期間の長短を問わず、借入の目的、理由、限度額、利率及び償還

方法等を予算で定め、理事会で承認を得た上で、理事会にて承認された借入金限度額の

範囲内で行う｡ 



 

 

３ 前項の理事会にて承認された借入金限度額が設けられていないときに､短期の借入れ

をしようとするときは､理事会の決議を経なければならない｡ 

 

（資金の運用） 

第 27 条 当財団の資金を、預金以外の方法で運用する場合は､資金運用規程を別に定め、理

事会の承認を得なければならない｡ 

  

（金融機関との取引） 

第 28 条 金融機関との預金取引､手形取引､その他の取引を開始又は廃止する場合は､理事長

の承認を得て経理責任者が行う｡ 

２ 金融機関との取引は､理事長の名をもって行う｡ 

  

第６章 固定資産 

  

（固定資産の範囲） 

第 29 条 この規程において､固定資産とは次の各号をいい､基本財産､特定資産及びその他固 

定資産に区別する｡ 

(1) 基本財産 

理事会が基本財産とすることを決議した財産 

(2) 特定資産 

使途、保有、運用方法等に制約のある預金、有価証券等の金融商品 

退職給付引当資産 

減価償却引当資産(ただし､基本財産とされたものは除く) 

その他特定の資産の取得又は改良に充てるため、理事会の承認を得て保有する資金 

(3) その他固定資産 

基本財産及び特定資産以外の資産で､耐用年数が 1年以上で､かつ､取得価額が 10万円

以上の資産 

  

（固定資産の取得価額） 

第 30条 固定資産の取得価額は､次の各号による｡ 

(1) 購入により取得した資産は､公正な取引に基づく購入価額にその付帯費用を加えた額 

(2) 自己建設又は製作により取得した資産は､建設又は製作に要した費用の額 

(3) 交換により取得した資産は､交換に対して提供した資産の帳簿価額 

(4) 贈与により取得した資産は､その資産の取得時の公正な評価額 

  

（固定資産の購入） 

第 31 条 固定資産の購入は､稟議書に見積書を添付して､事前に起案者から経理責任者に提

出しなければならない｡ 



 

 

２ 前項の稟議書については､理事長の決裁を受けなければならない｡ 

  

（有形固定資産の改良と修繕） 

第 32 条 有形固定資産の性能を向上し､又は耐用年数を延長するために要した金額は､これ

をその資産の価額に加算するものとする｡ 

２ 有形固定資産の原状に回復するために要した金額は修繕費とする｡ 

  

（固定資産の管理） 

第 33 条 固定資産の業務担当者は､固定資産台帳を設けて､固定資産の保全状況及び移動に

ついて所要の記録を行い､固定資産を管理しなければならない｡ 

２ 有形固定資産に移動及び毀損､滅失があった場合は､固定資産の業務担当者は､経理責

任者に通知し帳簿の整備を行わなければならない｡ 

 

（固定資産の登記･付保） 

第 34 条 不動産登記を必要とする固定資産は､取得後遅滞なく登記しなければならない。ま

た、火災等により損害を受けるおそれのある固定資産については､適正な価額の損害保

険を付し、付保状況を固定資産台帳に記録しなければならない｡ 

  

（固定資産の売却､担保の提供） 

第 35 条 固定資産を売却するときは､定款の規定による評議員会又は理事会の承認が必要な

ものはその承認を経て､経理責任者は､稟議書に売却先､売却見込代金､その他必要事項

を記載の上､理事長の決裁を受けなければならない｡ 

２ 固定資産を借入金等の担保に供する場合は､前項の定めに準ずるものとする｡ 

  

（固定資産の貸与） 

第 36条 固定資産は、適正な対価なくして貸与してはならない。ただし、特に必要があると

きは、理事会の承認を得た上で、無償貸与することができる｡ 

 

（減価償却） 

第 37条 固定資産の減価償却については､毎会計年度末に定額法によりこれを行う｡ 

２ 定額法により毎会計年度末に行われた減価償却費は､直接法により処理するものとす

る｡ 

３ 減価償却資産の耐用年数は､｢減価償却資産の耐用年数等に関する省令｣(昭和 40 年大 

蔵省令第 15 号)に定めるところによる｡ 

  

（現物の照合） 

第 38 条 固定資産の管理責任者は､常に良好な状態において管理し､各会計年度 1回以上は､

固定資産台帳と現物を照合し､差異がある場合は､所定の手続を経て帳簿の整備を行わ



 

 

なければならない｡ 

 

第７章 決  算 

  

（決算の目的） 

第 39 条 決算は､一会計期間の会計記録を整理し､事業活動の成果を計算するとともに、収

支状況、財産の増減状況及び各会計期間末日の財政状態を明らかにすることを目的と

する｡ 

 

（月次決算） 

第 40 条 経理責任者は､毎月末に会計記録を整理し､次の計算書類を作成しなければならな

い｡ 

(1) 合計残高試算表 

(2) 正味財産増減計算書 

(3) 貸借対照表  

２ 前項の計算書類は、理事会から求められた場合、速やかに提出しなければならない。 

３ 理事及び監事は、第１項の計算書類をいつでも閲覧することができる。 

  

（決算整理事項） 

第 41 条 年度決算においては､通常の月次決算のほか､少なくとも次の事項について計算を

行うものとする｡ 

(1) 減価償却費の計上 

(2) 棚卸資産の計上 

(3) 未収金､未払金､立替金､預り金､前払金､仮払金､前受金の計上と残高の適否の確認 

(4) 有価証券の時価評価による損益の計上 

(5) 各種引当金の計上 

(6) 流動資産､固定資産の実在性の確認､評価の適否 

(7) 負債の実在性と簿外負債のないことの確認 

(8) 公益認定法による行政庁への提出が必要な内訳表の作成 

(9) その他必要とされる事項の確認 

  

（重要な会計方針） 

第 42条 当財団の重要な会計方針は､次のとおりとする｡ 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券及び投資有価証券･･･時価のあるものは、期末日の市場価額等に基づく時価

法（売却原価は、移動平均法により算定）を採用する。時価のないものは、移動平均法

による原価法を採用する。 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 



 

 

貯蔵品：最終仕入原価法を採用する。 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産及び無形固定資産･･･定額法による｡ 

(4) 引当金の計上基準 

貸倒引当金･･･法人税法に定める限度額のほか､貸倒の実績率及び債権の回収可能性

を検討して計上する｡ 

退職給付引当金･･･期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上する｡ 

役員退職慰労金引当金･･･役員報酬規程に基づく期末要支給額に相当する金額を計上

する｡ 

賞与引当金･･･支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上する｡ 

(5) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は､税込処理による｡ 

(6) リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産･･･自己所有の固定資産に適

用する減価償却方法と同一の方法による｡ 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産･･･リース期間を耐用年数

とし､残存価額を零とする定額法による｡ 

  

（決算実施要領） 

第 43条 経理責任者は、決算業務実施マニュアル等の文書で決算整理、決算日程、決算手続

等を定め、業務担当者の業務が円滑かつ正確に遂行できるよう努めなければならない。 

 

（財務諸表等） 

第 44 条 経理責任者は､年度決算に必要な手続を行い､次に掲げる財務諸表等を作成し､理事

長に提出しなければならない｡ 

(1) 貸借対照表 

(2) 正味財産増減計算書 

(3) 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

(4) 財産目録  

  

（財務諸表等の確定） 

第 45 条 理事長は､前条の財務諸表等について､事業報告とともに監事の監査を受けた後､監

事の意見を添えて理事会へ提出し､その承認を経た上で､評議員会において承認を得て

決算を確定する｡ 

  

（その他の必要とされる書類） 

第 46 条 経理責任者は､第 46 条の財務諸表等の外､次に掲げる書類を作成し､理事長に提出

しなければならない｡ 



 

 

(1) 正味財産増減計算書内訳表 

(2) 収支相償の計算書 

(3) 公益目的事業比率の計算書 

(4) 遊休財産額の計算書 

(5) 公益目的取得財産残額の計算書 

２ 第 46 条の財務諸表等及び前項の財務書類等は､確定後速やかに行政庁へ提出しなけ

ればならない。 

  

（情報公開） 

第 47 条 当財団の財務書類については、確定後速やかにホームページ等に記載するととも

に、事務所に備え置かなければならない。 

 

（税務申告および納税） 

第 48条 経理責任者は、確定した決算に基づき国税、地方税について、それぞれ申告書を作

成し、所定の期日までに申告・納付しなければならない。 

 

第８章 業務委託 

 

（委託の範囲） 

第 49 条 経理責任者は、第２条に定める当財団の経理業務の一部または全部を外部に委託

することができる。 

 

（委託業務の管理） 

第 50条 経理責任者は、前条に規定する委託を行う場合は、業務受託者との間に次の各号を

遵守する旨を記載した委託契約を交わすものとする。 

(1) 委託業務遂行上知り得た情報について、その秘密を保持し、また委託事項以外に使用

し、複製し及び複写してはならないこと 

(2) 第三者への再委託を禁止すること 

(3) 委託業務終了後の資料の返却及び受託者の保有する記録媒体上の情報を消去するこ

と 

(4) 業務遂行状況に関する適宜報告を義務づけること 

(5) 事故が発生した場合の委託者への通知を義務づけること 

 

第９章 その他 

 

（細 則） 

第 51条 理事長はこの規程の実施に関して、必要に応じて細則を定めることができる。 

２ この規程及び前項の細則に定めのない会計処理については、経理責任者の決裁を得て



 

 

行うものとする。 

  

（規程の改廃） 

第 52条 この規程の改廃は､理事会の決議を経て行うものとする。 

 

附 則 

この規程は､2019 年 9月 30 日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 

 



 

公益通報者保護に関する規程 

  

（目 的)  

第１条 公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）は、法令違反ないし

不正行為による不祥事の防止及び早期発見、自浄作用の向上、風評リスクの管理並びに

社会的信頼の確保のため、「ヘルプライン」を設けるとともに、その運営の方法等を明

らかにする目的のため、「公益通報者保護に関する規程｣(以下「この規程」という。)

を定める。  

  

（対象者）  

第２条 この規程は、当財団の理事、監事、評議員（以下、役員等という。）及び職員・

契約職員・パートタイム職員・ボランティアスタッフを含むすべての職員(以下、職員

等という。)に対して適用する。  

  

（通報等）  

第３条 当財団及び当財団の役員等又は職員等の不正行為として別表に掲げる事項(以下、

申告事項という。)が生じ、又は生じるおそれがある場合、職員等はこの規程の定める

ところにより、通報、申告又は相談(以下、通報等という。)をすることができる。  

２ 前項の申告事項を提供した者(以下、通報者という。)は、この規程による保護の対象

となる。また、通報者に協力した職員等及びその通報等に基づく調査に積極的に関与し

た職員等も同様とする。  

３ 職員等は、この規程に基づき、通報等を積極的に行うよう努めるものとする。  

  

（通報等の方法）  

第４条 この規程に基づいて通報等をする場合、職員等は、次のヘルプライン窓口に対し

て、電話、電子メール、書面又は直接面談する方法等により通報等をすることができる。

各ヘルプライン窓口の電話番号、電子メールのアドレス等は、別途職員等に通知するも

のとする。  

(1) 人事・労務関する事項又は一切の法律問題に関する通報等  

    ヘルプライン窓口  コンプライアンス担当理事  

(2) 理事、評議員の不正に関する通報又は内部組織での対応が困難と思われる事項に関

する通報等  

    ヘルプライン窓口  監事  

(3) その他の事項に関する通報等  

    ヘルプライン窓口  事務局長  



 

２ 職員等は、前項に定めるヘルプライン窓口の一つ又は JANPIA 資金分配団体等役職員

専用ヘルプラインを選択して通報等を行うものとする。ただし、第８条に定める調査結

果について疑義が残る場合には、前に行った通報等の結果を添えて別のヘルプライン窓

口に通報等をすることができる。  

３ ヘルプライン窓口に限らず、相談又は通報を受けた職員等（通報者の管理者、同僚等

を含む。）は、この規程に準じて誠実に対応するよう努めなければならない。 

  

（通報等の窓口での対応）  

第５条 ヘルプライン窓口は、申告事項のうち、業務上の法令違反や社会から非難を受け

るおそれのある業務上の通報等について受け付け、すみやかにその対応を行うものとす

る。ただし、個人に関する根拠のない誹謗中傷は受け付けないものとする。  

２ 無責任な通報等を避けること及び事実関係の確認と調査を行うため、通報等は原則と

して実名によるものとする。ただし、事情により、匿名による通報等も受け付けるもの

とする。  

３ 就業規則その他に定める守秘義務に関する規定は、この規程の定めに従って行われる

通報等を妨げるものではない。  

  

（通報等に基づく調査）  

第６条 通報等を受けたヘルプライン窓口の受付部署は、通報者に対して、通報等を受け

た日から 20 日以内に調査を行う旨の通知又は正当な理由がある場合は調査を行わない

旨の通知を行うものとする。  

２ 通報等に基づく調査において、通報等の対象となった者は、公正な聴聞の機会と申告

事項への反論及び弁明の機会が与えられるものとする。  

３ 職員等は、通報等に基づく調査に対して積極的に協力し、知り得た事実について忠実

に真実を述べるものとする。  

  

（利益相反者の排除）  

第７条 通報事項又は不利益取扱事項に自らが関係する者（以下、利益相反者という。）

は、ヘルプライン窓口、通報等に基づく調査その他通報処理に関与してはならない。  

２ コンプライアンス担当理事は、利益相反者が、前項の業務に当たっている場合には、

直ちに、当該利益相反者に替えて、別途担当者を指名する。 

 

（公正公平な調査）  

第８条 通報等を受けた各ヘルプライン窓口は、通報等の対象となった申告事項の内容

（ただし、通報者の氏名を除く。)を、直ちにコンプライアンス担当理事に報告し、ま

た、その事実の有無及び内容について速やかに調査し、その調査結果をコンプライアン



 

ス担当理事に報告するものとする。  

２ 通報等によって提供された情報については、各ヘルプライン窓口の受付部署において

調査することを原則とするが、必要に応じてコンプライアンス委員会又は法律事務所等

他の調査担当部署に調査を依頼することができる。  

３ ヘルプライン窓口の受付部署又は他の調査担当部署における調査は、通報等に基づく

情報により、公正かつ公平に行うものとする。  

４ 前３項の調査において通報者の名前を開示する必要がある場合であっても、通報者の

同意を得なければ、通報者の氏名を開示することはできないものとする。  

  

（調査結果の通知等） 

第９条 調査担当部署は、通報等を受け付けたヘルプライン窓口の受付部署に、調査結果

をできる限り速やかに通知するものとする。ただし、通報等の対象となった者の個人情

報の扱いについては、プライバシーの侵害とならないよう、十分注意するものとする。  

２ 調査担当部署から調査結果について通知を受けたヘルプライン窓口の受付部署は、通

報者に対して連絡ができる場合、通報者に対して調査結果を通知する。ただし、匿名に

よる通報等の場合はこの限りではない。  

  

（調査結果に基づく対応）  

第 10 条 前条の調査結果が重大である場合には、コンプライアンス担当理事又は当該業

務担当理事は速やかに対応を行うものとし、必要に応じコンプライアンス委員会に諮問

し、又は直ちに違法行為を中止するよう命令する等、必要な措置を講じる。  

２ すべての調査結果は理事長に報告するものとし、必要に応じて懲戒処分の手続をとり、

又は刑事告発、是正及び再発防止措置などをとるものとする。  

３ 通報等をした職員等が当該調査対象である申告事項に関与していた場合、懲戒処分そ

の他の扱いにおいて、通報等をしたことを斟酌するものとし、その不利益処分を軽減す

ることができる。  

４ 調査結果及びそれに対する対応の概要(ただし、通報者の氏名を除く。)は、直近に開

催される理事会において報告するものとする。  

  

（情報の記録と管理）  

第 11 条 通報等を受けた各ヘルプライン窓口及び調査担当部署は、通報者の氏名（匿名

の場合を除く。）、通報等の経緯、内容、証拠等を、部署内において記録･保管するもの

とする。  

２ 通報等を受けた各ヘルプライン窓口、調査担当部署又はコンプライアンス委員会に関

与する者その他情報を知り得た者は、その情報に関して秘密を保持しなければならず、

通報者の同意がない限り、通報者の氏名等の情報を開示してはならない。  



 

３ 当財団の役員等及び職員等は、各ヘルプライン窓口、調査担当部署に対して、通報者

の氏名等を開示するように求めてはならない。  

  

（不利益の禁止）  

第 12 条 当財団の役員等及び職員等は、通報者の氏名等を知り得た場合、通報等の行為

を理由として、通報者に対する懲罰、差別的処遇等の報復行為、人事考課への悪影響等、

通報者に対して不利益になることをしてはならない。  

 

（懲戒等）  

第 13条 第５条第１項ただし書きによる個人に関する根拠のない誹謗中傷を行った場合、

第 10 条第２項に規定する者が通報者の氏名その他の秘密を漏洩した場合及び同条第３

項に規定する者が通報者の氏名等の開示を求めた場合又は前条の通報者に対して不利

益になることをした場合には、情状によりそれらの者を、懲戒処分に処す。  

２ 懲戒処分の内容は、役員等（ただし監事を除く。以下本条において同じ。）の場合は、

戒告とし、職員等の場合は、就業規則に従い戒告、減給、諭旨退職又は懲戒解雇とする。

ただし、役員等の場合、自主申告による報酬減額を妨げない。  

３ 前項の懲戒処分は、役員等については評議員会が決議し、職員等については理事長が

これを行う。  

  

（外部通報への準用）  

第 14 条 当財団の職員等以外の者からの通報が行われた場合においても、当財団は、第

３条の規定にかかわらず、この規程に準じて必要な措置を実施するものとする。ただし、

第 11条及び第 12条に定められた役員等及び職員等に対する処分の規定は適用しない 

 

（公益通報者保護制度のための教育）  

第 15 条 当財団は、当財団の役員等及び職員等に対して、公益通報者保護制度に関する

研修を行い、また、職員等は当財団の倫理規程を含むこれらの事項について、定期的に

研修を受けるものとする。  

  

（費用弁償等） 

 第 16条 この規程に基づいて、ヘルプライン窓口の受付部署が申告事項に関わる調査・

相談等を行った場合の費用は、当財団が負担する。 

 

（改 廃）  

第 17条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。  

  



 

附 則  

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決）  

  

(別 表)  

不正の定義  

この規程において、法令違反及び不正行為として申告できる事項は、次の事項とする。  

１ 法令に違反する行為(ただし、努力義務に係るものを除く。)  

２ 当財団の役員等、職員等、会員、取引先、受益者、その他利害関係者の安全、健康に

対して危険な行為又は危険を及ぼす恐れのある行為  

３ 就業規則その他の内部規程に違反する行為（ただし、人事上の処遇に関する不満及び

努力義務に係るものを除く。)  

４ 当財団の倫理規程に違反する行為（ただし、努力義務に係るものを除く。)  

５ 上記各号又はこれらの行為の隠蔽、証拠隠滅、情報漏洩により当財団の名誉又は社会

的信用を侵害する恐れのある行為  

以上 

 



 

 

事務局規程 

  

第１章 総 則 

(目 的)  

第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）定款第５１条

第４項の規定に基づき、当財団の事務処理の基準を定め、事務局における事務の適正な運営を

図ることを目的とする。  

  

第２章 組 織 

(事務局)  

第２条 事務局に、事業部・総務部を置く。  

２ 部局の分掌は、別紙の「業務の分掌」に定める。  

  

第３章 職 制 

(職員等)  

第３条 事務局には、事務局長の他、次に掲げる職員を置くことができる。  

(1) 事務局次長  

(2）部 長  

(3）室 長  

(4）主 任  

(5) 事務スタッフ 

(6) ボランティアスタッフ 

(7) インターンスタッフ 

２ 前項以外の職制を定める場合は、理事長の承認を得なければならない。  

  

第４章 職 責 

(職員の職務) 

第４条 事務局長は、理事長の命を受けて、事務局の事務を統括する。 

２ 事務局次長は、事務局長を補佐するものとし、事務局長に事故があるとき、又は事務局長が 

欠けたときは、事務局次長が職務を代行する。 

３ 部長は、事務局長の命を受けて、担当する部の事務を行う。 

４ 室長は、事務局長の命を受けて、担当する室の事務を行う。 

５ 事務局長、事務局次長、部長、室長以外の職員は、上級者の命を受けて、担当部局の事務に

従事する。  

 



 

 

(職員の任免及び職務の指定)  

第５条 職員の任免は、理事長が行う。 

２ 職員の職務は、理事長が指定する。  

  

第５章 事務処理 

(文書による処理) 

第６条 事務の処理は、文書または、電磁的記録によって行うことを原則とする。 

 

(事務の決裁) 

第７条 事務は、原則として担当者が文書または、電磁的記録によって立案し、上級者及び事務

局長を経て、「理事の職務権限規程」に規定する決裁権者（以下、決裁権者という。）の決裁を

受けて実施する。  

２ 前項の規定は、事業の開始・途中変更・終了をする際にも適用する。 

  

(緊急を要する事務の決裁) 

第８条 緊急を要する事務で重要でないものは、事務局長の決裁によって処理することができる。 

ただし、この場合においては、事務局長は遅滞なく決裁権者の承認を得なければならない。  

 

(代理決裁) 

第９条 理事長が出張等により不在である場合において、特に緊急に処理しなければならない決

裁文書は、理事長があらかじめ指定する者が決裁することができる。 

２ 前項の規定により代理決裁した者は、事後速やかに理事長に報告しなければならない。  

  

(規程外の対応) 

第 10 条 本規程以外の事務局に関する事項で、公印及び文書に関する事項は、別に「印章取扱

規程」及び「文書管理規程」に定める。  

  

(細 則) 

第 11 条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、別に定めるもの

とする。  

  

(改 廃) 

第 12条 この規則の改廃は、理事会の決議を経て行う。  

  

附 則  

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 



 

 

 

 

（別紙）業務の分掌   

事務局規程 

部局 分掌事務 

総務部 ① 理事会及び評議員会に属すること 

② 登記・諸届に関すること 

③ 事務所の賃貸借及び火災保険に関すること 

④ 規程類の制定・改廃に関すること 

⑤ 役職員の人事・労務及び福利厚生に関すること 

⑥ 寄附者・会員管理に関すること（寄附金・会費の事務に関する

ことを含む） 

⑦ 財務及び会計に関すること 

⑧ その他特命事項 

事業部 ① 事業計画及び事業報告に関すること 

② 助成・融資事業に関すること 

③ 情報収集・発信事業に関すること 

④ フォーラム等開催事業に関すること 

⑤ 調査・研究事業に関すること 

⑥ その他特命事項 

⑦ 寄附プログラムに関すること 

⑧ 寄附者・会員とのリレーションに関すること 

⑨ 寄附者・会員の勧誘・新規開拓に関すること 

⑩ その他特命事項 

 



 

 

情報公開規程 

  

（目 的） 

第１条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）が、そ

の活動状況、運営内容及び財務状況等を積極的に公開するために必要な事項を定める

ことにより、当財団の公正で開かれた活動を推進することを目的とする。 

  

（法人の責務） 

第２条 当財団は、この規程の解釈及び運用に当たっては、原則として、一般に情報公

開することの趣旨を尊重するとともに、個人に関する情報がみだりに公開されること

のないよう最大限の配慮をしなければならない。 

  

（利用者の責務) 

第３条 第９条に規定する情報公開の対象書類を閲覧ないしは謄写した者は、これによ

って得た情報を、この規程の目的に即して適正に使用するとともに、個人に関する権

利を侵害することのないよう努めなければならない。 

  

（情報公開を請求することができる者） 

第４条 何人も、この規程の定めるところにより、第９条に規定する情報公開対象書類

の公開を請求することができる。 

 

（情報公開の方法） 

第５条 当財団は、情報公開の対象に応じ、公告、公表、書類の事務所備え置き並びに

インターネットの方法により行うものとする。 

  

（公 告) 

第６条 当財団は、法令の規定に従い、貸借対照表について、公告を行うものとする。 

 

（公 表) 

第７条 当財団は、法令の規定に従い、理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給の

基準について、公表する。これを変更したときも、同様とする。 

２ 前項の公表については、役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程を次条に定

める事務所備え置きの方法によるものとする。 

  

（書類の事務所備え置き） 

第８条 当財団は、法令の規定に従い、書類の事務所備え置きを行い、正当な理由を有



 

 

する者に対し、その閲覧ないしはその一部を謄写させるものとする。 

  

（事務所備え置きの書類） 

第９条 前条の事務所備え置きの対象とする書類は別表１に掲げるものとし、次条に規

定する閲覧場所に常時備え置く。 

２ 別表１中、｢保存期間｣として備え置き期間を表示しているものについては当該備え

置き期間分の書類を、備え置き期間を表示していないものについては当該最新の書類

を公開する。 

  

（閲覧場所及び閲覧日時） 

第 10 条 当財団の事務所備え置きの対象とする書類の閲覧場所は、主たる事務所とす

る。 

２ 閲覧の日は、当財団の休日以外の日とし、閲覧の時間は、業務時間のうち午前 10時

から午後５時までとする。ただし、当財団は、正当な理由があるときは閲覧希望者に

対し、閲覧日時を指定することができる。 

  

（閲覧等に関する事務） 

第 11 条 閲覧希望者から別表１に掲げる書類の閲覧等の申請があったときは、次によ

り取り扱うものとする。 

(1) 様式１に定める閲覧(謄写)申請書に必要事項の記入を求め、提出を受ける。 

(2) 閲覧(謄写)申請書が提出されたときは、様式２に定める閲覧受付簿に必要事項を

記載し、閲覧に供する。 

(3) 閲覧した者ないしは謄写を希望する者から謄写の請求があったときは、実費負担

を求め、これに応じる。 

２ 閲覧による書類の公開にあっては、当該書類の保存に支障を生じるおそれがあると

認めるときその他正当な理由があるときは、その写しによりこれを行うことができる。 

 

（インターネットによる情報公開） 

第 12条 当財団は、第６条ないし第８条の規定による情報公開のほか、広く一般の人々

に対しインターネットによる情報公開を行うものとする。 

２ 前項の規定による情報公開の内容、方法等の詳細は理事長が定める。 

  

（その他） 

第 13 条 この規程に定めるもののほか、情報公開に関し必要な事項は理事長が理事会

の決議を経てこれを定める。 

  

 



 

 

（改 廃） 

第 14条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附 則 

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 

 

   

別表１ 

対象書類等の名称 保存期間 

１ 定 款  

２ 事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記

載した書類 

１年 

３ 計算書類等（各事業年度の計算書類・事業報告書・付属明細書） 

    監査報告書 

５年 

４ (1) 財産目録  

    (2) 役員等名簿（*1） 

    (3) 役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程 

    (4) 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する

数値のうち重要なものを記した書類 

５年 

５ 特定費用準備資金積立限度額及びその算定根拠  

６ 特定財産の保有・改良充当資金の必要最低限度額及びその算定

根拠 

 

７ 寄附等による受入れ財産・資金  

８ 評議員会議事録 １０年 

９ 理事会議事録 １０年 

10 会計帳簿（*2） １０年 

（＊1）理事、監事及び評議員 

評議員以外からの閲覧請求には個人の住所は除外可 

（＊2）評議員及び(裁判所の許可を得た)債権者 

  



 

 

 

 

様式１  

閲 覧（謄 写）申 請 書 

  

公益財団法人東近江三方よし基金 

 理事長 【理事長氏名】 殿  

申 請 月 日  平成  年  月  日 

申  請  者       

申 請 者 住 所  〒  

                     

電  話  番  号       

  

私（申請者）は、下記の閲覧(謄写)目的に従って閲覧対象書類から得た情報を、その

目的に即して適正に使用するとともに、その情報によって個人に関する権利を侵害する

ことのないよう誓います。  

 閲覧(謄写)の目的 

閲覧対象書類（該当するものを○で囲んで下さい。） 

 １．定 款 

 ２．事業計画書・収支予算書・資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

 ３．事業報告書・計算書類及び付属明細書・運営組織及び事業活動の状況の概要及び

これらに関する数値のうち重要なものを記した書類 

 ４．監査報告書 

 ５．財産目録 

 ６．役員等名簿 

 ７．役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程 

 ８．特定費用準備資金算定根拠 

 ９．特定財産の改良・保有資金の明細 

 10．寄附等による財産・資金で公布者の定めた使途に充てるものの明細 

 11．議事録（理事会･評議員会）  

 12．上記以外の書類（         ） 

 (以下の書類は、評議員・債権者に限り閲覧・謄写ができます。) 

 13．会計帳簿 

  



 

 

様式２       

閲 覧 受 付 簿 

  

受付番号 受付年月日 申込人の住所・氏名 担当者名 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



文書管理規程 

  

（目的）  

第１条 この規程は、事務局規程第 10条（規程外の対応）の規定に基づき、公益財団法

人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）における文書の取扱いを定め、事務を正

確かつ効率的に処理することを目的とする。  

  

（文書の定義）  

第２条 この規程において、文書とは図書類を除く業務上取扱うすべての文書（コンピュ

ーターファイル等を含む、以下同じ）であって、一定期間保存を要するものをいう。  

  

（事務処理の原則）  

第３条 当財団の事務は、原則として文書により処理するものとする。  

２ 文書によらないで処理した場合、必要に応じて直ちに文書を作成し、事後に支障のな

いようにしなければならない。  

  

（取扱いの原則）  

第４条 文書の取扱いは、責任を明らかにして正確かつ迅速に行うとともに、常に整理

し、その所在を明らかにしておかなければならない。  

２ コンピューターファイル等で作成した文書は、適切なファイル名を付して、当財団の

サーバーに保存しなければならない。 

  

（文書管理担当者）  

第５条 文書の受付、配布、回付または整理保存等を行わせるため、当財団内に文書管理

担当者を置く。 

２ 文書管理担当者は、事務局長が任免する。  

  

（決裁手続き）  

第６条 文書の起案は、事務局規程で定めるそれぞれの部局において行うものとする。 

２ 起案文書は、職務権限規程の（別表）理事の職務権限に定める決裁権者の決裁を受け

るものとする。    

３ 文書の起案者及び決裁者は、当該文書に押印して、責任の所在を明確にするものとす

る。 

４ 電磁的方法により文書の起案及び決裁を行う場合は、使用するコンピューターシス

テム内で、起案者及び決裁者が特定できるようにするものとする。 



 

  

（整理及び保管）  

第７条 文書の整理保管は、原則として当該文書担当部署において行う。  

 

（保存期間）  

第８条 文書の保存期間は、別表１の文書保存期間基準表による。ただし、関係法規によ

り保存年限が定められている文書は、当該法規による。  

２ 前項の保存期間は、会計帳簿・証憑書類・税務申告書類については会計期間終了時、

契約書については契約期間終了時、その他の文書については作成時から起算する。 

  

（保存方法） 

第９条 一定の事務処理を終えた文書はすみやかに編綴するものする。編綴は会計年度

ごとに行うものとし、文書名・保存期間・保存の始期および終期・その他文書保存に必

要な事項を明記し、保存しなければならない。 

２ コンピューターファイル等の文書は、サーバー内に適切なフォルダー名と会計年度

を明記したフォルダーを作成し、会計年度ごとに保存しなければならない。 

 

（機密文書の保管） 

第 10条 機密事項の記載された文書は、指定された場所に保管し、施錠して保管してお

かなければならない。 

２ サーバー内に保存された、機密事項の記載されたコンピューターファイル等の文書

は、関係者以外がアクセスできないようパスワード等を付して保管しなければならない。 

 

（非常持出） 

第 11条 火災または天災等により滅失毀損した場合、事業運営上甚だしく支障をきたす

おそれがある文書は、専用の容器に入れ、「非常持出」の表示をする。 

 

（廃棄）  

第 12条 保存期間を経過した文書は廃棄する。ただし、事務局長が引続き保存する必要

があると認めたものはこの限りではない。  

２ 廃棄処分にした文書は、廃棄文書簿に文書名、廃棄年月日を記入しておかなければな

らない。 

 

（廃棄処分の方法） 

第 13条 廃棄処分を決定した文書は、当該文書の内容を考慮して、焼却、裁断などの処



分をする。 

  

（規程の改廃）  

第 14条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。  

  

附則  

この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決）  

  

  

  



  別表１ 文書保存期間基準表 

保存期間 分類 文書の種類 根拠法令他 

永久 法人 公益法人認定書 

税額控除に係る証明書 

重要な承認、届出、報告書等に関する文書 

行政庁等による検査または命令に関する文書 

定款、設立趣意書、規程等に関する文書   

重要な報告書 

 

 

 

 

 

財産契約 計算書類等（貸借対照表・正味財産増減計算書、

事業報告、監査報告、附属明細書）  

寄附金に係る情報   

効力の永続する契約に関する文書 

（一般法 10 年） 

（会社法 10 年） 

事業運営 事業計画書・収支予算書  

人事労務 重要な人事に関する文書 

職員との協定書 

 

１０年 法人 行政庁等からの重要な文書 

理事会・評議員会等の開催に関する文書 

理事会・評議員会等の議事録 

登記に関する文書専門員会等に関する文書 

会員の入退会、会費等の入金等に関する文書 

役員名簿、役員の兼務に関する書類 

役員の就任、報酬等に関する文書   

伺書（永久とされる文書を除く） 

 

 

（一般法 10 年） 

７年 財産契約 会計帳簿、会計伝票 

証憑書類  

満期又は解約となった契約に関する文書 

（経理規程 ７ 年） 

（経理規程 ７ 年） 

５年 事業運営 実施事業に関する企画書・報告書 

実施事業の資金提供者向け報告書 

助成事業の採択先からの報告書類・申請書 

 

人事労務 役職員の採用・退職・賞罰に関する文書 

職員名簿、履歴書、住民票記載事項証明 

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書等 

雇用保険被保険者関係届出事務等処理簿 

賃金台帳 

労働者名簿、採用・解雇・退職に関する書類 

労災保険に関する書類 

労働保険の徴収・納付等の書類 

健康保険・厚生年金保険に関する書類   

雇用保険に関する書類 

 

 

（雇保規４年） 

（雇保規４年） 

（労基法 3 年） 

（労基法 3 年） 

（労災規 3 年） 

（徴収規 3 年） 

（健保規 2 年） 

（雇保規 2 年） 

１年 法人 業務遂行に必要なその他の軽微な文書 

住所・姓名変更届 

 

事業運営 助成事業の不採択先からの申請書  

人事労務 出勤簿、休暇・遅刻・欠勤・早退届け   

身分証明書 

 



 



理事、監事及び評議員の報酬等の支給の基準について 

 

公益財団法人東近江三方よし基金 

 

１ 当財団の理事及び監事は、定款 33 条に定めるとおり、無報酬である。 

 ただし、同条第 2 項に基づき、理事及び監事には実費を弁償することができる。 

 

２ 当財団の評議員は、定款第 16 条に定めるとおり、無報酬である。 

 ただし、同条第 2 項に基づき、評議員には実費を弁償することができる。 

 

３ 役員等の報酬等は、その金額を、直接役員等に支払うものとする。ただし、法令に基

づき役員等の報酬から控除すべき金額がある場合には、その役員等に支払うべき報酬等

の金額から、その金額を控除して支払うものとする。 

 

４ 役員等が報酬の全部又は一部につき自己の預金への振込みを申し出た場合には、その方

法によって支払うことができる。 



 

 

理事の職務権限規程 
  

第1章 総 則 

（目 的） 

第 1条 この規程は、公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）の定款第２９

条の規定に基づき、理事の職務権限を定め、公益法人としての業務の適法、かつ効率的な執

行を図ることを目的とする。           

  

（法令等の順守） 

第２条 理事は、法令、定款及びこの法人が定める規範、規程等を順守し、誠実に職務を遂行し、 

協力して、定款に定めるこの法人の目的の遂行に寄与しなければならない。  

  

  

第２章 理事の職務権限 

（理 事） 

第３条 理事は、理事会を組織し、法令及び定款の定めるところにより、この法人の業務の執行 

の決定に参画する。  

  

（代表理事） 

第４条 代表理事は、理事長に就任する。 

 

（理事長） 

第５条 理事長の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 代表理事として当財団を代表し、その業務を執行する。  

(2) 理事会を招集し、議長としてこれを主宰する。  

(3) 毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告す

る。  

  

（副理事長） 

第６条 副理事長の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1)  理事長を補佐し、当財団の業務を執行する。  

(2） 毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告

する。  

２ 副理事長は、前項第１号に掲げる職務権限に加え、理事長に事故あるとき又は欠けたときは、

理事長の業務執行に係る職務を執行する。 

   

 

（専務理事） 
第７条 専務理事の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 
(1) 理事長及び副理事長を補佐し、この法人の業務を執行する。 

(2) 毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報

告する。 
２ 副理事長に事故あるとき又は欠けたときは、理事会が予め決定した順序によってその職務を

代行する。 
 

（常務理事） 

第８条 常務理事の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 



 

 

(1) 理事長が定める担当業務を分掌し、執行する。  

(2) 毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告す

る。  

２ 副理事長または専務理事に事故あるとき又は欠けたときは、理事会が予め決定した順序に

よってその職務を代行する。 

 

（定款第２５条第２項に定める業務を執行する理事） 

第９条 理事長、副理事長、専務理事、常務理事以外の業務を執行する理事の職務権限は、

別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 理事長が定める担当業務を分掌し、執行する。 

(2) 毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報

告する。 

２ 専務理事・常務理事に事故あるとき又は欠けたときは、理事会が予め決定した順序によ

ってその職務を代行する。 

 

 

  

第３章 補 則 

（細 則） 

第 10 条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に必要な事項は、理事会の決議により

別 に定めることができる。  

  

（改 廃） 

第 11条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。  

  

附 則  

 この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決）  

 

  



 

 

 

（別表）理事の職務権限  

決裁事項 

項目 

決裁権者 

理事

長 
副理

事長 
常務

理事 
 

事業計画及び予算の案作成に関すること ○       

事業報告及び決算の案の作成に関すること ○       

人事及び給与制度の立案に関すること ○       

重要な使用人以外の者の任用に関すること ○ ○ ○   

出張に関すること   ○ ○   

契約の締結 ○       

契約の金額の範囲内の支出   ○ ○   

法人の諸規程・諸規則・諸要項に基づく支出または日

常業務に必要な支出（旅費交通費等） 
    ○  

法人の諸規定・諸規則・諸要項に基づく支出または日

常業務に必要な支出以外の支出で、一件につき 500万

円以上の支出 
○ ○     

法人の諸規定・諸規則・諸要項に基づく支出または日

常業務に必要な支出以外の支出で、一件につき 500万

円未満の支出     ○  

冠基金の設置に関すること 
○       

テーマ別基金の設置に関すること 
○       

助成要項の作成と決定に関すること 
○ ○ ○   

助成金交付決定に関すること 
○       

助成金の交付に関することで、すでに助成金交付決裁

後の助成金交付（随時交付など）に関すること   ○ ○   



 

 

特に重要な事業の実施に関すること 
○       

その他の事業の実施に関すること 
  ○ ○  

職員の教育・研修に関すること 
  ○ ○   

渉外に関すること 
  ○ ○   

福利厚生に関すること 
  ○ ○   

当財団が行う寄付に関すること 
○ ○     

特に重要な寄付の受入に関すること 
○ ○     

訴訟に関すること 
○       

外部に対する文書発簡（特に重要なもの） 
○       

外部に対する文書発簡（特に重要なもの以外のもの、

または決裁後に随時発簡するもの）   
○ ○  

決裁権者が複数におよぶ決裁事項については、○印のいずれかの者の決裁による。 
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倫理規程 
 

＜前 文＞ 

 

公益財団法人東近江三方よし基金（以下、当財団という。）は、社会の課題解決や地域の活性

化などの公益活動を支援したい人々と、公益活動を推進する団体等の双方の想いを具現化し、必

要な資源の仲介を行い、社会を構成するすべての主体が公益を支える仕組みを構築することによ

り、持続可能で豊かな地域社会の創造と発展に資することを目的としており、民間の公益活動を

支援する立場において、その公益性の担い手として、重要な役割を期待されている。 

このような認識の下、当財団は、厳正な倫理に則り、公正かつ適正な事業活動を行うための自

主ルールとして、以下の倫理規程を制定し、それを遵守するものとした。  

  

当財団のすべての役職員は、その社会的使命と役割を自覚し、この規程の理念が具体的行動と

意思決定に活かされるよう不断の努力と自己規律に努めなければならない。  

  

 

＜本 文＞  

（基本的人権の尊重） 

第 1 条 当財団は、すべての人の基本的人権を尊重し、差別や個人の尊厳を傷つける行為はし

てはならない。 

  

（組織の使命及び社会的責任） 

第２条 当財団は、その設立目的に従い、広く公益実現に貢献すべき重大な責務を負っているこ

とを認識し、地域社会からの期待に相応しい事業運営に当たらなければならない。  

当財団に所属するすべての理事、監事及び正職員・契約職員・パートタイム職員・ボランテ

ィアスタッフを含むすべての職員(以下、役職員という。)は以下のことに留意して行動しなけ

ればならない。 

(ア) 当財団としての事業活動が広く公益に資するものか、また、地域に貢献する事業とな

っているかを常に考慮する。 

(イ) 経費の適切な使用及び業務効率を高め、経費の節約をし、効果的な使用に努める。 

 

（社会的信用の維持） 

第３条 当財団は、常に公正かつ誠実に事業運営に当たり、社会的信用の維持･向上に努めなけ

ればならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 業務の執行に当たっては、公正、公平を旨とし、公益の増進に資する質の高い価値を

創出することに努める。 

(イ) 当財団のインターネット上の公式アカウントからの情報発信はもとより、個人で開設

しているアカウントも含めて、個人又は団体を中傷、誹謗する内容の情報発信、職務の

公正性又は中立性に疑義を生じさせるおそれのある内容の情報発信及びその他当財団の

信用を傷つけ、又は全体の不名誉となる内容の情報発信を行わない。 

  

（法令等の遵守）  

第４条 当財団は、関連法令及び当財団の定款、倫理規程その他の規程・内規を厳格に遵守し、

社会的規範に悖ることなく、適正に事業を運営しなければならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 業務時間内はもとより業務時間外においても、公益の増進を図る財団の役職員である
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ことを自覚し、社会的規範や各種法令の遵守及び各種事故防止に努める。 

(イ) 法令違反、倫理規程違反及びその他社会的規範に悖る行為を発見した場合は、遅滞な

く上司又は事務局長に報告する。 

 

（私的利益の禁止）  

第５条 当財団の役職員は、公益活動に従事していることを十分に自覚し、その職務や地位を私

的な利益の追求に利用することがあってはならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 支援候補組織及び支援先組織からの私的な利益供与を禁ずるとともに、誤解の生じる

ような行為を避ける。 

(イ) 職務や地位を利用して特定の支援候補組織及び支援先組織に有利な取り計らいをする

ような行為又はそのような誤解を生じさせるような行為を避ける。 

   

（兼職先組織への利益の禁止） 

第６条 当財団の役職員は、公益活動に従事していることを十分に自覚し、当財団の理事会の承

諾なしに、当財団以外に役員を務める組織への当財団からの利益の追求があってはならない。 

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 役職員は、有償・無償を問わず、他の組織との兼職状況について虚偽なく申告すると

ともに、新たな職務に就任した際、或いは退任した際には、速やかに理事長へ報告をす

る。 

(イ) 役職員が役員を務める組織（非営利、一般事業者の区分を問わず）への資金供与及び

その他特定の便益の供与に際しては、公正・公平の立場で行動し、その組織に対して特

別の便宜を図る行為又はそのような誤解を生じさせるような行為を避ける。 

 

（利益相反の防止及び開示）  

第７条 当財団の役職員は、その職務の執行に際し、この法人との利益相反が生じる可能性があ

る場合は、直ちにその事実の開示その他当財団が定める所定の手続に従わなければならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 支援先の選定に当たっては、公正・公平を旨とし、自ら関与している組織の調査・選

考には加わらない。 

(イ) 役員と職員又は職員同士が談合して、当財団の運営を私的に利用する行為又はそのよ

うな誤解を生じさせるような行為を避ける。 

 

（情報開示及び説明責任） 

第８条 当財団は、その事業活動に関する透明性を図るため、その活動状況、運営内容、財務資

料等を積極的に開示し、基金拠出者、会員及び寄附者をはじめとして社会の理解と信頼の向

上に努めなければならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 各事業の実施計画を策定する際には、資金拠出者への報告はもとより、ニュースレタ

ー、ウェブ等を通じて、適時必要な情報を発信する。 

(イ) 関連法規に則り、事業計画書及び事業報告書を適時に公開する。 

  

（情報の保護・管理） 

第９条 当財団は、業務上知り得た組織運営上の各種情報及び個人的な情報の保護に万全を期す

とともに、個人の権利の尊重にも十分配慮しなければならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 職務上知り得た情報の一切について、書類の管理、電子情報の管理（貸与しているパ

ソコン等の管理を含む）及びその他すべての情報管理に留意し、電子機器の盗難や紛失、



 

3 
 

他者・他組織へのデータの送信、外部への供与及び情報の漏えいを行わない。 

(イ) 職務上知り得た個人情報については、その利用目的のみに使用し、当事者の同意なし

に第三者への情報提供を行わない。 

  

（研 鑽）  

第 10 条 当財団の役職員は、公益事業活動の能力向上のため、絶えず自己研鑽に努めなければ 

ならない。  

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 公益事業を実施しているという社会的使命のほか、寄付金等の資金によって運営され

ていることを旨として、新聞、ニュース、書籍等の一般的な情報源からの情報収集のほ

か、講演会等のイベント、研修への参加等を通じて、自己研鑽に努める。 

(イ) 社会人としての基本的なマナーや道徳観を身につけ、他者の価値観を受け入れ、尊重

し、常に自らの人格を磨く努力をする。 

 

（反社会的勢力・団体との断絶） 

第 11 条 当財団は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては断固

たる行動をとるものとし、一切の関係を断絶する。また、反社会的勢力・団体の活動を助長

するような行為は一切行わない。 

当財団の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 反社会的勢力・団体とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない。反社会的勢

力・団体による不当要求は明確に拒絶する。また、反社会的勢力・団体による不当要求

が、事業活動上の不祥事や職員の不祥事を理由とする場合であっても、事案を隠ぺいす

るための裏取引を絶対に行わない。 

(イ) 助成事業への申請者に対しては、反社会的勢力・団体との関係がないことを申請時に

文書で確認する。当財団への資金拠出者に対しては、反社会的勢力・団体からの資金が

流入していないことを確認した上で、資金の提供を受ける。 

 

（規程遵守の確保） 

第 12 条 当財団は、必要あるときは、理事会の決議に基づき委員会を設置し、この規程の遵守

状況を監督し、その実効性を確保する。  

  

（改 廃）  

第 13条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。  

  

附 則  

 この規程は、2019年 9月 30日から施行する。（2019年 9月 30日理事会議決） 
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        プラスソーシャルインベストメント株式会社 

 



  プラスソーシャルインベストメント株式会社 

定 款 

 

 

第１章 総則 

 

（商号） 

第１条 当会社は、プラスソーシャルインベストメント株式会社と称する。 

 

（企業理念） 

第２条 当会社は社会的投資のエコシステム構築に取り組み、地域において社会的投資

を根付かせ、持続可能な地域づくりに寄与する。 

 

（目的） 

第３条 当会社は、次の事業を行うことを目的とする。 

 （１）第二種金融商品取引業 

 （２）各種金融商品の企画・開発・販売 

 （３）投資助言・代理業 

 （４）国内投資先の斡旋および仲介業務 

 （５）投資組合財産の運用及び管理 

 （６）金銭の貸付、債務の保証及び引き受け 

 （７）資産運用及び管理ならびにこれらに関するコンサルティング 

 （８）各種研修・セミナーの企画・運営 

（９）クラウドファンディング事業 

（１０）収納代行業 

 （１１）前各号に附帯関連する一切の事業 

 

（本店所在地） 

第４条 当会社は、本店を京都府京都市に置く。 

 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告は電子公告により行う。http://psinvestment.co.jp/ 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合は、官報に掲載する方法とする。 

 

 

第２章 株式 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、10,000 株とする。 

 



（株券の不発行） 

第７条 当会社の発行する株式については、株券を発行しない。 

 

（株式の譲渡制限） 

第８条 当会社の発行する株式の譲渡による取得については、株主総会の承認を受けな

ければならない。 

 

（相続人等に対する売渡請求） 

第９条 当会社は、相続、合併その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対

し、当該株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。 

 

（株主名簿記載事項の記載等の請求） 

第１０条 当会社の株式取得者が、株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録するこ

とを請求するには、当会社所定の書式による請求書に、株式取得者とその取得した株

式の株主として株主名簿に記載若しくは記録された者又はその相続人その他の一般承

継人が署名又は記名押印し、共同してしなければならない。ただし、法務省令の定め

る事由による場合は、株式取得者が単独で上記請求をすることができる。 

 

（質権の登録及び信託財産の表示の請求） 

第１１条 当会社の株式につき、質権の登録又は信託財産の表示を請求するには、当会

社所定の書式による請求書に当事者が署名又は記名押印し、これを提出しなければな

らない。その登録又は表示の抹消についても同様とする。 

 

（手数料） 

第１２条 前２条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなければ

ならない。 

 

（基準日） 

第１３条 当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を

有する株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使するこ

とができる株主とする。 

２ 前項のほか、必要があるときは、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株主名簿

に記載又は記録されている株主又は登録株式質権者をもって、その権利を行使するこ

とができる株主又は登録株式質権者とすることができる。 

 

（株主の住所等の届出） 

第１４条 当会社の株主及び登録株式質権者又はそれらの法定代理人若しくは代表者は、

当会社所定の書式により、住所、氏名又は名称及び印鑑を当会社に届け出なければな

らない。 

２ 前項の届出事項を変更したときも同様とする。 

 

 

第３章 株主総会 

 



（招集） 

第１５条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度の終了後３か月以内にこれを招集し、

臨時株主総会は、必要がある場合にこれを招集する。  

 

（招集通知） 

第１６条 株主総会を招集するには、会日の１週間前までに、書面投票又は電子投票を

認める場合は２週間前までに、議決権を行使することができる各株主に対して招集通

知を発するものとする。ただし、議決権を行使することができる株主全員の同意があ

るときは、書面投票又は電子投票を認める場合を除き、招集の手続を経ることなく開

催することができる。 

 

（招集権者） 

第１７条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役社長が招集す

る。 

 

（株主総会の議長） 

第１８条 株主総会の議長は、代表取締役社長がこれに当たる。 

２ 取締役社長に事故があるときは、当該株主総会で議長を選出する。 

 

（株主総会の決議） 

第１９条 株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席した

議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２ 会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議

決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上に当

たる多数をもって行う。 

 

（議事録） 

第２０条 株主総会の議事については、開催日時、場所、出席した役員並びに議事の経

過の要領及びその結果その他法務省令で定める事項を記載又は記録した議事録を作成

し、議長及び出席した取締役がこれに署名若しくは記名押印又は電子署名をし、株主

総会の日から１０年間本店に備え置く。 

 

 

第４章 株主総会以外の機関 

 

（取締役会の設置） 

第２１条 当会社は、取締役会を置く。 

 

（取締役の員数） 

第２２条 当会社の取締役は、３名以上とする。 

 

（監査役の設置及び監査役の員数） 

第２３条 当会社は、監査役を置き、その員数は２名以内とする。 

 



（取締役及び監査役の選任） 

第２４条 取締役及び監査役の選任決議は、株主総会において、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の

過半数をもって行う。 

 

（取締役及び監査役の任期） 

第２５条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとし、監査役の任期は、選任後４年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 補欠又は増員により選任された取締役の任期は、前任者又はその選任時に在任する

取締役の任期の満了すべきときまでとする。 

３ 補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了するときまで

とする。 

４ 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

 

（代表取締役及び役付取締役） 

第２６条 当会社は、取締役の決議により、取締役の中から代表取締役を定め、その員

数は 2 名以内とする。 

２ 代表取締役を 2 名選出した場合は 1 名を社長とし、もう 1 名を会長とする。 

３ 代表取締役社長、代表取締役会長のほか、取締役会の決議により、役付取締役を若

干名定める事ができる。 

 

（取締役会の招集及び議長） 

第２７条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役社長がこれを

招集し、議長となる。 

２ 取締役会の招集通知は、会日の１週間前までに各取締役及び各監査役に対して発す

る。ただし、緊急の場合にはこれを短縮することができる。 

 

（取締役会の決議方法） 

第２８条 取締役会の決議は、議決に加わることのできる取締役の過半数が出席して、

その出席取締役の過半数をもってこれを決する。 

２ 取締役が提案した決議事項について取締役（当該事項につき議決に加わることがで

きるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意したときは、当該事項を可

決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役が異議を述べたと

きは、この限りでない。 

 

（報酬等） 

第２９条 取締役及び監査役が報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受

ける財産上の利益は、取締役の分と監査役の分とを区別して、株主総会の決議によっ

て定める。 

 

 

第５章 分別管理 

 



（分別管理） 

第３０条 当会社は、ファンドの運営及び管理を行うにあたり、投資家が出資した運用

財産と自己の固有の財産を次の方法により分別して適切に保管することとする。 

（１）顧客の出資金等については、金融機関に別途設けたファンドの口座により管理

するものとする。 

（２）顧客等への支払いについては、金融機関を通じて行うものとし、入出金記録と

残高を照合し適切に行われていることを検証することとする。 

（３）経理については、各ファンドに区分して計算し、財産の状況を明確にするもの

とする。 

 

 

第６章 計算 

 

（事業年度） 

第３１条 当会社の事業年度は、毎年７月１日から翌年６月３０日までの年１期とする。 

 

（剰余金の配当） 

第３２条 剰余金の配当は、毎事業年度末日現在の最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主又は登録株式質権者に対して行う。 

２ 剰余金の配当が、その支払の提供の日から満３年を経過しても受領されないときは、

当会社は、その支払義務を免れるものとする。 

 

 

第７章 附則 

 

 (法令の準拠)  

第３３条 この定款に規定のない事項は、すべて会社法その他の法令に従う。 

 

                                              

以上 

 

 

上記は当法人の現行定款に相違ありません 

 

令和 6 年 4 月 3 日 

 

京都府京都市上京区河原町通丸太町上る出水町２８４番地 

 

プラスソーシャルインベストメント株式会社 

代表取締役社長 野 池 雅 人 



コンプライアンス規程 

 

 

第１章 総則 

 

（総則） 

第１条 この規程は、当社の役職員が当社の業務を遂行する上で、法令等の遵守を経営の

最重要課題の一つと位置づけ、当社の役職員のコンプライアンスに関する意識の向上

を図るとともに、コンプライアンスを円滑かつ効果的に実施するための組織体制及び

運営方法を定め、もって、業務の公正性及び健全性の維持や顧客からの信頼性の向上

を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「コンプライアンス」とは、法令、諸規則、監督官庁の公表す

る監督指針及びガイドライン、社内規則及び企業倫理（以下「法令等」という）を遵

守することをいう。 

２．この規程において「コンプライアンス・マニュアル」とは、コンプライアンスに対す

る基本方針を実践していくための具体的な手引書をいう。 

３．この規程において「コンプライアンス・プログラム」とは、コンプライアンス基本方

針を実践していくための社内規程の整備計画、内部統制の実践計画、役職員の研修計

画等の行動計画をいう。 

４．この規程において「役員」とは、取締役、執行役、監査役及び会計参与及びこれらに

準じる者をいう。 

５．この規程において「社員」とは、社員、出向社員、パート、アルバイト、派遣社員及

びこれらに準ずる者をいう。 

６．この規程において「役職員」とは、当社の役員及び社員をいう。 

７．この規程において「第二種業内部管理統括責任者」とは、当社の役員の中から代表取

締役社長が指定した者をいう。 

 

 

第２章 業務執行 

 

（コンプライアンス担当部門） 

第３条 コンプライアンスに関する取組の企画、立案、調整及び推進をするために、コン

プライアンスその他の法務問題を統括管理する部門をコンプライアンス部とする。 



２．コンプライアンス部の責任者は、次に掲げる機能を有するものとする。 

（１）「コンプライアンス規程（金商業）」「コンプライアンス・マニュアル」「コンプ

ライアンス・プログラム」等当社のコンプライアンスの実践・実現に向けた諸

施策の原案及び変更案を作成し、取締役会へ提案する。 

（２）「コンプライアンス・プログラム」その他のコンプライアンス状況に関する推進

状況を把握し、代表取締役社長へ報告を行う。 

（３）自主点検を行い、各部門におけるコンプライアンス実施の適切性やコンプライ

アンスに係る内部管理体制の有効性を検証し、重要な事項については代表取締

役社長に報告する。 

（４）役職員に対し、コンプライアンスに関する研修等を実施する。 

３．コンプライアンス部は、内部監査又は行政による検査に係る指摘事項に対する改善措

置状況について常にこれを把握し、また、当該改善措置が確実に行われるよう取り組

むものとする。 

４．第二種業内部管理統括責任者は、当社のコンプライアンスの最上位統括者として、こ

の規程に定めるもののほか「コンプライアンス・マニュアル」及び「コンプライアン

ス・プログラム」の制定及び改訂等の取締役会への上程、コンプライアンスに関する

事項について代表取締役社長への報告、並びに役職員へのコンプライアンスに係る社

内研修その他コンプライアンスに関する一切の事項を統括するものとする。 

 

（コンプライアンス委員会） 

第４条 当社は、コンプライアンス推進体制の中核となるコンプライアンス委員会を常設

の機関として設置し、その事実を会社の内外に公表する。 

２. コンプライアンス委員会は、取締役１名以上(取締役と社外弁護士が兼任している場

合は、別の取締役)、社外弁護士１名以上、第二種業内部管理統括責任者から構成さ

れ、取締役会が任命する。なお、社外弁護士は、当社の顧問弁護士を兼ねることを妨

げないものとする。 

３. 当社は、コンプライアンス委員会の事務局（以下「コンプライアンス委員会事務局」

という。）をコンプライアンス部内に設置する。 

４. コンプライアンス委員会は、コンプライアンス違反行為があったと認められた場合、

又はその発生するおそれがあると認められた場合（以下「コンプライアンス違反行為

等」という。）への対応を協議した結果を踏まえ、原因究明、関係者に対する厳格な処分

及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公表する。また、代表取締役社長に対する勧

告権限を有し、必要に応じて業務の緊急停止や改善命令を発するよう促すことができ

る。 

５. コンプライアンス委員会で決定された事項又は把握された重要な事実は、文書の形で 



取締役会に報告しなければならない。 

６. コンプライアンス委員会は、次の権限と義務を有する。 

（１）本規程及びコンプライアンスに関するその他の社内ルールの制定及び見直しを行う

こと 

（２）当社のコンプライアンスに関するすべての役員・従業員等に対する調査・指導・助

言を行うこと 

（３）コンプライアンス委員会事務局において、コンプライアンス違反行為等に対する相

談や通報を受け付けること 

（４）当社のコンプライアンスに関係する通報・相談をした者（以下「通報者等」とい

う。）への回答をすること 

（５）その他、当社のコンプライアンスの取り組みにおいて必要と認められた事項 

 

（コンプライアンス・マニュアルの作成及び周知） 

第５条 コンプライアンス部は、役職員がコンプライアンスを正しく理解し、実践してい

くための手引書として、コンプライアンス・マニュアルを作成し、取締役会の承認を

受けるものとする。コンプライアンス部は、コンプライアンス・マニュアルについて

役職員に周知し、各役職員の担当する業務に関するコンプライアンス上の指導を行う

ものとする。 

 

（法令等の周知） 

第６条 コンプライアンス部の責任者は、当社の業務に関わる重要な法令等の制定・改廃

が行われた場合には、その内容を関連部署の役職員に通知するものとする。 

 

（役職員の責務） 

第７条 役職員は、コンプライアンスを重視し、良識ある行動を心掛け、誠実かつ公正に

業務を遂行する。 

 

 

第３章 禁止事項等 

 

（役職員の禁止事項） 

第８条 役職員は、次に掲げる行為を行ってはならない。 

（１）自ら法令等に違反する行為 

（２）他の役職員に対して法令等に違反する行為を指示・教唆する行為 

（３）他の役職員の法令等に違反する行為を黙認する行為 



 

（通報の義務） 

第９条 役職員は、他の役職員が前条に違反する行為を行っていることを知ったときは、

速やかに会社に通報しなければならない。 

 

（懲戒処分等） 

第１０条 当社は第８条の規定に違反した役職員に対し、就業規則に従い懲戒処分等をす

ることができる。 

 

（免責の制限） 

第１１条 役職員は、次に掲げることを理由として自らが行った法令等に違反する行為の

責任を免れることはできない。 

（１）法令等について正しい知識がなかったこと。 

（２）法令等に違反しようとする意思がなかったこと。 

（３）他の役職員の指示・教唆により行ったこと。 

（４）会社の利益を図る目的で行ったこと。 

 

（事前相談） 

第１２条 役職員は、自らの行動や意思決定が法令等に違反するかどうかの判断に迷うと

きは、あらかじめコンプライアンス部に相談しなければならない。 

 

（コンプライアンス違反事案） 

第１３条 当社において、第８条違反行為を含むコンプライアンス違反の不正行為が発生

した場合、当社は、原因究明、関係者に対する厳格な処分（第１０条を含む）及び再発防

止策を確実に実施し、その内容を公表する。 

 

第４章 研修、契約管理、その他等 

 

（コンプライアンス研修） 

第１４条 当社は、次に掲げる目的のため、コンプライアンスに関する研修を半年に１回

以上実施するものとし、「コンプライアンス・プログラム」にその計画を定めるものと

する。 

（１）コンプライアンスへの関心を高めること。 

（２）コンプライアンスについて正しい知識を付与すること。 

 



（コンプライアンス・プログラム） 

第１５条 コンプライアンス部の責任者は、取締役会において承認されたコンプライアン

ス・プログラムを役職員に周知するものとする。 

２．コンプライアンス部の責任者は、コンプライアンス・プログラムの推進を図り、その

推進状況を把握するとともに、同プログラムに基づきコンプライアンス研修を実施

し、また、外部研修を受講させ、これらの状況を代表取締役社長へ報告するものとす

る。 

 

（契約管理） 

第１６条 役職員は、管掌する業務に関する重要な契約を締結しようとする場合には、社

内規程の定めるところに従って、審査を受けなければならない。 

 

（内部通報制度の設置） 

第１７条 代表取締役社長は、コンプライアンスの確保を図るため、別に定めるところに

より、法令等の違反に関し第三者を窓口とする内部通報制度を設けるものとする。 

 

（規程の改廃） 

第１８条 この規程の改廃は、コンプライアンス部が立案し取締役会の承認を得るものと

する。 

 

附則 

 この規程は平成 29 年 8 月 15 日より施行する。 

附則 

この規程は令和 4年 3 月 18 日より改定施行する。 

以上 

 

 



テレワーク(在宅勤務)規程 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 このテレワーク(在宅勤務)規程は、就業規則第４条の定めるところによる。 

 

（在宅勤務の定義） 

第２条 在宅勤務とは、従業員の自宅、その他自宅に準じる場所(会社指定の場所に限

る。)において情報通信機器を利用した業務をいう。 

 

（在宅勤務の対象者） 

第３条 在宅勤務の対象者は、就業規則第４条に定める従業員であって次の各号の条件を

全て満たした者とする。 

（１）在宅勤務を希望する者 

（２）自宅の執務環境、セキュリティ環境、家族の理解のいずれも適正と認められる者 

（３）所属長の承認を得た者 

（４）自宅での業務が円滑に遂行できると認められた者であること 

２ 会社は、業務上その他の事由により、前項による在宅勤務の許可を取り消すことがあ

る。 

３ 在宅勤務を希望する者は、所定の許可申請書に必要事項を記入のうえ、一週間前まで

に所属長から許可を受けなければならない。 

４ 災害その他理由により、所属長から在宅勤務を命じることもある。 

 

（業務の範囲） 

第４条 在宅勤務にかかる業務の範囲は、次のとおりとする。 

（１）営業促進に向けた広報の制作、実施業務 

（２）顧客管理、顧客との連絡調整に関する業務 

（３）社会的投資推進、金融商品の企画・販売に関する業務 

（４）コンプライアンス部門、審査に関する業務 

（５）管理部門に関する業務 

（６）前各号のほか、会社が必要と認める業務 

 

（期間） 

第５条 在宅勤務者の連続期間は、申請に基づき会社が指定する。 

 



（復帰） 

第６条 在宅勤務者が次の各号の一に該当したときは、通常の勤務形態に復帰するものと

する。 

（１）指定期間が満了したとき 

（２）指定期間満了前に本人の申請があり会社が認めたとき 

（３）会社から通常勤務への復帰命令がなされたとき 

 

 

第２章 勤務等 

 

（勤務時間） 

第７条 在宅勤務時の労働時間については、就業規則第４章（勤務）の定めるところによ

る。 

２ 前項にかかわらず、会社の承認を受けて始業時刻、終業時刻及び休憩時間の変更をす

ることができる。 

 

（休日・休暇） 

第８条 休日は次のとおりとする。 

（１）労働条件通知書兼労働契約書のとおり 

（２）その他会社が指定した休日（年間カレンダー等で事前に明示する） 

２．会社は前項の休日について、業務上必要がある場合にはあらかじめ通知して他の日に

振り替えることがある。 

 

（時間外および休日勤務および深夜労働） 

第９条 在宅勤務者が時間外労働、休日労働及び深夜労働をする場合は所定の手続きを経

て所属長の許可を受けなければならない。 

２．時間外及び休日労働について必要な事項は本則第５６条、５７条、５８条の定めると

ころによる。 

３．時間外、休日及び深夜の労働については、給与規定に基づき、各手当を支給する。 

 

（欠勤等） 

第１０条 在宅勤務者が、欠勤をし、又は勤務時間中に私用のために勤務を一部中断する

場合は、事前に申し出て許可を得なくてはならない。ただし、やむを得ない事情で事前に

申し出ることができなかった場合は、事後速やかに届け出なければならない。 

２ 前項の欠勤、私用外出の賃金については賃金規程の定めるところによる。 

 

 



（休憩時間） 

第１１条 在宅勤務者の休憩時間については、本則第４８条の定めるところによる。 

 

（業務の開始及び終了の報告） 

第１２条 在宅勤務者は就業規則第 4 章（勤務）の規定にかかわらず、勤務の開始及び終

了について以下の方法により報告しなければならない。 

（１）勤怠管理ツール 

 

（業務報告） 

第１３条 在宅勤務者は、定期的又は必要に応じて、電話又は電子メール等で所属長に対

し、所要の業務報告をしなくてはならない。 

 

（テレワーク勤務時の連絡体制） 

第１４条 テレワーク勤務時における連絡体制は次のとおりとする。 

（１）事故・トラブル発生時には所属長に連絡すること。なお、所属長が不在の場合は所

属長が指名した代理の者に連絡すること。 

（２）社内における従業員への緊急連絡事項が生じた場合、テレワーク勤務者へは所属長

が連絡をすること。なお、テレワーク勤務者は不測の事態が生じた場合に確実に連絡がと

れる方法をあらかじめ所属長に連絡しておくこと。 

（３）情報通信機器に不具合が生じ、緊急を要する場合は所属長へ連絡をとり指示を受け

ること。なお、所属長へ連絡する暇がないときは会社と契約しているサポート会社へ連絡

すること。いずれの場合においても事後速やかに所属長に報告すること。 

（４）前各号以外の緊急連絡の必要が生じた場合は、前各号に準じて判断し対応すること。 

 

（年次有給休暇） 

第１５条 年次有給休暇については、本則第 4 章第 3 節（年次有給休暇）の定めるところ

による。 

 

（賃金） 

第１６条 賃金に関する事項については、就業規則給与規定に定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務地への出勤が週に４日未満の場合の通勤手当について

は、通勤手当と実際に通勤に要する往復運賃の実費のいずれか安い金額を給与支給日に支

給するものとする。 

 

（費用の負担） 

第１７条 業務上使用する情報通信機器の通信費は会社負担とする。ただし、在宅勤務手

当が支給される場合に限り通信費は在宅勤務者の負担とする。 



２ 在宅勤務に伴って発生する水道光熱費は在宅勤務者の負担とする。 

３ 業務に必要な郵送費、事務用品費、消耗品費その他会社が認めた費用は会社負担とす

る。 

４ その他の費用については在宅勤務者の負担とする。 

 

（情報通信機器・ソフトウェア等の貸与等） 

第１８条 会社は、在宅勤務者が業務に必要とするパソコン、プリンタ、携帯電話等の情

報通信機器、ソフトウェア及びこれらに類する物を貸与する場合がある。なお、当該パソ

コンに会社の許可を受けずにソフトウェアをインストールしてはならない。 

２ 会社は、在宅勤務者が所有する私有機器を業務に使用させることができる。この場合、

在宅勤務者は、所定の申請書に必要事項を記入の上、あらかじめ会社の許可を受けなけれ

ばならない。 

３ 前項の私有機器を業務に使用した場合の費用については、話し合いの上決定するもの

とする。 

 

 

第３章 服務規律 

 

（服務の基本原則） 

第１９条 在宅勤務者は、本則およびこの規則に定めるもののほか、業務上の指揮命令に

従い自己の職務に専念し、作業効率の向上に努めるとともに、互いに協力して職場の秩序

を維持しなければならない。 

 

（服務心得） 

第２０条 在宅勤務者は、本則に定めるもののほか次の事項を常に守り服務に精励しなけ

ればならない。 

（１）自己の職務は、正確かつすみやかに処理し、常にその効率化を図り自己の創造性を

高めること。 

（２）自己の業務上の権限を超えて勝手な判断で行動しないこと。 

（３）在宅勤務の際に所定の手続きに従って持ち出した会社の情報及び作成した成果物を

第三者が閲覧、コピー等しないように最大の注意を払うこと。 

（４）前号に定める情報及び成果物は紛失、毀損しないように丁寧に取扱い、また、確実

な方法で保管・管理しなければならないこと。 

（５）在宅勤務中は自宅及び自宅に準じる場所以外の場所で業務を行ってはならないこと。 

（６）在宅勤務中は業務に専念すること 

（７）前各号の他、これに準ずるような行為をしないこと。  

 



第４章 懲戒処分 

 

第２１条 懲戒処分については、本則第８章表彰および懲戒 第 2 節懲戒規程の定めると

ころによる。 

 

 

第５章 安全衛生 

 

第２２条 安全衛生については、就業規則第９章安全衛生 の定めるところによる。 

 

 

第６章 災害補償 

 

第２３条 災害補償については、本則第１０章災害補償 の定めるところによる。 

 

 

第７章 福利厚生・育成 

 

第２４条 福利厚生・育成については、本則第１１章福利厚生・育成 の定めるところに

よる。 

 

 

第８章 雑則 

 

（職務発明および知的財産権の取扱い） 

第２５条 職務発明および知的財産権の取扱いについては、本則第１０６条の定めるとこ

ろによる。 

 

第２６条 この規則に関する実施の細部事項または運用上の解釈については、その都度人

事責任者が決定する。 

 

附  則 

 

（施行日） 

本規程は令和２年 ８月２１日より施行する。 

プラスソーシャルインベストメント株式会社 



パートタイム社員就業規則 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この就業規則（以下「規則」という。）は、プラスソーシャルインベストメント株

式会社（以下「会社」という。）に雇用されるパートタイマー（以下、「パート社員」と

いう。）の労働条件その他の就業に関する事項を定めたものである。 

２ この規則に定めのない事項については、労働基準法その他関係法令の定めるところに

よる。 

 

（規則の遵守） 

第２条 会社およびパート社員は、各々誠実にこの規則に従って秩序を維持し共に協力し

て社業の発展、労働条件の向上に努めなければならない。 

 

（パート社員の定義） 

第３条 この規則において、パート社員とは第４条に定めるところにより雇用契約を結び、

この規則の適用を承諾して雇い入れられた者で次の者をいう。 

（１）原則として賃金形態が時間給の者 

（２）所定労働時間が社員に比して少ない者 

（３）労働日数が社員に比して少ない者 

（４）労働契約の期間に定めのある者 

 

第２章 人 事 

 

（採用） 



第４条 会社は、パート社員として就業を希望する者より選考のうえ、適当と認めた者をパ

ート社員として雇い入れる。 

２ 前項の雇い入れにあたっては、雇用契約書を作成し、双方署名捺印するものとする。 

 

（採用決定者の提出書類） 

第５条 パート社員として採用された者は、採用後速やかに次の書類を提出することとす

る。 

（１）身元保証書 

（２）履歴書 

（３）住民票記載事項の証明書（氏名、生年月日、住所およびマイナンバーの証明） 

（４）給与所得者の扶養控除申告書 

（５）所得税源泉徴収票（採用した年に前職のある者） 

（６）給与・賞与振込口座（通帳の開いた最初のページ） 

（７）入社時の誓約書―会社指定の様式 

（８）通勤費支給内容届出書―会社指定の様式 

（９）その他会社が必要と認める書類 

２ 前各号の書類は会社の指示によりその一部を省略することがある。 

３ 提出された書類は人事管理の目的のみ使用する。 

４ 所定の書類を期日までに提出しない場合は、採用を辞退したとみなすことがある。 

 

（身元保証人） 

第６条  

１ 身元保証人は原則２名とし、本人の親、または独立の生計を営み行為能力を有する成

年者で会社が適当と認めた者とする。ただし、会社が特に不要と認めた場合、定める必要

はない。 

２ 身元保証契約の保証期間は３年間とする。 

３ パート社員が会社による命令および規則を遵守せず、故意または過失により会社に損

害を与えたときは、会社は身元保証人に対し、パートタイマーと連帯して損害を賠償させ

ることができる。 

４ パート社員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、ただちに新たな身元保証人を

立て、身元保証書を会社に提出しなければならない。ただし、その保証契約期間は、前身

元保証契約の契約存続期間とする。  

（１）身元保証人が死亡したとき  

（２）身元保証契約の解除によって、身元保証人を欠いたとき  



（３）身元保証人が前条第 1 項の要件を欠いたとき 

５ パート社員は、身元保証人の住所および氏名に変更があったときは、その都度会社に

届け出なければならない。 

 

（虚偽申告に対する処分） 

第７条 前条に掲げる提出書類の記載事項に虚偽の申告があった場合は、採用を取り消す

ことがある。 

 

（記載事項異動届） 

第８条 パート社員は、第５条の提出書類の記載事項に異動または変更を生じた場合は、そ

の都度遅滞なく届け出なければならない。 

２ 前条の届出を怠ることにより生じた不利益については、会社はその責を負わない。 

 

（試用期間） 

第９条 パート社員として新たに採用した者については、採用の日から３か月を試用期間

とする。ただし、事情により試用期間を短縮しまたは延長することがある。 

２ 試用期間中または試用期間満了の際、引き続きパート社員として勤務させることが不

適当と認められる者については、本規則の解雇の規定に従い解雇または契約更新をせず雇

止めとする。 

３ 試用期間を終了し、本採用された場合は、試用期間開始の日をもって入社したこととし、

試用期間は勤続年数に通算する。 

 

（雇用期間） 

第１０条 パート社員の雇用期間は、最初の契約は３ヶ月とし、個別の雇用契約において定

める。 

２ 前項の雇用契約は、会社の業務の必要および本人の実績を考慮して更新することを

妨げない。 

 

（人事異動） 

第１１条 会社はパート社員に対し業務上必要がある場合は、就業場所もしくは従事する

職務の変更または応援勤務を命ずることがある。 



２ パート社員は、正当な理由なく前項の人事異動を拒むことはできない。 

 

（社員への転換） 

第１２条 契約の更新により３年以上勤続し、社員への転換を希望するパート社員につい

ては、次の要件を満たす場合、社員として採用するものとする。 

（１）社員と同様の勤務形態における労働が可能であること 

（２）所属長の推薦があること 

（３）会社が実施する試験に合格すること 

２ 前項の場合において、会社は当該パート社員に対して必要な教育訓練を行うものとす

る。 

３ 社員として採用された場合において、年次有給休暇の付与日数の算定については、パー

ト社員としての勤続年数を通算するものとする。 

 

 

（無期労働契約への転換） 

第１３条 パート社員のうち、通算契約期間が５年を超える者は、無期労働契約転換申込書

で申込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の

定めのない労働契約での雇用に転換することができる。 

２ 前項の通算契約期間とは、有期労働契約（平成 25 年４月１日以降に開始したものに限

る。）を通算した期間とし、現在締結している有期労働契約については、その末日までの期

間とする。ただし、労働契約が締結されていない期間が連続して６か月以上あるパート社員

については、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。 

 

（定年）  

第１４条 パート社員の定年は満６０歳に達した日直後直後の年度末をもって退職とする。 

２ 前項にかかわらず、定年に達した者が引き続き就業することを希望し、かつ労使協定に

おいて定めた基準を満たした場合は、所定の手続を経て嘱託社員として再雇用するものと

する。なお、この場合の契約期間は１年ごととし、原則として６５歳を超えて契約を更新し

ないものとする。  

３ 前項による嘱託契約締結時または更新時において、職務内容、勤務形態および処遇等を

変更することがある。当該契約内容については、個別の嘱託契約書において定めるものとす

る。 

 



（パート社員の資格喪失） 

第１５条 次の各号の一に該当するときは、パート社員はその翌日をもってパート社員と

しての資格を失う。 

（１）死亡したとき 

（２）契約期間が満了したとき 

（３）退職を願い出て承認されたとき 

（４）解雇されたとき 

（５）本人が音信不通となって３０日が経過したとき 

（６）定年に達したとき 

 

（休職） 

第１６条 パート社員に関しては、短期雇用が基本となるため、休職期間は設けないもの

とする。 

 

（退職手続） 

第１７条 パート社員が自己の都合により退職しようとするときは、少なくとも２か月前

までにその旨を願い出なければならない。 

２ 退職を願い出た者は、会社の承認があるまで従前の業務に服さなければならない。 

３ 退職の承認を受けた者は、退職日までの間に必要な業務の引き継ぎを完了しなければ

ならない。 

 

（雇止め等） 

第１８条 次の各号の一つに該当する場合は、パート社員の契約を更新しない。 

（１）前回の契約更新時に、本契約を更新しないことが合意されているとき 

（２）契約締結当初から設けられていた更新回数の上限に係るとき 

（３）職務命令に対する違反行為、無断欠勤など勤務態度が不良なとき 

（４）業務を遂行する能力が十分ではないと認められたとき 

（５）事業の休廃止または縮小その他事業の運営上やむを得ないとき 

（６）パート社員の従事する業務が終了もしくは中止となったとき 

 

（雇止めの予告） 



第１９条 前条に該当し、契約の更新により１年を超えて継続勤務しているパート社員の

契約を更新しない場合、少なくとも契約満了の３０日以前までにその予告をするものと

する。 

 

（解雇） 

第２０条 会社は、パート社員が次の各号の一に該当するときは、雇用期間の途中であって

も解雇することがある。 

（１）経営の簡素化、事業の縮小、売り上げの減少、業務量の減少、社員の充足等によりパ

ート社員雇用の必要がなくなった場合 

（２）精神または身体に障害があるか若しくは虚弱、疾病のため業務に耐えられないと認め

られる場合 

（３）勤務状況が不良で就業に適しないと認められる場合および当社の業務に不適格な場    

   合 

（４）採用時に、特別の専門技術の能力を特定して採用されたパート社員が、特定の能力が

不足し、改善がされない場合 

（５）能力不足により業務遂行が困難であると認められるとき。 

（６）協調性に欠き、業務の遂行に支障が生じ、再三の注意、譴責等において改善がされな

い場合 

（７）天災地変、その他やむを得ない事由により事業の継続が不可能となった場合 

（８）その他前各号に準ずる事由があるとき  

 

（解雇の予告） 

第２１条 会社は、前条による場合において、法令の定めに従って３０日前に予告するか、

または３０日分の予告手当を支給して解雇するものとする。ただし、２ヶ月以内の期間を

定めて雇用された者を、雇用契約の途中において解雇する場合には解雇予告または予告

手当の支給は行わない。 

２ 前項の予告の日数は、予告手当を支払った日数分を短縮することができる。 

３ 前条第６号および第５０条第４号に該当する場合で、所轄労働基準監督署長により解

雇予告除外認定を受けたときは、解雇予告及び予告手当を支給することなく即時に解雇す

る。  

 

（解雇の制限） 

第２２条 パート社員が業務上の傷病により療養のため休業する期間およびその後３０日

間、ならびに産前産後の女性が休業する期間およびその後３０日間は解雇しない。ただし、



業務上の傷病の場合において、療養開始後３年を経過しても傷病が治らないで打切補償

を支払った場合（法律上打切補償を支払ったとみなされる場合を含む。）はこの限りでな

い。 

２ 会社は、パート社員が育児休業もしくは介護休業の申出をし、または育児休業もしく

は介護休業を取得したことその他それに準ずる事由を理由として、当該パート社員に対し

て解雇その他不利益な取り扱いをしない。 

３ 会社は、女性であるパート社員が婚姻したことを理由として解雇することはない。ま

た、女性社員が妊娠したこと、出産したことその他それに準ずる事由を理由として、当該

女性であるパート社員に対して解雇その他不利益な取り扱いをしない。 

 

（貸与物の返還） 

第２３条 パート社員の資格を失ったときは、速やかに次の各号の貸与物等について返還

または返済しなければならない。 

（１）健康保険被保険者証、ＩＤカード、名刺、その他パート社員を表示する一切の証 

（２）貸与物、貸付金、仮受金、仮払金、未精算金等 

（３）その他会社の権利に属する金品 

 

第３章 勤  務 

 

（勤務時間） 

第２４条 パート社員の始業・終業の時刻および休憩時間は原則として次のとおりとする。

なお具体的には個人別の雇用契約において定めるものとする。 

 

始業時刻 終業時刻 休憩時間 

午前９時００分 午後５時００分 正午より１時間 

 

２ 前項にかかわらず、パート社員の始業・終業の時刻および休憩時間は、業務または季節

の都合等により、これを変更することがある。この場合、会社は予め本人と協議し、変更す

るものとする。 



３ パート社員の都合により前項の変更をするときは、その旨を事前に会社に通知し承認

を受けるものとする。 

 

（１ヶ月単位の変形労働時間制） 

第２５条 会社は、業務上その他必要のあるときは、全部または一部のパート社員について、

１ヶ月単位の変形労働時間制勤務を行うことがある。 

２ １ヶ月単位の変形労働時間制勤務を行うときの労働時間は、前条に定める労働時間に

かかわらず、１ヶ月を平均して１週間の労働時間が４０時間を超えない範囲とする。ただし、

１８歳未満の者はこの限りではない。 

３ 前項の１ヶ月の起算日は毎月１日とし、当該１ヶ月の毎日の勤務時間、始業・終業の時

刻を定め１０日前までに本人にシフト表で通知するものとする。 

 

（休日） 

第２６条 パート社員の休日は、次のとおりとする。 

（１）休日についてはシフトによる。 

２ 法定休日は日曜日とする。 

３ 会社は休日について、業務上必要がある場合にはあらかじめ通知して他の日に振り替

えることがある。 

 

（時間外および休日勤務） 

第２７条 会社は、パート社員に対して第２４条に定める勤務時間を超えて労働させ、また

前条に定める休日に労働させないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、パート社員に対して業務の都合上やむを得ない場合には、所

定労働時間を超え、または雇用契約において定めた所定労働日以外の日に勤務を命じ

ることがある。 

３ 前項の場合は、正当な理由がなければこれを拒むことはできない。 

 

（年次有給休暇） 

第２８条 会社は、６ヶ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した者に対して週所定労

働日数および年間所定労働日数に応じて次表により、継続しまたは分割した年次有給休

暇を付与する。なお、付与日は入社日より６ヶ月を経過した日とする。 



 

週所定 

労働時間 週所定 

労働日数 

年間所定労働日

数 

勤  続  年  数 

6ヶ月 
1 年 

6ヶ月 

2 年 

6ヶ月 

3 年 

6ヶ月 

4 年 

6ヶ月 

5 年 

6ヶ月 

6 年 

6ヶ月 

以上 

30 時間以上 

10 日 11 日 12 日 14 日 16 日 18 日 20 日 

30 時間未

満 

5 日以

上 
217 日以上 

4 日 169 日～216 日 7 日 8 日 9 日 10 日 12 日 13 日 15 日 

3 日 121 日～168 日 5 日 6 日 6 日 8 日 9 日 10 日 11 日 

2 日 73 日～120 日 3 日 4 日 4 日 5 日 6 日 6 日 7 日 

1 日 48 日～72 日 1 日 2 日 2 日 2 日 3 日 3 日 3 日 

 

２ 年次有給休暇を受けようとするときは、原則として緊急の場合を除き、あらかじめその

期間と日数を前日までに所属長に届け出なければならない。ただし、業務の都合上やむ

を得ない場合はその時季を変更させることがある。取得は半日単位とする。 

３ 当該年度の年次有給休暇で取得できなかった残日数がある場合は、翌年度に限り繰り

越すことができる。 

４ 年次有給休暇の賃金は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支給す

る。通常の賃金には、割増賃金のごとく所定時間外労働に対して支払われる賃金は含ま

ない。 

 

（年次有給休暇の会社による時季指定） 

第２９条 会社が年次有給休暇の時季を定めようとするときは、その時季についてパート

社員の意見を聴くものとし、会社は、当該意見を尊重するよう努めるものとする。 

２ 前項の意見聴取は、基準日から６か月を経過した時点において、年休取得日数が５日に

満たない者に対して行う。 

３ 前項にかかわらず、取得希望日に沿った時季指定が困難なときは、パート社員と面談の

うえ、時季を決定する。また、会社が時季指定した日に、年次有給休暇を付与すること

が困難な事情が生じたときは、パート社員と面談のうえ、代替の日を決定する。 

４ パート社員は、原則として、会社が時季指定した日を変更することはできない。ただし、

やむを得ない事情があると会社が認めるときは、その限りではない。この場合には、パ

ート社員と面談のうえ、代替の日を決定する。 



５ 会社が時季指定した日が到来する前に、パート社員自らが年次有給休暇を取得し、また

は計画的付与が行われたときは、会社は、これらの日数分、当該時季指定した日を取り

消すことができる。 

６ この規定により時季が指定された年次有給休暇は、パート社員の心身の回復のため必

要最低限のものであることから、パート社員はその趣旨をよく理解し、時季が指定され

た日に年次有給休暇を取得しなければならない。 

 

（生理休暇） 

第３０条 生理日の就業が著しく困難な女性パート社員が休暇を請求した場合には、その

日について生理休暇を与える。 

２ 前項の休暇は無給とする。 

 

（育児時間） 

第３１条 生後１年未満の乳児を育てる女性パート社員が請求した場合は、休憩時間のほ

か、１日２回各々３０分の育児時間を与える。 

２ 前項の休暇は無給とする。 

 

（産前産後・育児・介護休業） 

第３２条 ６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産予定の女性パート社員が請求し

た場合は、産前休暇を与える。 

２ 産後８週間を経過していない女性パート社員は就業させない。ただし、産後６週間を経

過した女性パート社員が就業を請求する場合には、医師が認める業務に就かせること

がある。 

３ 妊娠中の女性パート社員が請求した場合は、他の軽易な業務に転換させることがある。 

４ 母子保健法に基づく健康診査等のために、医師の指示により通院する女性パート社員

が請求した場合は、それに必要な時間を与える。 

５ パート社員の育児休業、介護休業、子の看護休暇等の措置については、「育児・介護休

業規程」を準用する。 

６ 前項の休暇は無給とする。 

 

 



（裁判員休暇） 

第３３条 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律により、裁判員候補者名簿に記載され

た旨の通知を受けた場合、あるいは裁判員候補者としての呼出状を受けた場合は、遅滞な

く、通知書（呼出状）の写しを添えた上で会社へ報告しなければならない。 

２ 前項の報告をした者が以下の事由に該当したときは、裁判員休暇を付与するものとす

る。 

（１）裁判員候補者に選ばれ、選任手続期日に裁判所へ出頭する場合  その日 

（２）裁判員または補充裁判員に選任され、公判に出頭する場合    その期間 

３ 第１項に定める休暇の取得手続や業務引継の都合で必要とする場合のほかは、パート

社員は自身が裁判員候補者名簿に記載され、あるいは裁判員候補者としての呼出状を

受けた事実をむやみに公言してはならない。他の社員に関する事実を知った場合も同

様とする。 

４ 裁判員等としての任務が終了した後は、裁判員選任手続および公判に出頭した日につ

いて裁判所より発行される証明書を速やかに会社へ提出しなければならない。 

５ 前項の休暇は無給とする。 

 

（公民権行使の時間）  

第３４条 パート社員が勤務時間中に選挙権の行使その他公民としての権利を行使するた

めあらかじめ申し出があった場合は、それに必要な時間を与える。 

２ 前項の申し出があった場合に、権利の行使を妨げない限度においてその時刻を変更す

ることがある。 

３ 前項の休暇は無給とする。 

 

（慶弔休暇） 

第３５条 パート社員の慶弔に関しては、社員と同等の仕事・責任を負うものについて

は、所定の手続きを経ることによって次の事由別区分に基づき連続した休暇（暦日数）を

与える。なお、休暇途中で業務上の都合により出勤した場合は、出勤した日数はこの休暇

に含めない。 

 忌引休暇 

       本人の配偶者・父母・子の死亡   ７日以内 

       本人の祖父母・兄弟姉妹の死亡   １日以内 

       配偶者の父母の死亡        １日以内 

 結婚休暇 

       本人の結婚      ５日以内 



       子の結婚       １日以内 

 出産休暇 

       配偶者の出産     ３日以内 

２ 前項に定める休暇は、有給とする。 

 

第４章 賃 金  

 

（基本給） 

第３６条 基本給は、各人の職務の内容、能力、経験、年齢等を考慮のうえ各人ごとに雇用

契約により決定支給する。 

 

（更改） 

第３７条 パート社員の基本給の更改（昇給等）は、会社の業績および本人の技能、勤務成

績等を考慮し、原則として契約更新時に行う。 

 

（事業場内最低賃金） 

第３８条 当社における最も低い賃金額は、時間給又は時間換算額 1,010 円とする。 

ただし、最低賃金法(昭和 34 年法律第 137 号)第 7 条に基づく最低賃金の減額の特例許可

を受けた者を除く。 

２． 前項の賃金額には、最低賃金法第 4 条第 3 項に定める賃金を算入しない。 

また、時間換算額の算出方法は、最低賃金法施行規則第 2 条の定めるところによる。 

 

（賃金の計算期間および支給日） 

第３９条 賃金は、前月２１日から当月２０日までの分を当月２５日に支給する。 

２．前項の賃金支給日が休日にあたるときは、前営業日に繰り上げて支払う。 

 

（賃金の支給と控除） 



第４０条 賃金は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の金融機

関口座に振込むこともできる。ただし、次に掲げるものは、支払いの際に控除する。 

１ 所得税 

２ 住民税 

３ 社会保険料等法令で定められているもの 

４ 社員代表との書面協定により賃金から控除することとしたもの 

５ 支払われる給与の総額が控除すべき金銭の金額を下回る場合、パート社員はその差額

について控除すべき月の末日までに、会社に支払わなければならない。この支払いについて

は、原則として会社が指定する銀行口座に振込むこととする。 

 

（所定時間外勤務手当） 

第４１条 会社が時間外勤務を命じた場合で、雇用契約による所定労働時間を超えて勤務

させ、その勤務時間が８時間以内のとき、基本給と同額の所定時間外勤務手当を支給する。 

 

（通勤手当） 

第４２条 最も経済的な通常の経路および方法による交通機関を利用することについて所

定の届出をした場合、実費あるいは６ヶ月定期代相当額のいずれか安い方を通勤手当とし

て支給する。 

２．現住所から会社までの距離が２ｋｍ未満の場合には、通勤手当は支給しない。 

３．現住所から鉄道の最寄駅までの距離が２ｋｍ未満の場合には、その最寄駅までのバス代

は支給しない。 

 

（通勤手当計算方法） 

第４３条 賃金計算期間の途中に入社、退職、休職又は復職した場合における当該事由の発

生した月の通勤手当の額は、１ヶ月の定期代と往復交通費に出勤日数をかけた金額の何れ

か安い金額を支給する。定期代の残がある場合は返金すること。 

 

（退職金） 

第４４条 パート社員は長期雇用を念頭においていないため、原則として退職金は支給し

ない。 

 



第５章 服 務 

 

（服務の基本原則） 

第４５条 パート社員は、この規則に定めるもののほか、業務上の指揮命令に従い自己の職

務に専念し、作業効率の向上に努めるとともに、互いに協力して職場の秩序を維持しなけ

ればならない。 

 

（服務心得） 

第４６条 パート社員は、常に次の事項を守り服務に精励しなければならない。 

（１）常に健康に留意し、礼儀正しく、親切、丁寧な態度で就業すること。 

（２）職場の風紀や秩序を乱さず、常に働きやすい職場の雰囲気づくりを心がけること。 

（３） 職場を常に整理整頓し、清潔を保ち、盗難・火災の防止に努めること。 

（４）上司、同僚と協力し、円滑なチームワークに努めること。 

（５）自己の業務は、正確かつ迅速に処理し、常にその効率化をはかり、自己の創造性を

高めること。 

（６）業務上の失敗、お客様からのクレームは隠さず、早急に事実を上司へ報告するこ

と。 

（７）事実歪曲や虚偽の報告をしないこと。 

（８）職場においては、会社が貸与する制服を着用し、清潔感があるよう心がけること。 

（９）勤務時の装い(衣服・髪型・化粧・アクセサリー・爪等）は、常に清潔を保ち、過度

に華美な印象を与えるものは避けること。 

（１０）業務上の都合により、担当業務の変更または他の部署への応援を命じられた場合

は、正当な理由なくこれを拒まないこと。 

（１１）勤務時間中は職務に専念し、所属長の許可なく職場を離れ、または、他の社員の

業務を妨げるなどの行為をしないこと。 

（１２）自己または第三者のために、職務上の地位を不正に利用しないこと。 

（１３）所定の届出事項に異動が生じたときは、すみやかに届け出ること。 

（１４）正当な理由がなく、業務上または規律保持上の必要により実施する所持品検査を

拒まないこと。 

（１５）業務上必要な場合に会社が行う、証拠提出を含む調査事項について協力するこ

と。また、虚偽の供述はしないこと。 

（１６）職場において性的言動を行い、それに対する他の社員の対応により、当該他の社

員の労働条件に関して不利益を与えたり、または他の社員の職場環境を害さないこと。 



（１７）前号の性的言動、妊娠・出産等に関する言動、育児休業・介護休業等の利用に関

する言動その他これらに類似の形態の行為により、他の社員の有する具体的職務遂行能力

の発揮を阻害ないしその恐れを発生させないこと。 

（１８）上位者は下位者に対して人事権や業務命令権などの権力差を背景にし、本来の業

務の範疇を超えて人格や尊厳を傷つける言動をおこなわないこと。 

（１９）故意または過失により会社に損害を与えないこと。 

（２０）会社の車両、器具、その他の備品を大切にし、消耗品は節約し、書類は丁重に取

り扱うとともに、その保管にも十分注意すること。 

（２１）会社の許可なく、業務以外の目的で、会社の施設、機械器具、金銭、その他の物

品を他人に貸与し、または持ち出さないこと。 

（２２）会社の許可なく、業務に関係のない私物を会社施設に持ち込まないこと。 

（２３）会社の許可なく、会社の電子メールで私的なメールのやり取りをしないこと。 

（２４）会社の許可なく、業務中に会社または私用の携帯電話で、私用をすませないこ

と。 

（２５）会社の許可なく、会社の施設内において、演説、集会、文書配布、募金、署名活

動、掲示回覧等業務に関係のない行為を行わないこと。 

（２６）会社の許可なく、マイカー、バイクおよび自転車で通勤しないこと。また、他人

から貸与を受けた車両も同様とする。 

（２７）会社の文書類または物品を社外の者に交付、提示する場合は、会社の許可を受け

ること。 

（２８）会社の許可なく、同業他社に就業し、または自ら会社の業務と競争になる競業行

為を行わないこと。退職後においても会社の営業秘密その他の会社の利益を害する不当な

競業行為を行わないこと。 

（２９）社内においては、定められた場所以外では喫煙しないこと。 

（３０）酒気を帯びて、または違法な薬物等を私用して就業しないこと。 

（３１）社員間の金銭貸借をしないこと。 

（３２）暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力と関わりを持ったり、交流したり、

またはそのように誤解される行為をしないこと。 

（３３）業務遂行上取得した情報または職場において撮影した画像等、会社が特定され得

る内容を含む一切の情報、および会社や他の社員の名誉や信用を毀損するような内容を、

ブログ、ツイッター、フェイスブック等のソーシャル・ネットワーキング・サービス

（SNS）、動画サイト、またはインターネット上の掲示板、友人・知人等への私的な電子

メール等に投稿・掲載・添付しないこと。 

（３４）職務上知り得た業務上の秘密や会社の不利益となる事項を他に漏らさないこと。 

（３５）インターネットにて業務に関係のない WEB サイトを閲覧しないこと。 



（３６）職務に関連して、取引先から不当な報酬、贈与または饗応を受け、その他私利を

図らないこと。 

（３７）職務の権限を越えて専断的なことをおこなわないこと。 

（３８）会社の許可なく、自宅で業務を行わないこと。 

（３９）他の社員の転職の仲介等、引き抜き行為を行わないこと。 

（４０）本条に抵触する行為のほか、会社の内外を問わず、会社の名誉・信用を傷つけ、

または会社の利益を害する行為をしないこと。 

 

（守秘義務および機密等の漏洩禁止） 

第４７条 パート社員は職務上知り得た会社の業務上の秘密、会社が保有している技術上

または営業上の機密事項および個人情報を、在職中はもちろん退職後も他に漏らしてはな

らない。また、会社の業務以外に使用してはならない。 

 

 

（ハラスメントの定義） 

１ ハラスメントとは、次の行為を指すものとする。 

（１）妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントとは、職場において、妊娠・出産お

よび育児等に関する制度または措置の利用に関する言動により他の社員の就業環境を害す

ることならびに妊娠・出産等に関する言動により女性である他の従業員の就業環境を害す

ることをいう。なお、業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、業務上の必要性

に基づく言動によるものについては、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントには

該当しない。 

（２）セクシュアルハラスメントとは、職場における性的な言動に対する他の従業員の対

応等により、当該他の従業員の労働条件に関して不利益を与えること、または性的な言動

により他の従業員の就業環境を害することをいう。また、相手の性的指向および性自認の

状況に関わらないほか、異性に対する言動だけでなく、同性に対する言動も該当する。本

号の他の従業員には、直接的に性的な言動の相手方となった被害者に限らず、性的な言動

により就業環境を害されたすべての者を含むものとする。 

（３）パワーハラスメントとは、原則として、職場において、職権等の立場または職場内

の優位性を背景にした個々の従業員の人格や尊厳を侵害する言動であって、業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものを行うことにより、他の従業員に身体的・精神的苦痛を与え、

その健康や就業環境を悪化させることをいう。 

２ 前項の職場とは、勤務先のみならず、従業員が業務を遂行するすべての場所をいい、

また、勤務時間内に限らず、実質的に職場の延長とみなされる勤務時間外の時間を含むも

のとする。 



 

（ハラスメントの禁止行為） 

第４８条 すべての従業員は、他の従業員を業務遂行上の対等なパートナーとして認め、

職場における健全な秩序および協力関係を保持する義務を負うとともに、職場内において

次の行為をしてはならない。 

（１）妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント 

① 部下の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用等に関し、解雇その他不利

益な取扱いを示唆する言動 

② 部下または同僚の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用を阻害する言動 

③ 部下または同僚が妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置を利用したことによる

嫌がらせ等 

④ 部下が妊娠・出産等したことにより、解雇その他不利益な取扱いを示唆する言動 

⑤ 部下または同僚が妊娠・出産等したことに対する嫌がらせ等 

（２）セクシュアルハラスメント 

① 性的および身体上の事柄に関する不必要な質問・発言 

② わいせつ図画の閲覧、配付、掲示 

③ うわさの流布 

④ 不必要な身体への接触 

⑤ 性的な言動により、他の社員の就業意欲を低下せしめ、能力の発揮を阻害する行為 

⑥ 交際・性的関係の強要 

⑦ 性的な言動への抗議または拒否等を行った従業員に対して、解雇、不当な人事考課、

配置転換等の不利益を与える行為 

⑧ その他、相手方および他の従業員に不快感を与える性的な言動 

（３）パワーハラスメント 

① 人格を傷つけるような暴言や身体的暴力行為を行うこと 

② 仕事上のミスについて、一方的にしつこくまたは大勢の社員が見ている前で責め続け

ること 

③ 大声で怒鳴る。机を激しく叩くこと 

④ 仕事を故意に与えない。無視をすること 

⑤ 法令違反の行為を強要すること 

⑥ 不当な異動や退職を強要すること。解雇をちらつかせること 

⑦ 明らかに達成が不可能な職務を一方的に与えること 

⑧ 故意に必要な情報や連絡事項を与えないこと 

⑨ 業務に必要がないこと（プライベートな用事等）を強制的に行わせること 



（４）部下である従業員が妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント、セクシュアル

ハラスメントおよびパワーハラスメントを受けている事実を認めながら、これを黙認する

上司の行為 

 

 

（ハラスメントの相談窓口の設置と対応） 

第４９条 会社は、ハラスメントに関する相談および苦情処理の相談窓口を本社および各

事業場で設けることとし、その責任者は管理部長とする。管理部長は、相談窓口の担当者

を男女１名ずつ指名し、その名前を人事異動等の変更の都度、周知すると共に、担当者に

必要な研修を行うものとする。 

２ ハラスメントの被害者に限らず、すべての従業員はハラスメントが発生するおそれが

ある場合、相談および苦情を相談窓口の担当者に申し出ることができる。 

３ 相談窓口の担当者は相談者からの事実確認の後、本社においては管理部長へ、各事業

場においては所属長へ報告を行う。報告に基づき、管理部長あるいは所属長は相談者の人

権に配慮したうえで、必要に応じて行為者、被害者、上司および他の社員等に事実関係を

聴取する。 

４ 前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。 

５ ハラスメント行為が認められた場合、会社は、問題解決のための措置として、懲戒処

分のほか、行為者の異動等被害者の労働条件および就業環境を改善するために必要な措置

を講じる。 

６ 会社は、相談および苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーは保護される

と共に、相談をしたこと、または事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な

取扱いは行わない。 

７ 会社は、ハラスメントの事案が生じた時は、周知の再徹底および研修の実施、事案発

生の原因と再発防止等、適切な再発防止策を講じることとする。 

 

（出退勤） 

第５０条 パート社員は、雇用契約により定められた始業時刻までに出勤し、終業時刻に退

出するものとする。 

２ 出勤・退出の際は、本人自ら所定の方法により出退勤の事実を明示するものとする。 

３ 退勤する際は、機械、器具、その他の備品および書類等を整理格納すること 

４ 業務終了後はすみやかに退勤するものとし、業務上の必要なく社内に居残ってはなら

ない。 

 



（入場禁止・退場命令） 

第５１条 次の各号の一に該当する場合は入場させないことがあり、または退場させるこ

とがある。 

（１）所定の入場手続きを行わないとき 

（２）衛生上有害または災害防止上危険と認められるとき 

（３）秩序・風紀を乱し、または乱すおそれのあるとき 

（４）酒気をおびているとき 

（５）就業を禁止されたとき 

（６）その他会社が必要と認めたとき 

 

（欠勤） 

第５２条 パート社員は、欠勤しようとするときは、事前に所属長へ届け出なければならな

い。ただし、やむを得ない事由により事前に申し出ることができない場合には、始業時刻

までに電話等により届け出なければならない。 

２ 傷病欠勤が１週間以上にわたるときは、医師の診断書を添付しなければならない。この

場合、会社の指定する医師に診断を受けさせることがある。 

３ 欠勤により就労しなかった時間については無給とする。 

 

（遅刻・早退） 

第５３条 パート社員は、傷病その他のやむを得ない事由により遅刻または早退しようと

するときは、あらかじめ所属長の承認を受けなければならない。 

２ 遅刻・早退により就労しなかった時間については無給とする。 

３ 遅刻・早退の場合に所定労働時間の終業時刻をその時間相当分繰り下げることにより、

所定労働時間勤務することができる。 

 

（私用外出等） 

第５４条 就業時間中の私用外出および面会等は原則として認めない。ただし、やむを得な

い事由により所属長の承認を得た場合はこの限りではない。 

２ 就業時間中の私用外出等（無断で行ったものも含む。）により、就労しなかった時間に

ついては無給とする。 

３ 私用外出等の場合に所定労働時間の終業時刻をその時間相当分繰り下げることにより、

所定労働時間勤務することができる。 



 

（営業秘密等守秘義務） 

第５５条 パート社員は、業務上知りえた営業秘密について、目的外使用およびアクセス権

限のない第三者への開示等をしてはならない。 

２ パート社員は、取引先、顧客その他の関係者および会社の役員、社員等の個人情報につ

いて、正当な理由なき第三者への開示および利用目的を超えた取扱いをしてはならな

い。 

３ 第１項および前項の定めは、会社を退職した場合においても同様とする。 

４ パート社員は、職場または職種の異動あるいは退職（解雇の場合を含む。）時に、自ら

管理していた個人情報、会社および取引先等に関する情報、その他業務に関する一切の

情報帳簿類をすみやかに返却しなければならない。 

 

（二社勤務） 

第５６条 他社に在職中のまま、パート社員として勤務を希望する場合は、その勤務先、勤

務状況等を報告しなければならない。 

 

第６章 懲戒処分 

 

（懲戒の種類と内容） 

第５７条 懲戒の種類と内容は次のとおりとする。 

（１）譴責   将来を戒め始末書を提出させる。 

（２）減給    始末書を提出させ、１回につき平均賃金の半日分以内、総額において当該月

収入の１割以内を減給する。 

（３）出勤停止  始末書を提出させ、７日以内出勤を停止し、その期間の賃金を支払わない。 

（４）論旨退職 始末書を提出させ、自発的な退職を勧告する。これに応じない場合には懲

戒解雇とする。 

（５）懲戒解雇 予告期間を設けることなく即時解雇する。 

この場合において、監督官庁の認定を受けたときは、解雇予告手当を支給しない。た

だし、情状によって退職願の提出を勧告し、諭旨退職にとどめることがある。 



２ 懲戒決定にあたっては慎重公平を期してこれを行い、また本人に弁明の機会を与え、決

定後は速やかにそのいきさつを本人に通知する。 

３ パート社員が懲戒に処せられたときは、事情によりその所属長も監督不行届の理由で

懲戒に処することがある。 

４ 懲戒に該当する行為により会社に損害を与えたときの損害賠償、または不当利得返還

義務は、懲戒によって免除されるものではない。 

 

（譴責・減給・出勤停止・降格） 

第５８条  パート社員が次の各号の一に該当するときは減給または出勤停止、もしくは降

格に処する。ただし、違反の程度が軽微であるか、または特に考慮すべき事情があるか、

もしくは本人が深く反省していると認められる場合は、譴責にとどめることがある。 

（１）正当な事由なくして、しばしば遅刻・早退をなし、もしくは無届欠勤したとき、ま

たはしばしば職場を離脱して業務に支障をきたしたとき。 

（２）当規則の服務規律にしばしば違反したとき。 

（３）出勤簿の不正打刻をした、もしくは依頼したとき。 

（４）業務上の書類、伝票などを改変し、または虚偽の申告、届け出をしたとき。 

（５）故意、過失、怠慢もしくは監督不行届きによって災害、傷害、その他の事故を発生

させ、または会社の設備、器具を破損したとき。 

（６）許可なく会社の物品を持ち出し、または持ち出そうとしたとき。 

（７）許可なく会社の構内もしくは付属の施設内で集会し、または文書、図画などを配

布、貼付、掲示、販売し、その他これに類する行為をしたとき。 

（８）業務に対する誠意を欠き、業務怠慢と認められるとき。 

（９）素行不良にして他の従業員に対して暴行、脅迫を加え、または社内において賭博そ

の他これに類する行為をなすなど、社内の風紀秩序を乱したとき。 

（１０）職場の内外において、従業員に対し性的な言動(セクシャルハラスメント)をして

職場の風紀・秩序を乱し、他の従業員の就業を妨げたとき。 

（１１）職場内において職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の

適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与えたとき、または職場環境を悪化させたと

き。 

（１２）各種ハラスメント行為をおこない職場の風紀・秩序を乱し、職場環境を悪化させ

たとき。 

（１３）所属長または関連上長の業務上の指示、命令に従わないとき。 

（１４）許可なく会社の文書、帳簿、その他の書類を部外者に閲覧させ、またはこれに類

する行為のあったとき。 



（１５） 会社諸規程、通達、通知等などに違反したとき。 

（１６）故意に業務の能率を阻害し、または業務の遂行を妨げたとき 

（１７）会社の許可なく在籍のまま他に雇い入れられる等兼業をしたとき 

（１８）社員間の金銭貸借の原則禁止に違反したとき 

（１９）正当な理由なく、会社が命じる時間外労働、休日労働、出張を拒んだとき 

（２０）正当な理由なく、所持品の点検等の業務行為を拒んだとき 

（２１）会社の金品を紛失したとき 

（２２）過失により会社の金品の盗難にあったとき 

（２３）過失により職場において物品の出火、爆発を引き起こしたとき 

（２４）経費の不正な処理をしたとき 

（２５）職場のパソコンを会社規程その他の指示に反して使用し、コンピューターウイル

ス等に感染させるなどして業務の運営に支障を生じさせたとき、またはその職務に関連し

ない不正な目的で使用し、業務の運営に支障を生じさせたとき 

（２６）取引先等に関して、本人、もしくは他の役員・社員またはその親族と関係がある

ことを理由に有利な取扱いを行ったとき 

（２７）以下の交通事故または交通法規違反行為を行ったとき 

ア 酒酔い運転で人に傷害を負わせたとき、またはこの場合において措置義務違反をした

とき 

イ 酒気帯び運転で人に傷害を負わせたとき、またはこの場合において措置義務違反をし

たとき 

ウ 人に傷害を負わせたとき、またはこの場合において事故後の救護を怠る等の措置義務

違反をしたとき 

エ 著しい速度超過等の悪質な交通法規違反をしたとき、またはこの場合において物の損

壊に係る交通事故を起こして措置義務違反をしたとき 

（２８）社外での非行行為により会社の名誉・信用を損ない、または会社に損害を与えた

とき、その他社外での非行行為により企業秩序が乱されたとき 

（２９）その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき。 

 

 

 

（論旨退職・懲戒解雇） 

第５９条  パート社員が次の各号の一に該当するときは、懲戒解雇に処する。ただし、情

状により諭旨退職にとどめることがある。 

（１）前条の違反が再度におよぶとき、または情状重大と認められるとき。 

（２）懲戒処分に対して改悛の情なしと認められたとき。 



（３）重要な経歴を偽り、その他不正な方法を用いて採用されたとき。 

（４）正当な理由なく、直近の一ヶ月以内に通算して１４日以上無断欠勤したとき。 

（５）会社の許可を受けず在籍のまま他に雇い入れられたとき。 

（６）業務または職位を利用して会社の資産、その他これに類するものを使用し、自己の

利益をはかったとき。 

（７）業務または職位を利用して部外者から不当な金品、饗応を受け、または要求、約束

し、自己または他人の利益をはかったとき。 

（８）会社の経営上または業務上の重大な秘密を社外に洩らしたとき。 

（９）業務上の知り得た情報やネットワークを会社の許可を得ることなく、自身の事業利

益や事業創設などに利用したとき。 

（１０）会社の金品を詐取流用し、または虚偽の伝票、書類を作成、発行して自己の利益

をはかり、会社に損害を与えたとき。 

（１１）故意または重大なる過失によって会社の設備、器物その他の財産を破損または紛

失し、会社に甚大な損害を与えたとき。 

（１２）所属長または関連上長の指示命令を侮蔑してこれに反対し、職場の秩序を乱し業

務を妨害したとき。 

（１３）職場の内外において、従業員に対し卑劣な方法あるいは雇用を脅かすなど権限を

ちらつかせる方法などで性的な言動(セクシャルハラスメント)をすることで、従業員の心

身に被害を与えたとき。 

（１４）上司に暴行脅迫を加え、または従業員として著しく常軌を逸する粗暴な行為のあ

ったとき。 

（１５）破廉恥、背信な不正不義の行為をなし、従業員としての体面を汚し、会社の名誉

および信用を傷つけたとき。 

（１６）殺人、傷害、暴行、脅迫、強盗、窃盗、横領その他の刑事犯罪を犯かしたとき。 

（１７）会社の経営権を侵し、もしくは経営基盤を脅かす行動・画策をなし、または経営

方針に反する行動・画策により正常な運営を阻害もしくは阻害させようとしたとき。 

（１８）会社の経営に関して故意に真相をゆがめ、または事実を捏造して宣伝流布するな

どの行為により、会社の名誉、信用を傷つけたとき。 

（１９）故意に諸給与を不正に支給したとき、または故意に届出を怠りもしくは虚偽の届

出をするなどして諸給与を不正に受給したとき 

（２０）職場のパソコンを会社規程その他の指示に反して使用し、コンピューターウイル

ス等に感染させるなどして業務の運営に重大な支障を生じさせたとき、またはその職務に

関連しない不正な目的で使用し、業務の運営に支障を生じさせ、会社に重大な損害を与え

たとき 

（２１）以下の交通事故または交通法規違反行為を行ったとき 



ア 酒酔い運転で人を死亡させ、もしくは重篤な傷害を負わせたとき、またはこの場合に

おいて措置義務違反をしたとき 

イ 酒気帯び運転で人を死亡させ、もしくは重篤な傷害を負わせたとき、またはこの場合

において措置義務違反をしたとき 

ウ 人を死亡させ、もしくは重篤な傷害を負わせたとき、またはこの場合において事故後

の救護を怠る等の措置義務違反をしたとき 

（２２）会社の経営に関し虚偽の宣伝流布を行い、または会社に対して不当な誹謗中傷を

行うことにより、会社の名誉・信用を毀損し、または会社に損害を与えたとき 

（２３）社外での非行行為により、会社の名誉・信用を著しく損ない、または会社に重大

な損害を与えたとき、その他企業秩序が著しく乱された場合でその行為が悪質なとき 

（２４）暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力と関わりがあることが判明したとき 

（２５）服務規律に違反する重大な行為があったとき 

（２６）その他業務上の指示または会社の諸規程に著しく違反した場合で、その行為が複

数回に及ぶなど悪質なとき 

（２７）その他前各号に準ずる程度の不当な行為があったとき。 

 

第７章 安全衛生 

 

（遵守義務） 

第６０条 会社およびパート社員は、職場における安全および衛生の確保に関する法令お

よび社内規程で定められた事項を遵守し、相互に協力して災害の未然防止に努めるもの

とする。 

 

（災害防止） 

第６１条 パート社員は、災害を発見し、またはその危険があることを知ったときは、臨機

の措置をとり被害を最小限にとどめるよう努めなければならない。 

 

（安全・衛生教育および訓練） 

第６２条 パート社員は、会社の行う安全・衛生教育および訓練に従い、かつそれに習熟し

なければならない。 

 

（傷病の届出） 

第６３条 勤務中に会社もしくは会社の付属建物内において負傷または疾病にかかったと

きは遅滞なく届け出て会社の指示を受けなければならない。 

 



（健康診断） 

第６４条 パート社員のうち、契約の更新により引き続き１年以上使用され、または使用す

ることが予定されている者、かつ、週所定労働時間が社員の４分の３以上となる者につい

ては、採用時および毎年１回、会社の行う健康診断を受けなければならない。 

２ 前各項における健康診断の結果、特に必要があると認められる場合には、就業を一定期

間禁止し、または職場を転換することがある。  

 

（就業禁止） 

第６５条 パート社員が次の各号の一に該当するときは、指定医からの診断書に基づき、医

師の指示する期間、勤務を禁止することがある。 

（１）法定感染症患者および疑似患者 

（２）その他感染のおそれのある者 

（３）精神疾患の患者であって勤務することが不適当である者 

（４）就業により病勢悪化のおそれがある者 

 

第８章 災害補償 

 

（業務上の災害補償） 

第６６条 パート社員が業務上および通勤途上において負傷・疾病・障害または死亡したと

きは、労働者災害補償保険法の定めるところにより補償を受ける。 

２ 前項の補償が行われるときは、会社は労働基準法上の補償を免れる。 

 

第９章 福利厚生等 

 

（福利厚生） 

第６７条 パート社員の福利厚生施設の利用等については、社員と同様の取扱いをする。 

 

（雇用保険の加入） 

第６８条 以下の要件を満たすパート社員については、雇用保険加入についての必要な手

続をとる。 

（１）１週間の所定労働時間が２０時間以上であること 

（２）３１日以上雇用されることが見込まれること。 

 



（社会保険の加入） 

第６９条 原則として１日の所定労働時間が社員の４分の３以上（日によって異なる場合

には１週間をならして４分の３以上）および１ヶ月の労働日数が社員の４分の３以上の

パート社員については、社会保険加入について必要な手続をとる。  

 

第１０章 知的所有権の扱い 

 

（特許権、著作権、実用新案権、意匠権等の帰属） 

第７０条 パート社員が業務上行った発明考案、著作物、意匠等に関する権利（特許権、著

作権、実用新案権、意匠権等）は会社に帰属するものとする。 

 

 

第１１章 雑 則 

 

（教育訓練）  

第７１条 会社は、パート社員の徳性を高め、技能と安全衛生の向上をはかるため必要な教

育訓練を行う。 

２ パート社員は、正当な理由なく前各項の指示を拒んではならない。  

 

（損害賠償） 

第７２条 パート社員が故意または過失によって会社に損害を与えたときは、その全部ま

たは一部の賠償を求めることがある。ただし、これによって第４３条の懲戒を免れるもの

ではない。 

２ 前項の損害賠償に関し本人にその能力が不足するときは、家族または連帯保証人が代

位してこれを弁済しなければならない。 

 

（自己都合退職の承認取消し） 

第７３条 会社は、既に自己都合退職の承認を受けているパート社員が、退職するまでの間

に懲戒事由に該当することが判明した場合には、その承認を取り消し、懲戒に処すること

がある。 

 

 



附  則 

 

（施行日） 

本規程は令和２年８月２１日より施行する。 

第３８条の規程の追加は、令和 5 年 9 月２１日から施行する。 

 



リスク管理規程  

第 1章 総則 

(目 的) 

第 1条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社(以下、当社という。) 

におけるリスク管理に関して必要な事項を定め、もってリスクの防止および当社の損失の

最小化を図ることを目的とする。  

(適用範囲) 

第 2条 この規程は、当社に所属するすべての正職員・契約職員・パートタイム職員・イ

ンターンシップ生を含むすべての職員(以下、役職員という。) に 適用されるものとす

る。  

(定 義) 

第 3条 この規程において「リスク」とは、当社に物理的、経済的若しくは信用上の損失

又は不利益を生じさせるすべての可能性を指し、また「具体的リスク」とは、リスクが具

現化した事象を指し、次の事象等をいう。 

(1) 信用の危機 不全な事業活動や欠陥のある情報の提供等によるイメージの低下 

(2) 財政上の危機 収入の減少、費用の増大や資金の運用の失敗等による財政の悪化  

(3) 人的危機 労使関係の悪化や役員間の内紛や代表者の承継問題等 

(4) 外部からの危機 自然災害や事故、インフルエンザ等の感染症及び反社会的勢力から

の不法な攻撃等 

(5) その他上記に準ずる危機  

2 前項の具体的リスクのうち、情報システムに係るものについては、取締役会が別途定め

る規程によるものとする。 

 

第 2章 役職員の責務 

（管理責任者） 



第 4条 当社のリスク管理における管理責任者は、管理部長およびコンプライアンス部長

とする。 

(役職員) 

第 5条 役職員は、業務の遂行に当たって、法令、定款及び当社の定める規程などリスク

管理に関するルールを遵守しなければならない。 

 

(リスクに関する措置) 

第６条 役職員は、業務の遂行に当たって、具体的リスクを積極的に予見し、適切に評価

するとともに、当社にとって最小のコストで最良の結果が得られるよう、その回避、軽減

及び移転その他必要な措置を事前に講じければならない。 

2 役職員は、業務上の意思決定を求めるに当たっては、上位者に対し当該業務において予

見される具体的リスクを進んで明らかにするとともに、これを処理するための措置につい

て具申しなければならない。  

 

(具体的リスク発生時の対応) 

第７条 役職員は、具体的リスクが発生した場合には、これに伴い生じる当社の損失又は

不利益を最小化するため、必要と認められる範囲内の初期対応を十分な注意をもって行

う。 

2 役職員は、具体的リスク発生後、速やかに上位者に必要な報告をするとともに、その後

の処理については、上位者の指示に従い、関係する役職員と協議を行う。 

3 役職員は、具体的リスクに起因する新たなリスクに備え、前条の措置を講ずる。 

(具体的リスクの処理後の報告) 

第 8条 役職員は、具体的リスクの処理が完了した場合には、処理の経過及び結果につい

て記録を作成し、管理部長およびコンプライアンス部長に報告しなければならない。 

 

(取締役会の役割) 



第 9条 取締役会は、常に当社の活動を俯瞰し、リスク管理に関し必要な事項を審議・検

討するとともに、リスク管理に関し必要な事項を取締役会に附議する。 

(クレームなどへの対応) 

第 10条 役職員は、口頭又は文書により取引先・顧客などからクレーム・異議などを受け

た場合には、直ちに上位者に報告し、指示を受ける。 

2 上位者は、クレーム・異議などの重要度を判断し、関係する役職員と協議の上、対応し

なければならない。  

(対外文書の作成) 

第 11 条 役職員は、対外文書の作成については常にリスク管理を意識し、上位者の指示

に従うとともに、その内容が第 3条第 1項第 1号の信用の危機を招くものでないことを確

認しなければならない。  

(守秘義務) 

第 12 条 役職員は、この規程に基づく当社のリスク管理に関する計画・システム・措置な

どを立案・実施する過程において知り得た当社及びその他の関係者に関する秘密について

は、当社の内外を問わず漏えいしてはならない。  

第 3章 緊急事態への対応 

(緊急事態の範囲) 

第 13 条 この規程において緊急事態とは、次の各号に掲げる事件によって、当社又は役

職員等にもたらされた急迫の事態をいう。  

(1) 自然災害  

① 地震、風水害などの災害  

(2) 事 故 

① 爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故 

② 当社の事業活動に起因する重大な事故  

③ 役職員にかかる重大な人身事故  

(3) インフルエンザ等の感染症  

(4) 犯 罪  

① 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝等並びに脅迫状の受領などの外部からの不法な攻撃  

② 当社の法令違反及びその摘発等を前提とした官公庁による立入調査 

③ 役職員による背任、横領、暴力行為、情報漏洩等の不祥事  



(5) その他上記に準ずる経営上の緊急事態  

 

(緊急事態への対応) 

第 14 条 当社において緊急事態が発生した場合は、当社は、管理部長をリスク管理統括

責任者とする緊急事態対応体制をとるものとする。  

 

(緊急事態の通報) 

第 15 条 緊急事態の発生を認知した役職員は、速やかに管理部長又はコンプライアンス

部長、代表取締役へ通報しなければならない。 

2 管理部長又はコンプライアンス部長、代表取締役は、出張等で事務所を不在にする場

合、自らに代わる緊急事態の通報先をあらかじめ指定しておかなければならない。 

3 本条第 1項による通報に当たっては、迅速さを優先する。通報には原則電話を使用す

る。電話がつながらない場合、メール等の手段で通報し、その後通報が到達したかどうか

を必ず確認する。 

4 正確な情報を待つために通報が遅れるようなことがあってはならない。そのような場合

は、情報の正確度を付し、適時中間通報を行うことを要する。 

(情報管理) 

第 16条 緊急事態発生の通報を受けた管理部長又はコンプライアンス部長、代表取締役

は、情報管理上の適切な指示を行う。  

(通報者の保護等) 

第 17条 当社は、実名による通報のみを受付けるものとし、匿名の通報は受付けない。但

し、当社は、通報者の同意がある場合を除き、通報者を特定しうる情報(以下、「通報者

情報」という。) を第三者に開示せず、相談・通報に関するすべての情報を厳正に管理

し、通報者が相談・通報したことにより、不利益を被ることが決してないよう、対処しな

ければならない。  

(緊急事態発生時の対応の基本方針) 

第 18 条 緊急事態発生が発生した場合、当社は、管理部長の指揮の下、次の各号に定め



る基本方針に従い、対応する。 ただし、次条に定める緊急事態対策室が設置される場合

は、同室の指示に従い、対応する。 

(1) 地震、風水害等の自然災害  

① 人命救助を優先とする。 

② 必要に応じ、官公署へ連絡する。 

③ 災害対策の強化を図る。  

(2) 事 故  

① 爆発、火災、建物倒壊等の重大事故  

・ 人命救助と環境破壊防止を優先とする。  

・ 必要に応じ、官公署へ連絡する。  

・ 事故の再発防止を図る。  

② 当社の事業活動に起因する（起因すると疑われる場合も含む。）重大事故  

・ 顧客、関係者の安全を優先とする。 

・ 必要に応じ、官公署へ連絡する。 

・ 事故の再発防止を図る。  

③ 役職員等が当事者になった重大人身事故  

・ 人命救助を優先とする。 

・ 必要に応じ、官公署へ連絡する。 

・ 事故の再発防止を図る。  

(3) インフルエンザ等の感染症  

・ 人命救助と伝染防止を優先とする。 

・ 必要に応じ、官公署へ連絡する。  

・ 予防並びに再発防止を図る。  

(4) 犯 罪 

① 建物の爆破、放火、誘拐、恐喝、脅迫などの外部からの不法な攻撃  

・ 人命救助を優先とする。 

・ 警察と協力して対処する。 



・ 再発防止を図る。 

② 当社の法令違反及びその摘発等を前提とした官公庁による立入調査  

・ 社内調査による事実確認を行う 

・ 再発防止を図る。  

③ 役職員による背任、横領、暴力行為、情報漏洩等の犯罪及び不祥事  

・ 社内調査による事実確認を行う。 

・ 必要に応じ、官公署へ連絡する。 

・ 再発防止を図る。  

(5)その他上記に準ずる経営上の緊急事態 

① 緊急事態に応じ上記に準じた対応をする。  

(緊急事態対策室) 

第 19 条 当社の事業運営に重大な影響があると想定される緊急事態が発生した場合又は

その発生が予想される場合、代表取締役は緊急事態対策室(以下、「対策室」という。) 

を設置し、緊急事態への対応にあたるものとする。  

(対策室の構成) 

第 20条 対策室の人事は、次のとおりとする。  

(1)室 長 代表取締役 

(2)室 員 室長が指名する関係役職員 

(3)アドバイザー緊急事態の対応に関する知見を持つ役職員または外部の専門家  

(対策室会議の開催) 

第 21 条 対策室会議は、招集後直ちに、出席可能な者の出席により開催する。  

(対策室の実施事項) 

第 22 条 対策室の実施事項は、次のとおりとする。  

(1) 情報の収集・確認・分析  

(2) 応急処置の決定・指示 

(3) 原因の究明及び対策基本方針の決定 

(4) 対外広報、対外連絡の内容、時期、窓口、方法の決定 

(5) 対社内連絡の内容、時期、方法の決定 



(6) 対策室からの指示、連絡ができないときの代替措置の決定 

(7) 対策実施上の分担等の決定、及び対策実行の指示並びに実行の確認 

(8) その他必要事項の決定 

(役職員への指示・命令) 

第 23 条 対策室は、緊急事態を解決するに当たって、必要と認められるときは、役職員に

対して一定の行動を指示・命令することができる。 

2 役職員は、対策室から指示・命令が出されたときは、その指示・命令に従って行動しな

ければならない。  

(調査チームの設置) 

第 24 条 対策室は、原因究明と再発防止のため、関係する役職員、外部の専門家からなる

調査チームを設置することができる。 

(報道機関への対応) 

第 25 条 緊急事態に関して、報道機関からの取材の申入れがあった場合は、緊急事態の

解決に支障を来たさない範囲において、取材に応じる。 

2 報道機関への対応は、管理部長（または管理部長が指名した者）の職務とする。 

(届 出) 

第 26条 緊急事態のうち、所管官公庁への届出を必要とするものについては、正確、かつ

迅速に所管官公庁に届け出る。 

2 所管官公庁への届出は、管理部長がこれを行う。 

3 管理部長は、所管官公庁への届出の内容について、予め代表取締役の承認を得なければ

ならない。  

(是正措置) 

第 27 条 対策室は、是正措置及び再発防止等を講じる必要がある場合、関係役職員に対

して、代表取締役名にて是正措置命令を発出する。 

2 是正措置命令を受けた役職員は、遅滞なく必要な対策、措置等を講じ、その実施状況を

記載した報告書を代表取締役へ提出する。 



(取締役会への報告) 

第 28条 対策室は、是正措置命令を含むなんらかの対応を実施したときは、その直後の取

締役会で、次の事項を報告しなければならない。  

(1) 実施内容 

(2) 実施に至る経緯 

(3) 実施に要した費用  

(4) 懲罰の有無及びあった場合はその内容  

(5) 今後の対策方針  

(対策室の解散) 

第 29条 代表取締役は、緊急事態が解決したとき、対策室を解散する。  

第 4章 懲戒等  

(懲 戒) 

第 30条 次のいずれかに該当する者は、その情状により、懲戒処分に付す。  

(1) 具体的リスクの発生に意図的に関与した者 

(2) 具体的リスクが発生するおそれがあることを予知しながら、その予防策を意図的に講

じなかった者 

(3) 具体的リスクの解決について、当社の指示・命令に従わなかった者 

(4) 具体的リスクの予防、発生、解決等についての情報を、当社の許可なく外部に漏らし

た者 

(5) その他、具体的リスクの予防、発生、解決等において当社に不都合な行為を行った者  

(懲戒の内容) 

第 31 条 前条の懲戒処分の内容は、役員(監査役を除く。以下本条及び次条において同

じ。) 又は職員の情状により次のとおりとする。 

(1) 役員については、戒告に処することがある。ただし、自主申告による報酬減額を妨げ

ない。また、取締役会の決議により、その情状に関する情報を役員等候補選出委員会に提

供することができる。 

(2) 職員については、就業規則に従い懲戒処分を決定する。  

(懲戒処分の決定) 

第 32 条 前条の懲戒処分は、役員については取締役会が決議し、職員については代表取

締役がこれを行う。  



第 5章 雑 則  

(緊急事態通報先一覧表) 

第 33 条 管理部長（または管理部長が指名した者）は、緊急事態の発生に備えて、緊急事

態通報先一覧表(以下、「一覧表」という。) を作成し、これを関係者に周知徹底しなけ

ればならない。 

2 管理部長（または管理部長が指名した者）は、一覧表について、少なくとも 1年に 1回

点検の上必要に応じて修正する等、常に最新のものとするように努めなければならない。 

(一覧表の携帯等) 

第 34 条 役職員は、一覧表又はこれに代わり得るものを常に携帯するとともに、常時そ

の所在又は通報先を明らかにしておかなければならない。 

2 前項に規定する者を除く関係者も、緊急事態発生時の通報先を常に把握しておかなけれ

ばならない。  

(改 廃) 

第 35 条 この規程の改廃は、取締役会の決議を経て行う。  

附則 

この規程は、令和 4 年 3月 18日より施行する。  



 

 

 

 

 

 

 

育児・介護休業規程 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第１章 目  的 

 

第１条 目的 

本規程は、ﾌﾟﾗｽｿｰｼｬﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ株式会社（以下「会社」という）の社員の育児・介護休業

（出生時育児休業含む。以下同じ。）、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のための所

定外労働、時間外労働および深夜業の制限ならびに短時間勤務等に関する取扱いについて

定めるものである。 

 

 

第２章 育児休業制度 

 

第２条 育児休業の対象者 

育児のために休業することを希望する社員であって、１歳に満たない子と同居し、養育す

る者は、この規程に定めるところにより育児休業をすることができる。ただし、期間を定

めて雇用する社員（以下「契約社員」という）にあっては、第２項に定める者に限り、育

児休業をすることができる。 

２ 育児休業ができる契約社員は、申出時点において、子が１歳６か月（第７項および第

８項の申出にあっては２歳）になるまでに労働契約期間が満了し、更新されないことが明

らかでない者とする。 

３ 第１項、第４項から第８項の規定にかかわらず、社員代表との労使協定により除外さ

れた、以下の社員からの育児休業の申出は拒むことができる。 

（１）入社１年未満の社員 

（２）申出の日から１年（第５項から第８項の申出にあっては６か月）以内に雇用関係が

終了することが明らかな社員 

（３）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

４ 配偶者が社員と同じ日から、または社員より先に育児休業もしくは出生時育児休業を

している場合、社員は、子が１歳２か月に達するまでの間で、出生日以後の産前・産後休

業期間と育児休業期間および出生時育児休業期間の合計が１年を限度として、育児休業を

することができる。 

５ 次のいずれにも該当する社員は、子が１歳６か月に達するまでの間で必要な日数につ

いて育児休業をすることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、原則として

子の１歳の誕生日に限るものとする。ただし、配偶者が本項の休業を子の１歳の誕生日か

ら開始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とすることがで

きる。 

 

（１）社員または配偶者が原則として子の１歳の誕生日の前日に育児休業をしていること  

（２）次のいずれかの事情があること 

① 保育所、認定こども園または家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）に入所

を希望し、申込を行っているが、当面その実施が行われない場合 

② 社員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に当たる予

定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合 

（３）子の１歳の誕生日以降に本項の休業をしたことがないこと 

６ 前項にかかわらず、産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業

が始まったことにより本条第１項に基づく休業（配偶者の死亡等特別な事情による３回目

以降の休業を含む。）が終了し、終了事由である産前産後休業等に係る子または介護休業



に係る対象家族が死亡等した社員は、子が１歳６か月に達するまでの間で必要な日数につ

いて育児休業をすることができる。 

７ 次のいずれにも該当する社員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日数について育

児休業をすることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、子の１歳６か月の

誕生日応当日に限るものとする。ただし、配偶者が本項の休業を子の１歳の誕生日から開

始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とすることができ

る。 

 

（１）社員または配偶者が子の１歳６か月の誕生日応当日の前日に育児休業をしているこ

と 

（２）次のいずれかの事情があること 

① 保育所等に入所を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われない場合 

② 社員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳６か月以降育児に当

たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になっ

た場合 

（３）子の１歳６か月の誕生日応当日以降に本項の休業をしたことがないこと 

８ 前項にかかわらず、産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業

が始まったことにより第５項または第６項に基づく育児休業（再度の休業を含む）が終了

し、終了事由である産前・産後休業等に係る子または介護休業に係る対象家族が死亡等し

た社員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができ

る。 

 

第３条 育児休業の申出の手続き等 

育児休業を希望する者は、原則として育児休業を開始しようとする日（以下「育児休業開

始予定日」という）の１か月前（第２条第５項から第８項に基づく１歳および１歳６か月

を超える休業の場合は、２週間前）までに、育児休業申出書を会社に提出することにより

申出るものとする。なお、育児休業中の契約社員が労働契約を更新するに当たり、引き続

き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を育児休業開始予定日とし

て、育児休業申出書により再度の申出を行うものとする。 

２ 第２条第１項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一子につ

き２回までとする。 

（１）第２条第１項に基づく休業をした者が本条第１項後段の申出をしようとする場合 

（２）配偶者の死亡等特別の事情がある場合  

３ 第２条第５項または第６項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除

き、一子につき１回限りとする。 

（１）第２条第５項または第６項に基づく休業をした者が、本条第１項後段の申出をしよ

うとする場合 

（２）産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業が始まったことに

より第２条第５項または第６項に基づく休業が終了したが、終了事由である産前産後休業

等に係る子または介護休業に係る対象家族が死亡等した場合 

４ 第２条第７項または第８項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除

き、一子につき１回限りとする。 

（１）第２条第７項ｍたは第８項に基づく休業をした者が本条第１項後段の申出をしよう

とする場合 

（２）産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業が始まったことに

より第２条第７項または第８項に基づく育児休業が終了したが、終了事由である産前産後

休業等に係る子または介護休業に係る対象家族が死亡等した場合 



５ 会社は、育児休業申出書を受取るにあたり、必要最小限度の各種証明書の提出を求め

ることがある。 

６ 育児休業申出書が提出されたときは、会社はすみやかに当該育児休業申出書を提出し

た者（以下この章において「育休申出者」という。）に対し、育児休業取扱通知書を交付

する。 

７ 申出の日後に申出にかかる子が出生したときは、申出者は、出生後すみやかに会社に

育児休業対象児出生届を提出しなければならない。 

 

第４条 育児休業の申出の撤回等 

育休申出者は、育児休業開始予定日の前日までは、育児休業申出撤回届を会社に提出する

ことにより、育児休業の申出を撤回することができる。 

２ 育児休業申出撤回届が提出されたときは、会社はすみやかに当該育児休業申出撤回届

を提出した者に対し、育児休業取扱通知書を交付する。 

３ 第２条第１項に基づく休業の申出の撤回は、撤回１回につき１回休業したものとみな

し、第２条第５項または第６項および第７項または第８項に基づく休業の申出を撤回した

者は、特別の事情がない限り同一の子については再度申出をすることができない。 

ただし、第２条第１項に基づく休業の申出を撤回した者であっても、同条第５項または第

６項および第７項または第８項に基づく休業の申出をすることができ、第２条第５項また

は第６項に基づく休業の申出を撤回した者であっても、同条第７項または第８項に基づく

休業の申出をすることができる。 

４ 育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により申出者が休業申出にかかる子を

養育しないこととなった場合には、育児休業の申出はされなかったものとみなす。この場

合において、申出者は、原則として当該事由が生じた日に、会社にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

 

第５条 育児休業の期間等 

育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達するまでを限度として育児休業申出書に記

載された期間とする。なお、第２条第４項から第８項に基づく休業の場合は、それぞれ定

められた時期までを限度として社員の申出た期間とする。 

２ 前項にかかわらず、会社は育児・介護休業法の定めるところにより育児休業開始予定

日の指定を行うことができる。 

３ 社員は、育児休業期間変更申出書により会社に対して、育児休業開始予定日の１週間

前までに申出ることにより、育児休業開始予定日の繰上げ変更を、また、育児休業を終了

しようとする日（以下「育児休業終了予定日」という）の１か月前（第２条第５項から第

８項に基づく休業の場合は、２週間前）までに申出ることにより、育児休業終了予定日の

繰下げ変更を行うことができる。 

４ 前項の育児休業開始予定日の繰上げ変更および育児休業終了予定日の繰下げ変更は、

いずれも、原則として１回に限り行うことができる。ただし、第２条第５項から第８項に

基づく休業の場合には、第２条第１項に基づく休業とは別に、子が１歳から１歳６か月に

達するまでおよび１歳６か月から２歳に達するまでの期間内で１回、育児休業終了予定日

の繰下げ変更を行うことができる。 

５ 育児休業期間変更申出書が提出されたときは、会社はすみやかに当該育児休業期間変

更申出書を提出した者に対し、育児休業取扱通知書を交付する。 

６ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、

当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１）子の死亡等育児休業にかかる子を養育しないこととなった場合 

当該事由が生じた日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２

週間以内であって、会社と本人が話し合いの上で決定した日とする。） 



（２）育児休業にかかる子が１歳に達した場合等 

子が１歳に達した日（第２条第４項に基づく休業の場合を除く。第２条第５項および第６

項に基づく休業の場合は、子が１歳６か月に達した日。第２条第７項および第８項に基づ

く休業の場合は、子が２歳に達した日） 

（３）申出者について、産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業

期間が始まった場合 

当該休業開始日の前日 

（４）第２条第４項に基づく休業において、出生日以後の産前産後休業期間、出生時育児

休業および育児休業期間との合計が１年に達した場合 

当該１年に達した日 

７ 前項(１)の事由が生じた場合には、育休申出者は原則として当該事由が生じた日に会

社にその旨を通知しなければならない。 

 

第６条 出生時育児休業の対象者 

育児のために休業することを希望する社員であって、産後休業をしておらず、子の出生日

または出産予定日のいずれか遅い方から８週間以内の子と同居し、養育する者は、この規

則に定めるところにより４週間（28日）以内の期間の出生時育児休業をすることができ

る。ただし、契約社員にあっては、第２項に定める者に限り、出生時育児休業をすること

ができる。 

２ 出生時育児休業ができる契約社員は、申出時点において、子の出生日または出産予定

日のいずれか遅い方から起算して８週間を経過する日の翌日から６か月を経過する日まで

に労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない者とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、社員代表との労使協定により除外された、以下の社員か

らの出生時育児休業の申出は拒むことができる。 

（１）入社１年未満の社員 

（２）申出の日から８週間以内に雇用関係が終了することが明らかな社員 

（３）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

 

第７条 出生時育児休業の申出の手続き等 

出生時育児休業を希望する者は、原則として、出生時育児休業を開始しようとする日（以

下「出生時育児休業開始予定日」という）の２週間前【雇用環境整備の取組実施について

労使協定を締結している場合は、２週間超１か月以内で、労使協定で定める期限】まで

に、出生時育児休業申出書を会社に提出することにより申し出るものとする。なお、出生

時育児休業中の契約社員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望するに当た

り、引き続き休業を希望する場合には、更新された労働契約期間の初日を出生時育児休業

開始予定日として、出生時育児休業申出書により再度の申出を行うものとする。  

２ 第１項の申出は、一子につき２回まで分割できる。ただし、２回に分割する場合は２

回分まとめて申し出ることとする。まとめて申し出なかった場合は後の申出を拒む場合が

ある。  

３ 会社は、出生時育児休業申出書を受取るにあたり、必要最小限度の各種証明書の提出

を求めることがある。 

４ 出生時育児休業申出書が提出されたときは、会社は、速やかに当該出生時育児休業申

出書を提出した者（以下この章において「出生時育休申出者」という。）に対し、出生時

育児休業取扱通知書を交付する。  

５ 出生時育児休業の申出の日後に当該申出にかかる子が出生したときは、出生時育休申

出者は、出生後すみやかに会社に出生時育児休業対象児出生届を提出しなければならな

い。 

 



第８条 出生時育児休業の申出の撤回等 

出生時育休申出者は、出生時育児休業開始予定日の前日までは、出生時育児休業申出撤回

届を会社に提出することにより、出生時育児休業の申出を撤回することができる。  

２ 生時育児休業申出撤回届が提出されたときは、会社は速やかに当該出生時育児休業申

出撤回届を提出した者に対し、出生時育児休業取扱通知書を交付する。 

３ 第１項に基づく休業の申出の撤回は、撤回１回につき１回休業したものとみなし、み

なし含め２回休業した場合は、同一の子について再度申出をすることができない。 

４ 生時育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により出生時育休申出者が休業申

出に係る子を養育しないこととなった場合には、出生時育児休業の申出はされなかったも

のとみなす。この場合において、出生時育休申出者は、原則として当該事由が発生した日

に、会社にその旨を通知しなければならない。 

 

第９条 出生時育児休業の期間等 

出生時育児休業の期間は、原則として、子の出生後８週間以内のうち ４週間（28 日）を

限度として出生時育児休業申出書に記載された期間とする。  

２ 第１項にかかわらず、会社は、育児・介護休業法の定めるところにより出生時育児休

業開始予定日の指定を行うことができる。  

３ 社員は、出生時育児休業期間変更申出書により会社に、出生時育児休業開始予定日の 

１週間前までに申し出ることにより、出生時育児休業開始予定日の繰り上げ変更を休業 

１回につき １回、また、出生時育児休業を終了しようとする日（以下「出生時育児休業

終了予定日」という。）の２週間前までに申し出ることにより、出生時育児休業終了予定

日の繰り下げ変更を休業１回につき１回行うことができる。 

４ 出生時育児休業期間変更申出書が提出されたときは、会社は速やかに当該出生時育児

休業期間変更申出書を提出した者に対し、出生時育児休業取扱通知書を交付する。  

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、出生時育児休業は終了するもの

とし、当該出生時育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）子の死亡等出生時育児休業に係る子を養育しないこととなった場合 

当該事由が発生した日【なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から

２週間以内であって、会社と本人が話し合いの上決定した日とする。】 

（２）子の出生日の翌日または出産予定日の翌日のいずれか遅い方から８週間を経過した

場合 

子の出生日の翌日または出産予定日の翌日のいずれか遅い方から８週間を経過した日 

（３）子の出生日（出産予定日後に出生した場合は、出産予定日）以後に出生時育児休業

の日数が 28日に達した場合 

子の出生日（出産予定日後に出生した場合は、出産予定日）以後に出生時育児休業の日数

が 28日に達した日 

（４）出生時育休申出者について、産前産後休業、育児休業、介護休業または新たな出生

時育児休業期間が始まった場合 

当該休業開始日の前日 

６ 前項(１)の事由が生じた場合には、出生時育休申出者は、原則として当該事由が生じ

た日に会社にその旨を通知しなければならない。 

 

第１０条 出生時育児休業中の就業 

出生時育児休業中に就業することを希望する社員は、出生時育児休業中の就業可能日等申

出書を休業開始予定日の１週間前までに会社に提出するものとする。なお、１週間を切っ

ても休業前日までは提出を受け付けるものとする。 

２ 会社は、前項の申出があった場合は、申出の範囲内の就業日等を、申出書を提出した

社員に対して提示する。この場合、社員は、提示された就業日等について、出生時育児休



業中の就業日等の同意・不同意書を会社に提出するものとし、休業前日までに同意した場

合に限り、休業中に就業することができる。会社と社員の双方が就業日等に合意したとき

は、会社は、速やかに出生時育児休業中の就業日等通知書を交付する。 

３ 出生時育児休業中の就業上限は、次のとおりとする。 

（１）就業日数の合計は、出生時育児休業期間の所定労働日数の半分以下（１日未満の端

数切り捨て） 

（２）就業日の労働時間の合計は、出生時育児休業期間の所定労働時間の合計の半分以下 

（３）出生時育児休業開始予定日または出生時育児休業終了予定日に就業する場合は、当

該日の所定労働時間数に満たない時間 

４ 第１項の申出を変更する場合は出生時育児休業中の就業可能日等変更申出書を、撤回

する場合は出生時育児休業中の就業可能日等申出撤回届を休業前日までに会社に提出する

ものとする。就業可能日等申出撤回届が提出された場合は、会社は速やかに申出が撤回さ

れたことを通知する。 

５ 第２項で同意した就業日等を全部または一部撤回する場合は、出生時育児休業中の就

業日等撤回届を休業前日までに会社に提出するものとする。出生時育児休業開始後は、次

に該当する場合に限り、同意した就業日等の全部または一部を撤回することができるもの

とする。出生時育児休業中の就業日等撤回届が提出されたときは、会社は速やかに出生時

育児休業中の就業日等通知書を交付する。 

（１）出生時育児休業申出に係る子の親である配偶者の死亡 

（２）配偶者が負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害その他これらに準ずる心身

の状況により出生時育児休業申出に係る子を養育することが困難な状態になったこと 

（３）婚姻の解消その他の事情により配偶者が出生時育児休業申出に係る子と同居しない

こととなったこと 

（４）出生時育児休業申出に係る子が負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害その

他これらに準ずる心身の状況により、２週間以上の期間にわたり世話を必要とする状態に

なったとき 

 

 

第３章 介護休業制度 

第１１条 介護休業の対象者 

要介護状態にある家族を介護する社員は、この規程に定めるところにより介護休業をする

ことができる。ただし、契約社員にあっては、第２項に定める者に限り、介護休業をする

ことができる。 

２ 介護休業ができる契約社員は、申出時点において、介護休業開始予定日から 93日を経

過する日から６か月を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明ら

かでない者とする。 

３ この要介護状態にある家族とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害によ

り、２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある次の者をいう。 

（１）配偶者 

（２）父母 

（３）子 

（４）配偶者の父母 

（５）祖父母、兄弟姉妹または孫 

（６）その他会社が必要と認めた者 

４ 第１項の規定にかかわらず、社員代表との労使協定により除外された、以下の社員か

らの介護休業の申出は拒むことができる。 

（１）入社１年未満の社員 

（２）申出の日から 93日以内に雇用関係が終了することが明らかな社員 



（３）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

 

 

 

第１２条 介護休業の申出の手続等 

介護休業をすることを希望する者は、原則として介護休業開始予定日の２週間前までに、

介護休業申出書を会社に提出することにより申出るものとする。なお、介護休業中の契約

社員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合には、更新された労働

契約期間の初日を介護休業開始予定日として、介護休業申出書により再度の申出を行うも

のとする。 

２ 申出は、特別の事情がない限り、対象家族１人につき、通算 93日の範囲内で３回を上

限としてすることができる。ただし、前項後段の申出をしようとする場合にあっては、回

数の上限は適用しない。 

３ 会社は、介護休業申出書を受取るにあたり、必要最小限度の各種証明書の提出を求め

ることがある。 

４ 介護休業申出書が提出されたときは、会社はすみやかに当該介護休業申出書を提出し

た者（以下この章において「申出者」という）に対し、介護休業取扱通知書を交付する。 

 

第１３条 介護休業の申出の撤回等 

申出者は、介護休業開始予定日の前日までは、介護休業申出撤回届を会社に提出すること

により、介護休業の申出を撤回することができる。 

２ 介護休業申出撤回届が提出されたときは、会社はすみやかに当該介護休業申出撤回届

を提出した者に対し、介護休業取扱通知書を交付する。 

３ 介護休業の申出を２回連続して撤回した者について、当該家族について再度の申出は

することができない。ただし、特別の事情がある場合について会社がこれを適当と認めた

場合には、２回を超えて申し出ることができるものとする。 

４ 介護休業開始予定日の前日までに、申出にかかる家族の死亡等により申出者が家族を

介護しないこととなった場合には、介護休業の申出はされなかったものとみなす。この場

合において、申出者は、原則として当該事由が生じた日に、会社にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

 

第１４条 介護休業の期間等 

介護休業の期間は、対象家族１人につき、通算 93日の範囲内で、介護休業申出書に記載さ

れた期間とする。 

２ 前項にかかわらず、会社は育児・介護休業法の定めるところにより介護休業開始予定

日の指定を行うことができる。 

３ 社員は、介護休業期間変更申出書により会社に対して、介護休業を終了しようとする

日（以下「介護休業終了予定日」という）の２週間前までに申出ることにより、介護休業

終了予定日の繰下げ変更を行うことができる。この場合において、介護休業開始予定日か

ら変更後の介護休業終了予定日までの期間は通算 93日の範囲を超えないことを原則とす

る。 

４ 介護休業期間変更申出書が提出されたときは、会社はすみやかに当該介護休業期間変

更申出書を提出した者に対し、介護休業取扱通知書を交付する。 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、介護休業は終了するものとし、

当該介護休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１）家族の死亡等介護休業にかかる家族を介護しないこととなった場合 

当該事由が生じた日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２

週間以内であって、会社と本人が話し合いの上で決定した日とする。】 



（２）申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または新たな介護休業

が始まった場合 

当該休業開始日の前日 

６ 前項(１)の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に会社に

その旨を通知しなければならない。 

 

 

第４章 子の看護休暇 

 

第１５条 子の看護休暇 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員は、負傷し、もしくは疾病にかかった

当該子の世話をするために、または当該子に予防接種や健康診断を受けさせるために、就

業規則に規定する年次有給休暇とは別に、当該子が１人の場合は１年間につき 5日、２人

以上の場合は１年間につき 10日を限度として、子の看護休暇を取得することができる。

この場合の１年間とは、４月１日から翌年３月３１日までの期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、社員代表との労使協定により除外された、以下の社員から

の子の看護休暇の申出は拒むことができる。 

（１）入社６か月未満の社員 

（２）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

３ 子の看護休暇を取得できる社員は、始業時刻から連続または終業時刻まで連続して、

時間単位でこれを取得することができる。ただし、「社員代表との労使協定により除外さ

れた、業務の性質もしくは業務の実態体制に照らして、時間単位の子の看護休暇を取得す

ることが困難と認められる業務」に従事する社員から時間単位の子の看護休暇の申出は拒

むことができる。 

４ 子の看護休暇を取得しようとする者は、原則として、事前に子の看護休暇申出書を会

社に提出して申出なければならない。ただし、緊急かつやむを得ない事情がある場合に

は、当日始業時刻迄に電話連絡等により申出るものとし、事後すみやかに子の看護休暇申

出書を提出するものとする。 

５ 子の看護休暇を取得した日または時間は無給とする。 

６ 賞与、定期昇給および退職金がある場合において、その算定にあたっては、子の看護

休暇を取得した日または時間は通常の勤務をしたものとみなす。 

 

 

第５章 介護休暇 

 

第１６条 介護休暇 

要介護状態にある家族の介護その他の世話をする社員は、就業規則に規定する年次有給休

暇とは別に、当該対象家族が１人の場合は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間に

つき 10日を限度として、介護休暇を取得することができる。この場合の１年間とは、４

月１日から翌年３月３１日までの期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、社員代表との労使協定により除外された、以下の社員から

の介護休暇の申出は拒むことができる。 

（１）入社６か月未満の社員 

（２）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

３ 介護休暇を取得できる社員は、これを半日単位で取得することができる。ただし、次

の社員からの半日単位の介護休暇の申出は拒むことができる。 

（１）１日の所定労働時間が４時間以下である社員 



（２）社員代表との労使協定により除外された、業務の性質若しくは業務の実施体制に照

らして、半日単位の介護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する社員 

４ 社員代表との労使協定により次の事項を定めたときは、１日の所定労働時間の２分の

１以外の時間数を半日と定めることができる。 

（１）当該労使協定による単位で介護休暇を取得することができることとされる労働者の

範囲 

（２）介護休暇の取得の単位となる時間数（１日の所定労働時間に満たないものに限

る。） 

（３）介護休暇１日当たりの時間数（１日の所定労働時間を下回ることはできない。） 

５ 取得しようとする者は、原則として、事前に介護休暇申出書を会社に提出して申出な

ければならない。ただし、緊急かつやむを得ない事情がある場合には、当日始業時刻迄に

電話連絡等により申出るものとし、事後すみやかに介護休暇申出書を提出するものとす

る。 

６ 介護休暇を取得した日または時間は無給とする。 

７ 賞与、定期昇給および退職金がある場合において、その算定にあたっては、介護休暇

を取得した日または時間は通常の勤務をしたものとみなす。 

 

 

第６章 所定外労働の制限 

 

第１７条 育児・介護のための所定外労働の制限 

３歳に満たない子を養育する社員が当該子を養育するため、または要介護状態にある家族

の介護する社員が当該家族を介護するために申出た場合には、事業の正常な運営に支障が

ある場合を除き、所定労働時間を超えて労働をさせることはない。 

２ 前項の規定にかかわらず、社員代表との労使協定により除外された、以下の社員から

の所定外労働の免除の申出は拒むことができる。 

（１）入社１年未満の社員 

（２）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、１か月以上１年以内の期間（以下この章にお

いて「制限期間」という）について、制限を開始しようとする日（以下この章において

「制限開始予定日」という）および制限を終了しようとする日を明らかにして、制限開始

予定日の１か月前までに、育児・介護のための所定外労働制限申出書を会社に提出するも

のとする。この場合において、制限期間は第 13条第３項の制限期間と重複しないように

しなければならない。 

４ 会社は、所定外労働制限申出書を受取るにあたり、必要最小限度の各種証明書の提出

を求めることがある。 

５ 申出の日後に申出にかかる子が出生したときは、所定外労働制限申出書を提出した者

（以下この章において「申出者」という）は、出生後２週間以内に会社に所定外労働制限

対象児出生届を提出しなければならない。 

６ 制限開始予定日の前日までに、申出にかかる家族の死亡等により申出者が子の養育ま

たは家族の介護をしないこととなった場合には、申出はされなかったものとみなす。この

場合において、申出者は、原則として当該事由が生じた日に、会社にその旨を通知しなけ

ればならない。 

７ 次の(１)から(３)のいずれかの事由が生じた場合には、育児のための所定外労働の制

限期間は終了するものとし、次の(１)および(３)のいずれかの事由が生じた場合には、介

護のための所定外労働の制限期間は終了するものとする。また、当該制限期間の終了日は

当該各号に掲げる日とする。 



（１）子または家族の死亡等制限にかかる子を養育または家族を介護しないこととなった

場合、当該事由を生じた日 

（２）制限にかかる子が３歳に達した場合、当該３歳に達した日 

（３）申出者について、産前産後休業、育児休業または介護休業が始まった場合、当該休

業開始日の前日 

８ 前項(１)の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、会社

にその旨を通知しなければならない。 

 

 

第７章 時間外労働の制限 

 

第１８条 育児・介護のための時間外労働の制限 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員が当該子を養育するため、または要介

護状態にある家族を介護する社員が当該家族を介護するために申出た場合には、就業規則

の規定および時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合

を除き、１か月について 24時間、１年について 150時間を超えて時間外労働をさせるこ

とはない。 

２ 前項の規定にかかわらず、以下の社員からの育児または介護のための時間外労働の制

限の申出は拒むことができる。 

（１）入社１年未満の社員 

（２）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、１か月以上１年以内の期間（以下この章にお

いて「制限期間」という）について、制限を開始しようとする日（以下この章において

「制限開始予定日」という）および制限を終了しようとする日を明らかにして、制限開始

予定日の１か月前までに、育児・介護のための時間外労働制限申出書を会社に提出しなけ

ればならない。この場合において、制限期間は、前条第３項に規定する制限期間と重複し

ないようにしなければならない。 

４ 会社は、時間外労働制限申出書を受取るにあたり、必要最小限度の各種証明書の提出

を求めることがある。 

５ 申出の日後に申出にかかる子が出生したときは、時間外労働制限申出書を提出した者

（以下この章において「申出者」という）は、出生後すみやかに会社に時間外労働制限対

象児出生届を提出しなければならない。 

６ 制限開始予定日の前日までに、申出にかかる家族の死亡等により申出者が子を養育ま

たは介護しないこととなった場合には、申出はされなかったものとみなす。この場合にお

いて、申出者は、原則として当該事由が生じた日に、会社にその旨を通知しなければなら

ない。 

７ 次の(１)から(３)のいずれかの事由が生じた場合には、育児のための時間外労働の制

限期間は終了するものとし、次の(１)および(３)のいずれかの事由が生じた場合には、介

護のための時間外労働の制限期間は終了するものとする。また、当該制限期間の終了日は

当該各号に掲げる日とする。 

（１）子または家族の死亡等制限にかかる子を養育または家族を介護しないこととなった

場合、当該事由を生じた日 

（２）制限にかかる子が小学校就学の始期に達した場合、子が６歳に達する日の属する年

度の３月３１日 

（３）申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業が始ま

った場合、当該休業開始日の前日 

８ 前項(１)の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、会社

にその旨を通知しなければならない。 



第８章 深夜業の制限 

 

第１９条 育児・介護のための深夜業の制限 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員が当該子を養育するため、または要介

護状態にある家族を介護する社員が当該家族を介護するために申出た場合には、就業規則

の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、22時から５時までの間

（以下「深夜」という）に労働させることはない。 

２ 前項の規定にかかわらず、以下の社員からの深夜業の制限を申出は拒むことができ

る。 

（１）入社１年未満の社員 

（２）申出にかかる家族の 16歳以上の同居の家族が、次のいずれにも該当する社員 

① 深夜において就業していない者（１か月について深夜における就業日数が３日以下の

者を含む）であること。 

② 心身の状況が請求にかかる子の保育または家族の介護をすることができる者であるこ

と。 

③ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては 14週間）以内に出産予定でないか、または産後８

週間以内でない者であること。 

（３）１週間の所定労働日数が２日以下の社員 

（４）所定労働時間の全部が深夜にある社員 

３ 申出しようとする者は、１回につき、１か月以上６か月以内の期間（以下この章にお

いて「制限期間」という）について、制限を開始しようとする日（以下この章において

「制限開始予定日」という）および制限を終了しようとする日を明らかにして、制限開始

予定日の１か月前までに、育児・介護のための深夜業制限申出書を会社に提出しなければ

ならない。 

４ 会社は、深夜業制限申出書を受取るにあたり、必要最小限度の各種証明書の提出を求

める事がある。 

５ 申出の日後に申出にかかる子が出生したときは、深夜業制限申出書を提出した者（以

下この章において「申出者」という）は、出生後すみやかに会社に深夜業制限対象児出生

届を提出しなければならない。 

６ 制限開始予定日の前日までに、申出にかかる家族の死亡等により申出者が子を養育ま

たは家族を介護しないこととなった場合には、申出はされなかったものとみなす。この場

合において、申出者は、原則として当該事由が生じた日に、会社にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

７ 次の(１)から(３)のいずれかの事由が生じた場合には、育児のための深夜業の制限期

間は終了するものとし、次の(１)または(３)のいずれかの事由が生じた場合には、介護の

ための深夜業の制限期間は終了するものとする。また、当該制限期間の終了日は当該各号

に掲げる日とする。 

（１）子または家族の死亡等制限にかかる子を養育または家族を介護しないこととなった

場合、当該事由が生じた日 

（２）申出にかかる子が小学校就学の始期に達した場合、子が６歳に達する日の属する年

度の３月３１日 

（３）申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業が始ま

った場合、当該休業開始日の前日 

８ 前項(１)の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた日に、会社

にその旨を通知しなければならない。 

９ 制限期間中の賃金については、別途定める賃金規程に基づき、時間給換算した額を基

礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給する。 



10 深夜業の制限を受ける社員に対して、会社は必要に応じて昼間勤務へ転換させること

がある。 

 

 

第９章 短時間勤務制度等 

 

第２０条 育児短時間勤務制度 

社員で３歳に達するまでの子と同居し、養育する者は、申出ることにより、就業規則に規

定する所定労働時間について、６時間とすることができる。また、１歳に満たない子を育

てる女性社員はさらに別途 30分ずつ２回の育児時間を請求することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、以下の社員からの育児短時間勤務の申出は拒むことができ

る。 

（１）１日の所定労働時間が６時間以下である社員 

（２）社員代表との労使協定によって除外された次の社員 

① 入社１年未満の社員 

② １週間の所定労働日数が２日以下の社員 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、１か月以上１年以内の期間について、短縮を

開始しようとする日および短縮を終了しようとする日を明らかにして、原則として短縮開

始予定日の１か月前までに、育児短時間勤務申出書を会社に提出しなければならない。申

出書が提出されたときは、会社はすみやかに申出者に対し、育児短時間勤務取扱通知書を

交付する。その他適用のための手続等については、第３条から第５条までの規定（第３条

第２項および第４条第３項を除く）を準用する。 

４ この制度により短縮された所定労働時間については、給与を支給しない。 

５ 賞与を支給する場合においては、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間があ

るときは、その短縮した時間数に応じて按分計算して支給する。 

６ 定期昇給および退職金がある場合においては、その算定にあたり、本制度の適用を受

ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。 

 

第２１条 介護短時間勤務制度 

要介護状態にある対象家族を介護する社員は、申出ることにより、就業規則に規定する所

定労働時間について、６時間とすることができる。この介護短時間勤務制度は、社員がそ

の利用を開始する日として申し出た日から起算して３年間の間に２回まで利用できるもの

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、以下の社員からの介護のための短時間勤務の申出は拒むこ

とができる。 

（１）１日の所定労働時間が６時間以下である社員 

（２）社員代表との労使協定によって除外された次の社員 

① 入社１年未満の社員 

② １週間の所定労働日数が２日以下の社員 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、制度の適用を開始しようとする日および終了

しようとする日を明らかにして、原則として、適用開始予定日の２週間前までに、介護短

時間勤務申出書により会社に申出なければならない。申出書が提出されたときは、会社は

すみやかに申出者に対し、介護短時間勤務取扱通知書を交付する。その他適用のための手

続等については、第７条から第９条までの規定を準用する。 

４ この制度により短縮された所定労働時間については、給与を支給しない。 

５ 賞与を支給する場合においては、その算定対象期間に本制度の適用を受ける期間があ

るときは、その短縮した時間数に応じて按分計算して支給する。 



６ 定期昇給および退職金がある場合においては、その算定にあたり、本制度の適用を受

ける期間は通常の勤務をしているものとみなす。 

 

 

第１０章 育児休業等に関するハラスメントの防止 

 

第２２条 育児休業等に関するハラスメントの防止  

すべての社員は、第１章から第９章までの制度の申出・利用に関して、当該申出・利用す

る従業員の就業環境を害する言動を行ってはならない。 

２ 前項の言動を行ったと認められる社員に対しては、就業規則第４１条の規定に基づ

き、厳正に対処する。 

 

 

第１１章 その他の事項 

 

第２３条 育児・介護休業期間中の賃金等の取扱い 

育児・介護休業の期間については、基本給その他の月毎に支払われる賃金は支給しない。 

２ 賞与を支給する場合においては、その算定対象期間に育児・介護休業をした期間が含

まれる場合には、出勤日数により日割りで計算した額を支給する。 

３ 定期昇給がある場合、育児・介護休業の期間中は行わないものとし、育児・介護休業

期間中に定期昇給日が到来した者については、復職後に昇給させるものとする。 

４ 退職金を支給する場合、その算定に当たっては、育児・介護休業前と復職後の勤続期

間は通算するが、育児・介護休業の期間は勤続年数に算入しない。 

 

第２４条 介護休業期間中の社会保険料の取扱い 

介護休業により賃金が支払われない月における社会保険料の被保険者負担分は、原則とし

て会社は毎月社員に請求するものとし、社員は会社が指定する日までに会社指定の口座に

支払うものとする。 

 

第２５条 育児・介護休業期間中の住民税の取扱い 

育児・介護休業の期間の住民税の特別徴収については、育児休業期間中は原則として普通

徴収に切り替えることとし、介護休業期間中は原則として会社が毎月社員に請求するもの

とし、社員は会社が指定する日までに会社指定の口座に支払うものとする。 

 

第２６条 育児休業・出生時育児休業の期間中の現況の報告 

育児休業・出生時育児休業の期間中、少なくとも毎月１回は現況を会社に報告しなければ

ならない。 

 

第２６条の２ 育児休業・出生時育児休業に係る雇用環境の整備 

  会社は、育児休業・出生時育児休業の申出が円滑に行われるようにするため、自社の

社員に対する育児休業・出生時育児休業に係る研修の実施／育児休業・出生時育児休業に

関する相談体制の整備／自社の社員に対する育児休業・出生時育児休業に関する制度およ

び育児休業・出生時育児休業の取得の促進に関する方針の周知の措置を講ずる。  

 

第２６条の３ 円滑な取得および職場復帰支援 

 会社は、育児休業・出生時育児休業または介護休業等の取得を希望する社員に対して、

円滑な取得および職場復帰を支援するために、以下の措置を実施する。 



（１）社員またはその配偶者が妊娠・出産したことや社員が対象家族の介護を行っている

ことを知った場合、その社員に個別に育児休業・出生時育児休業または介護休業等に関す

る制度（育児・介護休業中および休業後の待遇や労働条件、その他の両立支援制度など）

の周知を実施する。 

 

第２６条の４ 妊娠・出産についての申出があった場合における措置 

１ 会社は、社員が、本人またはその配偶者が妊娠・出産したことを申し出たときは、そ

の社員に個別に次の事項を周知するとともに、育児休業・出生時育児休業の申出に係るそ

の社員の意向を確認するものとする。  

（１）育児休業・出生時育児休業に関する制度 

（２）育児休業・出生時育児休業の申出先 

（３）雇用保険から支給される育児休業給付に関すること 

（４）社員が育児休業・出生時育児休業の期間について負担すべき社会保険料の取り扱い  

２ 前項の周知および意向確認は、【面談／書面の交付／ＦＡＸの送信／電子メール等の

送信】により行う。 

 

第２７条 復職後の勤務 

育児・介護休業後の勤務は、原則として、休業直前の部署および職務とする。 

２ 前項にかかわらず、本人の希望がある場合および組織の変更等やむを得ない事情があ

る場合には、あらかじめ本人に通知し部署および職務の変更を行うことがある。 

 

第２８条 年次有給休暇 

年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定にあたっては、育児・介護休業をした日は

出勤したものとみなす。 

 

第２９条 法令との関係 

育児・介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のための所定外労働、時間外労働

および深夜業の制限ならびに短時間勤務等の措置に関して、この規程に定めのないことに

ついては、育児・介護休業法その他の法令の定めるところによる。 

 

附則 

この規程は令和２年８月２１日より施行する。 

附則 

この規程は令和４年４月 1日より改定施行する。 



給与規程 

 

 

(総 則) 

第１条 この規程は、就業規則第７７条の規定にもとづき、従業員の給与について定める。 

 

(適用範囲) 

第２条 本規程は、正社員に適用する。正社員以外の者については労働条件通知書兼労働

契約書にて定める。 

 

(賃金の原則) 

第３条 賃金とは、社員の労働の代償として支払われるものをいう。したがって、社員が

労働しないときは別段の定めによる場合のほかは賃金を支払わない。法定労働時間を超え

る労働については、指揮命令をした時のみ、割増賃金を支払う。 

 

(給与の種類)  

第４条 従業員の給与は、月給制（完全月給制ではなく、ノーワークノーペイの原則に従

う）とし、それぞれ次に掲げる区分により支給する。 

（１）基本給 

（２）諸手当  役職手当 

        通勤手当 

        在宅勤務手当 

（３）割増給与 時間外労働手当 

        休日労働手当 

        深夜労働手当 

 

(休暇休業等の賃金) 

第５条 年次有給休暇および特別休暇に定める休暇期間中は、所定労働時間労働したとき

に支払われる通常の賃金を支払う。 

２ 次の休暇および休業期間等は無給とする。 

（１）産前産後休業 

（２）育児・介護休業規程による休業、休暇等 

（３）育児時間 

（４）生理休暇の日または時間 

（５）母性健康管理のための休暇等の時間 

（６）裁判員休暇 

（７）公民権行使の時間 



（８）就業規則第２１条に定める休職期間、ただし出向による休職は除く 

３ 会社の責めに帰すべき事由により、休業したときは、休業手当を支給する。休業手当

の額は、１日につき平均賃金の６割とする。 

 

(基本給) 

第６条 基本給は、学歴・性別・国籍を問わず、これまでの職業経験、年齢等を総合的に

勘案し、代表取締役が決定する。 

 

(役職手当) 

第７条 役職手当は、職務上地位にある者に対して、その役割への責任及び業務量に応じ

次のとおり支給する。 

（１）部長職 ５０，０００円 

（２）課長職 ３０，０００円 

（３）係長職 １０，０００円 

（４）主任職  ５，０００円 

 

(在宅勤務手当) 

第８条 会社の指示による在宅勤務その他必要と判断された場合、在宅勤務手当として１

ヶ月３，０００円を支給する。 

 

(時間外労働手当、休日労働手当、深夜労働手当) 

第９条 割増賃金は、次の算式により計算して支給する。 

（１）時間外労働手当(法定労働時間を超えた場合) 

 1 時間当たり賃金 × １．２５ × 当該労働時間数 

（２）休日労働手当(法定休日に労働させた場合) 

 1 時間当たり賃金 × １．３５ × 当該労働時間数 

（３）深夜労働手当(午後 10 時～午前 5 時の間に労働させた場合) 

 1 時間当たり賃金 × ０．２５ × 当該労働時間数 

２ 前項の「１時間当たり賃金」は、次の算式により計算する。 

 基本給 ÷ 1 ヶ月平均所定労働時間数 

３ 前項の「1 ヶ月平均所定労働時間」を算出する際の 1 年間の所定労働日数は毎年 6 月

２１日（期首給与計算期間の始まり）を起算日とする。 

 

(給与改定) 

第１０条 給与改定の時期は ７月とする。給与改定の実施については、プラスソーシャル

インベストメント株式会社（以下、当社）の業績、社会情勢等を勘案して毎年決定する。 

２ 給与改定は、職員の勤務状況、業績等を勘案して各人ごとに、代表取締役が決定する。 



 

(給与日割り計算) 

第１１条 給与計算期間の途中に入社、退職、休職又は復職した場合は、その月の給与を

下記の算式により日割り計算して支払う。なお、欠勤の場合は下記の計算式により欠勤控

除を行う。 

  (基本給＋諸手当) ÷ 該当月の１ヶ月所定労働日数 × 出勤日数 

 

(遅刻・早退控除) 

第１２条 所定労働時間に対し、遅刻早退した者については、その時間分を下記の計算式

により控除を行う。なお、フレックスタイム制を導入している場合は、1 清算期間で定め

られた所定労働時間に満たない場合には、下記の計算式により算出した時間分の控除を行

う。 

 (基本給＋諸手当) ÷ 該当月の１ヶ月所定労働時間 × 遅刻・早退の時間数 

 

（事業場内最低賃金） 

第１３条 当社における最も低い賃金額は、時間給又は時間換算額 1,010 円とする。 

ただし、最低賃金法(昭和 34 年法律第 137 号)第 7 条に基づく最低賃金の減額の特例許可

を受けた者を除く。 

２． 前項の賃金額には、最低賃金法第 4 条第 3 項に定める賃金を算入しない。 

また、時間換算額の算出方法は、最低賃金法施行規則第 2 条の定めるところによる。 

 

(通勤手当)  

第１４条  通勤手当は,最寄駅より勤務先事業所最寄駅までの 6 ヶ月定期代を半年ごとに支

給する。ただし、300,000 円(月額 50,000 円)を上限に支給する。 

２ 前項の利用する交通機関及び通勤実費については、管理責任者の承認を要する。 

３ 職員が次の各号に該当する場合速やかに清算をおこなう。 

 (１)従業員に該当しなくなった場合 

 (２)住所又は居所の変更その他の事由により通勤の経路又は手段を変更した場合 

 (３)出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の 1 日から末日までの全日数にわた 

   り通勤しなかったときは、支給しない。 

 (４)休職した場合 

 (５)退職した場合 

(６)在宅勤務となった場合 

４ 在宅勤務時、勤務地への出勤が週に４日未満の場合の通勤手当については、通勤手当

と実際に通勤に要する往復運賃の実費のいずれか安い金額を給与支給日に支給するものと

する。 

５ 遠隔地より通勤するものについては、管理責任者の判断に基づき、同条１項に定める



手当以外に支給する場合がある。 

６ 通勤手段は原則公共交通機関を利用するものとする。ただし、管理責任者が許可をし

た場合はこの限りではない。 

７ 前項で許可をした交通手段で自家用車等を用いる場合は以下の表の金額以内とする。 

 

片道の通勤距離 １ヶ月の支給上限額 

１０キロメートル未満 ４，２００円 

１０キロメートル以上１５キロメートル未満 ７，１００円 

１５キロメートル以上２５キロメートル未満 １２，９００円 

２５キロメートル以上３５キロメートル未満 １８，７００円 

３５キロメートル以上４５キロメートル未満 ２４，４００円 

４５キロメートル以上５５キロメートル未満 ２８，０００円 

５５キロメートル以上 ３１，６００円 

 

 

(通勤手当計算方法) 

第１５条 給与計算期間の途中に入社、退職、休職又は復職した場合における当該事由の

発生した月の通勤手当の額は、1 ヶ月の定期代と往復交通費に出勤日数をかけた金額の何

れか安い金額を支給する。定期代残高がある場合は返金する。 

 

(給与の支給日)  

第１６条  給与の計算期間は前月 21 日より当月 20 日までとし、支給日は当月の 25 日 (そ

の日が休日に当るときはその前日、以下順次繰り上げ)とする。 

２ ただし、時間外労働手当、休日労働手当、深夜労働手当については翌月 25 日支払いと

する。 

 

（賃金の支払方法） 

第１７条 賃金は、全額通貨で直接社員に支払う。ただし、社員の同意により社員が希望

する金融機関等の口座（本人名義口座に限る）への振込により支払う。 

２ 前項の規定にかかわらず、退職時のほか会社が特に必要と認める場合には本人指定金

融機関等の口座への振込によらず、直接手渡しにより支払う。 

 

（賃金の控除） 

第１８条 次に掲げるものは、賃金から控除する。 

（１）源泉所得税 

（２）住民税(市町村民税および都道府県民税) 

（３）健康保険料(介護保険料を含む)および厚生年金保険料の被保険者負担分 



（４）雇用保険の保険料の被保険者負担分 

（５）社員代表との書面協定により賃金から控除することとしたもの 

２ 休職期間中など、支払われる賃金の総額が控除すべき金銭の金額を下回る場合、社員

はその差額について控除すべき月の末日までに、会社に支払わなければならない。 

３ 前項の支払いについて、原則として会社が指定する銀行口座に振込むこととする。 

 

 (季節手当) 

第１９条 季節手当の支給月は、原則として年２回とし、その額は、職員の勤怠実績、勤

務 成果および当社の財政状況を勘案し、代表取締役が決定する。 

２ 季節手当の支給対象期間は、次のとおりとする。 

  冬季手当 当年６月２１日より当年１２月２０日まで  

  期末手当 前年１２月２１日より当年６月２０日まで 

３ 季節手当の支給対象者は、支給対象期間の全て若しくは一部に在籍し、季節手当の支

給日現在に在籍する者に支給する。 

４ 前各項にかかわらず、当社の業績、社会情勢等やむを得ない事由があるときは、支給

時期を延期、又は支給しないことがある。 

 

附則 

 

（規程の所轄部署及び改廃） 

 この規程の所管部署は管理部とする。実施に関し、必要な事項については、代表取締役が

定める。 

 

 

制定 平成２８年１１月１０日 

改定 令和２年８月２１日 

改定 令和５年４月２１日 

第１３条の規程の追加は、令和 5 年 9 月２１日から施行する。 

 

 



苦情処理に関する規程 
 

 

（目的） 

第１条 この規程は、当社が行う自己募集、みなし有価証券の売買、およびその他の取引等

（以下、「自己募集その他の取引等」という。）に対する投資者からの苦情の申出、および

紛争の解決の申立てへの対応について必要な事項を定め、公正中立な立場からの迅速か

つ透明度の高い対応を図ることにより、投資者の信頼を確保し、もって第二種金融商品取

引業等の健全な発展に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「苦情」とは、当社の自己募集その他の取引等に関し、投資者が

当社に対して責任もしくは責務に基づく行為を求めるもの、または損害が発生するとし

て賠償もしくは改善を求めるもの等、当社に不満足を表明するものをいう。 

２ この規程において「紛争」とは、前号に掲げる苦情のうち、当事者間による解決ができ

ないものをいう。 

 

（業務の委託） 

第３条 当社は、次の各号に掲げる業務を、一般社団法人第二種金融商品取引業協会（以下、

「協会」という。）を通じて特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（以

下、「ＦＩＮＭＡＣ」という。）を利用する方法により行う。 

（１）当社の業務に対する投資者からの苦情の解決を図ること。 

（２）当社と投資者との間の紛争を解決するための斡旋を行うこと。 

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、当社が必要と認めるときは、前項第１号に掲げる業

務について関与することができる。 

３ 当社は、第１項の業務の実施に付随して、投資者からの自己募集その他の取引等に関す

る相談に応じる事務を協会を通じてＦＩＮＭＡＣに依頼することができる。 

４ 第１項の業務の委託に関し、苦情解決または斡旋の業務の範囲、費用負担の方法、およ

びその他必要な事項については、協会とＦＩＮＭＡＣとの協定により定める。 

５ この規程に定めるもののほか、ＦＩＮＭＡＣに委託する苦情解決および斡旋の業務に

関する必要な事項は、ＦＩＮＭＡＣの規則で定めるところによる。 

 

（苦情または紛争の解決の促進） 

第４条 当社は、投資者からの当社の業務に対する苦情または紛争の解決の促進を図るた

め、ＦＩＮＭＡＣの業務に誠実に協力するものとする。 



（苦情解決への協力） 

第５条 当社は、投資者からの苦情の解決のために、ＦＩＮＭＡＣから事情の説明、見解の

表明、投資者への回答、投資者との相対交渉、および対応結果について報告等を求められ

た場合は、これに協力するものとする。 

 

（斡旋手続への参加、およびＦＩＮＭＡＣの規則の遵守） 

第６条 投資者からＦＩＮＭＡＣに対して斡旋の申立てがあった場合において、当該申立

てに係る紛争の相手方が当社であるときは、当該紛争についてＦＩＮＭＡＣが斡旋を行

うことを応諾し、当該斡旋手続に参加するものとする。この場合、当社は、当該斡旋手続

に関し、ＦＩＮＭＡＣの規則に従うものとする。 

２ 当社は、当社の投資者を相手方としてＦＩＮＭＡＣに対して斡旋の申立てを行った場

合は、当該斡旋手続に関し、ＦＩＮＭＡＣの規則に従うものとする。 

 

（周知） 

第７条 当社は、広くＦＩＮＭＡＣの業務の周知に努めるものとする。 

２ 当社は、同種の苦情および紛争の再発防止に資するため、ＦＩＮＭＡＣが行った相談、

苦情の解決または斡旋の状況について、当事者の秘密に関する事項を除き、その概要を当

社の役職員に周知するものとする。 

 

（必要な措置の要請） 

第８条 当社は、ＦＩＮＭＡＣが苦情および紛争の解決の業務に関し、当社の法令等遵守態

勢等に鑑みて、協会に対して必要な措置をとるよう要請をしたときは、協会の事情聴取等

の調査に協力するものとする。 

 

（規則遵守状況の報告） 

第９条 当社は、ＦＩＮＭＡＣが苦情および紛争の解決の業務に関し、当社の法令等遵守態

勢等について報告を求めたときは、速やかにこれに応じるものとする。 

 

（投資者からの苦情および紛争処理態勢の整備） 

第１０条 当社は、投資者からの苦情の申出および投資者との間の紛争について、担当部署

を定める等社内管理態勢を整備し、その適切な処理に努めるものとする。 

２ 当社において、前項の担当部署は、コンプライアンス部とする。 

 

附則 

 この規程は平成 29年 8月 15日より施行する。 



慶弔見舞金規程 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、就業規則第７９条に基づき、社員の慶弔金ならびに見舞金の支給に

関する事項について定める。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、就業規則第４条に定める社員に適用する。 

２ 契約社員、パートタイマーその他臨時に雇用する者については、本規程に準じてその

都度決定する。 

 

（勤続年数の計算） 

第３条 この規程で定める勤続年数は入社日より計算し、１年未満の端数は切り捨てるも

のとする。 

 

（種類） 

第４条 慶弔見舞金の種類は、次のとおりとする。 

（１）結婚祝金 

（２）出産祝金 

（３）弔慰金（業務上・業務外） 

（４）傷病見舞金 

（５）災害見舞金 

 

 （届出） 

第５条 社員またはその家族が、本規程の定めるところにより慶弔見舞金を受けようとす

るときは、その事実を証明する書類を提示し、その都度会社に届け出なければならない。

ただし、会社が認めた場合は、添付する書類の一部又は全部を省略することができる。 

２ 従業員が、この規程により慶弔見舞金を受けようとする場合は、所定の様式によって、

会社に届け出なければならない。 

 

（重複不支給） 

第６条 本規程による慶弔見舞金は、１家族２名以上勤務している者にかかる同一支給事

由の場合、原則として重複して支給することはない。重複した場合には役職上位にある者

1 名に対して支給する。ただし、役職が同じ場合は年齢が上の者を支給対象者とする。 



 

（給付金の返還） 

第７条 社員が虚偽の届出により本規程に定める給付金を受給した場合は、給付金を即時

返還しなければならない。 

 

（各種社会保険法との関係） 

第８条 本規程に定める慶弔見舞金は、労働者災害補償保険法、その他各種社会保険法等

による給付金にかかわりなく支給する。 

 

（特例の扱い） 

第９条 慶弔見舞金について会社が適当と認めたときは、本規程に定められた金額によら

ない場合がある。 

 

 

第２章 祝金 

 

（結婚祝金） 

第１０条 社員が在職中に結婚した場合、本人に対して、次により祝金を支給する。 

３０,０００円 

２ 結婚の当事者双方が社員であるときは、第６条の定めにかかわらず、その各々に祝金

を支給する。 

３ 結婚祝金は、再婚までを対象とし、その後の結婚は対象としない。 

４ 結婚祝金を請求する従業員は、原則として、結婚祝金請求書に、結婚を証明する書類

（結婚届受理証明書の写しなど）を添えて提出しなければならない。 

 

（出産祝金） 

第１１条 社員またはその配偶者が子を出産したときは、次により祝金を支給する。 

１０,０００円 

２ 前項にかかわらず、死産および出産後１週間以内の死亡には支給しない。 

 

 

第３章 弔慰金 

 

 （弔慰金） 

第１２条 社員またはその家族が死亡した場合は、遺族または社員に対して次により弔慰

金を支給する。 

（１）業務上死亡 



勤続年数１年未満 １００，０００円 

勤続年数１年以上 １５０，０００円 

勤続年数５年以上 ２００，０００円 

勤続年数１０年以上 ３００，０００円 

 

（２）業務外死亡 

勤続年数１年未満 ５０，０００円 

勤続年数１年以上 １００，０００円 

勤続年数５年以上 １５０，０００円 

勤続年数１０年以上 ２００，０００円 

 

（３）家族死亡 

配偶者 ３０，０００円 

 

（供花等の扱い） 

第１３条 社員またはその家族が死亡した場合における社葬、供花および葬祭料、供花料

等の支給については、死亡原因の状況、職位、勤続、功績等を勘案し、その都度会社が審

議して決定する 

 

 

第４章    見舞金 

 

 （業務上傷病見舞金）  

第１４条 社員が業務上の事由に基づく傷病により、休業が連続して１ヶ月以上に及んだ

ときは、次により見舞金を支給する。ただし、その傷病の程度と事情により増額すること

がある。 

３０,０００円 

 

 

（災害見舞金）  

第１５条 非常災害により住居や家財に損害を受けた時はその状況に応じて見舞金を支給

する。 

 

（供花などの扱い） 

第１６条 社員およびその家族が死亡した場合は社葬、供花および葬祭料、供花料等の支

給については、死亡原因の状況、職位、勤続、功績等を勘案し、その都度会社が審議して



決める。 

 

（特例の扱い） 

第１７条 前各条の慶弔見舞金について会社が適当と認めたときは、本規程に定められた

金額によらない場合がある。 

 

附  則 

（規程の所轄部署及び改廃） 

 この規程の所管部署は管理部とする。改廃は、取締役会の決議によるものとする。 

 

 

制定 平成 28 年 11 月 10 日 

改定 令和２年８月２１日 



経理規程 

 

第１章 総則 

（目的） 

第 1 条 この規程は、当社の経理業務を正確かつ迅速に処理し、財政状態および経営成績

に関して真実の報告を提供するとともに、経営効率向上の資とすることを目的とする。 

（適用範囲） 

第 2 条 当社の経理業務は、この規程の定めるところによって処理する。ただし、この規

程に定めのない場合は、管理部長の指示に従う。 

（経理処理の原則） 

第 3 条 当社の経理処理は、法令及び一般に公正妥当と認められる企業会計の原則に準拠

する。 

（会計年度） 

第 4条 当社の会計年度は定款に定める事業年度に従い、毎年７月 1 日より翌年６月 30 日

までとする。 

（会計単位及び区分管理） 

第 5 条 当社の会計単位は、全社をもって１単位とする。また、取り扱っているプロジェ

クトごとに会計を区分管理している。 

 

（経理責任者） 

第 6 条 経理責任者は、管理部長とする。 

 ２. 経理責任者は、業務担当者を任命することができる。 

 ３. 経理責任者は、第１条に定める目的を達成するために必要な事項を決定し、また決

定された事項の遵守を監視する責務を負う。 

（保存期間） 

第 7条 経理に関する帳簿・伝票及び書類の保存期間は次のとおりとする。 

（1）決算書及びその付属明細書     永久保存 

（2）総勘定元帳、会計伝票、補助元帳 １０年 

（3）証憑書類             ７年 

（4）その他の管理資料         ５年 

 ２．保存期間は、各決算期末の翌日を起算日とする。 

（経理データの取扱い） 

第 8条 経理責任者は、経理データを取り扱うものを選任し、経理データの閲覧及び作成・

編集・加工の権限を与え、適切に管理する。 

（解釈上の疑義） 

第 9 条 この規程の解釈について疑義を生じた場合、経理責任者は関係部署の長と協議の

うえ、これを決定する。 

（規程の改廃） 

第 10 条 この規程の改廃は、取締役会の決議により、改廃する。 

 

第２章 勘定科目及び帳簿組織 

（勘定科目） 

第 11 条 勘定科目は、資産、負債および純資産ならびに費用、収益の内容を明瞭に表示す



るように設定しなければならない。 

2 勘定科目の名称は、別に定める勘定科目一覧表によるものとする。 

（会計処理の原則） 

第 12 条 会計処理を行うにあたっては、特に次の原則に留意しなければならない。 

(1) 貸借対照表は、会社の財政状態を明らかにするために、貸借対照表日におけるすべて

の資産、負債および資本を正しく表示するものでなければならない。 

(2) 損益計算書は、会社の経営成績を明らかにするため、一会計期間に属するすべての収

益とこれに対応するすべての費用とを記載して経常利益を表示し、これに特別損益に

属する項目を加減して当期純利益を表示しなければならない。 

(3) 財務諸表は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて作成し

なければならない。 

(4) 会計処理の原則及び手続きならびに財務諸表の表示方法は、毎会計年度これを継続し

て適用し、みだりに変更してはならない。 

(5) 重要性の乏しいものについては、会計処理の原則及び手続きならびに財務諸表の表示

方法の適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他の簡便な方法によることができ

る。 

（会計帳簿） 

第 13 条 会計帳簿は、次のとおりとする。 

(1) 主要簿 ・仕訳帳 

    ・総勘定元帳 

(2) 補助簿 ・現金出納帳 

    ・預金出納帳 

    ・固定資産台帳 

    ・その他必要な勘定補助簿 

 ２．仕訳帳は、会計伝票をもってこれに代える。 

 ３．補助簿は、これを必要とする勘定科目について備え、会計伝票ならびに総勘定元帳

と照合して齟齬にないように作成しなければならない。 

（会計伝票） 

第 14 条 一切の取引に関する記帳整理は、会計伝票により行うものとする。 

 ２．会計伝票は、下記の諸票を総称するものである。 

  (1)通常の経理仕訳伝票 

  (2)コンピュータ会計における、インプットのための所定様式による会計原票 

  (3)コンピュータを基幹とする情報システムの情報処理過程でつくられる会計情報につ

いての諸票類のうち、会計原票と認定した諸票 

 ３．会計伝票は、次のとおりとし、その様式は別に定める。 

  (1)入金伝票 

  (2)出金伝票 

  (3)振替伝票 

 ４．会計伝票は、証憑に基づいて作成し、証憑は会計伝票との関連付けが明らかとなる

ように保存するものとする。「証憑」とは請求書・領収書など会計伝票の正当性を立証す

る書類をいう。 

 ５．会計伝票には、勘定科目、取引年月日、数量、金額、相手方等取引内容を簡単かつ

明瞭に記載しなければならない。 

（記帳） 

第 15 条 総勘定元帳は、すべて会計伝票にもとづいて記帳しなければならない。 

 ２．補助簿は、会期伝票またはその証憑書類に基づいて記帳しなければならない。 



 ３．毎月末において補助簿の借方、貸方の合計および残高は、総勘定元帳の当該勘定科

目の金額と照合確認しなければならない。 

（帳簿の更新） 

第 16 条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。 

 

第３章 金銭 

（金銭の範囲） 

第 16条 金銭とは現金および預金をいい、現金とは通貨、受取小切手、郵便為替証書、支

払い期限の到来した公社債利札、配当金受取証などをいう。 

2 受取手形、切手および印紙は、管理上金銭に準じて取り扱う。 

（金銭業務） 

第 17 条 この規程において金銭業務とは、金銭の出納および管理保管業務をいう。 

（金銭業務責任者） 

第 18 条 金銭業務責任者は管理部長とし、出納担当者を定めるものとする。 

 ２．金銭の出納は、出納担当者以外行うことができない。 

（金銭の管理） 

第 19 条 金銭は、原則として当社の銀行預金口座へ預け入れ、手持ち現金はもたないもの

とする。 

（金銭支払手続） 

第 20 条 金銭の支払にあたって、当該担当者は支払申請書等により、経理責任者の承認を

得る。経理責任者は、以下のことを確認した上で、金銭支払の承認を行う。 

(1)当社の費用負担とすることが妥当であること 

(2)支払金額が、当社の規程、契約等に照らして妥当であること 

２．経理担当者は、金銭支払にあたり、その他取引を証する書類に基づいて以下のこと

を確認し、出納手続きを行う。 

 (1)経理責任者の承認が得られていること 

 (2)支払先、支払金額が正しいこと 

 (3)勘定科目が正しいこと 

（金銭支払方法） 

第 21 条 銀行振込により支払を行う場合は、原則として銀行のインターネットバンキング

を利用する。 

 ２．以下の場合は銀行のインターネットバンキングを利用せず、預金払出票により支払

を行うことができる。 

  (1)税金・公共料金の支払（税金・公共料金支払依頼書用紙がある場合は、これを使用

する） 

  (2)その他振込用紙が添付されており、経理責任者が振込用紙での振込を承認したもの 

 ３．定例的に支払われる費用については、支払先の要望があれば、預金自動振替による

支払を行うことができる。 

 ４．小切手および手形による支払は行わないものとする。 

（領収証の受領） 

第 22 条 金銭の支払については、最終受取人の署名のある領収証を受け取らなければなら

ない。ただし、所定の領収証を受け取ることができない場合は、別に定める支払証明書

をもってこれに代えることができる。 

 ２．銀行振込の方法により支払を行う場合は、前項による領収証を受け取らないことが

できる。 



（請求書の発行） 

第 23 条 当該担当者は、金銭債権の発生後遅滞なく請求を行わなければならない。 

２．前項の請求を行う場合には、特別な事由がない限り、所定の請求書の発行をもって

行わなければならない。 

３．請求書の発行にあたり、当該担当者は、審査部および代表取締役の承認を得なけれ

ばならない。 

（金銭の収納と領収書の発行） 

第 24 条 金銭の収納は原則として全て銀行振込によるものとする。 

２．銀行振込みにより金銭を収納したときには、経理担当者は当該担当者にその旨を通

知する。 

（印鑑等の管理） 

第 25 条 銀行印および預金通帳は、常に鍵のかかる場所で保管する。経理担当者は、退社

時に必ず施錠する。 

（現預金の残高管理） 

第 26条 経理担当者は、次項以下に定める手続に従い、現預金、および印紙の残高を管理

しなければならない。 

 ２．預金の残高は、 翌月 10 日までに、毎月末の預金通帳（預金証書）の残高と総勘定

元帳の残高を突合せしなければならない。また期末には、金融機関発行の預金残高証明

書と総勘定元帳の残高を照合しなければならない。 

３．切手および印紙は、所定の印紙・切手管理表を作成して受払いを明確にして残高を

管理しなければならない。 

４．金銭に過不足を生じた場合は、経理担当者は速やかにその原因を調査し、別に定め

る過不足顛末書を作成した上でその処理について経理責任者の指示を受けなければなら

ない。 

（現預金等の紛失） 

第 27 条 経理担当者は、金銭、通帳、銀行印等の紛失、または盗難事故にあった場合には

速やかに経理責任者に報告し、その指示を仰ぐ。 

 ２．経理責任者は、前項の報告を受けた場合には、速やかに預金出納停止手続きその他

適切な応急処置を講じ、事故防止に努めなければならない。 

 

第４章 固定資産 

（固定資産の範囲） 

第 28 条 この規程において固定資産とは、次のものをいう。本章においてはこのうち、（1）

有形固定資産および（2）無形固定資産についての取扱いを定めるものとする。 

（1）有形固定資産 

建物、構築物、車両および運搬具、工具器具および備品、土地、建設仮勘定、ソフトウ

ェアなど 

（2）無形固定資産 

借地権、商標権など 

（3）投資など 

投資有価証券、子会社株式、関係会社株式、長期貸付金、差入敷金保証金など 

（取得手続） 

第 29 条 固定資産の取得は、稟議書に見積書等を添付し、稟議手続を経て行う。ただし、

当該事項が取締役会規則に定める付議事項に該当するときは、稟議決裁の後取締役会の

決議を経て行うものとする。 



（取得原価） 

第 30 条 固定資産の取得原価は、原則として購入代価または製造原価に付随費用を加算し

た額とする。 

（減価償却） 

第31条 固定資産のうち減価償却資産については、取得原価の適正な期間配分の観点から、

法人税法の規定に従い計画的規則的に減価償却を行う。 

（除却および売却） 

第 32 条 固定資産の除却、売却は、稟議規程の定めに従い稟議手続を経て行う。ただし、

当該事項が取締役会規則に定める付議事項に該当するときは、稟議決裁の後取締役会の

決議を経て行うものとする。 

（管理責任者） 

第 33 条 固定資産の管理責任者は、管理部長とする。 

 

第５章 予算 

（予算の編成実行） 

第 34 条 毎事業年度のはじめに事業計画に基づいて収支予算を編成するものとする。予算

の編成は、事業計画を明確な係数的目標をもって表示し、以って事業の円滑な運営を図

ることを目的とする。 

 

第６章 決算 

（目的） 

第 35 条 決算は、一定期間における経営活動の成果を計算するとともに、その末日におけ

る財政状態を明らかにすることを目的とする。 

 

（決算の種類） 

第 36条 決算は、これを分けて月次決算、期末決算とする。 

2 決算期間は、次のとおり定める。 

（1）月次決算 毎月その月の初日から末日までとする。 

（2）期末決算 会計年度すなわち 7 月 1 日から翌年 6 月 30 日までとする。 

（決算書類の作成） 

第 37 条 月次決算および期末決算において作成する書類は、次のとおりとする。 

(1) 月次決算 

① 残高試算表 

(2) 期末決算 

① 貸借対照表 

② 損益計算書 

③ 販売費及び一般管理費内訳書 

④ 株主資本等変動計算書 

⑤ その他必要な書類 

 

附則 

 この規程は、令和 4 年 3 月 18 日より施行する。 

 



勘定科⽬⼀覧表 令和4年4⽉18⽇時点
⼤区分 中・⼩区分 勘定科⽬ 内容

資産の部 流動資産 現⾦
⽀払⽬的等のために所有する貨幣および貨幣代⽤物を処理する勘定
（他⼈振出⼩切⼿、郵便為替証書等を含む）

当座預⾦ ⾦融機関との当座勘定取引契約に基づき預⾦の預⼊・引出取引を処理する勘定
普通預⾦ ⾦融機関との普通預⾦取引契約に基づき預⾦の預⼊・引出取引を処理する勘定
定期預⾦ ⾦融機関との定期預⾦取引契約に基づき預⾦の預⼊・引出取引を処理する勘定

受取⼿形
営業取引に基づいて発⽣した⼿形債権（割引に付した受取⼿形及び裏書譲渡した受取
⼿形の⾦額は，控除して別に注記する。）

売掛⾦ 得意先との間に発⽣した通常の営業取引に基づいて発⽣した売掛債権

貸倒引当⾦
営業上の受取債権について債権の貸倒れによる損失に備え、決算⽇の貸倒れの⾒込額
を引当計上したものを処理する勘定

有価証券 売買⽬的の有価証券および1年以内に満期が到来する有価証券を処理する勘定
⽴替⾦ 営業活動過程における取引先、役員、従業員等に対しての⼀時的な⾦銭の⽴替

前払費⽤
未経過保険料、未経過割引料、未経過⽀払利息、前払賃借料等の費⽤の前払で決算期
後1年以内に費⽤となるもの。ただし、当初1年を起えた後に費⽤となるものとして⽀
出されたものは，投資等の部（⻑期前払費⽤）に記載することができる。

預け⾦ 信託会社に⾦銭を⼀時的に預け⼊れるときに処理する勘定
固定資産

（有形固定資産）
少額減価償却資産 有形固定資産のうち、取得価額が1点当たり10万円以上30万円未満のもの

固定資産
（無形固定資産）

ソフトウェア
利⽤⽬的のため、購⼊または製作したコンピュータ・ソフトウェアの取得費⽤を処理
する勘定

ソフトウェア仮勘定
将来ソフトウェア勘定に振替えることを前提として、購⼊または制作のために⽀出し
た⾦額および要した材料費、⼈件費の額を完成までの間、⼀時的に振替える勘定

固定資産
（投資その他の資

産）
投資有価証券

流動資産の部に記載された株式及び社債以外の株式及び社債並びに取引所の相場のな
い株式及び社債。ただし、⼦会社株式に属するものを除く。

出資⾦ 組合法に基づき、信⽤⾦庫、信⽤組合等に出資した出資⾦を処理する勘定
⻑期前払費⽤ 前払費⽤のうち、⼀年を超えて費⽤化されるものを処理する勘定

負債の部 流動負債 短期借⼊⾦ １年以内に⽀払期限が到来する⾦融機関等からの借⼊⾦を処理する勘定

未払⾦
通常の営業取引に基づいて発⽣する購⼊費または諸経費の未払額および未払配当⾦を
処理する勘定

未払費⽤
⼀定の契約に基づき、既に提供された役務に対して、未だその対価の⽀払いが完了し
ていないものを処理する勘定

前受⾦ 役務提供が終了する前に、販売代⾦を受領した場合に⼀時的に処理する勘定

預り⾦
役員、従業員、得意先等から⼀時的に⾦銭を預かり、後⽇その⾦銭を⽀払い、または
返済すべき債務を処理する勘定

ファンド預り⾦
出資者からファンドの出資⾦を⼀時的に預り、後⽇その出資⾦をファンド信託⼝に預
⼊処理する勘定

未払消費税 消費税の未払い額を処理する勘定
未払法⼈税等 法⼈税および住⺠税等の未納付額を処理する勘定

固定負債 ⻑期借⼊⾦ ⾦融機関からの借⼊⾦で、返済期限が１年を超えて到来するものを処理する勘定

純資産の部 株主資本 資本⾦
払込資本のうち会社法の規定に基づいて資本⾦として組み⼊れられたものを処理する
勘定

資本準備⾦
会社法の規定に基づき、積み⽴てなければならない株式払込剰余⾦、剰余⾦の配当を
⾏う場合の要積⽴額などを処理する勘定

繰越利益剰余⾦
損益計算書で計算された当期純利益に、株主総会の決議により処分された額を減算し
た額を処理する勘定



勘定科⽬⼀覧表 令和4年4⽉18⽇時点
区分 勘定科⽬ 内容
売上⾼ 売上⾼ 顧客との業務委託契約等に係る役務提供の履⾏時に測定された報酬等を処理する勘定

販売費及び⼀般管理費 役員報酬 役員に対して⽀給される報酬⼿当を処理する勘定
給料賃⾦ 従業員に対して⽀給される給与⼿当を処理する勘定
賞与 従業員に対して⽀給される賞与を処理する勘定
雑給 アルバイト、パートタイマー従業員に対して⽀給される対価を処理する勘定

法定福利費
労働基準法、労働者災害補償保険法、健康保険法、厚⽣年⾦法、雇⽤保険法などに基
づく社会保険料の事業主負担額を処理する勘定

福利厚⽣費
従業員の労働環境を維持整備するための費⽤で、規程等を通じて従業員が⼀律適⽤が
定められているものを処理する勘定

研修採⽤費 各種セミナー等への参加費⽤や採⽤活動に係る⽀出等を処理する勘定

広告宣伝費
不特定多数の者に対する宣伝効果を意図したもので、広告掲載料、カタログ制作費、
展⽰会出展費⽤、ＤＭ製作費⽤等の諸経費を処理する勘定

接待交際費
得意先、外注先、役員、従業員、その他事業に関係のある者に対して、接待、贈答、
その他これに類する⾏為により発⽣した費⽤を処理する勘定

旅費交通費 役員、従業員が業務執⾏のために利⽤した移動⼿段に要した費⽤を処理する勘定
通信費 郵便等の通信に要した費⽤を処理する勘定
⽔道光熱費 会社の維持運営のために使⽤した⽔道、ガス、電気料⾦を処理する勘定
修繕費 建物、備品等の有形固定資産を維持管理のために処理する勘定
⾞両費 ガソリン代等を処理する勘定
地代家賃 賃貸借契約に基づく⼟地、建物等不動産の賃貸料を処理する勘定
保険料 損害保険等の費⽤を処理する勘定

租税公課
国税、地⽅税等の税⾦のうち、法⼈税、住⺠税および事業税等以外のものを処理する
勘定

⽀払⼿数料 ⾦融機関、各種取引先に⽀払われる販売以外の⼿数料を処理する勘定

会議費
業務の遂⾏上、必要のある会議の開催に係る会場費、茶菓⼦代等の通常の慣習の範囲
で発⽣する費⽤を処理する勘定

新聞図書費 新聞、参考図書等に係る⽀出等を処理する勘定
減価償却費 有形、無形固定資産の減価償却の額を処理する勘定

雑費
⾦額および項⽬に重要性がなく、独⽴した費⽤科⽬を設ける必要がない費⽤を処理す
る勘定

備品・消耗品費 耐⽤年数が1年未満または取得価額が10万円未満の備品消耗品を処理する勘定

賃借料
リース契約に基づく備品等のレンタル、あるいは所有権移転以外のファイナンス・
リース取引を処理する勘定

⽀払報酬料 顧問契約等に基づく対価を処理する勘定
業務委託費 委託契約等に基づく対価を処理する勘定
委託事業運営費 委託事業の運営に関連して発⽣する⽀出等を処理する勘定
システム利⽤料 各種システムの利⽤に係る⽀出等を処理する勘定
信託関連費 信託会社に対する信託報酬や取扱⼿数料等の⽀出等を処理する勘定

営業外収益 受取利息 銀⾏預⾦、貸付⾦等から⽣じた利息を処理する勘定

雑収⼊
上記以外の営業外収益で、独⽴科⽬を設けて処理するほど重要性に乏しいものを処理
する勘定

営業外費⽤ ⽀払利息 借⼊⾦から⽣じた利息の⽀払額を処理する勘定

雑損失
上記以外の営業外損失で、⾦額および項⽬の重要性から判断して、独⽴科⽬を設けて
処理するほど重要性のないものを処理する勘定

法⼈税等 法⼈税、住⺠税及び事業税 当期の所得に対して負担する法⼈税、住⺠税の額および事業税の額を処理する勘定



研修に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、「第二種金融商品取引業内部管理統括責任者等に関する規則」に基

づき、当社の第二種業内部管理統括責任者、第二種業営業責任者、および第二種業内部

管理責任者に対し、当社の業務を行うにあたって必要と認められる研修等を受講させる

ことにより、当社の内部管理態勢を強化し、もって第二種金融商品取引業等の健全な発

展に資することを目的とする。 

 

（研修の受講） 

第２条 当社は、第二種業内部管理統括責任者について、第二種金融商品取引業協会（以

下、「協会」という。）が定める事業年度毎に協会が実施する所定の研修を受講させるこ

ととする。 

２ 当社の第二種業内部管理統括責任者のうち、前項の事業年度に、日本証券業協会の

「協会員の内部管理責任者等に関する規則」第８条第１項に規定する内部管理統括責任

者研修、または同第２項に規定する内部管理統括補助責任者研修を受講し、協会が定め

る様式による届出書を協会に提出した者については、前項の研修の受講を免除すること

とする。 

３ 当社は、第二種業営業責任者および第二種業内部管理責任者に対して、定期的に所要

の社内研修を受講させることとする。 

４ 当社の第二種業営業責任者および第二種業内部管理責任者のうち、協会が実施する所

定の研修を受講した者については、前項の社内研修の受講を免除することとする。 

 

（配置状況の協会への報告） 

第３条 当社は、本規程を施行するにあたり、毎年７月末現在における第二種業営業責任

者および第二種業内部管理責任者の配置状況について、遅滞なく協会に報告するものと

する。 

 

附則 

 この規定は平成 29年 8月 15日より施行する。 

以上 

 

 



個人情報の保護に関する規則 
 

 

 第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、当社が保有する金融商品取引業における個人情報について、その適

切な管理に必要な事項を定めることにより、個人の権利利益を保護すること、並びに当

社及びその顧客の機密情報及び個人情報の管理に関する事項を定めることにより、機密

情報の社外漏洩を防止し、もって当社の社会的信用の維持向上を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 当社の保有する金融商品取引業における個人情報及び機密情報の取扱いは、法令

等諸規則その他の社内規程に定めるもののほかこの規程に定めるところによる。 

 

（定義） 

第３条 この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、特定

の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それによ

り特定の個人を識別することができるものを含む。）をいう。 

２．この規程において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物で

あって、特定の個人情報をコンピュータを用いて検索することができるように体系的に

構成したもの、又はコンピュータを用いない場合であっても、五十音順に索引を付して

並べられた顧客カード等、個人情報を一定の規則に従って整理することにより特定の個

人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したものをいう。 

３．この規程において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報

をいい、個人情報データベース等から記録媒体へダウンロードされたもの及び紙面に出

力されたもの（そのコピーを含む。）を含む。 

４．「保有個人データ」とは、当社が、本人又はその代理人から求められる開示、内容の訂

正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止の全てに応じることの

できる権限を有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その

他の利益が害されるものとして次に掲げるもの以外のもの及び６か月以内に消去する

こと（更新することを除く。）となるもの以外のものをいう。 

（１）存否が明らかになることで、本人又は第三者の生命、身体又は財産に危害が及ぶ

おそれがあるもの 

（２）存否が明らかになることで、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれ



があるもの 

（３）存否が明らかになることで、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関

との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれがあるもの 

（４）存否が明らかになることで、犯罪の予防、鎮圧又は操作その他の公共の安全と秩

序の維持に私種が及ぶおそれがあるもの 

５．この規程において｢機密情報｣とは、業務遂行上知り得た次に掲げる情報その他の情報、

その他当社の経営・営業・技術等に関する情報であって、当該第三者に開示又は漏洩さ

れることにより、当社の利益又は信用を損なうおそれのあるもの、及び当社の業務遂行

に支障を生じるおそれのあるものをいう。 

（１）技術、手法に関する情報 

（２）顧客の機密や内情に関する情報 

（３）顧客と秘密保持契約（当社が顧客に差し入れる秘密保持に関する誓約書を含む。）

を交わした全ての情報 

（４）法人関係情報 

（５）業務委託状況に関する情報 

（６）財務に関する情報 

（７）他社との事業提携に関する情報 

（８）人事に関する情報 

（９）前各号に掲げるもののほか、当社が特に機密保持対象と指定した情報 

６．この規程において「法人関係情報」とは、金融商品取引業等に関する内閣府令第１条

第４項第１４号に規定する法人関係情報をいう。 

７．この規程において「情報資産」とは、個人情報、機密情報及び法人関係情報並びにこ

れらの情報が記載された一切の媒体をいう。 

８．この規程において「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

９．この規程において「社員」とは、当社の組織内にあって直接又は間接に当社の指揮監

督を受けて当社の業務に従事している者（正社員、契約社員、嘱託社員、パート社員、

アルバイト社員、派遣社員等を含む。）をいう。 

１０．この規程において「役職員」とは、当社の役員及び社員をいう。 

１１．この規程において「法」とは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号）をいう。 

 

（情報管理体制） 

第４条 当社の情報管理統括部署は管理部、情報管理責任者は管理部長とし、次に掲げる

職務を行うものとする。 



（１）個人情報、機密情報及び法人関係情報の取扱いに関する規程類の整備 

（２）個人情報、機密情報及び法人関係情報の取扱いに関する事務の指導監督、研修等

の実施 

（３）個人情報、機密情報及び法人関係情報の管理 

（４）個人情報、機密情報及び法人関係情報の管理に関する研修の実施 

（５）その他個人情報、機密情報及び法人関係情報の取扱いに関する事務を総括するこ

と。 

 

 

第２章 個人情報の管理 

 

（利用目的の特定） 

第５条 役職員は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用目的をできる限り特定し

なければならない。また、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関

連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

 

（保有の制限） 

第６条 役職員は、利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならな

い。 

 

（利用目的による制限） 

第７条 役職員は、あらかじめ本人の同意を得ないで、特定された利用目的の達成に必要

な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

２．役職員は、当社が合併その他の事由により他社から事業を承継することに伴って個人

情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情

報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 

３．前２項の規定は、次に掲げる場合については適用しない。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることに

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 



（機微情報） 

第８条 役職員は、個人情報のうち、政治的見解、信教（宗教、思想及び信条をいう。）、

労働組合への加盟、人種及び民族、門地及び本籍地、保健医療及び性生活、並びに犯罪

歴に関する情報（以下「機微（センシティブ）情報）」という。）については、次に掲げ

る場合を除くほか、取得、利用又は第三者提供を行ってはならない。 

（１）法令等に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の促進のため特に必要がある場合 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂

行することに対して協力する必要がある場合 

（５）源泉徴収事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体若しくは労働

組合への所属若しくは加盟に関する従業員等の機微（センシティブ）情報を取得

し、利用し、又は第三者提供する場合 

（６）相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限りにおいて、機微（センシテ

ィブ）情報を取得し、利用し、又は第三者提供する場合 

（７）事業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき業務遂行上必

要な範囲で機微（センシティブ）情報を取得し、利用し、又は第三者提供する場

合 

２．役職員は、機微（センシティブ）情報を、前項に掲げる場合に取得し、利用し、又は

第三者提供する場合には、同項に掲げる事由を逸脱した取得、利用又は第三者提供を行

うことのないよう、特に慎重に取り扱わなければならない。 

３．役職員は、第１項第７号に基づき、本人の同意を得て機微（センシティブ）情報を取

得し、利用し、又は第三者提供する場合には、当該本人に機微（センシティブ）情報の

取得、利用又は第三者提供が必要な理由を説明するものとする。 

 

（適正な取得） 

第９条 役職員は、偽りその他不正な手段により個人情報を取得してはならない。 

 

（利用目的の通知等） 

第１０条 役職員は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表してい

る場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならな

い。 

２．役職員は、本人との間で契約を締結することに伴って契約書その他の書面（電子的方

式等を作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人

情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得



する場合は、あらかじめ本人に対し、当該個人情報がどのような事業の用に供され、ど

のような目的で利用されるかを本人が合理的に予想できるようその利用目的を明示す

るものとする。 

３．役職員は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、

又は公表しなければならないものとする。 

４．前３項の規定は、次に掲げる場合については適用しないものとする。 

（１）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するおそれがあるとき。 

（２）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当社の権利又は正当な利益を

害するおそれがある場合 

（３）国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する

必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

（４）取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

 

（正確性の確保） 

第１１条 役職員は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最

新の内容に保つよう努めなければなない。 

２．役職員は、個人データの内容に誤り等を発見した場合には、当該誤り等が明らかに軽

微であると認められる場合を除き、当該誤り等の訂正等を行わなければならない。 

３．個人データの正確性を確保するために必要な管理は、情報管理責任者が行うものとす

る。 

４．情報管理責任者は、個人データの正確性の確保のため、保有する個人データの利用目

的に応じ保存期間を定め、当該期間を経過した個人データを消去するなど適切な措置を

講ずるものとする。ただし、法令等に基づく保存期間がある場合にはこれに従うものと

する。 

 

(安全管理措置) 

第１２条 個人データ及び機微情報（以下「個人データ等」という。）の漏えい、滅失又は

き損の防止その他の個人データ等の安全管理のために必要かつ適切な安全管理措置に

ついては、この規程に定めるもののほか、別に定める社内規則等によるものとする。 

 

(従業者の義務) 

第１３条 役職員は、個人データ等を取り扱うに当たっては、当該個人データ等に係る安

全管理措置を遵守しなければならず、その他情報管理責任者が個人データ等の安全管理



を確保するために発する指示に従わなければならない。 

２．役職員は、在職中及びその職を退いた後において、その業務に関して知り得た個人デ

ータ等を第三者に知らせ、又は利用目的外に使用してはならないものとし、これを誓約

する書面を当社に提出しなければならない。 

 

(委託先の監督) 

第１４条 個人データ等の取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを委託し

た個人データ等の安全管理が図られるよう、委託先に対する必要かつ適切な監督を行わ

なければならないものとし、情報管理責任者はこれに必要な指示等を行うものとする。 

２．前項の委託に当たっては、次の各号に掲げる事項を実施しなければならない。 

（１）委託する業務及び取り扱う個人データ等の内容に応じて、必要かつ十分な組織体

制及び安全管理措置が構築されていることを確認した上で、委託先を選定するこ

と。 

（２）当該委託先との間で次に掲げる事項を含む個人データ等の取扱いに関する契約を

締結すること。 

①個人データ等の取扱状況に関する当社への報告内容及び頻度その他の委託先へ

の監督・監査・報告徴収に関する権限 

②委託先における個人データ等の漏えい、盗用、改ざん及び目的外利用の禁止その

他個人データ等の安全管理に関する事項 

③再委託に関する条件その他再委託に関する事項 

④個人データ等の漏えい等が発生した場合の委託先の責任その他当社及び委託先

の責任の明確化に関する事項 

（３）必要に応じて、合理的な範囲内で、当該委託先における個人データ等の取扱や管

理状況等を監査し、取扱いを委託した個人データ等が適切に保護されていること

を確認すること。 

 

（第三者提供の制限） 

第１５条 役職員は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人に同意を得ることなく、

個人データを第三者に提供してはならない。 

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。 

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の促進のため特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂



行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることに

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２．役職員は、第三者提供について本人の同意を得る際には、原則として書面によること

とし、当該書面における記載を通じて、当該本人に次に掲げる事項を認識させた上で同

意を得るものとする。 

（１）個人データを提供する第三者 

（２）提供を受けた第三者における利用目的 

（３）第三者に提供される情報の内容 

３．前２項の規定にかかわらず、当社から第三者に提供される個人データについて、本人

の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することと

している場合であって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本

人が容易に知り得る状態に置いているときは、役職員は、当該個人データを第三者に提

供することができるものとする。 

（１）第三者への提供を利用目的とすること。 

（２）第三者へ提供される個人データの項目 

（３）第三者への提供の手段又は方法 

（４）本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止す

ること。 

４．次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、本条の規定の適用に

ついては、第三者に該当しないものとする。 

（１）当社が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又は一

部を委託する場合 

（２）合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

（３）個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共

同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の

利用目的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称に

ついて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いてい

るとき。 

 

(保有する個人データに関する事項の公表等) 

第１６条 情報管理責任者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について､本人への

通知その他の方法により、当該本人の知り得る状態（本人の請求に応じて遅滞なく回答

する場合を含む。）に置くものとする。 

（１）当社の名称 

（２）全ての保有個人データの利用目的（法第１８条第４項第１号から第３号までに該



当する場合を除く。） 

（３）保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正等及び利用停止等の手続（これら

に要する手数料を含む。） 

（４）個人データの取扱いに関する苦情及び照会に関する連絡先 

２．役職員は、本人又はその代理人から本人が識別される保有個人データの利用目的の通

知を求められたときは、情報管理責任者に通知し、情報管理責任者は、本人又はその代

理人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。ただし、次に掲げるいずれか

に該当する場合には、この限りでない。 

（１）前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場   

合 

（２）法第１８条第４項第１号から第３号までに該当する場合 

 

（開示・訂正等） 

第１７条 役職員は、本人又はその代理人から当該本人が識別される保有個人データの開

示（当該本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを

含む。以下同じ。）を求められたときは、情報管理責任者に通知し、情報管理責任者は

本人又はその代理人に対し、遅滞なく、保有個人データを開示しなければならない。た

だし、次に掲げるいずれかに該当する場合には、その全部又は一部を開示しないことが

できる。 

（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

（２）当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

（３）他の法令に違反することとなる場合 

２．情報管理責任者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部に

ついて開示しない旨の決定をしたときは、本人又はその代理人に対し、遅滞なく、その

旨を通知し、理由を説明しなければならない。 

３．役職員は、本人又はその代理人から、当該本人が識別される保有個人データの内容が

事実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下

この条において「訂正等」という。）を求められた場合には、情報管理責任者に報告し、

情報管理責任者は、その内容の訂正等に関して法令により特別の手続が定められている

場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、そ

の結果に基づき、当該個人データの内容の訂正等を行わなければならない。 

４．情報管理責任者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部若し

くは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、

本人又はその代理人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含

む。）を通知し、理由を説明しなければならない。 



（利用停止等） 

第１８条 役職員は、本人又はその代理人から、当該本人が識別される保有個人データが

本人の同意を得ることなく利用目的を超えて取り扱われているという理由、偽りその他

不正の手段により取得されたものであるという理由又は法第 23 条第 1 項の規定に違反

して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又

は消去（以下この条において「利用停止等」という。）又は第三者への提供の停止を求

められた場合には、情報管理責任者に報告し、情報管理責任者は、その求めに理由があ

ると判断したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人デ

ータの利用停止等又は第三者提供の停止の措置を講じなければならない。ただし、当該

保有個人データの利用停止等又は第三者提供の停止に多額の費用を要する場合その他

の利用停止等または第三者提供の停止を行うことが困難な場合であって、本人の権利利

益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

２．情報管理責任者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一

部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたと

き、又は前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第

三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたと

きは、本人又はその代理人に対し、遅滞なく、その旨を通知し、理由を説明しなければ

ならない。 

 

（苦情の処理） 

第１９条 役職員は、個人情報の取扱いについて苦情を受けた場合には、直ちに、情報管

理責任者に通知し、情報管理責任者は「クレーム情報取扱要綱」その他の社内規程に従

い遅滞なく適切かつ迅速に処理するよう努めるものとする。 

 

（漏えい等事案の報告及び再発防止措置） 

第２０条 個人情報の漏えい等、個人情報の管理の上で問題となる事案が発生した事実を

知った役職員は、直ちに自己の所属する各部門長に報告し、各部門長は、情報管理責任

者及び代表取締役社長に直ちに報告するものとする。 

２．各部門長は、被害の拡大防止又は復旧等のために必要な措置を講ずるものとする。 

３.各部門長は、事案の発生した経緯、被害状況等を調査し、情報管理責任者に報告する。 

４．情報管理責任者は、前項の規定に基づく報告を受けた場合には、事案の内容等に応じ、

当該事案の内容、経緯、被害状況等を代表取締役社長に速やかに報告するものとする。 

５．情報管理責任者は、事案の発生した原因を分析し、再発防止のために必要な措置を講

ずるものとする。情報管理責任者が検討すべき措置には、次に掲げる措置その他の措置

を含む。 



（１）漏洩事案等の対象となった本人への事実関係等の速やかな通知 

（２）代表取締役社長への報告 

（３）二次被害の防止の観点からの事実関係及び再発防止策等の公表 

６．情報管理責任者は、事案の内容、影響等に応じ、事実関係及び再発防止策の公表、当

該事案に係る本人への対応等の措置を講ずるものとする。 

 

 

第３章 機密情報の管理 

 

（機密保持） 

第２１条 役職員は、機密情報を第三者に開示又は漏洩してはならない。なお、退職した

後も同様とする。 

２．役職員は、機密情報を会社の業務以外の目的に使用してはならない。なお、退職した

後も同様とする。 

３．前２項の規定にかかわらず、顧客との契約及び法令諸規則に抵触しない場合で業務上

機密情報を第三者に開示、又は使用する必要があるときは、この限りでない。 

 

（管理） 

第２２条 各部門長は、機密情報の保全に努め、不正利用や漏洩がないよう注意を尽くす

とともに、役職員に対し、適切な助言と指導を行わなければならない。 

２．各部門長は、機密情報の社外漏洩が生じるおそれがあると判断した場合には、速やか

に情報管理責任者に報告し、情報管理責任者はその対応策について協議するものとする。 

３．各部門長は、役職員により機密情報の社外漏洩が生じるおそれがあると判断した場合、

役職員に対し、その機密情報の媒体の回収を行うことができるものとする。 

４．機密情報の管理については、この規程に定めるもののほか、別に定める細則によるも

のとする。 

 

 

第４章 自主点検等 

 

（自主点検） 

第２３条 情報管理責任者は、定期的に役員及び各部門長に対し、情報管理に係る自主点

検の実施を指示することができるものとする。 

２．前項の指示を受けた役員及び各部長は、情報管理責任者に自主点検の結果を報告する

ものとする。 



（取締役会への報告） 

第２４条 情報管理責任者は、情報管理の状況、自主点検の結果等を必要に応じ、取締役

会に報告するものとする。 

 

 

第５章 雑則 

 

（規程の改廃） 

第２５条 この規程の改廃は、管理部が立案し取締役会の決議によるものとする。 

 

以上 

 

附則 

この規則は、第二種金融商品取引業の登録が完了したときから施行する。 



 

国内出張旅費規程 

第 1 章 総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社（以下「会社」という。）

の従業員が、会社の業務上の必要により国内出張する場合に支給する旅費に関して定

めるものである。 

２ 従業員が出張のため旅行した場合には、この規程に定めるところにより、旅費を支

給する。 

（定義） 

第２条  この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）出張…従業員が業務のため一時その勤務地を離れて旅行することをいう。 

（２）国内出張…本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属の島の存する領

域をいう。以下同じ。）における旅行をいう。 

（３）国外出張…本邦と外国（本邦以外の領域をいう。以下同じ。）との間における

旅行及び外国における旅行をいう。 

（４）在勤地…勤務地から片道１００キロメートル以内の地域をいう。 

（５）赴任…新たに採用された従業員がその採用に伴う移転のため住所若しくは居所

から勤務地に旅行し、又は転勤を命ぜられた従業員がその転勤に伴う移転のため旧

勤務地から新勤務地に旅行することをいう。 

２ 国外出張については、国外出張旅費規程に定めるところによる。 

（出張命令） 

第３条 出張のための旅行は、所属長の発する出張命令によって行う。 

２ 所属長は、電子メール、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては業務の円滑

な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合に限

り、出張命令を発することができる。 

（出張命令の変更） 

第４条 業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により、出張命令を受けた従業員が当

該出張命令に従って旅行することができない場合には、あらかじめ所属長に出張命令

の変更を申し出なければならない。 

２ 前項の規定により出張命令の変更をするいとまがない場合には、出張した後速やか

に内容の変更について報告することとする。 

３ 外出の場合も同様とする。 



 

（出張計画） 

第５条 出張（外出の場合を除く。次条において同じ。）をしようとする従業員は、出張計画

及び旅程等をマネーフォワードクラウド経費にて事前申請し、所属長承認を得なけれ

ばならない。 

２ 出張計画は、目的が明確なものでなければならない。 

３ 旅程は、最も効率的に目的を遂行でき、かつ、最も経済的な旅程及び方法によるも

のでなければならない。 

４ 所属長は、出張計画及び旅程等が適切なものであるかの確認を行い、不適切な場合

は是正を命ずるものとする。 

（出張報告） 

第６条 出張を終えた従業員は、１週間以内に、出張中の業務内容報告書を兼ねた『打ち合わ

せ議事録』を所属長に提出しなければならない。 

２ 前項の議事録を提出しない従業員については、会社は、旅費の精算は行わず、概算

払の旅費がある場合であっても、これを返還させるものとする。 

３ 外出の場合は、日報をもって出張報告に替えるものとする。 

（出張中の労働時間） 

第７条 出張中は、通常の労働時間労働したものとみなす。 

２ 出張中において休日に労働した場合、出張終了後、2 週間以内に代休を与えること

がある。ただし、移動日（旅行中に業務に従事していない日をいう。）については、

この限りでない。 

３ 前項において、上長からの指示のもと移動中に業務にあたっていた場合は、代休を

与えることがある。 

 

第 2 章 旅費の計算等 

（旅費の種類） 

第８条 この規程により支給する旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、

移転料及び着後手当とする。 

２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ実費額等により支給する。 

３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ実費額等により支給する。 

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行について、実費額支給する。 

６ 日当は、目的地内を巡回するときに要する諸雑費について、出張の日数に応じ 1 日

当たりの定額により支給する。 

７ 宿泊料は、出張の夜数に応じ上限額範囲内の一夜当たり実費額により支給する。 



 

８ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転が行われた場合に要する諸費用について、

上限額範囲内の実費額を支給する。 

９ 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移転が行われた場合に要する諸雑費につい

て、定額により支給する。 

（旅費の区分） 

第９条 国内出張に係る旅費は、「在勤地外旅費」及び「在勤地内旅費」に区分する。 

（旅費の計算） 

第１０条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算す

る。ただし、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常

の経路又は方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法によって

計算する。 

２ 旅費に係る経路の起算地は、原則として、居住地の最寄り駅とする。ただし、会社

又は他の勤務場所から直接出張する場合その他やむを得ない事情がある場合は、それ

ぞれの場所における最寄り駅を起算点とする。 

３ 経路の距離数は、会社が指定する路線検索アプリケーションを使用して計算する。

ただし、会社の指定する旅行会社が旅程を作成したときは、この限りでない。 

（旅行日数） 

第１１条 旅費計算上の出張日数は、出張のために現に要した日数による。ただし、天災その

他やむを得ない事情により要した日数を除く。 

（旅費の請求及び精算） 

第１２条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする場合、又は概算払に係

る旅費の精算をしようとする場合には、可能な限りコーポレートカード決済で処理し、

カード決済できないものについては、マネーフォワードクラウド経費にて申請するも

のとする。また、いずれの場合も必要な書類を経理担当者に提出しなければならない。

この時、必要な資料の全部又は一部の提出をしなかった者は、提出しなかったことに

より、その旅費の必要が明らかにされなかった部分の金額の支給を受けることができ

ない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた場合は、当該出張を完了した後、2 週間以内に、

旅費の精算をしなければならない。 

３ 会社は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、所定の期間内に過

払金を返納させるものとする。 

（上司随行） 

第１３条 社長その他の役員に随行し、職務上必要と認められたときは、日当以外の旅費は、

上位者と同等とする。 



 

２ 他社の役員に随行し、職務上必要と認められたときは、前項の規定を準用する。 

 

第 3 章 旅費の区分及び額 

（在勤地外旅費） 

第１４条 在勤地外の出張の旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当及び宿泊料とする。 

（在勤地内の旅費） 

第１５条 在勤地内の出張の旅費は、原則として、鉄道賃、車賃とする。ただし、業務の必要

上又は天災その他やむを得ない事情により宿泊する場合に限り日当及び宿泊料を支給

することができる。 

（鉄道賃） 

第１６条 鉄道賃の額は、次の各号に定めるところによる。 

（１）鉄道を利用した場合…運賃の額 

（２）急行料金を徴する列車を運行する鉄道を利用した場合…運賃、急行料金の額 

（３）座席指定料金を徴する客車を運行する鉄道を利用した場合…運賃、急行料金、

座席指定料金の額 

２ 前項第２号の急行料金は、普通急行列車を運行する線路による出張で片道 50 キロメ

ートル以上のもの、特別急行列車を運行する線路による出張で片道 100 キロメートル

以上のものに該当する場合に限り支給する。ただし、会社が必要と認める場合には、

距離数にかかわらず急行料金を支給する。 

３ 第１項第３号の座席指定料金は、普通急行列車を運行する線路による出張で片道

100 キロメートル以上のものに該当する場合に限り支給する。 

４ 第１項に定めるほか、部長以上の職務にある者が特別車両料金を徴する客車を運行

する鉄道を利用した場合には、特別車両料金の額を加算して支給することができる。 

５ 外出の場合の鉄道賃は、ＩＣ乗車券により支給する場合がある。この場合は、第１

２条（旅費の請求及び精算）の手続きを要しない。 

（船賃） 

第１７条 船賃は、フェリー等を利用した場合の、現に支払った運賃による。 

（航空賃） 

第１８条 航空賃の額は、現に支払った運賃による。 

２ 航空機の利用は、次に掲げる事由がある場合その他業務上の必要その他やむを得な

い事情があると認めるときのみ、その利用を認める。 

（１）鉄道等の手段と比較して、航空機を利用することが安価な場合 

（２）航空機を利用することにより旅費総額が安価となる場合 



 

（３）航空機以外の移動手段によると、出発地から用務先までの旅行時間に 4 時間程

度以上を要する場合 

（４）航空機を利用することにより、日帰りが可能となる場合 

３ 航空機を利用した従業員は、旅費精算時に、航空賃の支払いを証明するに足る資料

を添付しなければならない。 

（車賃） 

第１９条 車賃の額は、次の各号に定めるところによる。 

（１）バス、軌道、ケーブルカー等を利用した場合…運賃の額 

（２）タクシーを利用した場合…運賃の額。ただし、著しく高額な場合は、その一部

を本人負担とすることができる。 

（３）自家用車を利用した場合…ガソリン代は移動距離に応じた実費額、高速道路・

駐車料金はかかった実費額とする。 

２ 外出の場合の車賃（バス利用の場合に限る。）は、ＩＣ乗車券又は回数券により支

給もしくは立て替え後にマネーフォワードクラウド経費にて立替申請する。 

３ タクシーの利用は、次に掲げる事由がある場合その他業務上の必要又は天災その他

やむを得ない事情があると認めるときのみ、その利用を認める。 

（１）公共の交通機関がなく、徒歩による移動が困難な場合 

（２）業務の緊急性や時間的な制約により、タクシー以外の公共の交通機関による移

動では、業務に支障をきたす場合 

（３）出張の目的又は用務の内容等により、タクシーを利用することが合理的である

場合 

（日当） 

第２０条 日当の額は、別表第１の定額による。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の場合は、日当を減額する。ただし、業務上の必要又

はその他やむを得ない事情により宿泊した場合は、この限りでない。 

（１）出発地を午後出発した場合、出張の出発地に正午までに帰着した場合、その日

の日当は半額とする。 

（２）宿泊料金に昼食や夕食を含む出張の場合の日当は半額とする。 

（３）出張先で昼食や夕食が供される場合、または業務上の会食等で食事代を経費精

算する出張の場合の日当は半額とする。 

（４）その他日当を減額することについて合理性があると認める場合の日当は半額と

する。 

 

（宿泊料） 

第２１条 宿泊料の額は、宿泊先の区分に応じた別表第２の額を上限とした実費を支給する。 

２ 前項にかかわらず、自宅宿泊等、宿泊料を必要としない場合は、宿泊料は支給しな



 

い。この場合は、出張先以外の自宅宿泊等に係る追加的な交通費は本人負担とする。 

３ 宿泊費と運賃がセットになっているパック旅行商品を利用した場合は、パック旅行

代金である旨を旅費の概算・精算時に記載する。 

４ 車中泊等、固定宿泊施設に宿泊しない場合の宿泊料については、旅程にかかわらず、

宿泊料は支給しない。ただし、やむを得ない事由があると会社が認めたときは、この

限りではない。 

６ 研修施設等に宿泊し、研修費用に宿泊料が含まれる場合又は宿泊料が廉価である場

合は、宿泊料を支給せず、又は実費額とする。 

（在勤地外の同一地域内旅行の旅費） 

第２２条 在勤地外の出張目的地における同一市区町村内における旅行については、鉄道賃及

び車賃は支給しない。ただし、業務の必要上その他やむを得ない事情により、同一市

区町村内における鉄道賃及び車賃を要する場合は実費支給とする。 

 

第 4 章 研修旅費 

（研修旅費） 

第２３条 研修受講のために支給する旅費は、鉄道賃、航空賃、車賃、日当及び宿泊料とする。 

２ 宿泊料の支給については、第２１条（宿泊料）の規定を準用する。 

３ 宿泊を伴う日当の支給については、別表第１の額を支給するが、宿泊を伴わない研

修については日当は支給しないものとする。 

   

 

第 5 章 転勤に伴う旅費 

（転勤に伴う旅費） 

第２４条 転勤に伴う旅行については、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当を支給するほか、

次の各号に掲げる旅費を当該各号に掲げる趣旨に基づき支給する。 

（１）移転料…赴任に伴う居住所の移転が行われた場合の荷造運送費として支給する。 

（２）着後手当…赴任に伴う居住所の移転が行われた場合の新居住地に到着後の諸雑

費として支給する。 

（移転料） 

第２５条 移転料は、次の各号に定める額を上限として、家財等の荷造運送費用及び運送保険

料の実費額を支給する。 

（１）単身の場合…50,000 円 

（２）親族を帯同させる場合…100,000 円 



 

２ 移転料は、会社の指定する運送業者によりあらかじめ見積もりをとるものとし、適

正な費用であることを会社が承認した場合に支給するものとする。なお、次の各号の

費用については、移転料の支給対象物から除外する。 

（１）ピアノ等の大型楽器、及び美術品等の運搬費 

（２）自家用車等の運搬費 

（３）ペット、植木、庭石等等の運搬費 

（４）不用品等の廃棄費用 

（５）電化製品等の工事費用 

３ 赴任地より帰任する場合は、第 1 項に準じて移転料を支給する。ただし、退職等従

業員の都合で帰任する場合は、移転料を支給しない。 

４ あらかじめ赴任期間が定められており、当該期間終了後に帰任することが明らかな

場合は、赴任前の持家管理費及び残留家財の保管費について、実費額等により支給す

ることがある。この場合に会社が負担する管理費は、原則として必要最低限の範囲に

限るものとし、具体的な負担額等については、その都度協議して決定する。 

（着後手当） 

第２６条 着後手当の額は、次の各号に定める額とする。 

（１）新在勤地に到着後直ちに新たな自宅に入居する場合 

…別表第１の日当定額の１日分に相当する額による。 

（２）前号以外の場合で赴任に伴う移転の旅程が 100 キロメートル未満の場合 

…別表第１の日当定額の 2 日分及び赴任に伴い住所又は居所を移転した地の存する

地域の区分に応じた宿泊料上限額の 2 夜分に相当する額による。 

（３）第 1 号以外の場合で赴任に伴う移転の旅程が 100 キロメートル以上の場合 

…別表第１の日当定額の 4 日分及び赴任に伴い住所又は居所を移転した地の存する

地域の区分に応じた宿泊料上限額の 4 夜分に相当する額による。 

２ 着後手当は、新規採用社員の赴任及び退職者の帰任の場合は支給しない。 

（一時帰省費） 

第２７条  一時帰省費の額は、当該従業員が実家又は本拠地に帰省する場合、当該帰省にか

かる旅費について本規程第１６条から第１９条に定める旅費に従い支給する。 

２ 前項の支給対象となる一時帰省は、1 年度につき６回までとする。 

 

第 6 章 雑 則 

（旅費の調整） 

第２８条 特別の事情や性質により、この規程による旅費を支給したときに、不当に出張の実

費を超えた旅費を支給することとなる場合においては、その実費を超えることとなる



 

部分の旅費を支給しないことができる。 

２ 前項の場合において、通常必要としない旅費を支給することとなる場合においても、

同様とする。 

３ この規程による旅費により出張することが、当該出張における特別な事情や性質に

より困難である場合には、これらの事情等を考慮し、必要と認められる限度において

増額調整をすることができる。 

（改 廃） 

第２９条 この規程は、関係諸法規の改定及び会社状況及び業績等の変化により必要があると

きは、従業員代表と協議のうえ改正又は廃止することがある。 

 

制定 令和２年８月２1 日 

 

 

 

 

 

 

別表第 1  日当（国内） 

区  分 
日 当 

（1 日につき） 

役員 ２，０００円 

部長、課長 ２，０００円 

上記以外の者 １，５００円 

 

 

別表第 2  宿泊料の上限額（国内） 

区  分 

宿泊料（1 夜につき） 

政令指定都市 それ以外 

役員 １０，０００円 ８，０００円 

部長、課長 １０，０００円 ８，０００円 

上記以外の者 １０，０００円 ８，０００円 

 



事務局規程 

 

（目的） 

第1条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社（以下、「この法人」

という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定め、事務の適正な運営を図るこ

とを目的とする。 

 

（事務局） 

第2条 事務局には、営業・コンプライアンス・審査・管理・監査の部署を置く。 

２   各部署の分掌は、別紙の「業務に係る人的構成及び組織等の業務執行体制」に定

める。 

 

（職員等） 

第3条 この法人には、次に掲げる職員を置く。 

（１） 代表取締役 

（２） 取締役 

（３） 監査役 

（４） 部長（部署を統括する管理職） 

（５） 専任職 

２   代表取締役は、前項に規定する職制のほか、必要に応じて職員の職務を設けるこ 

とができる。 

 

（職員の職務） 

第4条 この法人の職員の職務は次のとおりとする 

（１） 代表取締役は、事務局の事務を統括する。 

（２） 部長は、代表取締役の命を受けて、各部署の業務を統括する。 

（３） 各部署の専任職は、部長の命を受けて、各部の業務に従事する。部長が空

席の部署は、代表取締役・取締役が部長の職も兼ねる。 

 

（職員の任命及び職務の指定） 

第5条 職員の任免は、代表取締役が行う。 

２   職員の職務は、代表取締役が指定する。 

 

（事務の決裁） 

第6条 事務に関する事項は、原則として担当者が立案し、各部署の部長及び取締役の決



済を受けて実施する。 

 

（代理決裁） 

第7条 代表取締役、部長が不在である場合において、特に緊急に処理しなければならな

い決裁文書は、決裁権者があらかじめ指定するものが決裁することができる。 

第8条 前項の規定により代理決裁した者は、事後速やかに決裁権者に報告しなければな

らない。 

 

（規程外の対応） 

第9条 この規程の実施に関し必要な事項は、代表取締役が取締役会の承認を得て、別に

定めるものとする。 

 

（改廃） 

第10条 この規程の改廃は、取締役会の決議による。 

 

附則 

この規程は、令和 4年 3月 18 日より施行する。 





取締役の職務権限規程 

 

第 1 章 総 則 

(目 的) 

第 1 条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社(以下、「当社」という。）

の取締役の職務権限を定め、業務の適法、かつ効率的な執行を図ることを目的とする。 

 

(法令等の順守) 

第 2条 取締役は、法令、定款及び当社が定める規範、規程等を順守し、誠実に職務を遂行

し、協力して、定款に定める当社の目的の遂行に寄与しなければならない。 

 

第 2章 取締役の職務権限 

 

(取締役) 

第 3条 取締役は法令及び定款の定めるところにより、当社の業務の執行の決定に参画する。  

 

(代表取締役) 

第 4条 代表取締役の職務権限は、別表に掲げるものとする。 

 

第 3章 補 則 

(細 則) 

第 5条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に必要な事項は、取締役会の決議に

より別に定めることができる。 

 

 (改 廃) 

第 6条 この規程の改廃は、取締役会の決議を経て行う。 

 

附則 

この規程は、令和 4年 3月 18 日より施行する。 

 

 

 

 

 

  



別表 取締役の職務権限 

項目 
決済権者 

代表取締役 取締役 

役割 

・当社を代表し、その業務を

総理 

・代表取締役を補佐し、当社

の業務を執行 

・代表取締役の事故時等の職

務執行 

事業計画・予算案作成 ◎ ○ 

事業報告・決算案作成 ◎ ○ 

対外協力・地域連携 ◎ ◎ 

事業開発 ◎ ○ 

広報 ◎ ○ 

法人業務 ◎ ○ 

株主総会 ◎ ○ 

財務計画・資金管理・会計 ◎ ◎ 

契約締結 ◎ ○ 

人事・給与制度 ◎ ○ 

外部への文書発信 ◎ ○ 
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取締役会規程 

(目 的) 

第１条  当会社の取締役会に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、この規

程の定めるところによる。 

 

(取締役)  

第２条 各取締役について、当該取締役及びその配偶者又は３親等内の親族等である取締

役の合計数が、取締役の総数の３分の１を超えないこと。 

 

(取締役会の構成) 

第３条 取締役会は取締役全員をもって構成する。 

２ 監査役は取締役会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べなければなら

ない。 

３ 取締役会は、議事の運営上必要と認めるときは、取締役・監査役以外のものを取締

役会に出席させ、説明または報告を求めることができる。 

４ 特別利害関係を有する取締役の合計数が、取締役の総数の２分の１を超えないこ

と。特別利害関係を有する取締役が取締役会に出席する場合は、当該取締役の氏名

を取締役会議事録に記載すること。 

 

(開 催) 

第４条 取締役会は定例取締役会と臨時取締役会とする。 

２ 定例取締役会は原則として 3ヶ月に 1回以上の開催とする。 

３ 臨時取締役会は必要に応じて開催する。 

 

(招集権者及び議長) 

第５条 取締役会は、代表取締役がこれを招集し、その議長となる。代表取締役に事故ある

ときは、取締役会の決議をもってあらかじめ定めた順序によって、他の取締役がこ

れに代わる。 

２ 招集者でない取締役または監査役は、議題及び理由を記載または記録した書面等

を招集者に提出して、取締役会の招集を請求することができる。 

３ 前項の請求があった日から５日以内に、請求の日から２週間以内の日を会日とす

る取締役会の招集通知が発せられない時は、当該請求をした取締役または監査役

は、取締役会を招集できる。 

 

(招集手続の省略) 
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第６条 取締役会の招集通知は、定款２７条による。ただし、取締役及び監査役の同意があ

るときは、招集手続きを省略することができる。 

 

(決議の方法) 

第７条 取締役会の決議は、定款第２８条による。ただし、決議につき特別の利害関係を有

する取締役は、その議決に加わることはできない。この場合その取締役の数は議決

の取締役の数に参入しない。 

 

(決議事項) 

第８条 取締役会は別表に掲げる事項につき、決議する。 

 

(業務報告) 

第９条 取締役は、各自が担当する会社の職務の執行の状況および重要と認められる事項

並びに法令に定められた事項のほか、取締役会が必要と認めた事項について取締

役会で報告しなければならない。 

  ２ 競業取引または自己取引を行った取締役は取引後遅滞なく、その取引につき重要

な事項を、取締役会に報告しなければいけない。 

 

(議事録) 

第１０条 取締役会の議事については、議事の経過の要領及びその結果を記載または記録

し、出席取締役及び出席監査役がこれに記名捺印または電子署名して１０年間備

え置かなければならない。 

 

(規程の所管部署及び改廃) 

第１１条 この規則の所管部署は管理部とする。なお、改廃は取締役会の決議によるものと

する。 

附則 

この規則は平成 28 年 4月 14 日より施行する。 

附則 

この規則は令和 4年 3月 18 日より改定施行する。 
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別表 

        取締役会付議事項 

 

１．株主総会に関する事項 

(１) 株主総会の招集の決定 

(２) 株主総会提出議案の決定 

(３) 基準日後に株主になったものの議決権行使の取扱いの決定 

２．取締役等に関する事項 

(１) 代表取締役の選定及び解職 

(２) 役付け取締役の選定及び解職 

(３) 業務担当取締役の担当業務の決定 

   (４) 社長に事故があるとき、その職務を代行する取締役の順序の決定。 

（５) 取締役と会社間の取引及び競業取引の承認 

（６) 常勤取締役の他会社役員の兼任の承認 

（７）取締役、監査役及び会計監査人の責任軽減の決定 

（８）取締役会規則の制定及び改廃 

３．決算に関する事項 

（１）事業報告、計算書類及び付属明細書の承認 

（２）臨時計算書類の承認 

（３）中間配当の決定 

４．株式に関する事項 

（１）基準日の設定 

（２）株式の発行 

（３）準備金の資本組入れ 

（４）自己株式の取得、処分、消却 

（５）株式の分割、株式無償割当て 

（６）社債の発行 

５．組織及び人事に関する事項 

（１）重要な使用人の選任及び解任 

（２）重要な組織の設置、変更及び廃止 

６．重要な業務執行に関する事項 

（１）重要な財産の処分及び譲受 

（２）多額の貸付 

（３）多額の借入、及び保証 

（４）経営計画に関する事項 

（５）年度予算の承認 
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（６）重要な契約の締結及び変更 

７．その他の事項 

（１）重要な訴訟の提起 

（２）株主総会の決議により委任された事項 

（３）その他法令または定款に定められた事項 

（４）その他取締役会が特に必要と認めた事項 



 

 

 

 

 

 

 

 

就 業 規 則 
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第 13 章 雑 則 

 

附 則     

 

 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、プラスソーシャルインベストメント株式会社（以下「会社」という）

がその使命とする事業経営を適正かつ健全におこなうために、従業員の就業に関する諸事

項を定めたものである。 

2 従業員の就業に関する事項については、この規則に定める事項のほか、労働基準法、労

働安全衛生法その他の法令の定めるところによる。 

 

（規則遵守義務） 

第２条 会社および従業員はこの規則を遵守し、お互いに協力して誠実にその職務に精励

し、職場秩序の保持および顧客サービス向上に最善を尽くさなければならない。 

 

（労務管理責任） 

第３条 会社はこの規則に基づき適正な労務管理を実施しなければならない。また、会社

は適正に労務管理運営ができるような施策を講じなければならない。 

 

（適用範囲） 

第４条 この規則は正社員（以下「従業員」という）に適用する。なお、次の各号に掲げ

る者については別規程または個別に労働条件を定める。 

（１）パートタイム従業員、アルバイト従業員（時給契約従業員） 

（２）嘱託従業員 

（３）テレワーク勤務（在宅勤務） 

２ 会社に採用されることを希望する旨の意思表示をした者については、本採用をするま

での手続き等について本規則を準用する。 

 

（適用除外） 

第５条 労働基準法 41 条に定める者のうち、次の各号のいずれかに該当する者の労働時

間、休憩および休日については、原則として本規則の規定を適用するが、第１号に該当す



る者は、その管理を本人が自主的に行うものとする。 

（１）管理または監督の地位にある者 

（２）会社が機密の事務を取り扱う者として指定した者 

２ 前項各号のいずれかに該当する者に対し、時間外勤務および休日勤務、代休の規定は、

適用しない。 

３ 同条第２項以外の規定は適用除外者においても適用される。 

 

（規則遵守の義務と各種届出手続） 

第６条 従業員は、本規則および他の諸規則を遵守し、誠実にその義務を履行し、正しく

その権利を行使しなければならない。 

２ 本規則および本規則に付随する諸規程等に定められた各種届出の手続は、特別の事由

がない限り、従業員本人が所定の期日までに行わなければならない。 

３ 前項の規定に違反した場合には、各種取扱いの適用を受けることができない場合があ

る。 

 

（労働条件とその変更） 

第７条 従業員の労働条件および服務規律等は、本規則に定めるところによる。ただし、

従業員と会社が個別労働契約において、本規則の内容と異なる労働条件を合意していた部

分については、当該労働契約による労働条件がこの規則を下回る場合を除き、個別労働契

約による労働条件を優先する。 

２ 本規則に定める労働条件および服務規律等については、法律の改正、社会状況の変動

および会社の経営内容・方法の変動等の業務上の必要性により就業規則変更の手続により

変更することがある。 

 

 

第２章 人 事 

 

  第１節 採 用 

 

（採用） 

第８条 会社は就職希望者の中から所定の選考試験に合格した者を従業員として採用する。 

 

（応募書類） 

第９条 就職を希望する者は、次に掲げる書類を所定の期日内に会社に提出しなければな

らない。ただし、会社が認めた場合は、一部を省略することがある。 

（１）履歴書（提出日前３ヵ月以内に撮影した写真を貼付） 

（２）職務経歴書（前職がある場合） 



（３）最終学校の卒業証明書または卒業見込証明書（新規学卒者の場合） 

（４）最終学校成績証明書（会社から指定された者のみ） 

（５）自動車運転免許証、専門資格などの資格証明書（写） 

（６）その他会社が提出を求めた書類 

２ 提出された書類は採用選考の目的にのみ使用する。なお、採用に至った場合には採用

書類として人事管理の目的にのみ使用する。 

３ 従業員が外国籍である場合、会社は従業員の国籍、在留資格、在留期間等を確認する

ために、在留カードの写しを提出させるものとする。 

４ 不採用となった者から提出された個人情報書類は責任を持って破棄し、その者に返却

しない。 

 

(内定取消事由) 

第１０条 採用内定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、内定を取り消し、採用し

ない。 

（１）採用の前提となる条件（卒業、免許の取得等）が達成されなかったとき 

（２）入社日までに健康状態が採用内定時より低下し、勤務に堪えられないと会社が判断

したとき 

（３）履歴書等の提出書類の記載事項に偽りがあったとき 

（４）採用内定後に犯罪、反社会的行為その他社会的な信用を失墜する行為を行ったとき、

または採用選考時に告知すべき事実を秘匿していたことが判明したとき 

（５）第８条（採用）に定める選考試験時には予想できなかった会社の経営環境の悪化、

事業運営の見直し等が行われたとき 

（６）その他上記に準ずるまたはやむを得ない事由があるとき 

 

 

（採用時の提出書類） 

第１１条 従業員として採用された者は、速やかに次に掲げる書類を提出しなければなら

ない。 

（１）入社誓約書・身元保証書 

（２）住民票記載事項証明書（氏名・生年月日・住所及びマイナンバーの証明） 

（３）扶養家族届 

（４）所得税源泉徴収票（中途採用の場合） 

（５）年金手帳 

（６）雇用保険被保険者証（中途採用の場合） 

（７）健康診断書（３ヵ月以内） 

（８）給与・賞与振込口座（通帳の開いた最初のページ写し） 

（９）通勤費支給内容届出書―会社指定の様式 



（１０）その他会社が提出を求めた書類 

２ 前項の書類の記載事項に変更を生じた場合には、遅滞なくこれを会社に届け出るもの

とする。 

３ 提出された書類は人事管理の目的にのみ使用する。 

４ 所定の書類を期日までに提出しない場合には、採用を辞退したものとみなすことがあ

る。 

 

（身上変更事項の届出義務） 

第１２条 従業員は、既に会社に届出ている次の事項について変更があったときは、その

事由が生じた日から 14 日以内に会社指定の用紙に当該変更事項を記入して届出なければな

らない。なお、届出の際には、前条に定める提出書類等のうち、変更事項にかかわるもの

を添付するものとする。 

（１）従業員またはその世帯に属する者の氏名 

（２）世帯構成 

（３）現住所、自宅の電話番号、携帯電話番号 

（４）通勤経路および通勤費 

（５）学歴 

（６）保有する免許および資格 

（７）その他会社が必要とする事項 

 

（身元保証人） 

第１３条 身元保証人は原則２名とし、本人の親、または独立の生計を営み行為能力を有

する成年者で会社が適当と認めた者とする。ただし、会社が特に不要と認めた場合、定め

る必要はない。 

２ 身元保証契約の保証期間は３年間とする。 

３ 従業員が会社による命令および規則を遵守せず、故意または過失により会社に損害を

与えたときは、会社は身元保証人に対し、従業員と連帯して損害を賠償させることができ

る。 

４ 会社は、次の各号のいずれかに該当するときは、身元保証人に対してすみやかに通知

する。 

（１）従業員が業務上不適任または不誠実であるため、身元保証人に責任が生じるおそれ

があると知ったとき 

（２）従業員の任務または任地を変更したため、身元保証人の責任が重くなりそうなとき、

またはその監督を困難にするとき 

５ 前項の通知を受けた場合、身元保証人は身元保証の契約を解除することができる。 

 

 



（身元保証人の変更） 

第１４条 従業員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、ただちに新たな身元保証人

を立て、身元保証書を会社に提出しなければならない。ただし、その保証契約期間は、前

身元保証契約の契約存続期間とする。 

（１）身元保証人が死亡したとき 

（２）身元保証契約の解除によって、身元保証人を欠いたとき 

（３）身元保証人が前条第１項の要件を欠いたとき 

２ 従業員は、身元保証人の住所および氏名に変更があったときは、その都度会社に届け

出なければならない。 

 

（試用期間） 

第１５条 会社は前条により採用した従業員について３ヵ月間の試用期間を設ける。ただ

し、会社が必要と認めた場合には試用期間を短縮する場合がある。 

２ 前項の試用期間が満了し、会社が適格と認めた場合に本採用とする。ただし、試用期

間中または試用期間満了時に、技能、勤務態度、人物および健康状態等に関して、従業員

として不適格であると判断した場合は採用を取り消すことがある。 

３ 試用期間が満了し、採否を決定しかねる場合には、本人に通告の上３ヵ月以内に限り

試用期間を延長することがある。 

４ 第１項の試用期間ののち正式に採用が決定した場合は、実際の就業の日から採用した

ものとみなし、勤続年数に通算する。 

 

（労働契約と労働条件の明示） 

第１６条  新規採用者は、入社前に会社との間で個別の労働契約を締結し、会社は労働

契約の締結に際し、労働条件通知書兼雇用契約書を交付して以下の労働条件を明示する。 

（１）労働契約の期間 

（２）就業の場所および従事する業務 

（３）始業および終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇 

（４）賃金の決定、計算および支払方法ならびに賃金の締切りおよび支払時期 

（５）定年、退職となる事由、退職の手続、解雇の事由、解雇の手続 

２ 前項の労働条件の明示の方法は、新規採用者が同項に規定する労働条件が明らかとな

る次のいずれかの方法によることを希望した場合には、当該方法とすることができる。 

（１）電子メールその他の受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電気

通信の送信の方法（新規採用者が電子メール等の記録を出力することにより書面を作成す

ることができるものに限る。） 

 

 

  第２節 人事異動、人事評価 



 

（配置・異動） 

第１７条 会社は従業員の能力、経験、勤務成績等を勘案して適正な配置をおこなう。た

だし、業務の都合により部門間異動、職種の変更、出向または他部門への臨時の応援を命

ずることがある。 

２ 従業員は前項ただし書きにより異動または出向を命じられた場合、正当な理由がない

限りこれに従わなければならない。 

３ １項によって異動等する場合には、業務の引継ぎを滞りなくおこなわなければならな

い。 

 

（昇進・降職） 

第１８条 会社は従業員の能力、経験、適性等により、昇進または降職を命ずることがあ

る。 

 

（人事評価） 

第１９条 会社は従業員の能力や業務遂行プロセスおよび業務成果等を的確に評価し、人

材育成に活用する。 

２ 会社は人事評価を配置・異動、給与・賞与および昇格・降格のために利用する。 

 

 

  第３節 休 職 

 

（休職） 

第２０条 従業員が次の各号の一に該当するときは休職を命ずる。 

（１）業務外の傷病による欠勤が連続１ヵ月（暦日数）にわたったとき、または断続的な

欠勤日が２ヵ月間に２０日以上に達し、以後もその状態が継続する可能性があるとき。 

（２）前号以外の従業員の都合による欠勤が連続１ヵ月（暦日数）にわたり、特別な配慮

が必要なとき。 

（３）会社の許可を得て公職につき、職務に支障をきたすと認められるとき。 

（４）法令により逮捕、勾留または起訴され、業務に支障をきたすと認められるとき。 

（５）社命により関連会社他へ出向するとき。 

（６）前各号のほか、特別な事由から休職の必要があると認められたとき。 

２ 前項第一号の傷病による休職の要否を判断するために、次の事項を実施することがあ

る。 

従業員からその健康状態を記した診断書の提出を受けるほか、会社の指定する産業医また

は専門医および従業員の主治医の意見を聴取することがある。 

前号の判断にあたり、会社が必要と認める場合には、従業員は会社に対して主治医宛の医



療情報開示同意書を提出するものとする。 

 

（休職期間） 

第２１条 前条の定めに基づく休職期間は次のとおりとする。 

（１） 業務外の傷病による場合   入社１年未満     １ヵ月 

                  入社１年以上３年未満 ３ヵ月 

                  入社３年以上     ６ヵ月 

（２）自己都合による場合             ３ヵ月 

（３）公務公職に就任した場合    就任期間 

（４）逮捕、勾留または起訴された場合    必要な期間 

（５）出向の場合    出向終了日まで 

（６）特別な事由の場合    会社が認める期間 

２ 休職期間は、必要に応じて延長し、または短縮することがある。 

３ 第１項の規定にかかわらず、休職期間中に定年に達したときは、その日をもって休職

期間が満了したものとみなす。 

 

（休職期間の取扱い） 

第２２条 休職期間は原則として勤続年数に通算しない。ただし、出向および会社が特別

の事由を認めた場合はこの限りではない。 

２ 休職期間中は賃金を支給しない。ただし、出向および会社が特別の事由を認めた場合

はこの限りではない。 

３ 役職者が休職になった場合は、その役職を解くものとする。 

４ 休職期間中は、少なくとも月に一回以上近況を報告しなければならない。なお、傷病

による休職期間中は主治医の診断に従い療養に努めるとともに、毎月、治癒の状況、休職

の必要性など主治医からの指導内容を報告しなければならない。会社が必要と認める場合

には、主治医の診断書を提出しなければならない。 

５ 前項の書類で、有効期間の定めのあるものについては、有効期間満了の都度、また医

師の診断書については、診断書に記載された就業禁止期間満了の都度、改めてこれを提出

しなければならない。 

６ 前項までの医師の診断書に関する費用に関しては、原則として社員本人が負担する。

ただし、会社が指定する医師の診断書の提出を命じた場合の費用については、会社が負担

する。 

７ 休職期間中の健康保険料（介護保険料を含む。）、厚生年金保険料、住民税等であっ

て、社員の月例賃金から通常控除されるものについては、会社は社員に対してあらかじめ

請求書を送付する。社員は当該請求書に記載された保険料、税金等を指定期日までに会社

に支払わなければならない。 

８ 休職期間を年次有給休暇の基準となる勤続年数に通算する。 



（私傷病による休職期間中の義務） 

第２３条 会社は、私傷病による休職期間中の社員に対し、会社が指定する医師による定

期的な面談を実施することがある。ただし、社員の主治医が面談の実施が治療上好ましく

ないと判断する場合は、この限りでない。 

２ 私傷病による休職期間中は、療養に関する医師の指示を忠実に順守する等、健康回復

のため療養に専念しなくてはならない。療養の目的から逸脱する行為が認められた場合は、

休職を打ち切ることがある。 

３ 私傷病による休職期間中に会社から状況の報告（生活記録の提出を含む。）を求めら

れた場合には、社員はこれに応じなければならない。会社からの請求があるにもかかわら

ず、社員が正当な理由なく状況報告を怠り、または拒否した場合は、懲戒処分とすること

がある。 

４ 会社は、必要があると認める場合、本人の同意を得たうえで、会社が指定する医師に

主治医との意見交換をさせ、復職の判断に必要な情報を求めることがある。 

５ 主治医、家族その他社外の者からの情報収集または情報提供は、原則として本人の同

意を得て行うものとし、同意のあった目的以外に使用しない。ただし、次の各号のすべて

に該当する場合は、この限りでない。 

（１）人の生命、身体または財産の保護のために個人情報を取得する必要がある場合 

（２）個人情報の取得について本人の同意を得ることが困難である場合 

（３）個人情報の取得が急を要する場合 

 

（同一傷病による再度の休職） 

第２４条 業務外傷病による休職の場合で、休職期間満了前に復職し、復職の日から６ヵ

月以内に再び同一傷病で連続１週間（暦日数）以上欠勤または１ヵ月に断続的に１０日以

上欠勤した場合は休職を命じる。 

２ 前項の休職期間は、前休職期間の残余日数とする。 

 

（復職） 

第２５条 休職を命じられた従業員の休職事由が消滅したときはすみやかに復職願を提出

するものとし、復職が適当であると会社が判断し許可した場合には復職させる。 

２ 前項の規定により復職させる場合は、原則として旧職務へ配置する。ただし、業務の

都合その他やむを得ない事情により旧職務へ復職させることが困難な場合は、旧職務とは

異なる職務に配置することがある。異なる職務に配置された場合の業務内容、労働時間、

賃金等の労働条件は、社員との協議のうえで個別に設定する。 

３ 業務外傷病の回復による復職の場合には、その回復状態により、休職前と同程度の

質・量・密度の業務に復することが不可能であり、業務の軽減等の措置をとる場合には、

その状況に応じた役職や給与にすることがある。 

４ 業務外傷病による休職者が復職申請する場合は、主治医の診断書および主治医宛の医



療情報開示同意書を提出しなければならない。会社は復職の可否を判断するために、会社

の指定する産業医または専門医の受診を命じることができる。 

５ 前項までの医師の診断書に関する費用に関しては、原則として社員本人が負担する。

ただし、会社が指定する医師の診断書の提出を命じた場合の費用については、会社が負担

する。  

６ 業務外傷病の回復により復職した従業員は、健康状態、仕事の状況、職場の人間関係

等について、上司や関係先に必要な報告をしなければならない。また、復職後も治療を続

ける場合には、服薬等について主治医の指示に従い、回復に努めなければならない。 

７ 休職期間満了までに休職事由が消滅しない場合は、休職期間の満了の日をもって当然

退職とする。 

 

 

 

 

 

  第４節 退 職 

 

（当然退職） 

第２６条 従業員が各号の一に該当したときは退職とし、従業員としての身分を失う。 

（１）死亡したとき。 

（２）解雇したとき。 

（３）休職期間が満了しても休職事由が消滅しないとき。 

（４）退職を申し出て会社が承認したとき。 

（５）行方不明による欠勤が２０日に達し、なお行方不明のとき。 

（６）当社の役員に就任したとき。 

（７）期間を定めて雇用された者の雇用期間が終了したとき 

（８）定年に達し、かつ本人が継続勤務を希望しないとき 

 

（合意退職） 

第２７条 退職を希望する社員は、予め退職希望日の２か月前までに、退職する意思のあ

ることを会社に予告しなければならない。 

２ 従業員が退職希望日の 30 日以上前に所属長に退職の届出をした場合、原則として会社

はその申し込みを承諾する。 

３ 前項の退職の届出が退職希望日の 30 日以上前でない場合であっても、事情によりその

申し込みを承諾する場合がある。 

４ 会社が承諾した従業員による退職の意思表示は、原則として撤回できない。 

５ 退職を希望する従業員は、以下の規定を遵守しなければならない。 



（１）退職の日までの間に従前の職務について後任者への引継ぎを完了すると共に、業務

に支障をきたさないようにしなければならない。 

（２）退職の日までは、会社から業務上等の指示がある場合は、その指示に従わなければ

ならない。 

 

 

（辞職） 

第２８条 従業員は、退職の届出に対して、会社の承諾を得られない場合には、民法の規

定により、契約を終了させ、退職することができる。 

２ 辞職する従業員は、以下の規定を遵守しなければならない。 

（１）退職の日までの間に従前の職務について後任者への引継ぎを完了すると共に、業務

に支障をきたさないようにしなければならない。 

（２）退職の日までは、会社から業務上等の指示がある場合は、その指示に従わなければ

ならない 

 

（定年退職） 

第２９条 従業員の定年は、満 60 歳に達した日直後の年度末とし、その翌日に従業員とし

ての身分を失う。 

 

（継続雇用） 

第３０条 定年に達する者が希望する場合は、最長で満 65 歳に達した日直後の年度末まで

嘱託社員として継続雇用する。 

２ 嘱託社員として第１項の規定により継続雇用されることを希望する者は、会社に対し

て「継続雇用申請書」を、原則として、定年の日の１か月前までに提出しなければならな

い。 

３ 嘱託社員として第１項の規定により継続雇用される者の労働契約は、１年間の有期労

働契約とし、会社は、当該労働契約の更新に際しては、次の各号に掲げる判断基準により、

次期契約の有無を判断する。 

（１）契約期間満了時の業務量 

（２）本人の勤務成績、態度 

（３）本人の能力 

（４）会社の経営状況 

４ 更新後の労働契約に係る労働条件は、更新の都度見直すものとし、会社の提示する労

働条件に合意した者に限り、新たな労働契約を締結する。 

５ 前条の規定により締結した労働契約に定めた労働条件以外の労働条件は、パートタイ

ム社員就業規則に定めるところによる。 

 



（継続雇用しない事由） 

第３１条 前条の規定にかかわらず、従業員が希望する場合であっても、次の各号のいず

れかに該当する者については、定年をもって退職するものとし、継続雇用は行わない。 

（１）勤務成績または業務能力が不良で就業に適さないと認められたとき 

（２）就業状況が不良で、従業員としての職責を果たし得ないと認められたとき 

（３）他の従業員との協調性を欠くことにより業務に支障を生じさせたとき 

（４）服務規律を違反したにもかかわらず、改心が認められなかったり、繰り返したりし

て、改善の見込みがないと認められるとき 

（５）会社の必要とする知識および技能の修得を怠ったとき 

（６）正当な理由なしに出向、職種の変更または職制上の地位の変更を拒んだとき 

（７）精神または身体の疾患によって勤務に堪えられないと認めたとき 

（８）会社が、事業を継続することが不可能な状態となり、事業を終了、廃止をするとき 

（９）やむを得ない事情により、事業の縮小、変更または部門の閉鎖等を行う必要が会社

に生じ、従業員を他の職務に転換させることが困難なとき 

（１０）就業規則第２５条（当然退職）各号に掲げる退職事由のいずれかに該当するとき 

（１１）前各号に準ずるやむを得ない事由があること 

 

（退職の日付） 

第３２条 前々条に定める退職の日付は次の各号のとおりとする。 

（１）死亡による場合                 死亡した日 

（２）解雇による場合                 解雇した日 

（３）休職期間が満了した場合         休職期間が満了した日 

（４）自己都合による退職の場合       会社が退職日と認めた日 

（５）行方不明の場合             欠勤が２０日に達した日の翌日 

（６）役員に就任した場合          役員に就任した日 

（７）契約期間が終了した場合      契約期間が満了した日 

 

（退職者の義務） 

第３３条 退職または解雇により従業員の資格を喪失することが決定した者は、会社が指

定する日までに、会社により貸与された物品およびデータファイル、ソフトウェア、ハー

ドディスク等の全てを返却、会社に対して債務のある場合はその債務を完済しなければな

らない。また、会社が提供した電子データが従業員の電子メディアに残存している場合は、

当該データは全て削除しなければならない。 

２ 前項の会社から貸与されたものとは以下の物をいう。 

（１）健康保険証 

（２）社章 

（３）社員証 



（４）社名入りの名刺 

（５）会社からの借入金 

（６）その他会社から貸与されたもの 

３ 従業員は、前項の物とあわせて退職時の誓約書を会社に提出しなければならない。 

４ 社宅入居者については、退職の日から３０日以内に明け渡しを行うものとする。 

 

第３３条の２ 退職後に継続する義務 

１ 従業員のうち役職者、または企画の職務に従事していた者が退職し、または解雇され

た場合は、会社の承認を得ずに離職後６か月間は日本国内において会社と競業する業務を

行ってはならない。また、会社在職中に知り得た顧客と離職後１年間は取引をしてはなら

ない。 

２ 退職し、または解雇された従業員は、退職しまたは解雇された後もその在職中に行っ

た職務、行為および離職後の守秘義務に対して責任を負うものとする。 

３ 退職し、または解雇された従業員が、前各項に違反し、会社が損害を受けたときには、

その損害を賠償しなければならない。 

 

 

  第５節 解 雇 

 

（解雇） 

第３４条 従業員が次の各号の一に該当するときは解雇とする。 

（１）服務規律にしばしば違反し、改悛の情がなく、また協調性も欠けるなど会社人・組

織人として不適格と認められるとき。 

（２）業務遂行意欲がなく、指導・育成等を施しても、意欲向上が見られず、従業員とし

ての責務を果たすことができないと認められるとき。 

（３）精神または身体に支障があり、あるいは虚弱、疾病により業務に耐えられないと認

められるとき。 

（４）勤務成績または技能、能率が著しく不良で職務に適さないとき。 

（５）正当な理由がない遅刻、早退、欠勤および直前の休暇申請が多く、労務提供を全う

しようとする意思が不十分だと認められるとき。 

（６）自己の都合により、引き続き１ヵ月以上（暦日数）欠勤するとき。 

（７）職務および業務上において重大な過失があったとき。 

（８）職場の規律を乱す、上司の指示命令に従わないなど職場のルールを乱すことで職場

環境や職場の雰囲気を悪化させる行為を繰り返し続けるとき。 

（９）試用期間中の者で、会社が不適格と認めたとき。 

（１０）事業の縮小、事業所等の閉鎖、その他やむを得ない経営上の必要が生じたとき。 

（１１）天災事変その他やむを得ない事由により、事業の継続が不可能となり雇用を維持



することができなくなったとき。 

（１２）業務上において、負傷しまたは疾病にかかった場合に、労働者災害補償保険法の

適用による療養開始後３年を経過した日において、傷病補償年金を受けており、かつその

後において職務に耐えられないとき、および前記３年を経過した日以後に傷病補償年金を

受けることになり、かつその後において職務に耐えられないとき。 

（１３）その他前各号に準ずる事由があるとき。 

２ 前項第三号による場合は、会社の指定する医師の診断の結果によるものとする。 

 

（解雇予告） 

第３５条 前条の定めにより解雇する場合は、次に掲げる者を除き３０日前に本人に予告

し、または平均賃金の３０日分に相当する予告手当を支給し即日解雇する。 

(1)試用期間中であって採用後１４日以内の者 

(2)本人の責に帰すべき事由によって懲戒解雇する場合で、労働基準監督署長の認定を受け

た者 

(3)天災事変その他やむを得ない事由のため、事業の継続が不可能となった場合で、労働基

準監督署長の認定を受けたとき。 

2.前項の予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮することがある。 

 

（解雇制限） 

第３６条 業務上の傷病による療養のための休業期間およびその後の３０日間並びに産前

産後の女子従業員の休暇期間およびその後の３０日間は解雇しない。ただし、天災事変そ

の他やむを得ない事由により事業の継続が不可能となった場合で、所轄労働基準監督署長

の認定を受けたとき、または業務上の傷病により３年を経過しても治癒しない場合であっ

て、労災保険から傷病補償年金を受けているとき、または同日後受けることとなったとき、

会社が、労働基準法第 81 条に基づく打切補償を支払ったときはこの限りではない。 

 

（退職および解雇時の処理） 

第３７条 従業員が退職し、または解雇された場合、会社に債務があるときは退職または

解雇の日までに精算しなければならない。 

２ 従業員が退職し、または解雇されたときは、会社は原則として退職または解雇となっ

た日から１ヵ月以内に賃金を支払い、その他の必要な手続きをおこなう。ただし、本人か

ら請求があった場合には７日以内に賃金を支払い、その他従業員の権利に属する金品を返

還する。 

３ 退職し、または解雇された従業員が使用証明書の交付を請求したときは、会社は遅滞

なくこれを交付するものとする。 

４ 前項の証明事項は、使用期間、業務の種類、会社における地位、賃金および退職の事

由とし、本人からの請求事項のみを証明する。 



 

 

第３章 服務規律 

 

（服務の基本原則） 

第３８条 従業員は会社の経営理念・経営ビジョン・行動指針および社会的使命を理解し、

業務上の指示命令および会社の諸規則に従い、自己の業務に専念し作業効率の向上に努力

すると共に、お互いに協力して職場秩序を維持しなければならない。 

２ お客様および取引先に対する言動は、常に慎重かつ細心の注意を払い、お客様および

取引先の信頼を得るように努めなければならない。 

３ 従業員は、会社の一員としての自覚と責任に徹し、業務に精励し、就労時間中は自己

の業務に専念しなければならない。 

４ 職務遂行にあたっては、業務上の指揮命令に従うとともに、同僚とも相互に協力して、

作業能率の向上に努めつつ、社業の発展に貢献するよう努めなければならない。 

５ 従業員は、組織が業務上必要とする情報や報告を適切な相手に適宜正確に伝達すると

ともに、秘密情報や個人情報は漏洩させないように十分に注意しなければならない。 

６ 従業員は、本規則および本規則に付随する諸規程等に定める事項を誠実に遵守するほ

か、職場規律および社内秩序の維持、健全な職場環境の保持のために会社が行う施策に積

極的に協力しなければならない。 

 

（服務心得） 

第３９条 従業員は次に掲げる事項を守って、職場秩序の維持に努力するとともに業務に

精励しなければならない。 

（１）常に健康に留意し、礼儀正しく、親切、丁寧な態度で就業すること。 

（２）職場の風紀や秩序を乱さず、常に働きやすい職場の雰囲気づくりを心がけること。 

（３） 職場を常に整理整頓し、清潔を保ち、盗難・火災の防止に努めること。 

（４）上司、同僚と協力し、円滑なチームワークに努めること。 

（５）自己の業務は、正確かつ迅速に処理し、常にその効率化をはかり、自己の創造性を

高めること。 

（６）業務上の失敗、お客様からのクレームは隠さず、早急に事実を上司へ報告すること。 

（７）事実歪曲や虚偽の報告をしないこと。 

（８）職場においては、会社が貸与する制服を着用し、清潔感があるよう心がけること。 

（９）勤務時の装い(衣服・髪型・化粧・アクセサリー・爪等）は、常に清潔を保ち、過度

に華美な印象を与えるものは避けること。 

（１０）業務上の都合により、担当業務の変更または他の部署への応援を命じられた場合

は、正当な理由なくこれを拒まないこと。 

（１１）勤務時間中は職務に専念し、所属長の許可なく職場を離れ、または、他の従業員



の業務を妨げるなどの行為をしないこと。 

（１２）自己または第三者のために、職務上の地位を不正に利用しないこと。 

（１３）所定の届出事項に異動が生じたときは、すみやかに届け出ること。 

（１４）正当な理由がなく、業務上または規律保持上の必要により実施する所持品検査を

拒まないこと。 

（１５）業務上必要な場合に会社が行う、証拠提出を含む調査事項について協力すること。

また、虚偽の供述はしないこと。 

（１６）職場において性的言動を行い、それに対する他の従業員の対応により、当該他の

従業員の労働条件に関して不利益を与えたり、または他の従業員の職場環境を害さないこ

と。 

（１７）前号の性的言動、妊娠・出産等に関する言動、育児休業・介護休業等の利用に関

する言動その他これらに類似の形態の行為により、他の従業員の有する具体的職務遂行能

力の発揮を阻害ないしその恐れを発生させないこと。 

（１８）上位者は下位者に対して人事権や業務命令権などの権力差を背景にし、本来の業

務の範疇を超えて人格や尊厳を傷つける言動をおこなわないこと。 

（１９）故意または過失により会社に損害を与えないこと。 

（２０）会社の車両、器具、その他の備品を大切にし、消耗品は節約し、書類は丁重に取

り扱うとともに、その保管にも十分注意すること。 

（２１）会社の許可なく、業務以外の目的で、会社の施設、機械器具、金銭、その他の物

品を他人に貸与し、または持ち出さないこと。 

（２２）会社の許可なく、業務に関係のない私物を会社施設に持ち込まないこと。 

（２３）会社の許可なく、会社の電子メールで私的なメールのやり取りをしないこと。 

（２４）会社の許可なく、業務中に会社または私用の携帯電話で、私用をすませないこと。 

（２５）会社の許可なく、会社の施設内において、演説、集会、文書配布、募金、署名活

動、掲示回覧等業務に関係のない行為を行わないこと。 

（２６）会社の許可なく、マイカー、バイクおよび自転車で通勤しないこと。また、他人

から貸与を受けた車両も同様とする。 

（２７）会社の文書類または物品を社外の者に交付、提示する場合は、会社の許可を受け

ること。 

（２８）会社の許可なく、同業他社に就業し、または自ら会社の業務と競争になる競業行

為を行わないこと。退職後においても会社の営業秘密その他の会社の利益を害する不当な

競業行為を行わないこと。 

（２９）社内においては、定められた場所以外では喫煙しないこと。 

（３０）酒気を帯びて、または違法な薬物等を私用して就業しないこと。 

（３１）社員間の金銭貸借をしないこと。 

（３２）暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力と関わりを持ったり、交流したり、

またはそのように誤解される行為をしないこと。 



（３３）業務遂行上取得した情報または職場において撮影した画像等、会社が特定され得

る内容を含む一切の情報、および会社や他の従業員の名誉や信用を毀損するような内容を、

ブログ、ツイッター、フェイスブック等のソーシャル・ネットワーキング・サービス

（SNS）、動画サイト、またはインターネット上の掲示板、友人・知人等への私的な電子

メール等に投稿・掲載・添付しないこと。 

（３４）職務上知り得た業務上の秘密や会社の不利益となる事項を他に漏らさないこと。 

（３５）インターネットにて業務に関係のない WEB サイトを閲覧しないこと。 

（３６）職務に関連して、取引先から不当な報酬、贈与または饗応を受け、その他私利を

図らないこと。 

（３７）職務の権限を越えて専断的なことをおこなわないこと。 

（３８）会社の許可なく、自宅で業務を行わないこと。 

（３９）他の社員の転職の仲介等、引き抜き行為を行わないこと。 

（４０）本条に抵触する行為のほか、会社の内外を問わず、会社の名誉・信用を傷つけ、

または会社の利益を害する行為をしないこと。 

 

（守秘義務および機密等の漏洩禁止） 

第４０条 従業員は職務上知り得た会社の業務上の秘密、会社が保有している技術上また

は営業上の機密事項および個人情報を、在職中はもちろん退職後も他に漏らしてはならな

い。また、会社の業務以外に使用してはならない。 

 

（ハラスメントの定義） 

１ ハラスメントとは、次の行為を指すものとする。 

（１）妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントとは、職場において、妊娠・出産お

よび育児等に関する制度または措置の利用に関する言動により他の従業員の就業環境を害

することならびに妊娠・出産等に関する言動により女性である他の従業員の就業環境を害

することをいう。なお、業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、業務上の必要

性に基づく言動によるものについては、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントに

は該当しない。 

（２）セクシュアルハラスメントとは、職場における性的な言動に対する他の従業員の対

応等により、当該他の従業員の労働条件に関して不利益を与えること、または性的な言動

により他の従業員の就業環境を害することをいう。また、相手の性的指向および性自認の

状況に関わらないほか、異性に対する言動だけでなく、同性に対する言動も該当する。本

号の他の従業員には、直接的に性的な言動の相手方となった被害者に限らず、性的な言動

により就業環境を害されたすべての者を含むものとする。 

（３）パワーハラスメントとは、原則として、職場において、職権等の立場または職場内

の優位性を背景にした個々の従業員の人格や尊厳を侵害する言動であって、業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものを行うことにより、他の従業員に身体的・精神的苦痛を与え、



その健康や就業環境を悪化させることをいう。 

２ 前項の職場とは、勤務先のみならず、従業員が業務を遂行するすべての場所をいい、

また、勤務時間内に限らず、実質的に職場の延長とみなされる勤務時間外の時間を含むも

のとする。 

（ハラスメントの禁止行為） 

第４１条 すべての従業員は、他の従業員を業務遂行上の対等なパートナーとして認め、

職場における健全な秩序および協力関係を保持する義務を負うとともに、職場内において

次の行為をしてはならない。 

（１）妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント 

① 部下の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用等に関し、解雇その他不利

益な取扱いを示唆する言動 

② 部下または同僚の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用を阻害する言動 

③ 部下または同僚が妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置を利用したことによる

嫌がらせ等 

④ 部下が妊娠・出産等したことにより、解雇その他不利益な取扱いを示唆する言動 

⑤ 部下または同僚が妊娠・出産等したことに対する嫌がらせ等 

（２）セクシュアルハラスメント 

① 性的および身体上の事柄に関する不必要な質問・発言 

② わいせつ図画の閲覧、配付、掲示 

③ うわさの流布 

④ 不必要な身体への接触 

⑤ 性的な言動により、他の社員の就業意欲を低下せしめ、能力の発揮を阻害する行為 

⑥ 交際・性的関係の強要 

⑦ 性的な言動への抗議または拒否等を行った従業員に対して、解雇、不当な人事考課、

配置転換等の不利益を与える行為 

⑧ その他、相手方および他の従業員に不快感を与える性的な言動 

（３）パワーハラスメント 

① 人格を傷つけるような暴言や身体的暴力行為を行うこと 

② 仕事上のミスについて、一方的にしつこくまたは大勢の従業員が見ている前で責め続

けること 

③ 大声で怒鳴る。机を激しく叩くこと 

④ 仕事を故意に与えない。無視をすること 

⑤ 法令違反の行為を強要すること 

⑥ 不当な異動や退職を強要すること。解雇をちらつかせること 

⑦ 明らかに達成が不可能な職務を一方的に与えること 

⑧ 故意に必要な情報や連絡事項を与えないこと 

⑨ 業務に必要がないこと（プライベートな用事等）を強制的に行わせること 



（４）部下である社員が妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント、セクシュアルハ

ラスメントおよびパワーハラスメントを受けている事実を認めながら、これを黙認する上

司の行為 

 

（ハラスメントの相談窓口の設置と対応） 

第４２条 会社は、ハラスメントに関する相談および苦情処理の相談窓口を本社および各

事業場で設けることとし、その責任者は管理部長とする。管理部長は、相談窓口の担当者

を男女１名ずつ指名し、その名前を人事異動等の変更の都度、周知すると共に、担当者に

必要な研修を行うものとする。 

２ ハラスメントの被害者に限らず、すべての社員はハラスメントが発生するおそれがあ

る場合、相談および苦情を相談窓口の担当者に申し出ることができる。 

３ 相談窓口の担当者は相談者からの事実確認の後、本社においては管理部長へ、各事業

場においては所属長へ報告を行う。報告に基づき、管理部長あるいは所属長は相談者の人

権に配慮したうえで、必要に応じて行為者、被害者、上司および他の従業員等に事実関係

を聴取する。 

４ 前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。 

５ ハラスメント行為が認められた場合、会社は、問題解決のための措置として、懲戒処

分のほか、行為者の異動等被害者の労働条件および就業環境を改善するために必要な措置

を講じる。 

６ 会社は、相談および苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーは保護される

と共に、相談をしたこと、または事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な

取扱いは行わない。 

７ 会社は、ハラスメントの事案が生じた時は、周知の再徹底および研修の実施、事案発

生の原因と再発防止等、適切な再発防止策を講じることとする。 

 

（兼業等の禁止） 

第４３条 従業員は自らの職務に専念するよう心掛け、次の各号に該当することは厳に慎

み、万一その事実が生じた場合は、ただちに所属長を経由して会社に届け出、その可否に

つき会社の指示を受けなければならない。 

（１）他の会社等の従業員、または役員に就任すること。（名義上だけの場合も含む） 

（２）他の会社等の従業員、または役員に就任はしないが、会社業務に支障ある営業活動

等をおこなうこと。 

（３）自ら業として営利を目的とした行為をおこなうこと。 

（４）公共団体たると民間団体たるとを問わず、団体の役員、委員に就任すること。 

 

（出退勤） 

第４４条 従業員は出勤および退勤について、次の事項を守らなければならない。 



（１）始業時刻と同時に業務を開始できるように出勤し、終業後は特別な用務がない限り

遅滞なく退勤すること。 

（２）出退勤の際は本人自らが出勤簿にサインすること。 

（３）退勤するときは、機械、器具および書類等を整理整頓し、安全・火気を確認するこ

と。 

（４）業務の都合で、会社に立ち寄らず直接取引先等に出向く場合には、あらかじめ所属

長の許可を受けること。ただし、やむを得ぬ事由により事前に許可を受けることができな

かったときは、遅滞なく届け出なければならない。 

 

（入場禁止および退場） 

第４５条 次の各号の一に該当する者に対しては、職場内への入場を禁止し、または退場

させることがある。 

（１）風紀秩序を乱し、またはそのおそれがあるとき。 

（２）業務上不必要な火気、凶器、毒物および薬品その他の危険物を所持しているとき。 

（３）酒気を帯びているとき。 

（４）衛生上の就業禁止により、就業を禁止されているとき。 

（５）前各号のほか会社が必要と認めたとき。 

 

（遅刻、早退および私用外出） 

第４６条 従業員が遅刻、早退または私用外出しようとするときは、所定の手続きにより

所属長に届け出なければならない。 

２ 従業員の責に帰することのできない事由による遅刻の場合は、それを証明するものが

あり、かつ会社が認めたときは遅刻の取扱いはしない。 

３ 遅刻、早退および私用外出（無断遅刻を含む。）により就労しなかった時間について

は無給とする。 

 

（面会） 

第４７条 来訪者との私用面会は、原則として休憩時間中に定められた場所でおこなわな

ければならない。 

 

（欠勤） 

第４８条 従業員が病気その他やむを得ない事由により欠勤するときは、所定の手続きに

より、事前に所属長に届け出なければならない。ただし、やむを得ぬ事情により届け出る

ことができなかったときは、直ちに電話連絡をとり、出勤後速やかに所定の手続きをとる

ものとする。 

２ 会社は前項の届出を受理する際、従業員に対し欠勤の事由を証明するものを求めるこ

とがある。 



３ 無断および無届欠勤の有給休暇への振替は認めない。 

４ 傷病による欠勤が連続１週間になった場合には、医師の証明書を会社に提出しなけれ

ばならない。 

５ 欠勤により就労しなかった時間については無給とする。 

 

第４章 勤 務 

 

  第１節 所定労働時間、休憩および休日 

 

（所定労働時間・休憩） 

第４９条 所定労働時間は休憩時間を除き１日８時間とする。週 40 時間で基本的には各日

の始業・終業時刻および休憩時間は次のとおりとする。 

    始業 ９時 

    終業 １８時 

    休憩 １２時から１３時 

２ 業務の都合や効率その他の事由によって、始業・終業時刻および休憩時間を変更する

ことがある。 

３ 前項の始業および終業の時刻とは、業務の開始（実作業の開始）時刻および業務の終

了（実作業の終了）時刻をいう。 

４ 始業および終業において、管理監督者を含むすべての社員は自ら出退社の記録を行う

こととし、この記録を他人に行わせてはならない。 

 

（フレックスタイム制） 

第５０条 前条の規定にかかわらず、会社は、従業員に対し、当該事業場に従業員の過半

数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、従業員の過半数で組織する労

働組合がない場合においては従業員の過半数を代表する者と、労働基準法第 32 条の３に基

づき、次の事項を定めた労使協定を締結して、その従業員にかかる始業および終業の時刻

をその従業員の決定に委ねるものとする。 

（１）対象となる従業員の範囲 

（２）清算期間（３か月以内の期間に限る。） 

（３）清算期間における総労働時間 

（４）標準となる１日の労働時間 

（５）コアタイムを定める場合にはその開始・終了時刻 

（６）フレキシブルタイムを定める場合にはその開始・終了時刻 

（７）清算期間が１か月を超えるものである場合にあっては、労使協定の有効期間 

２ 前項の場合、締結した労使協定を就業規則に添付して就業規則の一部とし、就業規則

に定めのない場合は、当該協定の定める内容によるものとする。 



３ 始業終業時刻の決定を従業員に委ねるに当たり、関係者の業務を分担する必要性が高

いと認められる場合は、その業務に協力するように始業・終業時刻を決定しなければなら

ない。 

 

（１か月単位の変形労働時間制） 

第５１条 第４８条（所定労働時間、始業・終業の時刻および休憩時間）の規定にかかわ

らず、会社は、従業員に対し、当該事業場に従業員の過半数で組織する労働組合がある場

合においては、その労働組合、従業員の過半数で組織する労働組合がない場合においては、

従業員の過半数を代表する者と、労働基準法第 32 条の２に基づき、次の事項を定めた労使

協定を締結して１か月単位の変形労働時間制による労働をさせることがある。 

（１）対象となる従業員の範囲 

（２）変形期間 

（３）変形期間の起算日 

（４）変形期間を平均し１週間あたりの労働時間が週法定労働時間を超えない定め 

（５）変形期間における各日・各週の労働時間 

（６）各労働日の始業・終業時刻および休憩時間 

（７）有効期間 

２ 前項の場合、締結した労使協定を就業規則に添付して就業規則の一部とし、就業規則

に定めのない項目は、当該協定の定める内容によるものとする。 

 

（１年単位の変形労働時間制） 

第５２条 第４８条（所定労働時間、始業・終業の時刻および休憩時間）の規定にかかわ

らず、会社は従業員に対し、当該事業場に従業員の過半数で組織する労働組合がある場合

においてはその労働組合、従業員の過半数で組織する労働組合がない場合においては従業

員の過半数を代表する者と、労働基準法第 32 条の４に基づき、次の事項を定めた労使協定

を締結して１年単位の変形労働時間制による労働をさせることがある。 

（１）対象となる従業員の範囲 

（２）対象期間（１か月を超え１年以内の期間に限る。）・起算日 

（３）対象期間における労働日および当該労働日ごとの所定労働時間 

（４）特定期間 

（５）有効期間 

２ 前項の場合、締結した労使協定を就業規則に添付して就業規則の一部とし、就業規則

に定めのない項目は、当該協定の定めるところによるものとする。 

３ 第１項の規定において、労使協定で対象期間を１か月以上の期間に区分する場合には、

第１項に替えて本項を定める。 

（１）対象となる従業員の範囲 

（２）対象期間・起算日 



（３）最初の期間における労働日と各労働日の所定労働時間 

（４）最初の期間を除く各期間における労働日数と総労働時間 

（５）特定期間 

（６）有効期間 

 

（事業場外労働に関するみなし労働時間制） 

第５３条 従業員が、労働時間の全部または一部について、事業場外で勤務する場合であ

って、労働時間を算定し難いときは、所定労働時間を勤務したものとみなす。 

２ 前項の場合であって、事業場外での勤務に要する時間が通常、所定労働時間を超える

場合には、これに必要な時間勤務したものとみなす。 

３ 前項の勤務したものとみなす時間について、会社が、当該事業場に従業員の過半数で

組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、従業員の過半数で組織する労働組

合がない場合においては従業員の過半数を代表する者と、労働基準法第 38 条の２第２項に

基づき、前項の勤務したものとみなす労働時間を定めた労使協定を締結した場合には、前

項の勤務したものとみなす労働時間は、当該協定で定める時間とする。 

 

（テレワーク勤務に関するみなし労働時間制） 

第５４条 会社が認めた従業員が、テレワーク勤務規程で定めるテレワーク（以下、単に

「テレワーク勤務」という。） を行う場合であって、労働時間を算定し難いときは、所定

労働時間を勤務したものとみなす。 

２ 前項の場合であって、テレワーク勤務に要する時間が通常、所定労働時間を超える場

合には、これに必要な時間勤務したものとみなす。 

３ 前項の勤務したものとみなす時間について、会社が、当該事業場に従業員の過半数で

組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、従業員の過半数で組織する労働組

合がない場合においては従業員の過半数を代表する者と、労働基準法第 38 条の２第２項に

基づき、前項の勤務したものとみなす労働時間を定めた労使協定を締結した場合には、前

項の勤務したものとみなす労働時間は、当該協定で定める時間とする。 

４ テレワーク勤務に従事する者についての前各項の規定は、随時業務の指示命令を行う

業務等でない場合に適用する。 

 

（休日） 

第５５条 休日は以下のとおりとする。 

（１） シフトによる 

（２） １２月３１日、１月１日、２日、３日 

 

(振替休日) 

第５６条 業務上必要がある場合には、前項で定める休日を同じ給与計算期間内の他の労



働日と振替えることがある。 

２ 休日を振り替える場合は、原則として 1 週間以内で振り返る日を指定するものとする。

ただし、休日は 4 週間を通じ 4 日を下回ることはないものとする。 

３ 前項の場合、前日までに振替による休日を指定して従業員に通知する。 

４ 従業員が、前項の通知を受けたにもかかわらず、正当な理由なく、振替により勤務日

となった日に勤務しないときは、欠勤として扱う。 

 

  第２節 時間外労働、および休日勤務および深夜労働 

 

（時間外労働） 

第５７条 会社は業務上の都合により、従業員代表との間で締結している時間外および休

日労働に関する協定の範囲内で、所定労働時間外に労働をさせることがある。ただし、災

害等やむを得ない事由がある場合には、労働基準監督署長の事前の許可または事後届け出

により協定範囲を超えて就業させる場合がある。 

２ 時間外労働は上司の指示による。ただし、上司に申請して時間外労働を承認された場

合は時間外労働をすることができる。 

３ 法定労働時間を超える労働や、法定休日または深夜の労働をさせた場合は、給与規定

に従い割増賃金を支払うものとする。 

４ 満１８歳未満の従業員には時間外労働をさせない。 

 

（休日勤務） 

第５８条 会社は業務上の都合により、従業員代表との間で締結している時間外および休

日労働に関する協定の範囲内で、休日勤務をさせることがある。 

２ 満１８歳未満の従業員には休日勤務をさせない。 

 

（深夜勤務） 

第５９条 会社は、業務上必要がある場合、午後 10 時から午前５時までの深夜に勤務（以

下「深夜労働」という。）を命じることがある。 

 

（非常災害時の特例） 

第６０条 災害その他避けることのできない事由により臨時の必要がある場合は、労働基

準監督署長の事前の許可または事後届け出により、就業時間の変更、延長または休日勤務

をさせることがある。 

 

 

 

 



  第３節 年次有給休暇 

 

（年次有給休暇） 

第６１条 年次有給休暇は４月１日から翌年３月３１日までを休暇年度とし、前年度の出

勤率が８割以上の場合には、次のとおり年度初日に年次有給休暇を与える。なお、採用後

最初に到来する休暇年度の初日をもって２年度と計算する。 

勤続年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度以降 

休暇日数 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

 

２ 新たに採用した者に対しては、採用月に応じて試用期間終了時に次の年次有給休暇を

与える。なお、１～３月採用者については、試用期間終了後に前項２年度の有給休暇を与

える。 

採用月 ４月～９月 １０月 １１月 １２月 １～３月 

休暇日数 １０日 ５日 ３日 １日 ０日 

 

３ 第１項の出勤率算出は、つぎのとおりとする。 

                 出勤率(％)＝  年間出勤日数 / 年間所定労働日数×100  

４ 次の期間は前項の出勤率の算定上、出勤したものとみなす。 

（１）業務上の傷病による休業期間、産前産後休暇および育児・介護休業期間 

（２）年次有給休暇、慶弔休暇、看護休暇、介護休暇 

（３）休職期間 

５ 年次有給休暇を取得した日または時間については、通常の給与を支払う。 

 

（年次有給休暇の取得手続き） 

第６２条 年次有給休暇を取得しようとする場合は、原則として緊急の場合を除きあらか

じめ前日までに所属長まで届け出なければならない。ただし、業務の正常な運営を妨げる

場合には、他の時季に変更することがある。取得は半日（4 時間）単位とする。 

２ 前項の手続き以外のやむを得ない事由により有給休暇を取得する場合には、会社が新

たな勤務組替えをおこなえるよう、３日前までに所属長に届け出るものとする。なお、当

日の届け出は業務に支障が生ずるために、特別に所属長が認めた場合を除き、有給休暇は

取得できないものとし、欠勤と扱う。 

３ 私傷病などの欠勤については、有給休暇に振り替えることができる。ただし、欠勤事

由によっては振替を認めないことがある。 

 

（年次有給休暇の繰越） 

第６３条 付与した年度に取得しなかった年次有給休暇は、当該年度付与分残日数のみ翌

年度に限り繰り越すことができるものとする。 



 

（年次有給休暇の計画的付与） 

第６４条 各従業員の有する年次有給休暇のうち５日を超える日数について、予め時季を

指定して与えることがある。(連続休暇) 

２ 前項の場合には、時季に有給休暇を取得しなければならない。 

 

 

（年次有給休暇の会社による時季指定） 

第６５条 会社が年次有給休暇の時季を定めようとするときは、その時季について当該社

員の意見を聴くものとし、会社は、当該意見を尊重するよう努めるものとする。この場合、

年次有給休暇の単位は、日または半日とし、半日とするときは、0.5 日分の時季指定をした

ものとする。 

２ 前項の意見聴取は、基準日から６か月を経過した時点において、年休取得日数が５日

に満たない者に対して行う。 

３ 前項にかかわらず、取得希望日に沿った時季指定が困難なときは、従業員と面談のう

え、時季を決定する。また、会社が時季指定した日に、年次有給休暇を付与することが困

難な事情が生じたときは、従業員と面談のうえ、代替の日を決定する。 

４ 従業員は、原則として、会社が時季指定した日を変更することはできない。ただし、

やむを得ない事情があると会社が認めるときは、その限りではない。この場合には、従業

員と面談のうえ、代替の日を決定する。 

５ 会社が時季指定した日が到来する前に、従業員自らが年次有給休暇を取得し、または

計画的付与が行われたときは、会社は、これらの日数分、当該時季指定した日を取り消す

ことができる。 

６ この規定により時季が指定された年次有給休暇は、従業員の心身の回復のため必要最

低限のものであることから、従業員はその趣旨をよく理解し、時季が指定された日に年次

有給休暇を取得しなければならない。 

  

 

 第４節 特別休暇 

 

（慶弔休暇） 

第６６条 従業員の慶弔に関しては、所定の手続きを経ることによって次の事由別区分に

基づき連続した休暇（暦日数）を与える。なお、休暇途中で業務上の都合により出勤した

場合は、出勤した日数はこの休暇に含めない。 

（１） 忌引休暇 

            本人の配偶者・父母・子の死亡        ７日以内 

            本人の祖父母・兄弟姉妹の死亡        １日 



            配偶者の父母の死亡        １日 

（２） 結婚休暇 

            本人の結婚                    ５日以内 

            子の結婚                     １日以内 

（３） 出産休暇 

            配偶者の出産                ３日以内 

２ 前項に定める休暇は、有給とする。 

 

（産前産後休暇） 

第６７条 ８週間以内（多胎妊娠の場合は１４週間）に出産予定の女子従業員が申し出た

ときは、産前８週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）以内の休暇を与える。 

２ 産後は申し出の有無にかかわらず出産日から８週間の休暇を与える。ただし、産後６

週間を経過し、本人から請求があった場合は、医師が支障ないと認めた業務へ就業させる

ことがある。 

３ 第１項および前項に定める休暇は無給とする。 

４ 産前産後休業の期間中も、社会保険被保険者資格は継続する。 

 

（育児時間） 

第６８条 生後１年未満の子供を育てる女子従業員が請求したときは、休憩時間のほか、

１日２回の各々３０分、または１日１回の６０分の育児時間を与える。 

２ 前項の育児時間は無給とする。 

 

（母性健康管理） 

第６９条 女子従業員から母子保健法に基づく保健指導または健康検査を受けるために、

通院休暇の請求があったときは、次の範囲で必要な休暇を与える。 

（１）産前の場合妊娠 23 週まで・・・・    ４週に１回 

   妊娠 24 週から 35 週まで・・・・・  ２週に１回 

   妊娠 36 週から出産まで・・・・・    １週に１回     

ただし、医師または助産婦（以下「医師等」という。）がこれと異なる指示をしたときに

は、その指示により必要な回数とする。 

（２）産後（1 年以内）の場合 

医師等の指示により必要な回数 

２ 妊娠中または出産後の女子従業員から健康検査に基づき勤務時間等について医師等の

指示を受けた旨申し出があった場合、次の措置を講ずることとする。 

（１）妊娠中の通勤緩和 

通勤緩和の指導の場合は、その指導に基づき時差出勤、勤務時間の短縮等。 

（２）妊娠中の休憩に関する措置 



休憩時間等についての指導の場合には、その指導に基づき休憩時間の延長、休憩の回数の

増加等。 

（３）妊娠中または出産後の症状等に対応する措置 

症状等に対応する指導を受けた場合には、その指導に基づき作業の制限、休業等。 

３ 第１項の休暇は無給とし、また第２項により労働時間を短縮した分は無給とする。 

４ 妊娠中または出産後１年を経過しない女子従業員が申し出たときは、法定労働時間を

超える労働を伴う変形労働時間制、時間外勤務、休日勤務および深夜業は適用しない。ま

た、労働基準法第 64 条の 3 に定める危険有害業務に就かせることはない。 

５ 妊娠中の女子従業員から、妊娠中他の軽易な業務に従事したいと申し出があった場合

には業務の転換をおこなう。 

 

（看護休暇） 

第７０条 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が、負傷しまたは疾病に

かかった子を世話するためまたは子に予防接種や健康診断を受けさせるための休暇を請求

したときは、１年度につき５日間（該当する子が２人以上の場合は１０日間）を限度とし

て必要な日数の休暇を与える。 

２ 前項の休暇は無給とする。 

 

（介護休暇） 

第７１条 介護休業の対象となる家族を介護する従業員が、介護するための休暇を請求し

たときは、1 年度につき５日間（該当する家族が２人以上の場合は１０日間）を限度とし

て必要な日数の休暇を与える。 

２ 前項の休暇は無給とする。 

 

（生理休暇） 

第７２条 生理日の就業が著しく困難な女子従業員が請求したときは、必要な日数の休暇

を与える。 

２ 前項の休暇は無給とする。 

 

（休暇請求手続き） 

第７３条 この節で定める特別休暇を請求しようとする場合は、事前に所属長に届け出て、

その承認を得なければならない。 

２ 会社から特別休暇請求の事由を証明する書類等の提出を求められた場合は、直ちに応

じなければならない。 

 

（リフレッシュ休暇） 

第７４条 各年度始めに従業員の勤続年数が次の年数に該当したときは、下記の休暇を与



える。 

勤続年数 休暇日数（実日数） 

満３年 ３日 

満１０年 ５日 

満２０年 １０日 

満３０年 １０日 

１ 付与年度内のみ有効とし、１ヵ月前までに所属長へ届け出なければならない。 

２ リフレッシュ休暇は、有給とする。 

 

（裁判員休暇） 

第７５条 会社は、以下の各号のいずれかに該当する従業員から請求があった場合は裁判

員休暇を付与する。 

 ①裁判員候補者として通知を受け、裁判所に出頭するとき 

 ②裁判員として選任を受け、裁判審理に参加するとき 

 付与日数は、裁判員候補者や裁判員として裁判所に出頭するために必要な日数とする。 

２ 当休暇は無給とする。 

３ 裁判員候補者として裁判員等選任手続の期日に出頭、裁判員として職務に従事した際に

は、出社後遅滞なく、裁判所が発行する証明書等を提出しなければならない。 

 

 

（公民権行使の時間） 

第７６条 社員が勤務時間中に選挙その他公民としての権利を行使するため、予め申し出

た場合は、それに必要な時間を与える。ただし、その時間に対する賃金は支給しない。 

 

  第５節 休業 

 

（業務上の傷病による休業） 

第７７条 従業員が業務上の傷病による療養のために就業できない場合には、療養が終わ

るまでの間休業とする。ただし、療養開始後３年を経過した場合にはこの限りではない。 

２ 休業期間中は無給とし、第１０章の災害補償による給付をおこなう。 

 

（育児休業） 

第７８条 従業員から請求があった場合は、育児のための休業、短時間勤務、深夜業の免

除等措置を講じる。 

２ 育児休業等の取扱いに関しては別に定める育児介護休業規程による。 

 

（介護休業） 



第７９条 介護が必要な家族を有する従業員から請求があった場合は、介護のための休業、

短時間勤務、深夜業の免除等の措置を講じる。 

２ 介護休業等の取扱いに関しては別に定める育児介護休業等規程による。 

 

 

第５章 給 与 

 

（給与） 

第８０条 従業員の給与、賞与については、別に定める給与規程による。 

 

 

第６章 出 張 

 

（出張） 

第８１条 業務上必要がある場合には従業員へ出張を命じることがある。 

２ 出張時の勤務時間については、特段の指示があり勤務時間を把握できる場合を除き、

所定労働時間を勤務したものとみなす。 

 

（出張旅費） 

第８２条 会社の命令により出張したときは、別に定める出張旅費規程により出張旅費を

支給する。 

 

 

第７章 慶弔見舞金 

 

（慶弔見舞金） 

第８３条 従業員の慶弔、傷病の際は、別に定める慶弔見舞金規程により支給する。 

 

 

第８章 表彰および懲戒 

 

  第１節 表 彰 

 

（表彰） 

第８４条 会社は業務の円滑な運営および向上を図ることを目的として、従業員の表彰を

おこなう。 



 

（表彰事項） 

第８５条  従業員が次の各号の一に該当するときは表彰状および賞品または賞金を与える。 

（１）成績が優秀であり、かつ従業員の模範となった者 

（２）業務上有益な改善をし、または業務に精励し、会社に多大な貢献をした者 

（３）災害を未然に防止し、または災害の際特に功労があった者 

（４）社会的功績があり、会社の名誉となるような行為のあった者 

（５）前各号に準ずる表彰に値すると認められる行為のあった者 

 

  第２節 懲 戒 

 

（懲戒の決定） 

第８６条  会社は従業員の行為が本節に定める懲戒基準に該当するときは、これを懲戒処分

をおこなう。従業員は、その行為が勤務時間外、社外での行為であることを理由にその責

めを免れることはできない。 

 

（懲戒の種類） 

第８７条 懲戒の種類は次のとおりとする。 

（１）譴責   始末書を提出させ将来を戒める。 

（２）減給  始末書を提出させ減給する。ただし、１回につき平均賃金の１日分の半額、

総額においては、一賃金支払期の賃金総額の１０分の１を超えない範囲でおこなう。 

（３）出勤停止 始末書を提出させ、出勤を停止する。出勤停止期間は７日以内とし、そ

の期間の給与は支給しない。 

（４）降格 役職の罷免・引き下げを行う。 

（５）諭旨退職 始末書を提出させ、自発的な退職を勧告する。これに応じない場合には

懲戒解雇とする。 

（６）懲戒解雇 予告期間をおかないでただちに解雇する。この場合行政官庁の認定を得

たときは予告手当を支給しない。 

 

（譴責・減給・出勤停止・降格） 

第８８条  従業員が次の各号の一に該当するときは減給または出勤停止、もしくは降格に処

する。ただし、違反の程度が軽微であるか、または特に考慮すべき事情があるか、もしく

は本人が深く反省していると認められる場合は、譴責にとどめることがある。 

（１）正当な事由なくして、しばしば遅刻・早退をなし、もしくは無届欠勤したとき、ま

たはしばしば職場を離脱して業務に支障をきたしたとき。 

（２）当規則の服務規律にしばしば違反したとき。 

（３）出勤簿の不正打刻をした、もしくは依頼したとき。 



（４）業務上の書類、伝票などを改変し、または虚偽の申告、届け出をしたとき。 

（５）故意、過失、怠慢もしくは監督不行届きによって災害、傷害、その他の事故を発生

させ、または会社の設備、器具を破損したとき。 

（６）許可なく会社の物品を持ち出し、または持ち出そうとしたとき。 

（７）許可なく会社の構内もしくは付属の施設内で集会し、または文書、図画などを配布、

貼付、掲示、販売し、その他これに類する行為をしたとき。 

（８）業務に対する誠意を欠き、業務怠慢と認められるとき。 

（９）素行不良にして他の従業員に対して暴行、脅迫を加え、または社内において賭博そ

の他これに類する行為をなすなど、社内の風紀秩序を乱したとき。 

（１０）職場の内外において、従業員に対し性的な言動(セクシャルハラスメント)をして

職場の風紀・秩序を乱し、他の従業員の就業を妨げたとき。 

（１１）職場内において職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の

適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与えたとき、または職場環境を悪化させたと

き。 

（１２）各種ハラスメント行為をおこない職場の風紀・秩序を乱し、職場環境を悪化させ

たとき。 

（１３）所属長または関連上長の業務上の指示、命令に従わないとき。 

（１４）許可なく会社の文書、帳簿、その他の書類を部外者に閲覧させ、またはこれに類

する行為のあったとき。 

（１５） 会社諸規程、通達、通知等などに違反したとき。 

（１６）故意に業務の能率を阻害し、または業務の遂行を妨げたとき 

（１７）会社の許可なく在籍のまま他に雇い入れられる等兼業をしたとき 

（１８）社員間の金銭貸借の原則禁止に違反したとき 

（１９）正当な理由なく、会社が命じる時間外労働、休日労働、出張を拒んだとき 

（２０）正当な理由なく、所持品の点検等の業務行為を拒んだとき 

（２１）会社の金品を紛失したとき 

（２２）過失により会社の金品の盗難にあったとき 

（２３）過失により職場において物品の出火、爆発を引き起こしたとき 

（２４）経費の不正な処理をしたとき 

（２５）職場のパソコンを会社規程その他の指示に反して使用し、コンピューターウイル

ス等に感染させるなどして業務の運営に支障を生じさせたとき、またはその職務に関連し

ない不正な目的で使用し、業務の運営に支障を生じさせたとき 

（２６）取引先等に関して、本人、もしくは他の役員・従業員またはその親族と関係があ

ることを理由に有利な取扱いを行ったとき 

（２７）以下の交通事故または交通法規違反行為を行ったとき 

ア 酒酔い運転で人に傷害を負わせたとき、またはこの場合において措置義務違反をした

とき 



イ 酒気帯び運転で人に傷害を負わせたとき、またはこの場合において措置義務違反をし

たとき 

ウ 人に傷害を負わせたとき、またはこの場合において事故後の救護を怠る等の措置義務

違反をしたとき 

エ 著しい速度超過等の悪質な交通法規違反をしたとき、またはこの場合において物の損

壊に係る交通事故を起こして措置義務違反をしたとき 

（２８）社外での非行行為により会社の名誉・信用を損ない、または会社に損害を与えた

とき、その他社外での非行行為により企業秩序が乱されたとき 

（２９）その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき。 

 

（論旨退職・懲戒解雇） 

第８９条  従業員が次の各号の一に該当するときは、懲戒解雇に処する。ただし、情状によ

り諭旨退職にとどめることがある。 

（１）前条の違反が再度におよぶとき、または情状重大と認められるとき。 

（２）懲戒処分に対して改悛の情なしと認められたとき。 

（３）重要な経歴を偽り、その他不正な方法を用いて採用されたとき。 

（４）正当な理由なく、直近の一ヶ月以内に通算して１４日以上無断欠勤したとき。 

（５）会社の許可を受けず在籍のまま他に雇い入れられたとき。 

（６）業務または職位を利用して会社の資産、その他これに類するものを使用し、自己の

利益をはかったとき。 

（７）業務または職位を利用して部外者から不当な金品、饗応を受け、または要求、約束

し、自己または他人の利益をはかったとき。 

（８）会社の経営上または業務上の重大な秘密を社外に洩らしたとき。 

（９）業務上の知り得た情報やネットワークを会社の許可を得ることなく、自身の事業利

益や事業創設などに利用したとき。 

（１０）会社の金品を詐取流用し、または虚偽の伝票、書類を作成、発行して自己の利益

をはかり、会社に損害を与えたとき。 

（１１）故意または重大なる過失によって会社の設備、器物その他の財産を破損または紛

失し、会社に甚大な損害を与えたとき。 

（１２）所属長または関連上長の指示命令を侮蔑してこれに反対し、職場の秩序を乱し業

務を妨害したとき。 

（１３）職場の内外において、従業員に対し卑劣な方法あるいは雇用を脅かすなど権限を

ちらつかせる方法などで性的な言動(セクシャルハラスメント)をすることで、従業員の心

身に被害を与えたとき。 

（１４）上司に暴行脅迫を加え、または従業員として著しく常軌を逸する粗暴な行為のあ

ったとき。 

（１５）破廉恥、背信な不正不義の行為をなし、従業員としての体面を汚し、会社の名誉



および信用を傷つけたとき。 

（１６）殺人、傷害、暴行、脅迫、強盗、窃盗、横領その他の刑事犯罪を犯かしたとき。 

（１７）会社の経営権を侵し、もしくは経営基盤を脅かす行動・画策をなし、または経営

方針に反する行動・画策により正常な運営を阻害もしくは阻害させようとしたとき。 

（１８）会社の経営に関して故意に真相をゆがめ、または事実を捏造して宣伝流布するな

どの行為により、会社の名誉、信用を傷つけたとき。 

（１９）故意に諸給与を不正に支給したとき、または故意に届出を怠りもしくは虚偽の届

出をするなどして諸給与を不正に受給したとき 

（２０）職場のパソコンを会社規程その他の指示に反して使用し、コンピューターウイル

ス等に感染させるなどして業務の運営に重大な支障を生じさせたとき、またはその職務に

関連しない不正な目的で使用し、業務の運営に支障を生じさせ、会社に重大な損害を与え

たとき 

（２１）以下の交通事故または交通法規違反行為を行ったとき 

ア 酒酔い運転で人を死亡させ、もしくは重篤な傷害を負わせたとき、またはこの場合に

おいて措置義務違反をしたとき 

イ 酒気帯び運転で人を死亡させ、もしくは重篤な傷害を負わせたとき、またはこの場合

において措置義務違反をしたとき 

ウ 人を死亡させ、もしくは重篤な傷害を負わせたとき、またはこの場合において事故後

の救護を怠る等の措置義務違反をしたとき 

（２２）会社の経営に関し虚偽の宣伝流布を行い、または会社に対して不当な誹謗中傷を

行うことにより、会社の名誉・信用を毀損し、または会社に損害を与えたとき 

（２３）社外での非行行為により、会社の名誉・信用を著しく損ない、または会社に重大

な損害を与えたとき、その他企業秩序が著しく乱された場合でその行為が悪質なとき 

（２４）暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力と関わりがあることが判明したとき 

（２５）服務規律に違反する重大な行為があったとき 

（２６）その他業務上の指示または会社の諸規程に著しく違反した場合で、その行為が複

数回に及ぶなど悪質なとき 

（２７）その他前各号に準ずる程度の不当な行為があったとき。 

 

（管理監督者の監督責任） 

第９０条  業務に関する指導ならびに管理不行届きにより、従業員が懲戒処分を受けたとき

は、その管理監督者を懲戒することがある。 

 

（教唆、扇動、幇助など） 

第９１条  他人を教唆、扇動して懲戒該当行為をさせたり、他人の懲戒該当行為を助けたり

隠蔽したときは、懲戒該当行為に準じて懲戒条項を適用する。 

 



 

（懲戒決定までの就業禁示） 

第９２条  従業員が懲戒解雇に該当する疑いがあるときは、職場秩序維持上、処分が決定す

るまで、就業を禁止することがある。 

前項の場合、不正行為の再発や証拠隠滅の恐れがあるなど、就業禁止とするやむを得ない

事情があるときには、就業禁止期間内は無給とする。 

 

（損害賠償） 

第９３条  故意または重大な過失によって会社に損害を与えたときは、懲戒に関係なく、そ

の損害の全部または一部を賠償させることがある。 

 

(合意退職の承認取消し) 

第９４条  

会社は、既に合意退職の承認を受けている従業員が、退職するまでの間に、懲戒事由に該

当することが判明した場合には、その承認を取り消し、懲戒に処することがある。 

 

 

第９章 安全衛生 

 

（安全衛生の基本原則） 

第９５条 従業員は災害防止および健康増進のため、この規則および行政官庁の災害防止

に関する注意および法令、通達を守り、常に職場の整理整頓を怠らず、協力して環境の整

備と安全および衛生の保持に努めなければならない。なお、安全衛生管理体制他、安全衛

生管理事項については、別の規程に詳細を定めることがある。 

なお、従業員は社内および施設内において次の事項を遵守しなければならない。 

２ 常に職場内外の整理整頓に努め、特に通路、非常用出入口および防火設備のある場所

には物品を置かないこと。 

３ 火気および火気を誘導しやすい物品を取扱うときは特に注意し、使用のつど危険のな

いよう始末しておくこと。 

４ 防火設備、救急用具などの位置およびその取扱い方法に習熟すること。 

５ 機械設備および器具等はよく点検し、故障もしくは危険な箇所を発見したときは直ち

にその旨を関係者に通報すること。 

６ 喫煙は所定の場所でおこなうこと。 

 

（非常災害時の措置） 

第９６条 火災その他非常災害の発生を発見し、またはその危険があることを知ったとき

は、臨機の措置をとるとともに、直ちに所属長および関係者に報告し、その指示を受けな



ければならない。 

（１）従業員は休日または勤務時間外といえども、非常災害の発生、またはその予知があ

った場合には直ちに出勤し、その未然防止に努めなければならない。 

 

（就業の禁止） 

第９７条 従業員が伝染病、精神病その他これに類する疾患または就労することにより、

従業員の病状悪化のおそれがある場合や利用者の健康に影響を与えるおそれがある場合に

は、その従業員の就業を禁止することができる。この場合、従業員はこれに従わなければ

ならない。 

 

(伝染性疾患の届出) 

第９８条  

社員は、本人あるいは同居者または近隣に感染症およびこれに準ずる疾病の患者が生じた

ときは、すみやかに会社に届け出てその指示を待たなければならない。 

 

（健康管理） 

第９９条 従業員は保健および衛生に留意し、健康の保持増進に努めなければならない。 

 

（健康診断） 

第１００条 従業員は定期的または臨時におこなう健康診断および伝染病予防接種等を受

けなければならない。 

２ 健康診断の結果に基づき、業務の軽減あるいは配置転換、治療、その他健康保持上必

要な措置を命ずることがある。 

 

 

第１０章 災害補償 

 

（業務上災害補償） 

第１０１条 従業員が業務上または通勤途上による負傷、疾病、傷害または死亡に対し、

労働者災害補償保険法とその他関係法令の定めるところにより、必要な保険手続きを迅速

に行う。また、従業員の職場復帰、社会復帰のため適正な労働条件の整備・確保を図ると

ともに。 

次の補償をおこなう。なお、同一の事由について、労働者災害補償保険法によって下記の

災害補償に相当する給付がおこなわれる場合は、その給付額に相当する補償はおこなわな

い。 

（１）療養補償 

（２）休業補償 



（３）障害補償 

（４）遺族補償 

（５）葬祭料 

（６）打切補償 

（７）介護補償 

 

（第三者との関係） 

第１０２条 災害補償を受ける原因が第三者の行為によって生じた場合で、補償を受ける

べき者が当該第三者から賠償を受けたときは、その賠償額の範囲において補償をおこなわ

ないものとする。 

２ 第三者の行為により生じた業務災害、通勤災害であって、本章による補償を行った時

は、会社はその補償の価額を限度として、補償を受けた者が第三者に対して有する損害賠

償請求権を取得する。その災害について本人が当該第三者と和解するときは、あらかじめ

会社の許可を受けなければならない。 

３ 前項において取得する会社の第三者に対する損害賠償請求権、または第２項において

本人が第三者から受けた損害賠償額には、それぞれ保険会社に対する保険金請求権、また

は保険会社より受けた保険金額を含むものとする。 

 

（補償制限） 

第１０３条 従業員の故意または重大な過失による業務上の負傷または疾病に対しては、

行政官庁の認定を受けた場合は災害補償をおこなわない。 

 

（補償を受ける権利） 

第１０４条 災害補償を受ける権利は、従業員が退職したことによって変更されることは

ない。 

 

 

第１１章 福利厚生・育成 

 

（福利厚生への努力） 

第１０５条 会社は従業員の福祉および健康増進をはかるために予算の範囲内において、

必要な福利厚生施設の設置ならびにその他の福利増進に必要な施策推進に努める。 

 

 

（研修） 

第１０６条 従業員の資質向上をはかるために会社が必要と認めた場合には、従業員を外

部訓練または研修に派遣する。 



２ 訓練または研修をうけた従業員は、その内容を所属長および関係従業員に報告し、必

要があれば報告書の作成または報告会を実施しなければならない。 

３ 会社が合宿研修を命じた場合、従業員に対して、その間合宿所からの外出および外泊

を禁ずることがある。  

 
 

第１２章 公益通報者保護 

 

（公益通報者保護） 

第１０７条 公益通報者保護の取扱いに関しては別に定める公益通報者保護規程による。 

 

 

第１３章 雑 則 

 

（疑義解釈） 

第１０８条 この規則に関する実施の細部事項または運用上の解釈については、その都度

人事責任者が決定する。 

 

(職務発明および知的財産権の取扱い) 

第１０９条  

１ 従業員が、その職務に関連して発明、考案をした場合に会社は職務発明を行った従業

員から、その発明にかかわる一切の権利を承継する。この場合、会社は当該従業員に対し

て報奨金を支払うものとする。 

２ 会社が、従業員から特許を受ける権利または特許権を承継し、または専用実施権を設

定する場合には従業員に相当の利益を与えるものとする。 

３ 従業員が、その職務に関連して著作、考案をした場合は、その著作権、意匠権等の知

的財産権は会社に帰属する。 

 

（改廃の手続き） 

第１１０条 この規則を改廃する場合には、従業員代表の意見を聴取し、代表取締役の承

認を得ておこなうこととする。 

 

附 則 

 

制定 平成 28 年 11 月 10 日 

改定 令和２年８月２１日 

改定 令和 3 年 7 月１日 



2021 年 4 ⽉ 
 

「⺠間公益活動を促進するための休眠預⾦等に係る資⾦の活⽤に関する法律」に基づく 
休眠預⾦により⽀払われる従業員の⼈件費⽔準の公開について 

 
プラスソーシャルインベストメント株式会社 

 
標記の件に関し、「⺠間公益活動を促進するための休眠預⾦等に係る資⾦の活⽤に関する

法律」に基づき実施する事業につき、休眠預⾦を原資として⽀払う⼈件費⽔準については以
下の通りです。  

 
150,000 円/⽉〜550,000 円/⽉ 

 
以 上 
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情報システムのリスク管理に関する規程 
 

 

（目的） 

第１条 この規程は、当社が業務を遂行するに当たって、情報システムのリスク管理に関す

る事項を定め、適切かつ効果的に情報システムを利用することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において「情報システム」とは、ハードウェア、ソフトウェア、コンピュ

ータ単体、及び社内ＬＡＮ（構内通信網）によって構成されたコンピュータ集合体（サー

バ及びクライアント）のことをいう。 

２．この規程において「情報システム資産」とは、情報システム、情報システムに係るコン

ピュータ・周辺機器類、記録媒体・紙、及び情報システムに係る情報（顧客情報、技術情

報等）の一切のことをいう。 

３．この規程において「情報システムのリスク」とは、情報システムのダウン又は誤作動等、

情報システムの不備等に伴い当社が損失を被るリスク、さらに情報システムが不正に使

用されることにより当社が損失を被るリスクのことをいう。 

４．この規程において「情報システムのリスク管理」とは、前項に係るシステム障害やサイ

バーセキュリティ事案の未然防止、及び発生時の迅速な復旧について対策を講じること

をいう。 

 

（情報システムの重要性） 

第３条 当社は、情報システムの重要性について、次の各号に留意するものとする。 

（１）金融商品取引業者等における情報システムは、それ自体が経営戦略と一体となって

いること。 

（２）情報システムのリスクは、事業活動に伴って生ずるビジネスリスクのコアリスクと

なっていること。 

（３）情報システムのリスクは、経営環境に伴って変化するものであり、また、他のビジ

ネスリスクへと連鎖する性質をもつこと。 

 

（管理責任者） 

第４条 当社の情報システムにおける情報システム管理責任者は、管理部長又は管理部長

が適当と判断する管理部内のシステム担当者とする。 
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（情報システム管理責任者） 

第５条 情報システム管理責任者は、情報システムのリスク管理について、迅速かつ効果的

な対応を行うために、その管理責任と手続きを確立するものとする。 

２ 情報システム管理責任者は、情報システムのリスク管理に関する情報の収集と分析を

継続的に行い、情報システムのリスクの発生を未然に防ぐとともに、実際に情報システム

のリスクが発生した場合には、情報システムのリスクを局所化し、損害を最小限に抑制す

るものとする。 

 

（教育・訓練） 

第６条 情報システム管理責任者は、役職員に対し、情報システムに対する意識の向上、及

び情報システム資産の適切な管理に関する教育・訓練を行うものとする。 

 

（外部委託） 

第７条 当社は、情報システムの適切かつ効果的な利用のために必要と判断するときは、情

報システムの構築・運用の全部又は一部を外部業者に委託するものとする。 

２ 前項においては、情報システムのリスクを認識し、外部委託先と締結する契約書に適切

なリスク管理に関する規定を設けるものとする。 

３ 外部委託先に対する管理責任は、委託者である当社が負わなければならないことに留

意し、外部委託する場合であっても、情報システムのリスク管理のレベルは、内部管理の

基準と同等の水準を維持するものとする。 

 

（利用管理） 

第８条 役職員は、作為・不作為を問わず、情報システムのリスクが発生するおそれのある

行為を慎むものとする。 

２．役職員は、前項に関して次の各号を遵守するものとする。 

（１）インターネットについては、業務に関する必要な情報を検索・収集する場合であっ

ても、安全性が確認できないサイトの閲覧及びダウンロードを行わない。 

（２）電子メールについては、業務に関する必要な情報の伝達にのみ使用し、その他の目

的において使用しない。 

（３）情報システムにリスクが発生するおそれのある状況（差出人不明の電子メールの受

信、コンピュータ・ウィルスに起因すると思われる不具合等）を感知した場合にお

いては、直ちに情報システム管理責任者に報告し、その指示に従う。 

 

（パスワード管理） 

第９条 管理部は、業務において必要とする役職員に限り、情報システムに接続するための
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パスワード、及びモバイル機器等から情報システムに接続するためのアクセス番号等を

開示するものとする。 

２．前項によりパスワード及びアクセス番号等を開示された役職員は、それらを第三者に開

示・提供しないものとする。 

３．管理部は、情報システムに接続するためのパスワード及びアクセス番号等を定期的に変

更し、外部からの不正侵入等の防止に努めるものとする。 

４．管理部は、役職員が退職した場合においては、情報システムに接続するために当該役職

員が使用していたパスワード及びアクセス番号等を直ちに変更し、外部からの不正侵入

等の防止に努めるものとする。 

 

（不正接続等の禁止） 

第１０条 情報システムへの接続を制限されている役職員は、他人のパスワードを使用す

る等、不正な方法で情報システムに接続しないものとする。 

２．前項について管理部は、役職員に対して周知・徹底を行うものとする。 

３．役職員は、前２項に違反する行為を発見した場合においては、直ちに情報システム管理

責任者へ通報するものとする。 

 

（モニタリング） 

第１１条 情報システム管理責任者は、当社の内部環境（リスク・プロファイル等）や外部

環境の状況に照らし、当社の情報システムのリスクの状況についてモニタリングを行う

ものとする。 

２．前項における「モニタリング」とは、当社の情報システムが正常な状態に保たれるよう

に適切な頻度で監視することをいう。 

３．情報システム管理責任者は、当社の情報システムのリスクの状況に関して、役職員が適

切に評価及び判断できる情報を、定期的に又は必要に応じて随時報告するものとする。 

４.情報システム管理責任者は、モニタリングによって必要と判断した場合においては、本

規程の改定を取締役会に諮るものとする。 

５．当社は、モニタリングによってリスク管理を情報システムに実装すると判断した場合に

おいては、可能な限り国際標準に準拠した技術を採用するものとする。 

 

（稼働環境の確保） 

第１２条 情報システム管理責任者は、情報システム資産の設置及び管理に当たっては、適

切と判断する場所（以下、「セキュリティエリア」という。）を役職員に対して指示するも

のとする。 

２．当社は、セキュリティエリアについて、地震、落雷、暴風雨及び洪水等の自然災害への



4 

 

対策を講じるものとする。 

３．当社は、セキュリティエリア及びその関連施設について、防火への対策を講じるものと

する。 

４．当社は、セキュリティエリアについて、停電等の電源異常への対策を講じるものとする。 

５．当社は、セキュリティエリアについて、空調管理への対策を講じるものとする。 

 

（保守管理） 

第１３条 管理部は、情報システムの利用について、適切な保守を行うことにより、有効性・

完全性を確保するものとする。 

２．管理部は、情報システムを正常に稼働させるため、情報システムの能力及び容量に関わ

る評価を行うものとする。 

３．管理部は、情報システム資産が記録されている媒体・紙の機密性及び完全性を確保する

ものとする。 

 

（バックアップ） 

第１４条 情報システム管理責任者は、情報システムのバックアップについての対策を講

じるものとする。 

２．情報システム管理責任者は、情報システムのバックアップについての対策を定期的に検

証するものとする。 

 

（資産の廃棄） 

第１５条 管理部は、不要となった情報システム資産を廃棄する場合においては、格納・記

録されている情報等を完全に削除するものとする。 

２．前項について管理部は、削除に関する記録を作成するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第１６条 この規程の改廃は、取締役会の決議により行うものとする。 

 

附則 

 この規程は平成 30年 7月 13日より施行する。 

 

以上 



情報公開規程 

(目 的) 

第 1条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社(以下、当社という。) 

が、その経営状況、営業内容及び財務状況等を積極的に公開するために必要な事項を定め

ることにより、当社の公正で開かれた活動を推進することを目的とする。  

(法人の責務) 

第 2条 当社は、この規程の解釈及び運用に当たっては、原則として、一般に情報公開す

ることの趣旨を尊重するとともに、個人に関する情報がみだりに公開されることのないよ

う最大限の配慮をしなければならない。 

(利用者の責務) 

第 3条 第 9条に規定する情報公開の対象書類を閲覧ないしは謄写した者は、これによ っ

て得た情報を、この規程の目的に即して適正に使用するとともに、個人に関する権 利を

侵害することのないよう努めなければならない。  

(情報公開を請求することができる者) 

第 4条 何人も、この規程の定めるところにより、第 9条に規定する情報公開対象書類の

公開を請求することができる。 

(情報公開の方法) 

第 5条 当社は、情報公開の対象に応じ、公告、公表、書類の事務所備え置き並びにイン

ターネットの方法により行うものとする。 

(公 告) 

第 6条 当社は、法令の規定に従い、貸借対照表について、公告を行うものとする。 

(書類の事務所備え置き) 

第 7条 当社は、法令の規定に従い、書類の事務所備え置きを行い、正当な理由を有する

者に対し、その閲覧ないしはその一部を謄写させるものとする。 

(事務所備え置きの書類) 

第 8条 前条の事務所備え置きの対象とする書類は別表 1に掲げるものとし、次条に規定

する閲覧場所に常時備え置く。 

2 別表 1中、「保存期間」として備え置き期間を表示しているものについては当該備え置



き期間分の書類を、備え置き期間を表示していないものについては当該最新の書類を公開

する。  

(閲覧場所及び閲覧日時) 

第 9条 当社の事務所備え置きの対象とする書類の閲覧場所は、主たる事務所とする。 

2 閲覧の日は、当社の休日以外の日とし、閲覧の時間は、業務時間のうち午前 10 時から

午後 5時までとする。ただし、当社は、正当な理由があるときは閲覧希望者に対し、閲覧

日時を指定することができる。  

(閲覧等に関する事務) 

第 10 条 閲覧希望者から別表 1に掲げる書類の閲覧等の申請があったときは、次により取

り扱うものとする。  

1. (1)  様式 1に定める閲覧(謄写)申請書に必要事項の記入を求め、提出を受ける。  

2. (2)  閲覧(謄写)申請書かが提出されたときは、様式 2に定める閲覧受付簿に必要

事項を記載し、閲覧に供する。  

3. (3)  閲覧した者ないしは謄写を希望する者から謄写の請求があったときは、実費

負担を求め、これに応じる。  

2 閲覧による書類の公開にあっては、当該書類の保存に支障を生じるおそれがあると認め

るときその他正当な理由があるときは、その写しによりこれを行うことができる。  

(インターネットによる情報公開) 

第 12 条 当社は、第 6条及び第 7条の規定による情報公開のほか、広く一般の人々に対し

インターネットによる情報公開を行うものとする。 

2 前項の規定による情報公開の内容、方法等の詳細は代表取締役が定める。 

(その他) 

第 13 条 この規程に定めるもののほか、情報公開に関し必要な事項は代表取締役が取締役

会の決議を経てこれを定める。 

(改 廃) 

第 14 条 この規程の改廃は、取締役会の決議を経て行う。  

附則 

この規程は、令和 4年 3月 18 日より施行する。  



別表 1  

 

対象書類等の名称  保存期間 

1 定款   

2 計算書類等(各事業年度の決算書、附属明細書) 事業報告書、監査報告書  10年  

3  

(1) 役員名簿 

(2) 役員規程 

5年 

4 取締役会議事録、株主総会議事録 10年  

5 事業計画、収支予算  



内部監査規程 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、内部監査の方法・手続き等について定め、もって経営合理化及び能

率増進に資するとともに不正・過誤の防止に努めることを目的とする。 

 

（内部監査の対象） 

第２条 内部監査の対象は、会社の全部門とする。 

 

（監査担当部門） 

第３条 内部監査業務は、監査部が担当する。なお、第二種金融商品取引業に係る業務の

内部監査業務に関しては、「金融商品取引業に係る業務方法書」により、監査部が担当

する 

 

（監査の種類） 

第４条 監査の種類は、次のとおりとする。 

（１）会計監査 

（２）業務監査 

（３）特命監査 

 

（会計監査の定義） 

第５条 会計監査とは、会社の取引が正当な証拠書類により事実に基づいて処理され、帳

票が諸規程に従い適正に記録され、かつ取引の実態を正しく表示しているか否かを検証

することをいう。 

 

（業務監査の定義） 

第６条 業務監査とは、業務活動が諸規程に準拠した適正な組織・制度を通じ経営目的達

成のために正当、かつ合理的に運営されているか否かを検証することをいう。 

 

（特命事項の監査の定義） 

第７条 特命監査とは、特に代表取締役社長より指示を受けた事項に対する監査をいう。 

 



（監査の方法） 

第８条 監査の方法は、被監査部門への質問、書類監査及び実地監査の方法により行う。 

 

（監査担当者の権限） 

第９条 監査担当者は監査を行うにあたり、会社のすべての諸帳票・伝票・その他の諸資

料の提出を求め、かつ関係者に事実の説明報告、その他監査上の必要な要求を行うこと

が出来る。 

 

（協力の義務） 

第１０条 被監査部門は、監査担当者の行う監査の遂行に進んで協力しなければならない。 

 

（監査担当者の遵守事項） 

第１１条 監査担当者は、次の事項を遵守しなければならない。 

（１）監査はすべて事実に基づいて行い、かつその判断及び意見の表明について公正で

なければならない。 

（２）業務上知りえた事項を正当な理由なくして他に漏らしてはならない。 

（３）監査は被監査部門の通常業務に著しい支障を与えないように実施しなければなら

ない。 

 

（内部監査計画書） 

第１２条 監査部長は、あらかじめ内部監査計画書を作成し、代表取締役社長の承認を得

なければならない。内部監査計画書に重大な変更のあったときも同様とする。 

 

（内部監査計画書の内容） 

第１３条 内部監査計画書には、次の事項を記載する。 

（１）監査対象部門 

（２）監査方針及び監査事項 

（３）監査日程 

（４）監査方法 

 

（監査の実施） 

第１４条 監査担当者は、監査事項の性質を勘案して記録計算資料の吟味、証拠書類と帳

簿との突合、実査、立会、確認、質問等の監査を実施するものとする。 



（監査の通知） 

第１５条 監査担当者は、監査を行うときは原則として事前に内部監査通知書を被監査部

門の責任者へ送付するものとする。 

 

（報告業務） 

第１６条 監査担当者は、監査終了後遅滞なく内部監査報告書を作成し、監査部長を経て

取締役会に提出する。内部監査報告書を提出したときは、その写しを被監査部門の責任

者へ送付する。ただし、特に機密を要する場合はこの限りではない。 

 

（内部監査報告書の記載内容） 

第１７条 内部監査報告書には、監査した日時、被監査部門、監査の目的、監査の結果等

を記載しなければならない。なお、必要に応じて参考資料を送付するものとする。 

 

（内部監査報告に基づく指示） 

第１８条 代表取締役社長は、監査担当者からの内部監査報告に基づき、改善、措置等を

必要とする事項については、監査部長を通じて、被監査部門の責任者に指示する。 

 

（指示に対する報告） 

第１９条 前条の指示を受けた被監査部門の責任者は、遅滞なくこれを実施し、その実施

状況を改善状況報告書として、監査部長を通じて代表取締役社長に報告しなければなら

ない。 

 

（処置の確認） 

第２０条 監査担当者は必要ある場合、監査結果の処置の確認を行うものとする。 

 

（報告書の取扱い） 

第２１条 関係者は、内部監査報告書及び監査の過程で得られた書類等の取扱い並びに保

管について特に留意しなければならない。 

 

以上 

 

附則 

この規則は、第二種金融商品取引業の登録が完了したときから施行する。 



内部通報者の取扱いに関する規程 

 

 

第１章   総  則 

 

（目的） 

第１条 本規程は、公益通報者保護法が規定する労働者等からの組織的または個人的な法

令違反行為等に関する相談または通報の適正な処理の仕組みを定めることにより、不正行

為等の早期発見と是正を図り、もってコンプライアンス経営の強化に資することを目的と

する。 

 

（通報対象） 

第２条 本規程に定める通報とは、法が規定する国民の生命、身体、財産その他の利益の保

護にかかわる法律に規定する犯罪行為の事実が生じ、又は正に生じようとしているものを

対象とする。 

2 前項のほか、法令違反一般及び倫理違反行為についても、法の趣旨をふまえて通報対象

とする。 

 

第２章   通報処理体制 

 

(通報対応責任者) 

第３条 本規程による通報対応の責任主体を明確にするため、会社に通報対応責任者を置

く。 

2 通報対応責任者は、代表取締役があたるものとする。 

 

（窓口） 

第４条 労働者からの通報を受け付ける窓口（以下、「通報窓口」という。）および法令違反

行為該当性の確認等の相談に応じる窓口（以下、「相談窓口」という。）は管理部に設置する。 

 

（通報方法） 

第５条 通報窓口および相談窓口の利用方法は、電話・電子メール・ＦＡＸ・書面および面

会とする。 

２ 匿名通報に対しては、原則としてこれを受け付けないものとする。ただし、身元を開示

して通報を行なうよう通報者に継続して説得するものとする。 

 

 



（通報者および相談者） 

第６条 通報窓口および相談窓口の利用者（以下、「通報者等」という。）は当社の労働者（退

職者を含む。以下同じ。）および当社の取引事業者の労働者とする。 

 

（調査） 

第７条 通報された事項に関する事実関係の調査は管理部長が行う。 

２ 調査責任者は、調査する内容によって、関連部署のメンバーからなる調査チームを設

置することができる。 

３ 書面等での通報があった後、事実関係の調査を行なう場合は、その旨を通報者に対し

20 日以内に通知するものとする。 

 

（協力義務） 

第８条 各部署は、通報された内容の事実関係の調査に関して協力を求められた場合には、

調査チームに協力しなければならない。 

 

（是正措置） 

第９条 調査の結果、不正行為が明らかになった場合には、会社は速やかに是正措置および

再発防止措置を講じなければならない。 

２ 会社は必要に応じ関係行政機関にその概要を報告する等所要の措置を講ずるも のと

する。 

 

（社内処分） 

第１０条 調査の結果、不正行為が明らかになった場合には、会社は当該行為に関与した者

に対し、就業規則第８３条により、懲戒処分を課すことができる。 

 

（記録及び事務体制） 

第１１条 通報受理に基づく各種対応事務等を執り行なうために会社に通報対応担当者を

置く。 

2 通報対応担当者は管理部長とする。 

3 通報対応担当者は、通報受理者に協力し、通報内容を記録するものとする。 

4 通報受理者は管理課長とする。 

 

第３章   当事者の責務 

 

（通報者の保護） 

第１２条 会社は通報者等が通報または相談したことを理由として、通報者等に対して解



雇その他いかなる不利益取扱いをしてはならない。 

２ 会社は、通報者等が通報または相談したことを理由として、通報者等の職場環境が悪化

することのないように、適切な措置をとらなければならない。  

３ 会社は、通報者等に対して不利益取扱いおよび嫌がらせを行った者（通報者の上司、同

僚等を含む。）がいた場合には、就業規則第〇条により、懲戒処分を課すことができる。  

４ 会社は、通報者からの通報又は相談により調査に協力した者に対して解雇その他いか

なる不利益な取り扱いも行なわない。 

 

（個人情報の保護） 

第１３条 会社および本規程に定める業務に携わる者は、通報された内容および調査で得

られた個人情報を開示してはならない。また退職後あるいは退任後においても同様とする。 

２ 会社は、正当な理由なく個人情報を開示した者に対し、就業規則第８３条により、懲戒

処分を課すことができる。 

 

（通知） 

第１４条 会社は、通報者に対して調査結果および是正結果について、非通報者（その者が

不正を行った、行っているまたは行おうとしていると通報された者）のプライバシーに配慮

しつつ、遅滞なく通知しなければならない。ただし、通報が匿名でなされたものである場合

は除く。 

 

（不正の目的） 

第１５条 通報者等は、虚偽の通報や他人の誹謗中傷を目的とした通報、その他不正の目的

を有する通報を行ってはならない。 

２ 会社は前項の通報を行った者に対し、就業規則第８３条により、懲戒処分を課すことが

できる。 

 

（通報または相談を受けた者の責務） 

第１６条 通報処理担当者のみならず、通報または相談を受けた者（通報者等の管理者、同

僚を含む。）は、本規程の定めを遵守し誠実に対応するよう努めなければならない。 

２ 通報又は相談を受けた者は、通報内容が会社と直接関わりのない事項である場合にお

いては、処分権限等を有する行政機関を紹介する等適切に対応するものとする。 

 

（利益相反者の排除） 

第１７条 通報対応担当者等通報処理に従事する者あるいは通報又は相談を受けた者は、 

通報内容が自ら関係する事案の場合、当該通報対応に従事してはならない。 

2 前項による利益相反者がある場合、代表取締役が代替担当者を指名する。 



 

第４章 その他 

 

（記録） 

第１８条 通報対応責任者は、通報から調査、改善までの経緯と結果について記録する。 

 

（通報対応状況の報告） 

第１９条 通報対応責任者は、会社の法令遵守の徹底を図るため、本規程に基づく通報対応

状況について、個人情報に留意の上、取締役会に報告するものとする。 

 

附  則 

 

（所管） 

本規程の所管は管理部とする。 

 

（改廃等） 

本規程の改廃は、取締役会が決定する。また、本規程の運用に際しては、代表取締役社長を

責任者とする。 

 

（施行日） 

本規程は令和２年８月２１日より施行する。 

 

 

 



反社会的勢力との関係遮断に関する規則 
 

 

（目的） 

第１条 この規則は、反社会的勢力との関係の遮断に関し、必要な事項を定め、当社の健

全な業務の遂行の確保並びに反社会的勢力の金融商品取引及び金融商品市場からの排除

を図り、もって金融商品取引業の健全な発展及び投資者の保護に資することを目的とす

る。 

 

（定義） 

第２条 この規則において、反社会的勢力とは、次に掲げるものをいう。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴力団員によ

る不当行為防止法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員（暴力団員による不当行為防止法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。） 

（３）暴力団準構成員（暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力団の威力

を背景に暴力的不法行為等（暴力団員による不当行為防止法第２条第１号に規定

する暴力的不法行為等をいう。以下この条において同じ。）を行うおそれがある者

又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持

若しくは運営に協力する者のうち暴力団員以外のものをいう。） 

（４）暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構

成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に資金提供を行

うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは関与するもの又は

業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若しくは運営に協力

している企業をいう。） 

（５）総会屋等（総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行

為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。） 

（６）社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、

不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅

威を与える者をいう。） 

（７）特殊知能暴力集団等（前各号に掲げるもの以外のものであって、暴力団との関係

を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有し、構造的な不

正の中核となっている集団又は個人をいう。） 

（８）その他前各号に準ずる者 

 



（通則） 

第３条 当社は、原則として、相手方が反社会的勢力であることを知りながら、当該相手

方との間で金融商品取引法（以下「金商法」という。）第２条第８項第９号に掲げるみ

なし有価証券の私募の取扱い（以下「私募の取扱い」という。）業務を行わない。 

２．当社は、相手方が反社会的勢力であることを知りながら、当該相手方への資金の提供

その他便宜の供与を行わない。 

 

（基本方針及び公表） 

第４条 当社は、反社会的勢力への対応に関し、次に掲げる事項を基本方針（以下「基本

方針」という。）とする。 

（１）反社会的勢力に対しては、組織として対応する。 

（２）反社会的勢力に対しては、外部専門機関と連携して対応する。 

（３）反社会的勢力との間で取引を含めた一切の関係を遮断する。 

（４）有事においては、民事及び刑事の両面から法的な対応を行う。 

（５）反社会的勢力との間で裏取引及び資金提供は一切行わない。 

２．当社は、基本方針を社内に周知するとともに、当該基本方針又はその概要を公表する

ものとする。 

 

（反社会的勢力でない旨の確約） 

第５条 当社は、顧客との間で初めて私募の取扱いを行おうとするときは、当該顧客から

反社会的勢力でない旨の確約を受けるものとする。ただし、既に当該顧客から反社会的

勢力でない旨の確約を受けている場合はこの限りでない。 

 

（反社会的勢力を排除するための契約の締結） 

第６条 当社は、顧客との間で私募の取扱いを行う場合は、次の各号に定める事項を契約

書又は取引約款等に定めるものとする。 

（１）前条の確約が虚偽であると認められたときは、当社の申出により当該契約が解除

されること。 

（２）顧客が反社会的勢力に該当すると認められたときは、当社の申出により当該契約

が解除されること。 

（３）顧客が暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為等を行い、当社が

契約を継続しがたいと認めたときは、当社の申出により当該契約が解除されるこ

と。 

 

 



（審査の実施） 

第７条 当社は、初めて私募の取扱いを行おうとする顧客について、当該顧客が反社会的

勢力に該当するか否かあらかじめ審査するよう努めるものとする。 

２．当社は、私募の取扱いに関する顧客について、反社会的勢力に該当する者がいないか

定期的に審査するよう努めるものとする。 

３．当社は、前２項に定めるもののほか、顧客が反社会的勢力に該当する者であるとの疑

いが生じた場合には、当該顧客について反社会的勢力に該当するか否か審査するものと

する。 

 

（契約の禁止・関係の解消） 

第８条 当社は、前条第１項に定める審査の結果、顧客が反社会的勢力であることが判明

した場合は、取引を行わない。ただし、金融商品取引及び金融商品市場から反社会的勢

力を排除するときを除く。 

２．当社は、前条第２項及び第３項に定める審査の結果、顧客が反社会的勢力であること

が判明した場合は、可能な限り速やかに関係解消に努めるものとする。 

 

（業務執行組合員等の確認） 

第９条 当社は、私募の取扱いを行うまでに、当該取引の対象となる有価証券に関する業

務執行組合員、営業者又は業務執行社員等が、反社会的勢力に該当していないことを確

認するよう努めるものとする。 

 

（情報の収集） 

第１０条 当社は、反社会的勢力に関する情報収集に努めるものとする。 

 

（研修等の実施） 

第１１条 当社は、役職員に対し、反社会的勢力への対応要領及び反社会的勢力に関する

情報の管理等について、社内研修を実施するなど、役職員の啓発に努めるものとする。 

 

（社内管理態勢の整備、充実） 

第１２条 当社は、第４条に掲げる基本方針を実現するため、この規則を役職員に遵守さ

せるものとする。 

２．当社は、この規則に基づき、反社会的勢力との関係を遮断するための管理態勢の整備

に努めるものとする。 

３．当社は、反社会的勢力との関係を遮断するための管理態勢の有効性及び適切性につい

て、定期的に検証を行うものとする。 



（警察等との連携・協力） 

第１３条 当社は、反社会的勢力との関係の遮断に関し、警察その他関係機関と連携及び

協力するよう努めるものとする。 

２．当社は、反社会的勢力との間で紛争が生じた場合には、弁護士又は警察その他の関係

機関に速やかに連絡又は相談するなどにより、反社会的勢力による行為の被害の発生を

防止するよう努めるものとする。 

 

以上 

 

附則 

この規則は、第二種金融商品取引業の登録が完了したときから施行する。 



文書管理規程 

(目的) 

第 1条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社(以下、当社という。) 

における文書の取扱いを定め、事務を正確かつ効率的に処理することを目的とする。  

(文書の定義) 

第 2条 この規程において、文書とは図書類を除く業務上取扱うすべての文書(コンピュー

ター等を含む、以下同じ)であって、一定期間保存を要するものをいう。 

(事務処理の原則) 

第 3条 当社の事務は、原則として文書により処理するものとする。 

2 文書によらないで処理した場合、必要に応じて直ちに文書を作成し、事後に支障のない

ようにしなければならない。 

(取扱いの原則) 

第 4条 文書の取扱いは、責任を明らかにして正確かつ迅速に行うとともに、常に整理 

し、その所在を明らかにしておかなければならない。 

2 コンピューターファイル等で作成した文書は、適切なファイル名を付して、当社のサー

バーに保存しなければならない。 

(文書管理担当者) 

第 5条 文書の受付、配布、回付または整理保存等を行わせるため、当社内に文書管理担

当者を置く。 

2 文書管理担当者は、管理部長が任免する。 

(決裁手続き) 

第 6条 文書の起案は、組織規程で定めるそれぞれの部局において行うものとする。 

2 起案文書は、代表取締役及びコンプライアンス部長の決裁を受けるものとする。 

3 電磁的方法により文書の起案及び決裁を行う場合は、使用するコンピューターシステム

内で、起案者及び決裁者が特定できるようにするものとする。 

(整理及び保管) 

第 7条 文書の整理保管は、原則として当該文書担当部署において行う。 



(保存期間) 

第 8条 文書の保存期間は、別に定める各規定による。ただし、関係法規により保存年限

が定められている文書は、当該法規による。 

(保存方法) 

第 9条 一定の事務処理を終えた文書はすみやかに編綴するものする。文書名・保存期

間・保存の始期および終期・その他文書保存に必要な事項を明記し、保存しなければなら

ない。 

2 コンピューターファイル等の文書は、サーバー内に適切なフォルダー名を明記したフォ

ルダーを作成し、保存しなければならない。 

(機密文書の保管) 

第 10 条 機密事項の記載された文書は、指定された場所に保管し、施錠して保管しておか

なければならない。 

2 サーバー内に保存された、機密事項の記載されたコンピューターファイル等の文書 

は、関係者以外がアクセスできないようパスワード等を付して保管しなければならない。   

(廃棄) 

第 11 条 保存期間を経過した文書は廃棄する。ただし、管理部長が引続き保存する必要 

があると認めたものはこの限りではない。 

(廃棄処分の方法) 

第 12 条 廃棄処分を決定した文書は、当該文書の内容を考慮して、焼却、裁断などの処 

分をする。  

(規程の改廃) 

第 14 条 この規程の改廃は、取締役会の決議を経て行う。  

附則 

この規程は、令和 4 年 3月 18日より施行する。  

 



プラスソーシャルインベストメント株式会社 

役員規程 

 

第１章  総  則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、プラスソーシャルインベストメント株式会社の役員の就退任、執務に

関する基本的事項を定めるものである。 

 

（定義） 

第２条 役員とは、株主総会で選任された取締役および監査役をいう。 

 

（適用範囲） 

第３条 この規程は、原則として常勤の取締役および監査役に適用する。ただし、特別の勤

務等必要のあるときは、非常勤役員にこの一部を準用することがある。 

 

 

第２章  就任および退任 

 

（役員の職位） 

第４条 役員の職位は次のとおりとする 

（１）会長（非常勤） 

（２）社長（常勤） 

（３）役付取締役（常勤） 

（４）取締役（常勤または非常勤） 

（５）監査役（常勤または非常勤） 

 

（役員の就任） 

第５条 役員は、取締役会の推薦を受け、株主総会の決議をもって選出され、かつ本人の承

諾によって確定する。 

２．就任を承諾した役員は、遅滞なく｢就任承諾書｣を代表取締役社長に提出しなければなら

ない。なお、就任日は、株主総会の決議の日とする。 

 

（役員の退任） 

第６条 役員が次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、その日をもって退任

とする。 



プラスソーシャルインベストメント株式会社 

（１）任期が満了したとき 

（２）辞任したとき 

（３）解任されたとき 

（４）定年に達したとき 

（５）死亡したとき 

２．前項にかかわらず、使用人兼務役員に任期満了、辞任、解任の事由が生じた場合には、

その時点で役員としての資格を失う。ただし、従業員としての会社との雇用契約関係は、

原則として存続するものとする。 

 

（任期満了） 

第７条 役員はその任期が満了したときは、役員たる資格を喪失する。 

 

（辞任） 

第８条 役員が辞任しようとする場合は、原則として２ヶ月前に社長に申し出なければな

らない。 

２．前項の場合において、社長はこれを取締役会に付議して決定するものとする。 

 

（解任） 

第９条 役員として適格でないと取締役会において判断された場合には、株主総会に諮っ

た上で解任されるものとする。 

 

（役員の定年） 

第１０条 役員の定年は原則として次のとおりとする。 

（１）社長  ７０歳 

（２）取締役 ６５歳 

（３）監査役 ６５歳 

２．前項にかかわらず、非常勤役員については、原則として定年を定めないものとする。 

３．事業年度の途中で定年に達した場合には、その日以降最初に到来する定時株主総会終了

の日をもって退任するものとする。 

 

 

第３章  執  務 

 

（執務体制） 

第１１条 役員は自身の任務を果たすため、自己の最善を尽くして積極的に職務を遂行す

るものとする。 



プラスソーシャルインベストメント株式会社 

 

（禁止事項） 

第１２条 役員は次の行為をしてはならない。 

（１）会社の財産を会社の承認なくして社用以外の目的に使用すること 

（２）従業員を社用以外の目的に使用すること 

（３）職務上の地位を利用して個人的な取引を行うこと、または手数料･リベートなどの金

品を収受すること 

（４）職場の秩序を乱す行為をなすこと 

（５）その他、会社を欺く一切の行為 

 

（機密の保持） 

第１３条 役員は、会社の機密を保持することはもとより、取締役会や経営会議での討議の

経緯・内容等を、職務遂行上必要な者以外に漏洩してはならない。 

 

（損害賠償） 

第１４条 前２条に違反し、会社に損害を与えたときは、その損害の全部または一部を弁償

させることがある。 

２．役員が在任中知り得た会社の機密･ノウハウ等を漏洩し、その結果、会社が損害を被っ

たことが明確な場合は、その損害の全部または一部を弁償させることがある。 

 

 

第４章  報 酬 等 

 

（報酬の体系） 

第１５条 役員の報酬は月額報酬の他、役員退任慰労金により構成する。 

２．月額報酬は役員報酬のみとし、手当等他の報酬は原則として支給しない。 

 

（月額報酬の決定方法） 

第１６条 役員の月額報酬は、世間水準および会社業績や、従業員給与を考慮して、次の方

法により決定する。 

（１） 取締役の報酬は、株主総会で決定した報酬総額の限度内において取締役会で決定す

る。 

（２） 監査役の報酬は、株主総会で決定した報酬総額の限度内において監査役の協議で決

定する。 

 

（就任または退任等の場合における報酬の取扱い） 



プラスソーシャルインベストメント株式会社 

第１７条 報酬計算期間の途中で新たに役員に就任した場合、または退任・解任等の場合に

おける当該計算期間の月額報酬は日割計算等を行わず１ヶ月分を支給する。 

 

（非常勤役員の報酬） 

第１８条 非常勤役員の報酬は、講師及び評価委員等を委嘱した場合に限り、謝金として支

給することができる。 

 

（臨時緊急措置） 

第１９条 会社業績が著しく低迷した場合、または社会的に責任を明らかにすべき事態が

発生した場合などには、取締役会の決議（監査役は監査役間の協議）によって、報酬の減額・

一部カット等の措置を取ることがある。 

 

（規程の所轄部署および改廃） 

第２０条 この規程の所管部署は、管理部とする。 

 

 附 則 

本規程は、平成２８年１１月１０日から施行する。 

改定 令和３年３月１２日  

 

 

 



倫理規程 

プラスソーシャルインベストメント株式会社(以下、当社という。) は、厳正な倫理に

則り、公正かつ適正な事業活動を行うための自主ルールとして、以下の倫理規程を制定

し、それを遵守するものとした。  

当社のすべての役職員は、その社会的使命と役割を自覚し、この規程の理念が具体的行

動と意思決定に活かされるよう不断の努力と自己規律に努めなければならない。  

<本 文> 

 (基本的人権の尊重)  

第 1 条 当社は、すべての人の基本的人権を尊重し、差別や個人の尊厳を傷つける行為は

してはならない。  

(組織の使命及び社会的責任) 

第 2条 当社は、ソーシャルイノベーションを誘発する資金の流れを創り出し、持続可能

でしなやかな地域社会の形成に寄与することを目指した事業運営に当たらなければならな

い。 当社に所属するすべての役員・正職員・契約職員・パートタイム職員・インターン

生を含むすべての職員(以下、役職員という。) は以下のことに留意して行動しなければ

ならない。 

(ア) 当社としての企業理念と一致しているかを常に考慮する。 

(イ) 経費の適切な使用及び業務効率を高め、経費の節約をし、効果的な使用に努める。  

(社会的信用の維持) 

第 3条 当社は、常に公正かつ誠実に事業運営に当たり、社会的信用の維持・向上に努め

なければならない。当社の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 業務の執行に当たっては、公正、公平を旨とし、公益の増進に資する質の高い価値

を 創出することに努める。 

(イ) 当社のインターネット上の公式アカウントからの情報発信はもとより、個人で開設

しているアカウントも含めて、個人又は団体を中傷、誹謗する内容の情報発信、職務の公

正性又は中立性に疑義を生じさせるおそれのある内容の情報発信及びその他当社の信用を

傷つけ、又は全体の不名誉となる内容の情報発信を行わない。  

(法令等の遵守) 

第 4条 当社は、関連法令及び当社の定款、倫理規程その他の規程・内規を厳格に遵守



し、社会的規範に悖ることなく、適正に事業を運営しなければならない。当社の役職員は

以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 業務時間内はもとより業務時間外においても、社会的規範や各種法令の遵守及び各

種事故防止に努める。 

(イ) 法令違反、倫理規程違反及びその他社会的規範に悖る行為を発見した場合は、遅滞

なく上司に報告する。 

(私的利益の禁止) 

第 5条 当社の役職員は、その職務や地位を私的な利益の追求に利用することがあっては

ならない。 当社の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 取引先等からの私的な利益供与を禁ずるとともに、誤解の生じるような行為を避け

る。 

(イ) 職務や地位を利用して特定の取引先等に有利な取り計らいをするような行為又はそ

のような誤解を生じさせるような行為を避ける。 

(兼職先組織への利益の禁止) 

第 6条 当社の役職員は、当社の取締役会の承諾なしに、当社以外に役員を務める組織へ

の当社からの利益の追求があってはならない。 当社の役職員は以下のことに留意して行

動しなければならない。 

(ア) 役職員は、有償・無償を問わず、他の組織との兼職状況について虚偽なく申告する

と ともに、新たな職務に就任した際、或いは退任した際には、速やかに代表取締役へ報

告をする。 

(イ) 役職員が役員を務める組織(非営利、一般事業者の区分を問わず)への資金供与及び 

その他特定の便益の供与に際しては、公正・公平の立場で行動し、その組織に対して特 

別の便宜を図る行為又はそのような誤解を生じさせるような行為を避ける。  

(利益相反の防止及び開示) 

第 7条 当社の役職員は、職務の執行に際し、利益相反が生じる可能性がある場合は、直

ちにその事実の開示その他当社が定める所定の手続に従わなければならない。 

2 当社の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア)  取引先等の選定に当たっては、公正・公平を旨とし、自ら関与している組織の調

査・選考には加わらない。 

(イ)  役員と職員又は職員同士が談合して、当社の運営を私的に利用する行為又はそのよ

うな誤解を生じさせるような行為を避ける。 

3 当社は、休眠預金等活用法に基づき、助成事業等を行うに際し、事業協力団体の関係

者（当社役職員を含む。）又は特定の個人や団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に

対し、寄附その他の特別の利益を与えることのないよう注意しなければならない。 



4 当社の役職員は、当社が関与している取引先等について、自身との利害関係の有無を

当社に定期的に報告を行わなければならない。 

5 当社は前項の報告の内容確認を行い、利害関係の有無について迅速な発見及び是正を

図るものとする。 

(情報開示及び説明責任) 

第 8条 当社は、その事業活動に関する透明性を図るため、その活動状況、運営内容、財

務資料等を積極的に開示し、社会の理解と信頼の向上に努めなければならない。 

2 当社の役職員は、各事業を策定する際には、取引先・株主・会員への報告はもとよ

り、ニュースレター、ウェブ等を通じて、適時必要な情報を発信することに留意して行動

しなければならない。 

(情報の保護・管理) 

第 9条 当社は、業務上知り得た組織運営上の各種情報及び個人的な情報の保護に万全を

期すとともに、個人の権利の尊重にも十分配慮しなければならない。 

2 当社の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 職務上知り得た情報の一切について、書類の管理、電子情報の管理(貸与しているパ

ソコン等の管理を含む)及びその他すべての情報管理に留意し、電子機器の盗難や紛失、 

他者・他組織へのデータの送信、外部への供与及び情報の漏えいを行わない。 

(イ) 職務上知り得た個人情報については、その利用目的のみに使用し、当事者の同意な

しに第三者への情報提供を行わない。 

(研 鑽) 

第 10 条 当社の役職員は、能力向上のため、絶えず自己研鑽に努めなければならない。 

2 当社の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア)新聞、ニュース、書籍等の一般的な情報源からの情報収集のほか、講演会等のイベン

ト、研修への参加等を通じて、自己研鑽に努める。 

(イ) 社会人としての基本的なマナーや道徳観を身につけ、他者の価値観を受け入れ、尊

重し、常に自らの人格を磨く努力をする。 

(反社会的勢力・団体との断絶) 

第 11 条 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては

断固たる行動をとるものとし、一切の関係を断絶する。また、反社会的勢力・団体の活動

を助長するような行為は一切行わない。  

2 当社の役職員は以下のことに留意して行動しなければならない。 

(ア) 反社会的勢力・団体とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない。反社会的勢 

力・団体による不当要求は明確に拒絶する。また、反社会的勢力・団体による不当要求 



が、事業活動上の不祥事や職員の不祥事を理由とする場合であっても、事案を隠ぺいする

ための裏取引を絶対に行わない。  

(イ) 取引先等に対しては、反社会的勢力・団体との関係がないことを取引開始前に文書

等で確認する。  

(規程遵守の確保) 

第 12 条 当社は、必要あるときは、取締役会の決議に基づき委員会を設置し、この規程

の遵守状況を監督し、その実効性を確保する。 

(改 廃) 

第 13 条 この規程の改廃は、取締役会の決議を経て行う。  

附則 

この規程は、令和 4年 3月 18 日より施行する。  

 

 



（法第 28 条第 1 項関係様式例） 
 

令和４年度事業報告書 
 

  令和 4 年 3 月 20 日から 2023 年 3 月 31 日まで 
 

特定非営利活動法人 ナイマゼ 
 
１ 事業の成果 
設立初年度は、地域活性化に関するコンサルティング事業として、社会的投資の仕組みの検討お

よびワークショップを実施した。 
 
 
２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 
事業名 

事 業 内 容 
実施 
日時 

実施 
場所 

従事者

の人数 

受益対象

者の範囲

及び人数 

支出額 
(千円) 

まちづくりに関する調

査研究事業 
当該年度は実施予

定 なし 
     

⼈材育成・教育研修事業 当該年度は実施予

定 なし 
     

地域活性化に関するコ

ンサルティング事業 
社会的投資の仕組

みの検討、ワーク

ショップの実施 

令 和 4
年 3 月 

東近江

市 
2 人 20 人 1,320 

その他⽬的を達成する

ために必要な事業 
当該年度は実施予

定 なし 
     

 
(2) その他の事業 

定款の 
事業名 

事 業 内 容 
実施 
日時 

実施 
場所 

従事者

の人数 
支出額 
（千円） 

 
 

     

 



（法第28条第1項関係様式例）

令和5年度事業報告書

令和5年4月1日から2024年3月31日まで

特定非営利活動法人 ナイマゼ

１ 事業の成果

● まちづくりに関する調査研究事業では、滋賀県文化や祭事に関する調査とインタビューを通じ
て、地域の人々の関係性やつながりを体系的に記録した。この成果はブックレットとしてまとめら
れ、地域住民や訪問者にとって貴重な文化資源となり、地域のアイデンティティの再確認と保存
に貢献した。

● 人材育成・教育研修事業では、女性を中心として進められているまちづくり活動のさらなる活性
化や連携についてアドバイスを行った。

● 地域活性化に関するコンサルティング事業では、地域活性化に向けた持続可能な社会的システ
ムの仕組みの検討と事業の整理を行った。また、地域活性化推進のための研究会の企画・運営
サポートや市民活動支援団体のネットワークの組織化支援など、県域や市内での活動のさらなる
活性化に向けて活動を行った。

２ 事業の実施に関する事項
(1) 特定非営利活動に係る事業

定款の
事業名

事 業 内 容
実施
日時

実施
場所

従事
者の
人数

受益対象
者の範囲
及び人数

支出額
(千円)

まちづくりに関する調
査研究事業

1. 滋賀県の文化・祭事に
関する調査・インタ
ビュー、調査結果のまと
め

1. 2023.7-
2024.3

1. 滋賀県
域

2人 1. 20人 1. 198

⼈材育成・教育研修
事業

1. まちづくり活動に関する
研修事業

1. 2023.4-
2024.3

1. 滋賀県
域

1. 1人 1. 20人 1. 102

地域活性化に関する
コンサルティング事業

1. 地域活性化に向けた社
会システムの検討、整
理。研究会の企画・運営

2. 市民活動団体ネットワー
クやまちづくり事業の組
織化支援、アドバイス業
務

1. 2023.6~
2024.3

2. 2023.4-
2024.3

1. 滋賀県
域

2. 滋賀県
域

1. 2人

2. 1人

1. 140人

2. 60人

1. 1543

2. 529

その他⽬的を達成す
るために必要な事業

当該年度は実施なし

(2) その他の事業
定款の
事業名

事 業 内 容
実施
日時

実施
場所

従事者
の人数

支出額
（千円）




